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はじめに 
 

 

気候変動問題は世界の地域・都市・コミュニティに新たな課題をつきつけている。都市は、世

界のエネルギー消費量の 3 分の 2 以上、そして世界の CO2 排出量の 70%以上を占め1、世界的

な潮流であるカーボンニュートラル（脱炭素）目標の達成には、都市のエネルギーや運輸等の

様々なシステムを持続可能なものに変革することが不可欠である。加えて、都市部に住む世界

人口は今日の 55%から 2050 年には 68%に膨れ上がると見られており、都市の持続可能な発展

のためには、人口集中により引き起こされる都市問題を解決し、より質の高いインフラサービ

スを提供することが必要となっている。データや先進的なデジタル技術の活用はこれらの課題

解決の鍵である。このように先端技術を用いて都市の課題を解決し、さらにこれらの技術の採

用により、新たな価値をも創出しようとするのがスマートコミュニティである。2020 年に発表

された経済協力開発機構（OECD）のレポートによると、2018 年のスマートコミュニティの市

場規模は 713 億ドルで、2019 年から 2025 年にかけての年平均成長率は 18.9%と、高い成長が

見込まれている2。 

 
世界で最も野心的な脱炭素目標を掲げる英国3は、スマートコミュニティの開発においても世界

の主導的立場にある。その強みは、スマートコミュニティの構築と運営に不可欠な人工知能

（Artificial Intelligence：AI）とデータ技術を始めとする技術力、これらのテクノロジーを用

いたソリューションの開発と商業化、高い技術的専門性や創造性をもつ人的基盤、関連技術に

おける世界有数の大学・研究機関、革新的な技術を誇る数多くのスタートアップと多岐にわた

る。また、政策的にも英国は世界で初めてスマートシティ関連規格を導入した国であり、同国

の「PAS 181 スマートシティ戦略」は国際規格（ISO 37106）の基礎となっている4。これらの

強みを基盤に、英国は世界有数の多様なスマートコミュニティを生み出してきた。 

 

本報告書は、気候変動対策およびスマートコミュニティの構築の両方において世界をリードす

る英国のネットゼロ／スマートコミュニティ政策および企業動向や事例を明らかにすることに

より、同国の地域レベルにおけるビジネス機会について洞察を提供することを目的とする。本

報告書はまず第 1 章で、英国政府の主要関連政策におけるスマートコミュニティの位置づけを

明確にした上で、英国政府の取り組みを概観する。第 2 章では、英国においてエコシステムの

発達が顕著なスマートインフラ、スマートエネルギー、スマートビルディング・住宅、および

スマートモビリティ分野における取り組みを、そして第 3 章で、地域レベルでの取り組みにつ

いてプロジェクト事例を含め概説し、最後第 4 章で今後の展望を考察する。 

 

なお、「スマートコミュニティ」という言葉の他に、「スマートシティ」、「未来都市

（Future Cities）」、また英国では「コネクテッド・プレーシズ（Connected Places）」とい

う言葉も使われている。これらは、市民の生活の質や都市活動の効率性・生産性の向上に向け

て、ICT（Information Communication Technology、情報通信技術）、IoT（Internet of 

Things、モノのインターネット）、AI（Artificial Intelligence、人工知能）、ビッグデータ等

の新たな技術を、まちづくりに取り入れ活用するというコンセプトを共有する。本報告書で

は、文脈上の必要性がない限り、スマートコミュニティという言葉を用いる。本レポート内容

は 2022 年 4 月時点の情報に基づく。 

 
1C40 CITIES Press Release July 20, 2020 

https://www.c40.org/news/mayors-launch-a-green-and-just-covid-19-recovery-plan-demand-national-

governments-end-fossil-fuel-subsidies  
2 OECD, 2020, 2020 Policy Note on Asia. Smart Cities as Engines for Growth, p. 20. 

https://www.oecd.org/dev/EMnet-Asia-Policy-Note-2020.pdf  
3 2050 年までに英国の温室効果ガス排出量正味ゼロに、2035 年までに 1990 年比 78%削減する目標を掲げる。 
4 英国規格協会（BSI）、How BSI created a growing series of Smart City PASs 

https://www.bsigroup.com/globalassets/localfiles/en-gb/pas/case-studies/bsi_smart_cities_pas_case_study.pdf 

https://www.oecd.org/dev/EMnet-Asia-Policy-Note-2020.pdf
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I 英国全体の取り組み 
 

1. 英国政府の関連政策 
 

2021 年 3 月、英国政府は新型コロナウイルス感染拡大からの経済復興策として、新たな成長戦

略「より良い復興：成長のための計画（Build Back Better：our plan for growth5）」を発表し

た。この中で、今後の成長戦略の原則として、政府の 3 つの主要政策、すなわち、レベリング

アップ（地域間格差是正）、ネットゼロ（カーボンニュートラル）、そしてグローバル・ブリ

テン（EU 離脱後の国家戦略）を掲げ、同戦略の成長のビジョン実現に向けた方策として、イン

フラ、技能（スキル）、そしてイノベーションの 3 つの柱に多額の投資をする意向を明らかに

した。また、同月、デジタル・文化・メディア・スポーツ省（Department for Digital, 

Culture, Media & Sport：DCMS）は「テクノロジー・10 の優先事項（Ten Tech 

Priorities6）」を発表し、「より良い復興：成長のための計画」の政策目標に向けたデータおよ

びデジタル技術の展開の方向性を示した（表 1 参照）。「テクノロジー・10 の優先事項」は、

今後発表予定の「英国デジタル戦略（UK Digital Strategy）」の骨格を成すものである。 

 

表 1 テクノロジー・10 の優先事項（Ten Tech Priorities） 

 

① 全国に世界級のデジタルインフラを展開

する。 

⑥ AI やその他のテクノロジー（量子コンピ

ュータ等）の変革的な力を引き出す。 

② データの力を最大限に引き出す。 ⑦ 自由で公正なデジタル貿易を推進する。 

③ 国全体でテクノロジー・スキルを強化す

る。 

⑧ テクノロジーにおける国際議論をリード

する。 

④ オンラインの安全・安心を確保する。 ⑨ 英国全土においてデジタル分野がもたら

す繁栄をさらに高める。 

⑤ スタートアップとスケールアップの成長

を加速する。 

⑩ デジタル革新によりネットゼロを実現す

る。 

出所：デジタル・文化・メディア・スポーツ省 

https://dcms.shorthandstories.com/Our-Ten-Tech-Priorities/index.html 

 

 

これらの政策発表の中にスマートコミュニティへの直接的な言及はほぼない。しかしながら、

スマートコミュニティの主要コンポーネントであるデジタルコネクティビティ、革新的なデジ

タル技術、およびデジタルスキルに関する取り組みは示されており、英国の関連主要政策がど

のようにスマートコミュニティの発展を支え、また逆に、スマートコミュニティの発展がこれ

らの目標達成に資するかを読み取ることができる。以下、英国の主要政策として、①地域間格

差是正（レベリングアップ）政策（インフラ投資）、②ネットゼロ（カーボンニュートラ

ル）、③グローバルブリテン、④イノベーション戦略、そして⑤技能（スキル）政策に焦点を

当て、これらとスマートコミュニティ政策との関係およびその位置づけを概説する。 

 

（1） レベリングアップ政策におけるスマートコミュニティ：インフラ投資 
 

「レベリングアップ」は英国の地域間格差を是正しつつ国全体の経済成長を目指すものであ

り、現行政府の「最大のミッション」と位置付けられている7。概して「低迷した地域の人々の

 
5 HM Treasury, March 2021, Build Back Better：our plan for growth. Presented to Parliament  

by the Chancellor of the Exchequer by Command of Her Majesty. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/968403/Pf

G_Final_Web_Accessible_Version.pdf  
6 デジタル・文化・メディア・スポーツ省（DCMS）, Our 10 Tech Priorities 

https://dcms.shorthandstories.com/Our-Ten-Tech-Priorities/index.html  
7 脚注 5 参照、p. 69. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/968403/PfG_Final_Web_Accessible_Version.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/968403/PfG_Final_Web_Accessible_Version.pdf
https://dcms.shorthandstories.com/Our-Ten-Tech-Priorities/index.html
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日常生活や人生の機会を確実に向上させること8」を指し、地域経済の生産性、雇用・高賃金・

技能を得る機会、交通および情報通信における接続性（コネクティビティ）、地域の住みやす

さや安全性、健康状態など、幅広い項目における改善・向上が含まれ、これらの発展から「取

り残された」地域や人のいない国づくりを目指すものである9。これまでも政府はイングランド

北部地域の経済活性化構想「ノーザンパワーハウス（Northern Powerhouse）」イニシアチブ10

の下で、イングランド北部の都市の国際競争力強化と経済発展を目的にインフラ整備、教育、

科学およびイノベーションに投資を行ってきたが、レベリングアップは、地域の生産性や所得

レベルといった経済面のみならず様々な社会面をも取り込み、インフラ投資の強化を重視した

内容となっている。レベリングアップの主要施策として、複数の基金や新たな投資銀行が設立

された。これらには、レベリングアップ基金（Levelling-up Fund：48 億ポンド）、イングラン

ドの町を対象ととしたタウン基金（Towns Fund：36 億ポンド）、コミュニティ再生基金

（Community Renewable Fund：2 億 2,000 万ポンド）、国家スキル基金（25 億ポンド）、政

府の英国インフラ銀行の新設が含まれる。 

 

「スマートコミュニティ」はデータやデジタル技術を活用して都市活動の利便性や安全性、生

産性を向上させることである。また、スマートコミュニティ・プロジェクトを通して、地方自

治体は、高技能・高賃金の雇用の創出や生産性の高いビジネスの誘致を図ることができる。よ

って、「取り残された」地域におけるスマートコミュニティの推進がレベリングアップ目標に

資することは容易に想像できる。その一方で、スマートコミュニティの構築には、質の高いデ

ジタルコネクティビティとデジタルスキルが不可欠である。「より良い復興：成長のための計

画（Build Back Better：our plan for growth）」で発表されたレベリングアップ施策や「テク

ノロジー・10 の優先事項」はこれらを重点項目として含んでおり、スマートコミュニティの発

展を支える内容となっている。 

 

インフラ投資 

レベリングアップ政策における重点投資の一つがインフラ整備による接続性の向上であるが、

これには交通面の接続性に加え、デジタル・コネクティビティも含まれる。後者については直

接的にスマートコミュニティの発展を支える。政府は 2025 年までに最低でも英国の建物の 85%

にギガビット・ブロードバンドへのアクセスを提供することを目指しており、商業的に民間投

資が期待できない農村部や遠隔地などの建物を対象に 50 億ポンドを投資する、プロジェクト・

ギガビットを 2021 年から実施している。また、政府資金と産業界からのマッチファンド（同額

拠出）による Shared Rural Network 基金は 2025 年までに英国の 95％の地域で、少なくとも 1

社の通信事業者による高品質な 4G 網を構築することを目指している。同基金は、デジタルイン

フラ整備の遅れが顕著な農村部、スコットランド、ウェールズ、北アイルランドに大きな恩恵

をもたらすとみられている。5G については、その展開とユースケース（使用事例）の実証を目

的とした 5G テストベッドおよび試験プログラム（5G Testbeds and Trials Programme）が実

施されており、この中には商業的に 5G の展開が困難な農村部でのプロジェクトも含まれる11。 

   

 
8 House of Commons, Business, Energy and Industrial Strategy Committee, 15 July 2021, Post-pandemic 

economic growth: Levelling up, p. 9. 

https://committees.parliament.uk/publications/6897/documents/72564/default/ 
9 詳細の定義は「レベリングアップ白書」（2021 年 12 月）参照。 

https://committees.parliament.uk/work/473/postpandemic-economic-growth-levelling-up-local-and-regional-

structures-and-the-delivery-of-economic-growth/news/159375/government-response-to-business-committee-

levellingup-report-published/ 
10 Northern Powerhouse 

https://northernpowerhouse.gov.uk/about/ 
11 5G の展開が商業的に困難な地域でのプロジェクトは、5G RuralFirst プロジェクトで、オークニー諸島、シ

ュロップシャーおよびサマセットで実施された。参考：https://www.gov.uk/government/case-studies/5g-

ruralfirst-rural-coverage-and-dynamic-spectrum-access-testbed-and-trial https://www.gov.uk/guidance/5g-

testbeds-and-trials-programme, https://www.gov.uk/guidance/5g-testbeds-and-trials-programme-complete-

list-of-5g-projects,     

https://committees.parliament.uk/publications/6897/documents/72564/default/
https://committees.parliament.uk/work/473/postpandemic-economic-growth-levelling-up-local-and-regional-structures-and-the-delivery-of-economic-growth/news/159375/government-response-to-business-committee-levellingup-report-published/
https://committees.parliament.uk/work/473/postpandemic-economic-growth-levelling-up-local-and-regional-structures-and-the-delivery-of-economic-growth/news/159375/government-response-to-business-committee-levellingup-report-published/
https://committees.parliament.uk/work/473/postpandemic-economic-growth-levelling-up-local-and-regional-structures-and-the-delivery-of-economic-growth/news/159375/government-response-to-business-committee-levellingup-report-published/
https://www.gov.uk/government/case-studies/5g-ruralfirst-rural-coverage-and-dynamic-spectrum-access-testbed-and-trial
https://www.gov.uk/government/case-studies/5g-ruralfirst-rural-coverage-and-dynamic-spectrum-access-testbed-and-trial
https://www.gov.uk/guidance/5g-testbeds-and-trials-programme
https://www.gov.uk/guidance/5g-testbeds-and-trials-programme
https://www.gov.uk/guidance/5g-testbeds-and-trials-programme-complete-list-of-5g-projects
https://www.gov.uk/guidance/5g-testbeds-and-trials-programme-complete-list-of-5g-projects
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一方、交通面の接続性については、道路や鉄道のインフラ整備により経済格差の解消や、機会

へのアクセスの改善に取り組むとしている。また、交通面だけでなく「取り残された」町や都

市の再生も重視している。これらの取り組みの主要政策ツールであるレベリングアップ基金や

タウン基金、コミュニティ再生基金は、地方自治体のプロジェクトに対するコンペティショ

ン・ベースの政府資金提供スキームで、インフラおよび都市再生プロジェクトにおける政府方

針が色濃く反映されることになる。 

 

インフラの整備・運用に関する政府方針は 2021 年 9 月に発表された「インフラパフォーマンス

の変革 202112」に示されている。そのビジョンは、インフラの設計、施工、運用においてデー

タやデジタル技術を活用することにより、インフラの生産性を改善し、ひいては経済成長や生

活の質の向上にまで結び付けることである。そしてこのビジョンの要としてデジタルツインテ

クノロジーが盛り込まれている。ここで言うデジタルツインとは、「建造環境または自然環境

における資産、プロセス、システムをデジタルでリアルに表現したもの」である13。精度の高い

シミュレーションや分析により未来を予測し、より効率的なインフラ運営を可能にするデジタ

ルツインテクノロジーは、スマートコミュニティを構成する主要技術の 1 つである。つまり、

今後、レベリングアップ施策として実施されるインフラ整備プロジェクトに、積極的にデジタ

ルツインの作成と利用が盛り込まれる可能性がある。 

 

（2） ネットゼロ政策におけるスマートコミュニティ 
 

英国は、2050 年までに国際航空および船舶部門を含めて温室効果ガス排出量を実質ゼロにする

ことを法定化している。またそれに向けた途中目標として、2035 年までに同排出量を 1990 年

比 78%削減することを定めている。2021 年 10 月、政府はネットゼロ（実質ゼロ）戦略14を発

表、またそれに先立ち 2020 年 12 月にエネルギー白書15、2021 年 7 月に運輸部門の脱炭素戦略
16、同年 10 月に熱および建物部門の脱炭素戦略17を発表し、これらの中でデータおよびデジタ

ル技術がエネルギーシステム、建物および運輸部門の脱炭素に向けてどのような貢献ができる

かについて言及している。 

 

ネットゼロ達成に向けたクリーンエネルギーの最適利用にはデータとデジタル技術の利用が不

可欠である。また、データやデジタル革新に支えられた効率的な人・モノの輸送や都市設計に

よる地域の脱炭素は、スマートコミュニティの構築そのものである。よって、法律で定められ

たネットゼロ目標は、スマートコミュニティ推進の強力な後押しになっている。 

 

① エネルギー（電力）システム 
 

ネットゼロ目標を達成するためには、変動性の高い再生可能エネルギーを主力電源化する必要

がある。また、ソーラーパネル、ヒートポンプ、電気自動車（EV）などの無数の低炭素技術を

 
12 Infrastructure and Projects Authority, September 2021, Transforming Infrastructure 

Performance:Roadmap to 2030. https://www.gov.uk/government/publications/transforming-infrastructure-

performance-roadmap-to-2030  
13 Centre for Digital Built Britain, 2018, The Gemini Principles, p. 10. 

https://www.cdbb.cam.ac.uk/system/files/documents/TheGeminiPrinciples.pdf  
14 HM Government, October 2021, Net Zero Strategy: Building Back Greener. 

https://www.gov.uk/government/publications/net-zero-strategy  
15 HM Government, December 2020, Energy White Paper. Powering our Net Zero Future. 

https://www.gov.uk/government/publications/energy-white-paper-powering-our-net-zero-future  
16 Department for Transport, July 2021, Decarbonising Transport. A Better Greener Britain. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1009448/d

ecarbonising-transport-a-better-greener-britain.pdf  
17 HM Government, October 2021, Heat and Buildings Strtegy. Presented to Parliament by the Secretary of 

State for Business, Energy and Industrial Strategy by Command of Her Majesty. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1026507/h

eat-buildings-strategy.pdf  

https://www.gov.uk/government/publications/transforming-infrastructure-performance-roadmap-to-2030
https://www.gov.uk/government/publications/transforming-infrastructure-performance-roadmap-to-2030
https://www.cdbb.cam.ac.uk/system/files/documents/TheGeminiPrinciples.pdf
https://www.gov.uk/government/publications/net-zero-strategy
https://www.gov.uk/government/publications/energy-white-paper-powering-our-net-zero-future
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1009448/decarbonising-transport-a-better-greener-britain.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1009448/decarbonising-transport-a-better-greener-britain.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1026507/heat-buildings-strategy.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1026507/heat-buildings-strategy.pdf
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エネルギーネットワークにシームレスに統合することが求められる。この実現には、電力供給

過剰時に余剰電力を貯蔵する電力貯蔵システムや、電力不足時には消費者が需要を抑制するデ

マンドサイドレスポンスといったテクノロジーを用いて、スマートで柔軟なエネルギーシステ

ムを構築することが不可欠である。この柔軟性のある低炭素エネルギーシステムは、エネルギ

ーシステム全体でデータとデジタル化の力を利用してのみ実現できる。 

 

政府は、気候変動目標達成のためにはスマートテクノロジーと柔軟なエネルギーシステムが鍵

を握るとの認識の下、2021 年 7 月に英国ガス・電力市場局（Office of Gas and Electricity 

Markets：Ofgem）と共同で、「スマートシステムと柔軟性の計画（Smart Systems and 

Flexibility Plan 18）」および「エネルギーデジタル化戦略（Energy Digitalisation 

Strategy19 ）」を発表し、 

エネルギーシステムにおけるデータ共有、デジタル化の促進およびスマートなエネルギーシス

テムを構築するための行動計画を明らかにしている。 

 

② スマートモビリティ 
 

「運輸部門の脱炭素化：より良い、よりグリーンなブリテン（Decarbonising Transport. A 

Better Greener Britain20）」は、同部門の取り組みの優先項目の一つとして、データサイエン

スや AI を活用した人・モノ・サービスの移動方法の変革や、MaaS（モビリティ・アズ・ア・

サービス）等のテクノロジーの導入において世界をリードすることを挙げている21。これらの取

り組みは、2017 年に発表された産業戦略22の 4 つの重点分野の 1 つである「未来の輸送

（Future of Transport）」プログラム23で推進されており24、ネットゼロへの貢献と同時にスマ

ートコミュニティの発展を支えている。 

 

「運輸部門の脱炭素化」が提示する、データおよびデジタル技術を用いた脱炭素施策は、以下

を含む25。 

 

• 物流におけるラストワンマイルの新しい配送モデル 

• 共有モビリティ（カーシェア/サービス等） 

• MaaS26 

 
18 BEIS（Department for Business, Energy and Industrial Strategy） & Ofgem, July 2021, Transitioning to 

a net zero energy system. Smart Systems and Fleibility Plan 2021. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1003778/s

mart-systems-and-flexibility-plan-2021.pdf  
19 BEIS, UKRI(UK Research and Innovation) & Ofgem, July 2021, Digitalising our energy system for net 

zero. Strategy and Action Plan 2021. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1004011/e

nergy-digitalisation-strategy.pdf  
20 Department for Transport, July 2021, Decarbonising Transport. A Better Greener Britain. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1009448/d

ecarbonising-transport-a-better-greener-britain.pdf  
21 脚注 20 参照、 p. 40.  
22 HM Government, November 2017, Industrial Strategy. Building a Britain fit for the future. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/664563/in

dustrial-strategy-white-paper-web-ready-version.pdf  
23 Future of Transport programme 

https://www.gov.uk/government/collections/future-of-transport-programme  
24Future of mobility 

 https://www.gov.uk/government/publications/industrial-strategy-the-grand-challenges/industrial-strategy-

the-grand-challenges#future-of-mobility  
25 Department for Transport, July 2021, Decarbonising Transport. A Better, Greener Britain 

p.180-196 
26スマートフォンや PC 等で利用可能なアプリケーション等により、個人のトリップ単位での移動ニーズに対応

して、複数の公共交通やそれ以外の移動サービスを最適に組み合わせて、検索・予約・決済等を一括で行うサー

ビス。 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1003778/smart-systems-and-flexibility-plan-2021.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1003778/smart-systems-and-flexibility-plan-2021.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1004011/energy-digitalisation-strategy.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1004011/energy-digitalisation-strategy.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1009448/decarbonising-transport-a-better-greener-britain.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1009448/decarbonising-transport-a-better-greener-britain.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/664563/industrial-strategy-white-paper-web-ready-version.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/664563/industrial-strategy-white-paper-web-ready-version.pdf
https://www.gov.uk/government/collections/future-of-transport-programme
https://www.gov.uk/government/publications/industrial-strategy-the-grand-challenges/industrial-strategy-the-grand-challenges#future-of-mobility
https://www.gov.uk/government/publications/industrial-strategy-the-grand-challenges/industrial-strategy-the-grand-challenges#future-of-mobility
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• データ共有を基盤とする情報提供サービスによる公共交通機関の利便性向上やゼロエミ

ッション車への切り替えの促進（リアルタイムのバス情報など） 

• 道路輸送の効率化 

 

③ スマートビルディング 
 

2020 年 12 月に発行されたエネルギー白書27は、建物部門のエネルギー効率向上の観点から、ス

マートビルディングの推進を重視している。具体的には、より高度なスマートメータ、住宅や

ビルのエネルギー管理システム（Home/Building  Energy Management System：

HEMS/BEMS）およびスマート家電（暖房機器を含む）の導入を促進する。このためにスマー

ト家電の相互運用性やサイバーセキュリティ関連の基準策定に取り組むとしている。 

 

（3） 「グローバル・ブリテン」におけるスマートコミュニティ 
 

英国はこれまでこのスマートコミュニティ分野の世界のリーダーとして、関連テクノロジーや

ノウハウの輸出、そして国際協力による共同技術革新の育成を積極的に主導してきた。また、

スマートコミュニティに関する国際規格の策定においても英国規格協会（British Standards 

Institute：BSI）が世界を先導してきた28。冒頭に紹介した通り、デジタル・文化・メディア・

スポーツ省はデジタル戦略における 10 の優先事項の一つとして、EU 離脱後の世界各国との貿

易協定に最先端のデジタル条項を盛り込むこと、そしてデジタルパートナーシップと投資機会

の開拓に取り組むことを挙げており、今後も国際通商省や外務・英連邦・ 開発省を通して、ス

マートコミュニティ分野における英国企業の世界市場での躍進や国際協力が推進されると考え

られる。 

 

2021 年 3 月、政府は EU 離脱後の英国の国際社会におけるプレゼンスを確立するための戦略

「競争時代におけるグローバルブリテン（Global Britain in a competitive age29）」を発表し

た。この中で掲げられた、国家安全保障および国際政策における 4 つの包括的な目標の 1 つ

が、科学技術分野における超大国としての地位を確立・維持することである。デジタル時代に

おいて重要な技術で主導的な地位にある国は、経済的、政治的そして安全保障上、国際社会を

リードする一国になるとの認識がその背景にある。具体的には、重要技術の基礎研究からイノ

ベーション、そして商業化まで、国の科学技術力の強化を図ると同時に、サイバー空間におい

て英国がこれまでに確立した地位を堅持するとした。そして、スマートコミュニティ・テクノ

ロジーを、サイバーパワー（サイバースペースで、またサイバースペースを通じて、国益を守

り、促進する能力）に不可欠な先端および新興テクノロジーの新たな応用例として言及し、こ

れらのテクノロジーを促進するための最先端の政策、規制、法的枠組みを導入するとしている
30。また、気候変動や新型コロウイルス感染拡大を含む安全保障および経済へのリスクを予測

し、対応する能力を向上させるためのツールとしてデジタルツインの開発が挙げられている31。

 
27 エネルギー白書（2020 年 12 月） 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/945899/20

1216_BEIS_EWP_Command_Paper_Accessible.pdf 
28 Department for International Trade（国際通商省）、2021 年 6 月、英国スマートシティ・ディレクトリ

ー、p. 3-4. 

https://eu.eventscloud.com/file_uploads/7ec5a903ed2ede03d71a91671c60811d_JPSmartCities_2021_final.pd

f 

https://eu.eventscloud.com/file_uploads/2ed36ce5867a41381abc8a5861b7fcd7_UKSmartCitiesDirectory.pdf 
29 HM Government, March 2021, Globl Britain in a compatitive age. The Integrated Review of Security, 

Defence, Development and Foreign Policy. 

 https://www.gov.uk/government/publications/global-britain-in-a-competitive-age-the-integrated-review-of-

security-defence-development-and-foreign-policy  
30 これらのテクノロジーには、マイクロプロセッサや、安全なシステム設計、量子技術、新しい形態のデータ伝

送等が含まれる。脚注 29 参照、p.41. 
31 脚注 29 参照、p.22. 

 

https://eu.eventscloud.com/file_uploads/7ec5a903ed2ede03d71a91671c60811d_JPSmartCities_2021_final.pdf
https://eu.eventscloud.com/file_uploads/7ec5a903ed2ede03d71a91671c60811d_JPSmartCities_2021_final.pdf
https://www.gov.uk/government/publications/global-britain-in-a-competitive-age-the-integrated-review-of-security-defence-development-and-foreign-policy
https://www.gov.uk/government/publications/global-britain-in-a-competitive-age-the-integrated-review-of-security-defence-development-and-foreign-policy
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つまり、国家安全保障や国際政策の観点からも、スマートコミュニティは促進されるというこ

とである。 

 

（4） イノベーション戦略におけるスマートコミュニティ 
 

スマートコミュニティには技術革新が重要である。英国は、IoT、AI、5G、センサー・電子回

路システム、デジタルツイン、ブロックチェーンなどのデジタル技術における重要なイノベー

ションを促進しており、これらはすべてスマートコミュニティの発展を支えることになる。 

 

2021 年 7 月、政府は前述の「より良い復興：成長のための計画」の重要な柱の一つとして、

「英国イノベーション戦略（UK Innovation Strategy32）」発表した。民間部門の研究開発投資

を促す一方で、人材や規制面などでイノベーションの環境を整えるための長期計画である。こ

の中で政府は、イノベーション投資を優先する技術として 7 分野を特定し、その一つとして、

AI、デジタル、高度なコンピューティングを盛り込んだ33。同戦略を通して政府の研究開発部門

への年間投資は 220 億ポンドに引き上げられる34。とりわけ AI は、2017 年に発表された産業戦

略で重点分野として特定されて以来、官民協働で注力し35、功を奏している分野である。2021

年 9 月には英国の AI 大国としての地位を維持するための 10 カ年計画、「国家 AI 戦略

（National AI Strategy36）」が発表され、長期的な視点で投資を行い、英国全体で広く AI 技

術の恩恵を享受できるように支援し、AI 領域に適切な規制を課すための行動計画が示された
37。また、2020 年 9 月には、国家データ戦略が公表され、データ利用に対する国民の信頼を確

保しつつ、データを利用したイノベーションを促進するための行動枠組みを示している。 

 

（5） 技能（スキル）政策とスマートコミュニティ 
 

スマートコミュニティを推進し、またその恩恵を享受するにはデジタルスキルが不可欠であ

る。しかしながら、英国では 2030 年までに 500 万人の労働者が基本的なデジタルスキルを著し

く欠いた状態になると予測されている38。また、デジタルスキルは所得レベルや地域間で格差が

あり、新型コロナウイルス感染症はデジタルデバイドの問題をさらに浮き彫りにした39。政府は

これまでもデジタル分野のスキル不足を解消すべく、基礎レベルから専門職に必要な高度なレ

ベルまで、国民やビジネスにおけるデジタルスキルの向上を図ってきた。2021 年 9 月に発表さ

れた、雇用者および英国経済が必要とするスキルの育成を重視したスキル戦略40では、デジタル

 
32 Department for Business, Energy &Industrial Strategy, July 2021, UK Innovation Strategy. Leading the 

future by creating it. https://www.gov.uk/government/publications/uk-innovation-strategy-leading-the-

future-by-creating-it  
33 UK Innovation Strategy , July 2021 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1009577/u

k-innovation-strategy.pdf  
34 HM Government, July 2021,  New plans to put UK at front of global innovation race 

https://www.gov.uk/government/news/new-plans-to-put-uk-at-front-of-global-innovation-race  
35 2018 年 4 月、英国を AI 技術開発の世界的リーダーとすべく、AI 業界と政府の間で 10 億ポンド近い AI セク

ター・ディールが合意に至っている。 
36 HM Government, September, 2021, National AI Strategy.  

https://www.gov.uk/government/publications/national-ai-strategy 
37New ten-year plan to make the UK a global AI superpower    

https://www.gov.uk/government/news/new-ten-year-plan-to-make-britain-a-global-ai-superpower  
38 HM Treasury, March 2021, Building Back Better, p. 45. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/968403/Pf

G_Final_Web_Accessible_Version.pdf 
39UK Parliament, December 2020 

   https://post.parliament.uk/covid-19-and-the-digital-divide/  
40 Department for Education, January 2021, Skills for Jobs: Lifelong Learning for Opportunity and Growth. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/957856/S

kills_for_jobs_lifelong_learning_for_opportunity_and_growth__web_version_.pdf 

https://www.gov.uk/government/news/pioneering-reforms-to-boost-skills-and-jobs  

https://www.gov.uk/government/publications/uk-innovation-strategy-leading-the-future-by-creating-it
https://www.gov.uk/government/publications/uk-innovation-strategy-leading-the-future-by-creating-it
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1009577/uk-innovation-strategy.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1009577/uk-innovation-strategy.pdf
https://www.gov.uk/government/news/new-plans-to-put-uk-at-front-of-global-innovation-race
https://www.gov.uk/government/publications/national-ai-strategy
https://www.gov.uk/government/news/new-ten-year-plan-to-make-britain-a-global-ai-superpower
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/968403/PfG_Final_Web_Accessible_Version.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/968403/PfG_Final_Web_Accessible_Version.pdf
https://post.parliament.uk/covid-19-and-the-digital-divide/
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/957856/Skills_for_jobs_lifelong_learning_for_opportunity_and_growth__web_version_.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/957856/Skills_for_jobs_lifelong_learning_for_opportunity_and_growth__web_version_.pdf
https://www.gov.uk/government/news/pioneering-reforms-to-boost-skills-and-jobs


 

8 

 

スキルは、改めて強化すべき基礎スキルの一つ41として位置づけられ、またこれに先立ち、2021

年 1 月にジョンソン首相が発表した Lifetime Skills Guarantee（生涯技能保証）イニシアチブ

では、ビジネスが必要とするデジタルスキルを備えた人材育成を目的とした職業訓練の機会を

強化している42。これらのデジタルスキル強化策の実施はレベリングアップ施策の一部として掲

げられている 25 億ポンドの国家技能基金（National Skills Fund）がサポートする。 

 

2. 英国のスマートコミュニティ推進のアプローチ 
 

英国では 2012 年に技術戦略委員会（Technology Strategy Board、現イノベート UK）が実施

した総額 3 億 4,500 万ポンドの「未来都市デモンストレーター（Future Cities Demonstrator、

FCD）プログラム」を皮切りに、複数の自治体がスマートコミュニティ・プロジェクトを実施

している。同プログラムでは、グラスゴーが 2,400 万ポンド、ピーターバラ、ブリストルおよ

びロンドンがそれぞれ 300 万ポンドを受け取り、スマートコミュニティテクノロジーを導入

し、その便益を実証した。 

 

その後も自治体主導のスマートコミュニティ・プロジェクトへの政府投資は行われているもの

の、政府は国家レベルのスマートコミュニティ戦略やプログラム、あるいはスマートコミュニ

ティ・モデルを開発していない。各地域が抱える問題やポテンシャルは固有であること、ま

た、英国の都市（自治体）自身が地域の優先事項に取り組むことを支援するという、地方分権

政策に抵触しないようにする、というのが単一の戦略やモデルを開発しない理由である43。 

 

一方で、政府は鍵となる 3 つの役割を担うことで英国のスマートコミュニティの発展に大きく

寄与してきた。これらの役割は、①ステークホルダー間の調整、②プロジェクトへの投資、お

よび③規格によるスマートシコミュニティ設計・実施枠組みの策定、である。 

 

（1） ステークホルダー間の調整・連携 
 

政府は、スマートコミュニティの開発により様々な組織が相互利益を生み出すと思われる場合

には、これら組織の協働を促すためのプラットフォームを提供している。初期の例はスマート

シティ・フォーラム（Smart Cities Forum）や、コネクテッドプレーシズ・カタパルト

（Connected Places Catapult）（「3. 推進体制」を参照）の前身である未来都市カタパルト

（Future Cities Catapult）および輸送システム・カタパルト（Transport System Catapult）

の設立である。スマートシティ・フォーラムは閣僚主導のステークホルダーグループで、政府

省庁、自治体、学術・研究・イノベーション機関および産業の間で、スマートコミュニティ推

進における障壁や優先されるべき政府の取り組みについて共通認識を醸成し、連携を強化する

とともに、関係省庁の調整場ともなった44。また、スマートシティ・フォーラムと同じく 2013

年に発足した未来都市カタパルトおよび輸送システム・カタパルトは、産官学の連携によるイ

ノベーションを推進するとともに、規制およびガバナンス等の専門家と自治体を結び付ける場

ともなった。2019 年 4 月、政府は両カタパルトを合併してコネクテッドプレーシズ・カタパル

トを新設し、都市計画やインフラ、そして未来のモビリティに係わるステークホルダーを結集

して、組織横断的でより包括的な連携によるイノベーションの推進を支援している45。 

 
41 具体的には、数学および英語（国語）に並ぶ基礎スキルである。 
42 Department for Education, January 2021, Skills for Jobs: Lifelong Learning. 脚注 40 参照。 
43 UK Parliament POST, September 2021, POST NOTE No. 656. Smart Cities, p. 3. 

https://researchbriefings.files.parliament.uk/documents/POST-PN-0656/POST-PN-0656.pdf  
44 Science and Technology Committee (2016). Evidence Check: Smart Cities. DCMS, para. 13-14. 

https://www.parliament.uk/globalassets/documents/commons-committees/science-technology/evidence-

tests/Smart-Cities.pdf; http://www.localis.org.uk/wp-

content/uploads/2019/01/026_SmartCities_WEBAWK.pdf; 31 
45イノベート UK、Smart cities: how do the UK and South Korea compare? 

https://webarchive.nationalarchives.gov.uk/ukgwa/20210728193110/https://innovateuk.blog.gov.uk/2019/10

/08/smart-cities-how-do-the-uk-and-south-korea-compare/ 

https://researchbriefings.files.parliament.uk/documents/POST-PN-0656/POST-PN-0656.pdf
https://www.parliament.uk/globalassets/documents/commons-committees/science-technology/evidence-tests/Smart-Cities.pdf
https://www.parliament.uk/globalassets/documents/commons-committees/science-technology/evidence-tests/Smart-Cities.pdf
http://www.localis.org.uk/wp-content/uploads/2019/01/026_SmartCities_WEBAWK.pdf
http://www.localis.org.uk/wp-content/uploads/2019/01/026_SmartCities_WEBAWK.pdf
https://webarchive.nationalarchives.gov.uk/ukgwa/20210728193110/https:/innovateuk.blog.gov.uk/2019/10/08/smart-cities-how-do-the-uk-and-south-korea-compare/
https://webarchive.nationalarchives.gov.uk/ukgwa/20210728193110/https:/innovateuk.blog.gov.uk/2019/10/08/smart-cities-how-do-the-uk-and-south-korea-compare/
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（2） プロジェクトへの投資 
 

政府投資は、スマートコミュニティ・テクノロジーとそれを支えるデジタルインフラの開発と

展開の重要な推進力となってきた。上述の 2012 年の未来都市デモンストレーター・プログラム

では、上記の都市に加えて、英国の 30 都市がスマートコミュニティの基礎調査に資金提供を受

けている。また、2015 年には、マンチェスターがイノベート UK から 1,000 万ポンドを獲得

し、データや IoT 技術の新たなユースケースとして、大気質のセンシングやエネルギー消費削

減技術の導入などを実証した。直近では、先述のギガビット級のブロードバンド網を全国に構

築するための助成金や、5G テクノロジーの実証プログラムへの 5,000 万ポンドの投資を発表し

ている。政府はこれらの投資を通してプロジェクトを直接的に支援すると同時に、スマートコ

ミュニティのポートフォリオやスマートコミュニティ・ソリューションのユースケースを増や

し事例を提示することで、地方自治体や公益事業者、交通当局等によるスマートコミュニティ

の開発・導入を奨励している。 

 

（3） 規格によるスマートコミュニティ設計・実施枠組みの策定 
 

英国のスマートコミュニティプロジェクトは、政府の委託を受けて英国規格協会（British 

Standards Institute：BSI）が着手した、一連の規格を通して統制されている46。これらの規格

はスマートコミュニティ開発におけるビジョンや目的の設定から戦略・計画の策定、ステーク

ホルダーの管理、データの管理とセキュリティ、ビジネスケースの作成、実施、評価まで全て

を網羅するガイドラインである47。規格の作成は、スマートコミュニティ・ソリューションの社

会実装を加速すること、スマートコミュニティが抱えるリスク（セキュリティおよびプライバ

シー）の適切な管理を市民に保証すること、そしてこれらによりスマートコミュニティ市場を

牽引することを主目的に、BSI と未来都市カタパルトの主導の下、自治体、主要産業のリーダ

ー、革新事業者らが参加する、都市規格協会（Cities Standards Institute）により進められた
48。規格は、都市のサービスに対する市民の期待やプライバシーの面での不安等、市民の視点を

中心に据えている。また、規格作成に先立ち政府が公表した世界のスマートコミュニティ・ソ

リューション市場の英国企業への機会に関する委託報告書49も踏まえており、BSI のスマートコ

ミュニティ規格は、ビジネス機会、ガバナンスメカニズム、技術革新への言及を特徴としたも

のとなっている50。 

 

BSI の規格に加え、スマートコミュニティをサポートする基準の一つとして、2021 年 5 月に政

府の国家サイバーセキュリティセンター（National Cyber Security Centre：NCSC）が新たな

原則「コネクテッドプレーシズ・サイバーセキュリティ原則（Connected Places Cyber 

Security Principles）」を公表している51。 

 

 

 
46 BSI のスマートシティ関連の規格および出版物のリストは次を参照のこと。https://www.bsigroup.com/en-

GB/smart-cities/Smart-Cities-Standards-and-Publication/  
47 BSI のスマートシティ規格の全体像は、次の資料から把握できる。https://www.w3.org/2021/06/smartcities-

workshop/talks/15_Peter_Lee/15-lee.pdf, p. 6. 
48 Science and Technology Committee, 2016,  Evidence Check: Smart Cities. DCMS, para. 13. 

https://www.bsigroup.com/en-GB/smart-cities/The-Cities-Standards-Institution/  
49 Department for Business, Innovation and Skills, October 2013, BIS Research Paper No. 136. The Smart 

City Market: Opportunities for the UK. https://www.gov.uk/government/publications/smart-city-market-uk-

opportunities  
50 M. S. Joss, M. Cook & Y. Dayot, August 2017, ‘Smart Cities: Towards a New Citizenship Regime? A 

Discourse Analysis of the British Smart City Standard’, Journal of Urban Technology, p. 35.  

https://www.tandfonline.com/doi/pdf/10.1080/10630732.2017.1336027?needAccess=true 

https://doi.org/10.1080/10630732.2017.1336027  
51 NCSC, May 2021, Connected Places: Cyber Security Principles.  

https://www.ncsc.gov.uk/files/NCSC-Connected-Places-security-principles-May-2021.pdf  

https://www.bsigroup.com/en-GB/smart-cities/Smart-Cities-Standards-and-Publication/
https://www.bsigroup.com/en-GB/smart-cities/Smart-Cities-Standards-and-Publication/
https://www.w3.org/2021/06/smartcities-workshop/talks/15_Peter_Lee/15-lee.pdf
https://www.w3.org/2021/06/smartcities-workshop/talks/15_Peter_Lee/15-lee.pdf
https://www.bsigroup.com/en-GB/smart-cities/The-Cities-Standards-Institution/
https://www.gov.uk/government/publications/smart-city-market-uk-opportunities
https://www.gov.uk/government/publications/smart-city-market-uk-opportunities
https://www.tandfonline.com/doi/pdf/10.1080/10630732.2017.1336027?needAccess=true
https://doi.org/10.1080/10630732.2017.1336027
https://www.ncsc.gov.uk/files/NCSC-Connected-Places-security-principles-May-2021.pdf
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英国政府は上記 3 つの取り組みを通して、自治体、スマートコミュニティ企業、大学研究機関

が協働でプロジェクトを設計・実施するための環境や枠組みを構築し、自治体独自の革新的な

プロジェクトの開発・実施を支援している。 

 

3. 推進体制 
 

中央政府の中で、スマートコミュニティ政策を担当している単一の部署はなく、その推進は複

数の部署にまたがって進められている52。英国にはスマートコミュニティの開発と実装のための

強力なエコシステムがあり、これがスマートコミュニティで世界をリードする同国の重要な強

みとなっている。このエコシステムには、産官学の協働によりイノベーションを推進する 9 の

専門分野別に組織されたカタパルト・ネットワーク53、先端技術を育成するための 200 近いイン

キュベータ、アクセラレータおよびデモンストレータプログラム、そして世界有数の R&D セン

ターが含まれる54。R&D センターには、AI 研究で世界的に有名なアラン・チューリング研究所

（Alan Turing Institute）、コネクテッドプレーシズ・カタパルトが主催するテストベッド、

都市イノベーションラボ、グラスゴー市のストラスクライド大学（University of Strathclyde）

にある未来都市研究所（Institute for Future Cities）、センサーと IoT テクノロジーの進歩を

支えるリバプールのセンサーシティなどがある。以下、英国のスマートコミュニティを牽引す

る主要機関をまとめる。 

 

デジタル・文化・メディア・スポーツ省（Department for Digital, Culture, Media & Sport：

DCMS） 

電気通信およびデータ・デジタル政策を担う。ブロードバンドや 5G 等のデジタルインフラ、AI

およびサイバーセキュリティ関連は同省が担当する。デジタルインフラについては、同省の

Building Digital UK（BDUK）局55が、関連する複数のプログラムを管理している。AI につい

ては、ビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS）との合同部署である AI オフィスが国家 AI

戦略の実施を管理する56。セキュリティについては、2021 年 10 月に、異なる省庁・政府機関が

管理するスマートコミュニティのセキュリティに係わる主要ガイダンスをまとめた資料を公表

した57。また、英国における 5G の研究や商業利用、および関連組織間の協働促進を目的とした

イノベーションネットワーク、UK 5G Innovation Network（UK 5G）58を発足させている。 

 

ビジネス・エネルギー・産業戦略省（Department for Business, Energy and Industrial 

Strategy：BEIS） 

エネルギー政策、産業政策および研究開発に責任を有する。コネクテッド自動運転車、スマー

トメータ―およびスマートエネルギーシステム、ロボティクス、デジタルビルトブリテン・プロ

グラム（「II. 1. スマートインフラ」参照）、デジタルヘルス、AI と、スマートコミュニティ・

ソリューションに係わる研究開発と産業の育成に広く携わる。 

 

運輸省（Department for Transport） 

 
52 UK Parliament POST, September 2021, POST NOTE No. 656. Smart Cities, p. 3. 

https://researchbriefings.files.parliament.uk/documents/POST-PN-0656/POST-PN-0656.pdf  
53CATAPULT Network, Accelerating business growth , stimulating markets 

 https://catapult.org.uk/about-us/why-the-catapult-network/  
54 J. Sardar, Open Business Council Summit 2021. Smart Cities Case Studies -- Singapore, Netherlands, 

and the UK. https://www.youtube.com/watch?v=YU9f1nVAnFY, 32:07 
55 HM Government, June 2020, 

https://www.gov.uk/guidance/be-a-part-of-the-connected-future-of-the-uk  
56 HM Government, Office for Artificial Intelligence 

https://www.gov.uk/government/organisations/office-for-artificial-intelligence  
57 Department for Digital, Culture, Media & Spots, 25 October 2021, Secure connected places (smart cities) 

guidance collection. https://www.gov.uk/government/publications/secure-connected-places-smart-cities-

guidance-collection/secure-connected-places-smart-cities-guidance-collection  
58 UK 5G, Innovation Network, https://uk5g.org/  

https://researchbriefings.files.parliament.uk/documents/POST-PN-0656/POST-PN-0656.pdf
https://catapult.org.uk/about-us/why-the-catapult-network/
https://www.youtube.com/watch?v=YU9f1nVAnFY
https://www.gov.uk/guidance/be-a-part-of-the-connected-future-of-the-uk
https://www.gov.uk/government/organisations/office-for-artificial-intelligence
https://www.gov.uk/government/publications/secure-connected-places-smart-cities-guidance-collection/secure-connected-places-smart-cities-guidance-collection
https://www.gov.uk/government/publications/secure-connected-places-smart-cities-guidance-collection/secure-connected-places-smart-cities-guidance-collection
https://uk5g.org/
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コネクテッド自動運転車や未来のモビリティを主導する。前者については BEIS と協働でコネク

テッド自動運転車両センター（Centre for Connected & Autonomous Vehicles：CCAV）を設

置している。運輸部門全般におけるデータ利用やデジタル化の推進を主導する。 

 

レベリングアップ・住宅・コミュニティ省（Department for Levelling Up, Housing and 

Communities） 

地域発展政策、住宅政策、地方自治体関連政策を担う。2021 年 9 月に、現政府最大のアジェン

ダであるレベリングアップをリードすべく、住宅・コミュニティ・地方政府省から、レベリン

グアップ・住宅・コミュニティ省になった。省内に、全国的な「ローカル・デジタル」運動を

推進するための「ローカル・デジタル協働部局（Local Digital Collaboration Unit）」を有す

る。「ローカル・デジタル」59とは、インターネット時代にふさわしい地域公共サービスを構築

するという目標をもつ自治体や公共機関のコミュニティのことである。ローカルデジタルは、

ローカル・デジタル基金、その後継プログラムである Continuous Funding Model、そしてパン

デミックからの経済再生支援を目的とした C-19 Challenge を通して自治体の公共サービスのデ

ジタル化を支援している60。 

 

内閣府（Cabinet Office） 

政府のデータやデジタル技術を用いた改革を政府横断的に支援し調整する。例えば、 

内閣府のサイバー・政府安全局（CGSD：Cyber and Government Security Directorate）は中

央省庁のサイバーセキュリティの調整、政府デジタルサービス（Government Digital Service：

GDS61）は行政サービスのデジタル改革、そして中央デジタル・データ部（Central Digital and 

Data Office62）は政府省庁および外部局のデジタル、データおよびテクノロジーを用いた変革

の枠組みづくりに取り組んでいる。GDS は、国家統計局（Office for National Statistics：

ONS）と共同で 2020 年に発足した、政府横断的なデータ共有および管理の基準策定に取り組む

データ基準庁（Data Standards Authority63）をリードする。また、内閣府所管のエージェンシ

ー（Executive Agency、独立行政機関64）であるクラウン商業サービス（Crown Commercial 

Service）は、公共部門のデジタルサービスプロジェクト向けのオンラインマーケットプレース

「デジタルマーケットプレース（Digital Market Place）」65を運営する。承認を得たサプライ

ヤのみがこのマーケットプレースに登録できる。現在、サプライヤの 90%が中小企業で、これ

ら企業に新たなビジネス機会を提供している66。 

 

国家サイバーセキュリティセンター（National Cyber Security Centre：NCSC） 

複数の省庁にまたがっていた（非政府部門の）サイバーセキュリティに係る各種機能を統合し

て 2016 年 10 月に政府通信本部（GCHQ）67傘下に新設された組織である。サイバーセキュリ

 
59 Office for Artificial Intelligence, Local Digital, The Continuous Funding Model 

https://www.localdigital.gov.uk/continuous-funding-model/  
60 Office for Artificial Intelligence, Local Digital, Local Digital Fund 

 https://www.localdigital.gov.uk/fund/  
61 HM Government, Government Digital Service  

https://www.gov.uk/government/organisations/government-digital-service  
62 HM Government, Central Digital & Data Office 

https://www.gov.uk/government/organisations/central-digital-and-data-office  
63 2020 年の春の予算案で 3 年間の予算が割り当てられ、新たに設置された組織である。

https://dataingovernment.blog.gov.uk/2020/08/27/introducing-the-government-data-standards-authority/  
64 省庁から独立して設置される行政執行機関。 
65 HM Government, Digital Marketplace 

https://www.digitalmarketplace.service.gov.uk/  
66 HM Government, Government Digital Service 

https://gds.blog.gov.uk/2018/11/06/digital-marketplace-turns-4-what-weve-achieved/  
67 MI5（国内）、MI6（海外）と並ぶ英国の情報機関の 1 つで、SIGINT（無線諜報、電波信号の傍受による情

報収集活動）を司る機関。組織図上は外務省（FCO）の関連機関だが、実質的には首相直属組織。 

参考：日本貿易振興機構（ジェトロ）、2018 年 3 月「英国のサイバーセキュリティ体制の現状と課題：中小企

業の事業リスクの観点から」 p. 10. 

https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/427a23803575001d/20170120.pdf  

https://www.localdigital.gov.uk/continuous-funding-model/
https://www.localdigital.gov.uk/fund/
https://www.gov.uk/government/organisations/government-digital-service
https://www.gov.uk/government/organisations/central-digital-and-data-office
https://dataingovernment.blog.gov.uk/2020/08/27/introducing-the-government-data-standards-authority/
https://www.digitalmarketplace.service.gov.uk/
https://gds.blog.gov.uk/2018/11/06/digital-marketplace-turns-4-what-weve-achieved/
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/427a23803575001d/20170120.pdf
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ティに関する政府の窓口として機能する。サイバー空間における脅威評価を横断的に実施し、

政府として統一した助言、指針、支援、サイバー攻撃対策を行う。2021 年 5 月に「コネクテッ

ドプレーシズ・サイバーセキュリティ原則（Connected Places Cyber Security Principles）」

を公表した。 

 

国際通商省（Department for International Trade：DIT） 

英国企業によるスマートコミュニティテクノロジーやソリューションの輸出、またスマートプ

ロジェクトやスタートアップへの対内投資を促進する。 

 

英国規格協会（British Standards Institute：BSI） 

政府、企業、産業界のために最良慣行の規格を作成する主導機関として、世界規模で活動す

る。政府の要請を受け、世界初のスマートシティ規格の策定を主導した。BSI の専門委員会

「SDS/2 Smart and sustainable cities and communities」68がスマートシティ規格の開発に取

り組んでいる。直近ではスマート街灯に関する規格が発表される予定である69。 

 

コネクテッドプレーシズ・カタパルト（Connected Places Catapult ） 

2019 年 4 月に未来都市カタパルトおよび輸送システムカタパルトの合併により発足した。モビ

リティサービスと建造環境70における技術革新により、新たなレベルの物理的、社会的、デジタ

ル的なつながり、つまり、コネクテッド・プレーシズを構築することを活動目的としている。

産官学（交通当局を含む）の連携を通して、スマートコミュニティの発展を推進すると同時

に、スマートコミュニティ企業の成長も支援する。 

 

エネルギーシステム・カタパルト（Energy Systems Catapult） 

英国のエネルギーシステムの変革を加速し、事業者と消費者がクリーンな成長の機会や恩恵を

捉えることを目的に活動する。活動内容は、エネルギー分野の革新的なテクノロジーへの需要

創出、エネルギーシステムにおける新たなアプローチ、商品、サービス、ビジネスモデルの試

験、商業化の支援などである。 

 

デジタル・カタパルト（Digital Catapult）71 

英国の先端デジタル技術・イノベーションセンター。スタートアップから大企業、投資家、政

府、公共部門、大学研究機関と多岐にわたる組織と連携し、先端デジタル技術の採用を加速

し、英国企業の、地域、国、国際レベルでの成長を促進する。着目テクノロジーは、AI、先端

ネットワーク技術（5G や IoT 等）、没入型テクノロジー（仮想現実、拡張現実、複合現実、ハ

プティクス等）、分散システム（ブロックチェーン等の分散型台帳技術）、量子コンピューテ

ィングやサイバーセキュリティを含む。スマートコミュニティ構築の観点からは、地方自治体

の IoT テクノロジーに関する理解とその採用を支援している72。 

 

その他カタパルト 

デジタルヘルス・カタパルトは、国が運営する健康医療部門におけるデータ利用およびデジタ

ル化（スマートヘルス）を推進する。また、サテライトテクノロジー・カタパルトは、運輸部

門や農業部門など、様々な部門においてサテライトテクノロジーを利用した革新を推進する。 

 

 
68 Bsi. Standards Development, SDS/2-Smart and sustainable cities and communities 

https://standardsdevelopment.bsigroup.com/committees/50267187 
69 HM Government, July 2021, Digital Connectivity Infrastructure Accelerator 

https://www.gov.uk/government/collections/digital-connectivity-infrastructure-accelerator  
70 建造環境＝Built environment 参考：https://cp.catapult.org.uk/built-environment-2/ 
71 CATAPULT Digital, 

https://www.digicatapult.org.uk/   
72 CATAPULT Digital, IoT for Local Authorities   

https://www.digicatapult.org.uk/how-we-can-help/what-we-offer/programme/iot-for-local-

authorities/#:~:text=The%20IoT%20for%20Local%20Authorities,bodies%2C%20or%20service%20delivery%2

0providers. 

https://www.gov.uk/government/collections/digital-connectivity-infrastructure-accelerator
https://cp.catapult.org.uk/built-environment-2/
https://www.digicatapult.org.uk/
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イノベート UK（Innovate UK） 

企業への助成に重点を置く、政府系研究資金助成機関である。これまで数多くのスマートコミ

ュニティプロジェクトに資金提供を行ってきた。同組織は、ビジネス・エネルギー・産業戦略

省をスポンサーとする英国最大の研究資金助成機関、UK リサーチアンドイノベーション

（UKRI）の一部局である。2014 年に「技術戦略ボード（Technology Strategy Board）」から

イノベート UK に改称した。 

 

4. 資金助成制度など 
 

第 2 節で述べた通り、政府による資金援助は英国政府のスマートコミュニティ推進政策の主要

ツールである。よって、最近の助成制度を見ることにより英国の優先分野を理解することがで

きる。最近のスマートコミュニティ関連の政府による資金援助を以下にまとめる。 

 

（1） スマートコミュニティ全般 
 

5G テストベッドおよび実証プログラム73 

デジタル・文化・メディア・スポーツ省（以降、DCMS とする）が実施する 2 億ポンドの 5G

テストベッド構築およびユースケースの実証プログラム。2016 年の秋の予算案で同プログラム

の立ち上げが発表された。2017 年から 2021 年の 5 年間のプログラムで、合計 34 のプロジェク

トに政府資金が投じられた74。運輸部門（鉄道、道路）や産業部門におけるプロジェクト、農村

地域を対象としたプロジェクト、都市を対象としたプロジェクト、セキュリティやオープン

RAN 関連のプロジェクトなど、多岐にわたり支援を提供している75。直近のコンペティション

は 2020 年 4 月に公募を開始した総額 2,830 万ポンドの 5G クリエイトである。観光、スポー

ツ、ロジスティクス、輸送、建設、クリエイティブ産業など、様々な分野で 5G を活用した実証

プロジェクトに資金を投じる。DCMS が 1,520 万ポンド、産業が 1,310 万ポンドを出資するマ

ッチングファンドで、15 のプロジェクトが資金を獲得した76。 

 

デジタルコネクティビティインフラ・アクセラレータ・パイロット（Digital Connectivity 

Infrastructure Accelerator Pilot：DCIA)77 

DCMS が主導し運輸省の支援を受け実施される 400 万ポンドのコンペティション。財務省のシ

ェアード・アウトカムズ・ファンド（Shared Outcomes Fund）78から出資される。自治体がデ

ジタルアセット管理プラットフォームを導入することにより、いかにモバイルネットワークプ

ロバイダがより効率的に公共インフラ資産を利用した 5G 展開を実施することができるかを実証

する。最大 8 つのパイロットプロジェクトに資金提供する。プロジェクト期間は 2022 年 1 月か

ら 1 年間。 

 

 
73 HM Government,August 2021, 5G Testbeds and Trials Programme  

https://www.gov.uk/guidance/5g-testbeds-and-trials-programme,  

Department for Digital, Culture Media & sport, UK 5G TESTBEDS & TRIALS  

https://uk5g.org/media/uploads/resource_files/DCMS_5G_Prospectus.pdf  
74 UK5G, Innovation Briefing. Issue 5, April 2021,  

https://flickread.com/edition/html/6077f6c145202#18, pp. 18-20. 
75 このプログラムで資金提供を受けたプロジェクトのリストは次を参考のこと。

https://www.gov.uk/guidance/5g-testbeds-and-trials-programme-complete-list-of-5g-projects  
76 HM Government, 5G Testbeds and Trials Programme 

https://www.gov.uk/guidance/5g-testbeds-and-trials-programme 
77 HM Government, Digital Connectivity Infrastructure Accelerator (DCIA)  

https://www.gov.uk/guidance/digital-connectivity-infrastructure-accelerator-dcia#objectives-of-the-pilot-

competition,  

Innovate UK, Digital Connectivity Infrastructure Accelerator - Pilot Phase  

https://ktn-uk.org/events/digital-connectivity-infrastructure-accelerator-pilot-phase/ 
78 公共サービスの改善を目的に公共部門における革新的な協働を支援する基金。 

https://www.gov.uk/guidance/5g-testbeds-and-trials-programme
https://uk5g.org/media/uploads/resource_files/DCMS_5G_Prospectus.pdf
https://flickread.com/edition/html/6077f6c145202#18
https://www.gov.uk/guidance/5g-testbeds-and-trials-programme-complete-list-of-5g-projects
https://www.gov.uk/guidance/5g-testbeds-and-trials-programme
https://www.gov.uk/guidance/digital-connectivity-infrastructure-accelerator-dcia#objectives-of-the-pilot-competition
https://www.gov.uk/guidance/digital-connectivity-infrastructure-accelerator-dcia#objectives-of-the-pilot-competition
https://ktn-uk.org/events/digital-connectivity-infrastructure-accelerator-pilot-phase/
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ガブテック・カタリストファンド（GovTech Catalyst fund）79 

2017 年 11 月に発表された 2,000 万ポンド（2018 年～2021 年80）の基金。中央省庁や自治政

府、自治体が抱える問題に対して、企業が革新的なデジタル技術・ソリューションを提供す

る。まず公共部門が解決したい問題を発表し、それに対して最大 5 社が 3 カ月間、資金提供を

受けてソリューションの開発に取り組み、有望なソリューションを提示した企業は最大 2 社ま

で、1 年間継続してソリューションの開発に取り組む81。政府横断的なプログラムで、内閣府の

政府デジタルサービス（Government Digital Service）に設置されたガブテック・カタリストチ

ームが管理する82。2020 年 1 月までに、交通渋滞や不法廃棄問題、自治体の公共サービス改善

にどのようにデータを活用できるかなど、多岐にわたる公共部門の 15 の問題（課題）に対して

コンペティションが実施された83。例えば、リーズ市カウンシルは市が所有する社会住宅84に

IoT 環境センサー（室温、湿度、CO2 レベル等を監視）を設置し、住環境の改善とメンテナン

スにおける意思決定に役立てるパイロットを実施した85。また、デジタル技術を専門とするアン

テシス（Anthesis）と廃棄物分析事業者トポリティクス（Topolytics）は、廃棄物犯罪の撲滅を

目的に、英国初の包括的なデジタル廃棄物追跡システムのプロトタイプの開発に取り組んだ86。

資金提供を受けた企業はほとんどが中小企業である87。 

 

（2） スマートエネルギーシステム 
 

エネルギー革命による繁栄チャレンジ基金（Prospering from Energy Revolution：PFER） 

産業戦略チャレンジ基金の中の一基金。総額 2 億ポンドの政府と産業のマッチファンドである

（政府出資は 1 億 250 万ポンド）88。産業、学術、地方の関連組織の協力により、革新的な地域

スマートエネルギーシステムの構築を目指す。この基金の 3 つの投資の柱の一つとして、スマ

ートな地域エネルギーシステムの設計および実証プロジェクトの公募が行われた89。設計プロジ

ェクトについては、2020 年代に町、市、地域でスマートエネルギーシステムを大規模展開する

ことを視野に、拡張性のある複製可能な設計を作成することを目的として、2018 年に概念設計
90、2019 年詳細設計91のコンペティションを実施した。後者については 10 の組織に総額 2,100

 
79 HM Government, January 2020, Current GovTech Catalyst projects 

https://www.gov.uk/guidance/current-govtech-catalyst-projects,  

HM Government, October 2019, £1 million boost for UK smart waste tracking 

https://www.gov.uk/government/news/1-million-boost-for-uk-smart-waste-tracking  
80 HM Treasury, November 2017, New support for tech to boost public sector productivity 

https://www.gov.uk/government/news/new-support-for-tech-to-boost-public-sector-productivity 
81 HM Government, January 2020, How GovTech Catalyst works, 

https://www.gov.uk/guidance/how-govtech-catalyst-works  
82 HM Government, June 2019, What the multi-disciplinary GovTech Catalyst team has learned one year on 

https://gds.blog.gov.uk/2019/06/20/what-the-multi-disciplinary-govtech-catalyst-team-has-learned-one-

year-on/  
83 HM Government, January 2020, Current GovTech Catalyst projects 

https://www.gov.uk/guidance/current-govtech-catalyst-projects  
84 低所得者用住宅。 
85 UK Authority, Digital, data & technology for the public good, February 2021 

https://www.ukauthority.com/articles/leeds-city-council-plans-project-on-iot-for-social-housing/  
86 HM Government, ￡1 million boost for UK smart waste tracking 

https://www.gov.uk/government/news/1-million-boost-for-uk-smart-waste-tracking  
87 HM Government, Government Digital Service 

https://gds.blog.gov.uk/2019/06/20/what-the-multi-disciplinary-govtech-catalyst-team-has-learned-one-

year-on/  
88 UK Research and Innovation, Prospering from the energy revolution challenge 

https://www.ukri.org/our-work/our-main-funds/industrial-strategy-challenge-fund/clean-

growth/prospering-from-the-energy-revolution-challenge/  
89HM Government, Prospering from the energy revolution: full programme details 

https://www.gov.uk/government/news/prospering-from-the-energy-revolution-full-programme-details;  
90 HM Government, July 2018, Smart local energy systems: concepts and designs 

https://apply-for-innovation-funding.service.gov.uk/competition/155/overview  
91 HM Government, August 2019, igns of smart, local energy systems 

https://apply-for-innovation-funding.service.gov.uk/competition/350/overview  

https://www.gov.uk/guidance/current-govtech-catalyst-projects
https://www.gov.uk/government/news/1-million-boost-for-uk-smart-waste-tracking
https://www.gov.uk/government/news/new-support-for-tech-to-boost-public-sector-productivity
https://www.gov.uk/guidance/how-govtech-catalyst-works
https://gds.blog.gov.uk/2019/06/20/what-the-multi-disciplinary-govtech-catalyst-team-has-learned-one-year-on/
https://gds.blog.gov.uk/2019/06/20/what-the-multi-disciplinary-govtech-catalyst-team-has-learned-one-year-on/
https://www.gov.uk/guidance/current-govtech-catalyst-projects
https://www.ukauthority.com/articles/leeds-city-council-plans-project-on-iot-for-social-housing/
https://www.gov.uk/government/news/1-million-boost-for-uk-smart-waste-tracking
https://gds.blog.gov.uk/2019/06/20/what-the-multi-disciplinary-govtech-catalyst-team-has-learned-one-year-on/
https://gds.blog.gov.uk/2019/06/20/what-the-multi-disciplinary-govtech-catalyst-team-has-learned-one-year-on/
https://www.ukri.org/our-work/our-main-funds/industrial-strategy-challenge-fund/clean-growth/prospering-from-the-energy-revolution-challenge/
https://www.ukri.org/our-work/our-main-funds/industrial-strategy-challenge-fund/clean-growth/prospering-from-the-energy-revolution-challenge/
https://www.gov.uk/government/news/prospering-from-the-energy-revolution-full-programme-details
https://apply-for-innovation-funding.service.gov.uk/competition/155/overview
https://apply-for-innovation-funding.service.gov.uk/competition/350/overview
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万ポンドが投じられている。また、実証プロジェクトについては、オックスフォード92、スコッ

トランドのオークニー93、およびオックスフォードシャー94の 3 カ所の大規模プロジェクトに総

額 3,800 万ポンドが投じられている95。2~3 年間のプロジェクトで 2023 年までに終了予定であ

る96。 

 

英国政府と英国ガス・電力市場局（Ofgem）戦略的イノベーション基金（Office of Gas and 

Electricity Markets Strategic Innovation Fund）97 

送電・配電およびガス輸送・配給ネットワークの脱炭素および消費者への利益還元を目的とし

て、イノベート UK と Ofgem との連携により実施される 2021 年から 2026 年の 4 億 5,000 万

ポンドの基金。資金はエネルギー消費者が負担する。ネットワークオペレーターやシステムオ

ペレーターを中心に、スタートアップや中小企業、大学等と連携して実施する革新的なネット

ワークの開発に寄与するプロジェクトに投資する。例えば、電力ガスのネットワークやシステ

ム運用の連携改善、エネルギー価格等の情報の透明性の向上、より良いデータ活用、関連事業

者間のデータ共有による包括的なエネルギーシステムの構築の推進、ヒートポンプや EV、蓄電

システムの普及拡大を想定したスマートで柔軟性のあるエネルギーシステムの構築のための技

術開発などが含まれる。 

 

フレキシビリティ・イノベーション・プログラム（Flexibility Innovation Programme）98 

 
92 エネルギー・スーパーハブ・オックスフォード（Energy Superhub Oxford）プロジェクトは、高圧送電網に

直接、急速 EV 充電器と、リチウムイオンとバナジウムフローバッテリーのハイブリッド型バッテリーを接続す

る。そして、核となるスマートエネルギー管理技術を用いてバッテリーと EV 充電器の動作を制御し、より安価

でクリーンな電気を自動的に利用するようにする。ヒートポンプの制御も行う。

https://energysuperhuboxford.org/ 
93リフレックス・オークニー（ReFLEX Orkney）プロジェクトは、地域の再生可能エネルギー電力、EV 充電お

よび熱（ヒートポンプなど電気由来の熱）のネットワークを統合したバーチャル・エネルギーシステムを構築

し、それが需給バランスの制御を包括的に行うシステムを構築しようとするプロジェクト。

https://www.reflexorkney.co.uk/  
94 地域エネルギーオックスフォードシャープロジェクト（Project Leo （Local Energy Oxfordshire））は、配

電網の柔軟性が、どのように、再生可能エネルギー電力、EV 充電、バッテリー、V2G、デマンドサイドレスポ

ンスなど電力需給バランスに大きく影響を与えるテクノロジーの拡大を支えることができるかを探る。 

https://project-leo.co.uk/ 
95 Innovate UK, January 2021, Smart Local Energy Systems for net zero carbon 

https://webarchive.nationalarchives.gov.uk/ukgwa/20210728193146/https://innovateuk.blog.gov.uk/2021/0

1/25/smart-local-energy-systems-for-net-zero-carbon/  
96 HM Government, July 2018, Smart local energy systems: demonstrators 

https://apply-for-innovation-funding.service.gov.uk/competition/158/overview  
97 ofgem, August 2021, New £450m fund to unlock cutting-edge innovation across gas and electricity 

networks 

https://www.ofgem.gov.uk/publications/new-ps450m-fund-unlock-cutting-edge-innovation-across-gas-and-

electricity-networks;  

HM Government, November 2021, Ofgem 2021: whole system integration – Discovery 

 https://apply-for-innovation-funding.service.gov.uk/competition/1011/overview#summary;  

HM Government, November 2021, Ofgem 2021: data and digitalisation - Discovery 

https://apply-for-innovation-funding.service.gov.uk/competition/1009/overview;  

HM Government, November 2021, Ofgem 2021: zero emission transport - Discovery  

https://apply-for-innovation-funding.service.gov.uk/competition/1012/overview;  

HM Government, November 2021, Ofgem 2021: heat - Discovery 

https://apply-for-innovation-funding.service.gov.uk/competition/1010/overview  
98 HM Government, November 2021, Flexibility Innovation Programme 

https://www.gov.uk/government/publications/flexibility-innovation#history  

https://energysuperhuboxford.org/
https://www.reflexorkney.co.uk/
https://project-leo.co.uk/
https://webarchive.nationalarchives.gov.uk/ukgwa/20210728193146/https:/innovateuk.blog.gov.uk/2021/01/25/smart-local-energy-systems-for-net-zero-carbon/
https://webarchive.nationalarchives.gov.uk/ukgwa/20210728193146/https:/innovateuk.blog.gov.uk/2021/01/25/smart-local-energy-systems-for-net-zero-carbon/
https://apply-for-innovation-funding.service.gov.uk/competition/158/overview
https://www.ofgem.gov.uk/publications/new-ps450m-fund-unlock-cutting-edge-innovation-across-gas-and-electricity-networks
https://www.ofgem.gov.uk/publications/new-ps450m-fund-unlock-cutting-edge-innovation-across-gas-and-electricity-networks
https://apply-for-innovation-funding.service.gov.uk/competition/1011/overview#summary
https://apply-for-innovation-funding.service.gov.uk/competition/1009/overview
https://apply-for-innovation-funding.service.gov.uk/competition/1012/overview
https://apply-for-innovation-funding.service.gov.uk/competition/1010/overview
https://www.gov.uk/government/publications/flexibility-innovation#history
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2021 年 7 月に発表された「スマートシステムと柔軟性の計画（2021 年）99」および「エネルギ

ーデジタル化戦略100」の実施を支えるファンディングプログラム。2020 年 11 月に発表された

「グリーン産業革命のための 10 項目計画101」は、革新的なエネルギー貯蔵と柔軟なエネルギー

システムの開発・導入に向けて少なくとも 1 億ポンドを投じるとコミットしたが、同プログラ

ムはその一環で最大 6,500 万ポンドが投じられる。2022 年に入り、段階的に始動を開始してい

る。 

 

なお、「スマートシステムと柔軟性の計画（2021 年）」の前身となる「エネルギーシステムの

アップグレード：スマートシステムと柔軟性の計画（2017 年）」では、2021 年までに最大

7,000 万ポンドを革新的なスマートエネルギーシステムおよびテクノロジーに投じることが公約

された102。この中で、スマートメーターを活用したスマート EV チャージング・トライアル

（Beyound off street プログラム）103、低所得者および社会的に弱い立場にある消費者がスマー

トエネルギーシステムに参加するための方法の特定（Project InvoLVe）104、家庭部門および非

家庭部門のデマンドサイドレスポンスの実証プロジェクト105、地域レベルでの柔軟性（フレキ

シビリティ）の革新的な取引方法106のフィージビリティスタディ107、V2G（Vehicle to 

Grid108）製品やサービス、知識の開発・発展をもたらす革新的なプロジェクト109に、政府資金

が投じられている。 

 

（3） スマートビルディング 
 

 
99 HM Government and Ofgem, July 2021, Transitioning to a net zero energy system. Smart Systems and 

Flexibility Plan 2021. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1003778/s

mart-systems-and-flexibility-plan-2021.pdf  
100 Department for Business, Energy and Industrial Strategy, Innovate UK and Ofgem, July 2021, 

Digitalising our energy system for net zero. Strategy and Action Plan 2021, 

https://www.gov.uk/government/publications/digitalising-our-energy-system-for-net-zero-strategy-and-

action-plan  
101 HM Government, November 2020, The Ten Point Plan for a Green Industrial Revolution. Building back 

better, supportint green jobs, and accelerating our path to net zero, p. 26. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/936567/10

_POINT_PLAN_BOOKLET.pdf  
102 HM Government and Ofgem, July 2017, Upgrading Our Energy System. Smart Systems and Flexibility 

Plan. https://www.gov.uk/government/publications/upgrading-our-energy-system-smart-systems-and-

flexibility-plan  
103 HM Government, September 2019, Electric vehicle smart charging: smart meter demonstration project 

https://www.gov.uk/guidance/electric-vehicle-smart-charging-smart-meter-demonstration-project;           

HM Government, August 2020, Smart meter electric vehicle charging competition - winning projects 

https://www.gov.uk/government/publications/smart-meter-electric-vehicle-charging-competition-winning-

projects  
104 HM Government, October 2020, Participation of low income and vulnerable consumers: Project InvoLVe 

https://www.gov.uk/government/publications/participation-of-low-income-and-vulnerable-consumers-

project-involve  
105 家庭部門のデマンドサイドレスポンスについては、https://www.gov.uk/guidance/funding-for-innovative-

smart-energy-systems#funding-for-innovative-domestic-demand-side-response-demonstrations; 非家庭部門

については、https://www.gov.uk/guidance/funding-for-innovative-smart-energy-systems#funding-for-

innovative-non-domestic-demand-side-response-demonstrations  
106 例えば、P2P（Peer-to-Peer）取引、地域電力市場プラットフォームの創設、システムオペレーターと配電ネ

ットワークオペレーター間の連携方法などが含まれる。 
107HM Government, October 2020, Funding for innovative smart energy systems 

https://www.gov.uk/guidance/funding-for-innovative-smart-energy-systems#energy-data-visibility-project-

edvp---closed  
108 電気自動車に搭載されているバッテリーに貯めた電力を系統に供給する技術 
109 HM Government, July 2017, Funding for flexibility markets feasibility studies  

https://www.gov.uk/guidance/funding-for-innovative-smart-energy-systems#funding-for-flexibility-

markets-feasibility-studies  

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1003778/smart-systems-and-flexibility-plan-2021.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1003778/smart-systems-and-flexibility-plan-2021.pdf
https://www.gov.uk/government/publications/digitalising-our-energy-system-for-net-zero-strategy-and-action-plan
https://www.gov.uk/government/publications/digitalising-our-energy-system-for-net-zero-strategy-and-action-plan
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/936567/10_POINT_PLAN_BOOKLET.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/936567/10_POINT_PLAN_BOOKLET.pdf
https://www.gov.uk/government/publications/upgrading-our-energy-system-smart-systems-and-flexibility-plan
https://www.gov.uk/government/publications/upgrading-our-energy-system-smart-systems-and-flexibility-plan
https://www.gov.uk/guidance/electric-vehicle-smart-charging-smart-meter-demonstration-project
https://www.gov.uk/government/publications/smart-meter-electric-vehicle-charging-competition-winning-projects
https://www.gov.uk/government/publications/smart-meter-electric-vehicle-charging-competition-winning-projects
https://www.gov.uk/government/publications/participation-of-low-income-and-vulnerable-consumers-project-involve
https://www.gov.uk/government/publications/participation-of-low-income-and-vulnerable-consumers-project-involve
https://www.gov.uk/guidance/funding-for-innovative-smart-energy-systems#funding-for-innovative-domestic-demand-side-response-demonstrations
https://www.gov.uk/guidance/funding-for-innovative-smart-energy-systems#funding-for-innovative-domestic-demand-side-response-demonstrations
https://www.gov.uk/guidance/funding-for-innovative-smart-energy-systems#funding-for-innovative-non-domestic-demand-side-response-demonstrations
https://www.gov.uk/guidance/funding-for-innovative-smart-energy-systems#funding-for-innovative-non-domestic-demand-side-response-demonstrations
https://www.gov.uk/guidance/funding-for-innovative-smart-energy-systems#energy-data-visibility-project-edvp---closed
https://www.gov.uk/guidance/funding-for-innovative-smart-energy-systems#energy-data-visibility-project-edvp---closed
https://www.gov.uk/guidance/funding-for-innovative-smart-energy-systems#funding-for-flexibility-markets-feasibility-studies
https://www.gov.uk/guidance/funding-for-innovative-smart-energy-systems#funding-for-flexibility-markets-feasibility-studies
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スマート省エネコンペティション（Smart Energy Savings （SENS）コンペティション）110 

BEIS が実施した 625 万ポンドのコンペティション。スマートメーターのデータを活用して消費

者の行動変容を促すことにより省エネを推進する、製品やサービスの開発を目的とした。フェ

ーズ１（2019 年 6 月~2019 年 12 月）では 8 つのプロジェクトが資金提供を受け製品やサービ

スを開発し、そのうち 5 つがフェーズ 2（2020 年 1 月~2021 年 3 月）に進み、家庭での製品・

サービスのトライアルが大規模に実施された。スマートメーターデータを活用してエネルギー

利用のアドバイスを提供するモバイルやウェブアプリケーションや、暖房・給湯コストについ

てアドバイスを提供するスマートサーモスタットなどが試験導入されている。これらの製品・

サービスの省エネ効果はそれぞれ、独立した評価グループにより評価される。 

 

（4） スマートモビリティ 
 

都市変革基金（Transforming Cities Fund）111  

2017 年の秋の予算案で発表され、2018 年の予算案で増額された 24 億 5,000 万ポンドの運輸関

連基金。イングランドの大都市地域で持続可能な輸送インフラへの投資を通して生産性を向上

をさせることを目的とする。スマートモビリティに限定されてはいないが、スマート交通制御

やスマートチケット、リアルタイムのバス情報サービス等、データやデジタル技術を活用した

交通状況の改善は支援対象となっている112。基金のほぼ半分（10 億 8,000 万ポンド）は 6 つの

合同行政機構（Mayoral Combined Authorities：MCA113）に、人口等を基準に配分され、残り

は 2 回の公募を通してイングランドの 22 の市地域のプロジェクト（12 億 8,000 万ポンド）と、

公募により選定された 4 つの都市114における「未来のモビリティ・ゾーン（Future Mobility 

Zones）」の構築（9,000 万ポンド）に充てられた。同基金は 2023 年 3 月に活動を終了する予

定115。 

 

運輸位置データコンペティション（Transport Location Data Competition）116 

政府の地理空間委員会（Geospatial Commission）とイノベート UK が実施する 500 万ポンド

のコンペティション。革新的な地理空間データの活用または AI、IoT、先端 GIS、地球観測・

衛星由来データ、3D レーザースキャンなどの先端技術を用いて交通問題に取り組み、未来のモ

ビリティを実現することを目的とする。コンペティションは第一フェーズの 3 カ月の基礎調査

 
110 HM Government, February 2019, Smart Energy Savings (SENS) competition 

https://www.gov.uk/government/publications/smart-energy-savings-sens-competition  
111 HM Government, March 2018, Transforming Cities Fund  

https://www.gov.uk/government/publications/apply-for-the-transforming-cities-fund  
112HM Government, July 2021, Awarded funding allocations, Mayoral Combined Authorities 

https://www.gov.uk/government/publications/apply-for-the-transforming-cities-fund/awarded-funding-

allocations#mayoral-combined-authorities  
113 6 つの自治体は、ケンブリッジシャーおよびピーターバラ、グレーター・マンチェスター、リバプール市地

域、ティーズ・バレー、西部ミッドランド、およびイングランド西部である。参考：

https://www.gov.uk/government/publications/apply-for-the-transforming-cities-fund/awarded-funding-

allocations#mayoral-combined-authorities  
114 最終候補に選ばれた 7 つの自治体/交通当局から、最終的に 4 つが選定された。これらは、ダービーおよびノ

ッティンガム、西部ミッドランド、ソレント・トランスポート（ポーツマスおよびサザンプトン）、およびイン

グランド西部である。参考：https://www.gov.uk/government/publications/future-mobility-zones-fund-

competition-process; https://www.gov.uk/government/publications/apply-for-the-transforming-cities-fund  
115 HM Government, March 2018, Transforming Cities Fund 

https://www.gov.uk/government/publications/apply-for-the-transforming-cities-fund  
116 HM Government, January 2021, Geospatial Commission announces transport innovation competition 

winners 

https://www.gov.uk/government/news/geospatial-commission-announces-transport-innovation-

competition-winners,  

HM Government, November 2020, SBRI: using geospatial data to solve transport challenges, phase 1,  

https://apply-for-innovation-funding.service.gov.uk/competition/724/overview  

https://www.gov.uk/government/publications/smart-energy-savings-sens-competition
https://www.gov.uk/government/publications/apply-for-the-transforming-cities-fund
https://www.gov.uk/government/publications/apply-for-the-transforming-cities-fund/awarded-funding-allocations#mayoral-combined-authorities
https://www.gov.uk/government/publications/apply-for-the-transforming-cities-fund/awarded-funding-allocations#mayoral-combined-authorities
https://www.gov.uk/government/publications/apply-for-the-transforming-cities-fund/awarded-funding-allocations#mayoral-combined-authorities
https://www.gov.uk/government/publications/apply-for-the-transforming-cities-fund/awarded-funding-allocations#mayoral-combined-authorities
https://www.gov.uk/government/publications/future-mobility-zones-fund-competition-process
https://www.gov.uk/government/publications/future-mobility-zones-fund-competition-process
https://www.gov.uk/government/publications/apply-for-the-transforming-cities-fund
https://www.gov.uk/government/publications/apply-for-the-transforming-cities-fund
https://www.gov.uk/government/news/geospatial-commission-announces-transport-innovation-competition-winners
https://www.gov.uk/government/news/geospatial-commission-announces-transport-innovation-competition-winners
https://apply-for-innovation-funding.service.gov.uk/competition/724/overview
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と第 2 フェーズの 1 年間のプロトタイプの開発と実地試験から成る。2021 年 8 月、第 2 フェー

ズに進んだ 7 つのプロジェクトが発表された117。 

 

輸送研究イノベーション助成金 2021（Transport Research and Innovation Grants：TRIG 

2021)118 

運輸省が主催し、コネクテッドプレーシズ・カタパルトが実施するコンペティション。2014 年から

実施されている。2021 年度は、革新的な輸送システムの構想を支える、最大 53 の概念実証プロジェ

クトに 195 万ポンドを出資する。応募対象はスタートアップ（主に中小企業、大学、コンソーシア

ム）を想定している。船舶の脱炭素化、新型コロナからの回復と回復力のある輸送システム、未来の

貨物輸送、その他（特に低炭素燃料、オープンバスデータ、アクティブトランスポートおよびカーシ

ェア等）の 4 つの部門のプロジェクトが対象である。これまで各プロジェクトに最大 3 万ポンドの助

成をしてきたが、2021 年度は未来の貨物輸送部門に新たに最大 10 万ポンドを 5 つのプロジェクトに

投資する。助成金を獲得したプロジェクトは遅くとも 2022 年 3 月から始動する。 

 

ドローン輸送研究イノベーション助成プログラム（Drones Transport Research and 

Innovation Grants： TRIG: Drones）119 

2021 年に正式に発足した、運輸省のドローン・パスファインダー・カタリスト・プログラム

（Drone Pathfinder Catalyst Programme）120の一環。同プログラムは、商用化に近いドロー

ン飛行の開発促進および航空交通管理能力の強化を目的としている。ドローン助成金はドロー

ン技術に特化した TRIG（前項参照）で、2021 年の公募が初年度。運輸省の管理下でコネクテ

ッドプレーシズ・カタパルトが実施する総額 3 万ポンドのプログラムで、2021 年度の対象技術

は、他の無人機や有人機、地形や建造物、悪天候等の検知と回避（Detect and Avoid：

DAA）、自律飛行、および通信で、6 社121が助成金を獲得した。 

 

CAV テストインフラプログラム（Connected and Autonomous Vehicles Testing 

Infrastructure Programme）および CAM スケールアップ・プログラム（Connected and 

Autonomous Mobility Scale-Up Programme） 

2016 年の秋の予算で発表された CAV テストインフラプログラム（Connected and 

Autonomous Vehicles Testing Infrastructure Programme） の下で、2017 年から 2018 年にか

けて 3 回のコンペティションを実施し、6 カ所の CAV テストベッドのエコシステムを構築し

た。同プログラムは政府と産業のマッチファンドによる総額 2 億ポンドの 4 年間のプログラム

で、実施主体は Zenzic（政府と産業の協同で設立された自動運転に特化した組織）である。

2020 年 9 月、Zenzic は英国の革新的な中小企業およびスタートアップの支援として 50 万ポン

ドの CAM スケールアップ・プログラムを立ち上げた122。コネクテッド自動運転車両センター

（CCAV）が資金を提供する。公募から選ばれた企業は、資金獲得と、テストベッドの利用を通

 
117 HM Government, August 2021, The Geospatial Commission announces transport innovation competition 

winners and outlines how to "position the UK in the fast lane" 

https://www.gov.uk/government/news/the-geospatial-commission-announces-transport-innovation-

competition-winners-and-outlines-how-to-position-the-uk-in-the-fast-lane  
118 HM Government, August 2021, Nearly £2 million to be given to tech start-ups to power up the transport 

revolution 

https://www.gov.uk/government/news/nearly-2-million-to-be-given-to-tech-start-ups-to-power-up-the-

transport-revolution 

CATAPULT Connected Places, 2021 Transport Research and Innovation Grant (TRIG 2021) Programme 

https://community.cp.catapult.org.uk/en/page/trig-2021-en  
119 CATAPULT Connected Places, Winners announced for the Drones Transport Research and Innovation 

Grants Programme  https://cp.catapult.org.uk/news/winners-announced-for-the-drones-transport-research-

and-innovation-grants-programme/   
120 CATAPULT Connected Places, Drone Pathfinder Catalyst 

Programmehttps://cp.catapult.org.uk/project/pathfinder/  
121 これら 6 社は、Motion Robotics Limited、PilotAware、Rinicom Limited、Snowdonia Aerospace LLP、

Sky TECH Ltd.、SurveyAR Ltd.である。https://cp.catapult.org.uk/news/winners-announced-for-the-drones-

transport-research-and-innovation-grants-programme/  
122 ZENZIC launches new ‘CAM Scale-Up’ programme, September 2020, 

https://zenzic.io/news/zenzic-launches-new-cam-scale-up-programme/  

https://www.gov.uk/government/news/the-geospatial-commission-announces-transport-innovation-competition-winners-and-outlines-how-to-position-the-uk-in-the-fast-lane
https://www.gov.uk/government/news/the-geospatial-commission-announces-transport-innovation-competition-winners-and-outlines-how-to-position-the-uk-in-the-fast-lane
https://www.gov.uk/government/news/nearly-2-million-to-be-given-to-tech-start-ups-to-power-up-the-transport-revolution
https://www.gov.uk/government/news/nearly-2-million-to-be-given-to-tech-start-ups-to-power-up-the-transport-revolution
https://community.cp.catapult.org.uk/en/page/trig-2021-en
https://cp.catapult.org.uk/news/winners-announced-for-the-drones-transport-research-and-innovation-grants-programme/
https://cp.catapult.org.uk/news/winners-announced-for-the-drones-transport-research-and-innovation-grants-programme/
https://cp.catapult.org.uk/project/pathfinder/
https://cp.catapult.org.uk/news/winners-announced-for-the-drones-transport-research-and-innovation-grants-programme/
https://cp.catapult.org.uk/news/winners-announced-for-the-drones-transport-research-and-innovation-grants-programme/
https://zenzic.io/news/zenzic-launches-new-cam-scale-up-programme/


 

19 

 

して製品開発および商用化を加速することができるのに加え、「プラグ・アンド・プレイ

（Plug and Play）」123からのサポートと指導、欧州やシリコンバレー企業およびベンチャーキ

ャピタルとのネットワーキング、資金調達の機会など、様々な恩恵を享受できる。2020 年 11

月に公募を勝ち抜いた 5 社124が発表された。2021 年も同様のプログラムにより 6 社が選定され

た125。 

 

（5） その他 
 

デジタル医療テクノロジー・カタリスト（Digital health technology catalyst）基金126 

イノベート UK127が実施する中小企業を対象とした総額 3,500 万ポンドの 4 年間の基金。2017

年に発足した128。産業戦略チャレンジ基金（Industrial Strategy Challenge Fund）129の下に創

設された 1 億 8,100 万ポンドの「最先端のヘルスケア・チャレンジ（Leading-edge healthcare 

challenge）」から出資された。仮想および拡張現実、AI および機械学習、センサー、IoT およ

びネットワーク、情報科学、データ分析およびプロセスといった先端技術を用いた医療プロジ

ェクトに資金提供している。プロジェクトは全て 2021 年 3 月末までに終了した。なお、デジタ

ルソーシャルケア130については、NHS131デジタルが社会的ケア・プログラム（Social Care 

Programme）を通して、2016 年 4 月から 2021 年 3 月まで、100 以上のプロジェクトに 2,280

万ポンドを投じている132。 

  

 
123カリフォルニア州サニーベールのシリコンバレーにグローバル本社を置く、世界最大の初期段階の投資家、ア

クセラレーター、および企業イノベーションプラットフォーム。 
124 これらは、リーボック、ヘリックス・テクノロジーズ、ビーム・コネクティビティ、アンゴカ、およびイー

トロン・テクノロジーズである。https://zenzic.io/cam-scale-up/  
125 これらは、アルボラ・テクノロジーズ、アール・フォー・ディーエーアール・テクノロジーズ、グレイスケ

ール・エーアイ、エグゼロス・テクノロジーズ、ルート・コネクトおよびエクストラクト 360 である。

https://zenzic.io/news/zenzic-announces-the-successful-innovators-of-this-years-zenzic-cam-scale-up-

programme/  
126 HM Government, April 2018, Leading-edge healthcare: Industrial Strategy Challenge Fund 

https://www.gov.uk/government/collections/leading-edge-healthcare-industrial-strategy-challenge-fund  
127 HM Government, March 2019, £9m awarded to breakthrough digital health technologies  

https://www.gov.uk/government/news/9m-awarded-to-breakthrough-digital-health-technologies  
128 UK Research and Innovation, Leading-edge healthcare challenge  

https://www.ukri.org/our-work/our-main-funds/industrial-strategy-challenge-fund/ageing-society/leading-

edge-healthcare-challenge/  
129 2017 年 11 月に公表された政府の「産業戦略」を支える基金。 
130高齢者介護、障害者支援、乳幼児の保育などに関するケアサービスを言う。 
131 NHS とは National Health Service（英国国営医療サービス）の略である。 
132 NHS Digital’s Social Care Programme – an overview 

https://www.digitalsocialcare.co.uk/nhs-digitals-social-care-programme-an-overview/ 

 

https://zenzic.io/cam-scale-up/
https://zenzic.io/news/zenzic-announces-the-successful-innovators-of-this-years-zenzic-cam-scale-up-programme/
https://zenzic.io/news/zenzic-announces-the-successful-innovators-of-this-years-zenzic-cam-scale-up-programme/
https://www.gov.uk/government/collections/leading-edge-healthcare-industrial-strategy-challenge-fund
https://www.gov.uk/government/news/9m-awarded-to-breakthrough-digital-health-technologies
https://www.ukri.org/our-work/our-main-funds/industrial-strategy-challenge-fund/ageing-society/leading-edge-healthcare-challenge/
https://www.ukri.org/our-work/our-main-funds/industrial-strategy-challenge-fund/ageing-society/leading-edge-healthcare-challenge/
https://www.digitalsocialcare.co.uk/nhs-digitals-social-care-programme-an-overview/
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II 分野別の取り組み 
 

1. スマートインフラ 
 

（1） 主要政策 
 

今日の英国のスマートインフラの取り組みは、2 つの政策動向が融合した形で進められている。

一つは英国が世界をリードする、建設業界における BIM（Building Information Modelling）

適用の強化に向けた動きである。BIM とは建設プロジェクトにデジタル技術を活用し、関係者

間でデータを共有および管理することで、建設プロジェクトの効率化とコスト低減を図ろうと

するものである。2015 年、政府はデジタル・ビルト・ブリテン（Digital Built Britain）戦略
133を発表し、データやデジタル技術を設計や施工の効率化に活用するにとどまらず、IoT や高度

なデータ分析も取り入れて建造物資産（built asset）の運用時のパフォーマンスの向上とそれに

よるサービスの改善、ひいては経済発展や人々の生活の質の向上にまで結びつけることを目指

すビジョンを打ち出した。この戦略は、当時の建設部門の産業戦略134、専門的サービス部門の

産業戦略135、情報通信戦略136およびその一部として公表されたスマートシティ政策文書137の内

容を統合したものである138。現在、同戦略はデジタル・ビルト・ブリテン・プログラムとし

て、イノベート UK とビジネス・エネルギー・産業戦略省の管理の下、2017 年に発足したデジ

タル・ビルト・ブリテン・センター（Centre for Digital Built Britain、以降 CDBB とする）が

実施している。 

 

もう一つのスマートインフラを後押しする政策動向は、データおよびデジタル技術の活用によ

り既存および将来のインフラを最大限有効に活用しようとする動きである。2016 年 11 月、秋

の予算案で、政府は財務省のエージェンシー（独立行政機関）である国家インフラ委員会

（National Infrastructure Commission：NIC）に、インフラの生産性向上に向けたデジタル技

術の役割について、重要技術の特定とこれらの展開に向けて政府が取るべきアクションについ

ての調査を実施することを要請した。2017 年 12 月に発表された同委員会の報告書「公共財の

ためのデータ（Data for the Public Good）」139は、インフラの生産性向上に最も重要なテクノ

ロジーを、センサーおよびデジタルツインと特定した。また、複数のインフラのスマート化プ

ロジェクトを連携させて一つのインフラシステムとして運用し、さらに、スマート化により収

 
133 HM Government, February 2015, Digital Built Britain. Level 3 Building Information Modelling -  

Strategic Plan. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/410096/bi

s-15-155-digital-built-britain-level-3-strategy.pdf   
134 HM Government, July 2013, Construction 2025: strategy 

https://www.gov.uk/government/publications/construction-2025-strategy  
135 HM Government, July 2013, Growth is our business: professional and business services strategy 

https://www.gov.uk/government/publications/growth-is-our-business-professional-and-business-services-

strategy  
136 HM Government, June 2013, Information Economy Strategy 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/206944/13

-901-information-economy-strategy.pdf  
137 HM Government, October 2013, Smart cities: background paper 

https://www.gov.uk/government/publications/smart-cities-background-paper  
138 HM Government, February 2015, Digital Built Britain. Level 3 Building Information Modelling -Strategy 

Plan, p. 13. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/410096/bi

s-15-155-digital-built-britain-level-3-strategy.pdf  
139 National Infrastructure Commission, December 2017, Data for the Pubic Good. 

https://nic.org.uk/app/uploads/Data-for-the-Public-Good-NIC-Report.pdf, 

https://www.gov.uk/government/publications/data-for-the-public-good-government-response/government-

response-to-data-for-the-public-good  

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/410096/bis-15-155-digital-built-britain-level-3-strategy.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/410096/bis-15-155-digital-built-britain-level-3-strategy.pdf
https://www.gov.uk/government/publications/construction-2025-strategy
https://www.gov.uk/government/publications/growth-is-our-business-professional-and-business-services-strategy
https://www.gov.uk/government/publications/growth-is-our-business-professional-and-business-services-strategy
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/206944/13-901-information-economy-strategy.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/206944/13-901-information-economy-strategy.pdf
https://www.gov.uk/government/publications/smart-cities-background-paper
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/410096/bis-15-155-digital-built-britain-level-3-strategy.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/410096/bis-15-155-digital-built-britain-level-3-strategy.pdf
https://nic.org.uk/app/uploads/Data-for-the-Public-Good-NIC-Report.pdf
https://www.gov.uk/government/publications/data-for-the-public-good-government-response/government-response-to-data-for-the-public-good
https://www.gov.uk/government/publications/data-for-the-public-good-government-response/government-response-to-data-for-the-public-good
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集されるデータをよりオープンかつ安全に関係者間で共有することで、インフラを最大限有効

に活用できると結論付けた。同報告書に対応した政策も上述の CDBB が実施している。 

 

これらの近年のスマートインフラ政策動向に先んじて、英国では 2011 年に政府資金により設立

された「スマートインフラ・建設ケンブリッジセンター（Cambridge Centre for Smart 

Infrastructure and Constrution：CSIC）」が産業界との協力の下、技術開発および実証プロジ

ェクトを通してスマートインフラの商業化と社会実装を進めてきた。プロジェクトは光ファイ

バーセンサー、アコースティック・エミッション・センサー140、あるいはこれらから成るマル

チセンサーシステムの開発および導入や、デジタルツインの作成、地理空間情報システムを活

用した都市規模のシミュレーションモデルの開発および活用まで多岐にわたる。センサーシス

テムの開発は、インフラ施設・都市共同研究所（UK Collaboratorium for Research in 

Infrastructure and Cities：UKCRIC）の国立インフラセンサー研究施設（National Research 

Facility for Infrastructure Sensing：NRFI）の協力を得る。また CSIC は、政府省庁や規制当

局、インフラ業界への働きかけを通して、スマートインフラ・ソリューションに対する業界の

信頼醸成や市場確立を図っている。例えば、革新的なセンサー技術の設置および運用に関する

ベストプラクティスガイドシリーズ141、スマートインフラ・インテリジェント・アセットのコ

ンセプトを紹介した「Intelligent Assets for Tomorrow's Infrastructure:Guilding Principles」
142、運輸省科学諮問委員会（Science Advisory Council）にスマートインフラ・ソリューション

の導入促進を提言した報告書「Smart Infrastructure solutions in the transport sector 」143を

公表している。 

 

スマートインフラの主要テクノロジーの一つである IoT については、デジタル・カタパルトお

よび未来都市カタパルト（現コネクテッドプレーシズ・カタパルト）が主催する国家プログラ

ム「IoTUK」で社会実装が推進された。同プログラムは、2015 年から 2018 年の 3 年間のプロ

グラムで、IoT の開発と普及を支援することを目的として、応用研究、大規模な技術実証、IoT

セキュリティ、中小規模の IoT デバイス企業への支援に取り組んだ。2015 年の政府予算で発表

された IoT への 4,000 万ポンドの投資のうち、3,200 万ポンドが同プログラムに投じられた144。

現在、これら 2 つのカタパルトは協働で、地方自治体や公共サービスプロバイダを対象に IoT

テクノロジーの導入支援や専門知識の提供を行う「地方自治体のための IoT プログラム（IoT 

Local Authorities Programme）」を実施している145。 

 

現在、政府が注力しているスマートインフラに係わる具体的な政策は、国家デジタルツインプ

ログラムおよび地理空間情報の活用推進である。 

 

① 国家デジタルツインプログラム 
 

 
140 音響の放射を検知するセンサー。亀裂や摩耗が発生したときに一次的現象である弾性波を捉えることができ

るので、早期に状態の変化をとらえることができる。 
141 University of Cambridge, Cambridge Centre for Smart Infrastructure and Construction 

https://www-smartinfrastructure.eng.cam.ac.uk/news-and-events/csic-ice-best-practice-guides  
142 ICE Guidance Paper, Intelligent Assets for Tomorrow’s Infrastructure 

https://www.ice.org.uk/getattachment/knowledge-and-resources/best-practice/how-best-to-adapt-to-the-big-

changes/ICE_Intelligent_Assets_for_Tomorrows_Infrastructure_Guiding_Principles.pdf.aspx  
143 HM Government, October 2016, DfT Science Advisory Council: promoting smart infrastructure in 

transport  

https://www.gov.uk/government/publications/dft-science-advisory-council-condition-monitoring-and-

intelligent-infrastructure-report  
144 SQW, March 2017, Internet of Things UK: Programme Evaluation scoping Study and Baseline. Report to 

the Department for Culture, media & Sport, para. 1.2. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/678697/Io

T_UK_programme_-_evaluation_scoping_study.pdf;  
145  デジタル・カタパルト、PROGRAMME IoT for Local Authorities 

https://www.digicatapult.org.uk/how-we-can-help/what-we-offer/programme/iot-for-local-authorities/ 

https://www-smartinfrastructure.eng.cam.ac.uk/news-and-events/csic-ice-best-practice-guides
https://www.ice.org.uk/getattachment/knowledge-and-resources/best-practice/how-best-to-adapt-to-the-big-changes/ICE_Intelligent_Assets_for_Tomorrows_Infrastructure_Guiding_Principles.pdf.aspx
https://www.ice.org.uk/getattachment/knowledge-and-resources/best-practice/how-best-to-adapt-to-the-big-changes/ICE_Intelligent_Assets_for_Tomorrows_Infrastructure_Guiding_Principles.pdf.aspx
https://www.gov.uk/government/publications/dft-science-advisory-council-condition-monitoring-and-intelligent-infrastructure-report
https://www.gov.uk/government/publications/dft-science-advisory-council-condition-monitoring-and-intelligent-infrastructure-report
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/678697/IoT_UK_programme_-_evaluation_scoping_study.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/678697/IoT_UK_programme_-_evaluation_scoping_study.pdf
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デジタルツインは、2021 年 9 月にインフラプロジェクト庁（Infrastructure and Projects 

Authority：IPA）が発表したインフラのパフォーマンス向上に向けた長期ビジョンと 2030 年ま

での行動計画を示した「インフラパフォーマンスの変革（Transforming Infrastructure 

Performance：Roadmap to 2030）」（以降、TIP とする）の中で、インフラパフォーマンス向

上の基盤技術として位置づけられている。報告書は、インフラ全体を個々のインフラシステム

から形成されるエコシステム（あるいは複数のシステムから構成される一つのシステム）とし

て捉え、それぞれのインフラのデジタルツイン間でデータを共有することにより形成される国

家デジタルツインの構築に重点を置いている。国家デジタルツインの目的は、個々のインフラ

は連結して人々にサービスを提供しているとの認識の下、インフラ全体でより高い社会的成果

（具体的には国連持続可能な開発目標（UN SDGs）に対する成果）を生み出すことである146。 

 

国家デジタルツインの構築に向けた取り組みは、CDBB（Centre for Digital Built Britain）が

実施する国家デジタルツインプログラム（National Digital Twin programme)147で進められて

いる。同プログラムは前述の国家インフラ委員会の「公共財のためのデータ（Data for the 

Public Good）」を受け、2018 年 7 月に財務省が設立した。プログラムの中核は、異なるデジ

タルツインを接続するために必要な、データの共有や統合を可能にする情報管理枠組み

（Information Management Framework、IMF）の開発である。国家デジタルツインプログラ

ムの発足と同時に、財務省は情報管理枠組み開発に向けた助言機関としてデジタルフレームワ

ーク・タスクグループ（Digital Framework Task Group）を発足しており、2018 年 12 月に同

グループは、国家デジタルツインと情報管理枠組み開発の原則として「Gemini 原則（Gemini 

Principles）148」を公表した。国家デジタルツインログラムは、まず、一貫したデータモデリン

グを可能にする技術基盤の確立と、効果的な情報共有のためのルール設定に取り組み、最終的

に BIM 適用義務に情報管理枠組みの適用を盛り込む考えである149。また、国家デジタルツイン

プログラムでデジタルツイン・ハブ（Digital Twin Hub）を立ち上げ、デジタルツイン開発の

関係者のネットワークを構築し、国家デジタルツインの開発の加速を図っている。 

 

② 地理空間情報（Geospatial Information） 
 

オードナンス・サーベイ（英国陸地測量部、第 2 節参照）によると、「時間」と「場所」で構

成される地理空間情報は、センサー等の複数のソースから得られるリアルタイムのデータを統

合し、現実世界と結びつけるための一貫したフレームワークを提供する150。よって、地理空間

データはスマートインフラ、ひいてはスマートコミュニティの発展に不可欠な要素である。例

えば、都市の地理空間データ上にデジタルツインを作成して、インフラ運用の効率化およびコ

スト削減の他、災害時の回復力強化を図ることができる151。 

 

2020 年 6 月、政府の地理空間委員会（Geospatial Commission）は、地理空間データの価値を

最大限に引き出すための 2025 年までの地理空間戦略を発表した。この中で、「2025 年まで

に、繁栄するデジタル社会を支える一貫性のある国家地理空間情報枠組みを構築する」ことを

ビジョンに掲げ、地理空間情報が多大な恩恵をもたらすことのできる 9 つの分野を特定し、4 つ

 
146 Transforming Infrastructure Performance：Roadmap to 2030, para. 4.4にリンクしたビデオ参照。 
147 University of Cambridge, Centre for Digital Built Britain, National Digital Twin Programme 

https://www.cdbb.cam.ac.uk/what-we-do/national-digital-twin-programme  
148 University of Cambridge, Centre for Digital Built Britain, Gemini Principles 

https://www.cdbb.cam.ac.uk/DFTG/GeminiPrinciples  
149 IPA, 2021, Transforming Infrastructure Performance, p. 33. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1016726/I

PA_TIP_Roadmap_to_2030_v6__1_.pdf 
150 英国陸地測量部, Smart technology - connecting time and place with geospatial data  

https://www.ordnancesurvey.co.uk/newsroom/insights/smart-technology-connecting-time-place-geospatial-

data  
151 Unloking the Power of Location. The UK’s Geospatial Strategy, 2020-2025. P. 16. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/894755/G

eospatial_Strategy.pdf  

https://www.cdbb.cam.ac.uk/what-we-do/national-digital-twin-programme
https://www.cdbb.cam.ac.uk/DFTG/GeminiPrinciples
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1016726/IPA_TIP_Roadmap_to_2030_v6__1_.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1016726/IPA_TIP_Roadmap_to_2030_v6__1_.pdf
https://www.ordnancesurvey.co.uk/newsroom/insights/smart-technology-connecting-time-place-geospatial-data
https://www.ordnancesurvey.co.uk/newsroom/insights/smart-technology-connecting-time-place-geospatial-data
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/894755/Geospatial_Strategy.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/894755/Geospatial_Strategy.pdf
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のミッションを打ち出した。9 つの分野は、インフラ、運輸、住宅、環境、公衆衛生、緊急事態

対応、海洋経済、小売り、金融、である。4 つのミッションは以下の通り。 

 

ミッション 1. 地理空間データの利用の促進と保護 

ミッション 2. よりよい地理空間データへのアクセスの改善 

ミッション 3. 地理空間データおよびテクノロジーに関する人材開発および関心の向上 

ミッション 4. イノベーションの強化 

 

これらのミッションの下で計画されている注目すべき取り組みは以下の通りである。 

 

• 全国地下埋設物資産台帳プログラム（National Underground Asset Register 

Programme：NUAR）152 

政府は、2019 年に 1 年間のパイロットとして、ロンドンおよび北東イングランドで地下

埋設物のデジタルマップの作成に取り組んだ。目的は、地下埋設物の所有者や地方自治

体が、地下資産のデータを、その利用を許可されたユーザと、安全に共有するためのマ

ッピングプラットフォームを設計し検証することである。2021 年 9 月、このパイロット

に続き、今後 3 年間でデジタルマップ構築を全国に展開することが発表された153。プロ

ジェクトはアトキンス（Atkins）がリードし、オードナンス・サーベイ（英国陸地測量

部）、ワンスペイシャル（1Spatial）らが協力する154。 

 

• 地理空間データの倫理的な利用についてのガイドラインおよびデータの価値に関するガ

イダンス 

2022 年夏までに、「地理空間データ倫理」に関するガイダンスを発行する。目的は、地

理空間データおよびテクノロジーの価値を引き出す一方で、倫理上およびプライバシー

上のリスクの軽減、法的原則の順守、および市民からの信頼の維持を確保することであ

る。また、2022 年春までに地理空間データがもたらす公共の利益と、その経済的、社会

的、環境的価値の測定方法についての共通認識を醸成することを目的としたガイダンス

を作成する。 

 

• 土地利用データへのアクセスに関するパイロット 

既に英国陸地測量部の高精細なマスターマップ（MasterMap）の主要部分が完全にオー

プン化され、残りのデータは取引の閾値を超えない範囲で自由に利用できるようになっ

ている155。これに続き、2022 年秋までに、土地利用データのファインダビリティ

（Findability、見つけやすさ）とアクセスを改善するために 3 つの実証プロジェクトを

実施する156。 

 

• 地理空間データを利用した技術の推進 

 
152INFRASTRUCTURE Intelligence, September 2021, Mapping the UK’s underground pipes and cables 、英

国コンサルタント・エンジニアリング協会（Association for Consultancy and Engineering (ACE)） 

http://www.infrastructure-intelligence.com/article/sep-2021/mapping-uk%E2%80%99s-underground-pipes-

and-cables 
153 HM Government, September 2021, Next phase of government project to map the UK’s underground pipes 

and cables launched 

https://www.gov.uk/government/news/next-phase-of-government-project-to-map-the-uks-underground-pipes-

and-cables-launched  
154 英国陸地測量部 October 2021, OS supports Atkins to build underground map of UK's pipes and cables 

https://www.ordnancesurvey.co.uk/newsroom/news/os-supports-atkins-to-build-underground-map-of-pipes 
155 Geospatial Commission, Unlocking the Power of Location. The UK’s Geospatial Strategy, 2020 to 2025, p. 

8. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/894755/G

eospatial_Strategy.pdf  
156 Geospatial Commission, June 2021, Annual Plan 2021/22, p. 32. 

https://www.gov.uk/government/publications/geospatial-commission-annual-plan-20212022  

http://www.infrastructure-intelligence.com/article/sep-2021/mapping-uk%E2%80%99s-underground-pipes-and-cables
http://www.infrastructure-intelligence.com/article/sep-2021/mapping-uk%E2%80%99s-underground-pipes-and-cables
https://www.gov.uk/government/news/next-phase-of-government-project-to-map-the-uks-underground-pipes-and-cables-launched
https://www.gov.uk/government/news/next-phase-of-government-project-to-map-the-uks-underground-pipes-and-cables-launched
https://www.ordnancesurvey.co.uk/newsroom/news/os-supports-atkins-to-build-underground-map-of-pipes
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/894755/Geospatial_Strategy.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/894755/Geospatial_Strategy.pdf
https://www.gov.uk/government/publications/geospatial-commission-annual-plan-20212022
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政府は、とりわけ運輸部門における地理空間データの利用に注力しており157、運輸地理

空間データイノベーション（Transport Location Data Innovation）コンペティション

を実施している。200 万ポンドの第一フェーズ（基礎調査）は 2020 年秋に158、500 万

ポンドの第二フェーズ（実証）は 2021 年春に実施期間 1 年間の予定で実施された159。

地理空間委員会は 2021 年 9 月に発表した報告書で、地理空間データは以下 6 つの分野

で大きな機会があると特定した160。これらは、電気自動車（充電イ.ンフラ整備および電

力グリッドへの負担、EV に特化した経路オプション）、コネクテッド自動運転車（ナ

ビゲーション、危険回避）、道路（設計、建設、運用、保守）、道路および鉄道輸送

（車両管理、経路プラン、最新交通情報）、ドローンおよび無人航空機システム（ナビ

ゲーション、テスト環境の提供）、移動ルート最適化である161。運輸部門での推進に加

え、スコットランドにおける地理空間テクノロジーのクラスターの構築も支援してい

る。 

 

• 国際地理空間サービス（International Geospatial Service） 

2022 年夏までに国際地理空間サービスについての計画を立てる予定となっている。 

 

（2） 推進体制 
 

英国では、2017 年に財務省がデジタル・ビルト・ブリテン・センター（CDBB）および地理空

間委員会を発足させたことにより、スマートインフラに係わる推進体制が整えられた。これら

の組織を中心として産官学の連携を図りながらスマートインフラの開発が進められている。 

 

財務省（HM Treasury）162 

英国の大型インフラプロジェクトの投資決定を通して、インフラ政策戦略に方向性をもたせて

いる。CDBB、国家デジタルツインプログラム、および地理空間委員会を発足させるなど、現在

の英国のスマートインフラ推進の枠組みをつくった。 

 

ビジネス・エネルギー・産業戦略省（Department for Business, Energy and Industrial 

Strategy：BEIS） 

BEIS はケンブリッジ大学とともに CDBB に責任を有し、同センターが実施するデジタル・ビ

ルト・ブリテン・プログラムおよび国家デジタルツインプログラムを管理する。 

 

国家インフラ委員会（National Infrastructure Commission） 

 
157 HM Government, August 2021, Positioning the UK in the fast lane - Location data opportunities for 

better UK transport 

https://www.gov.uk/government/publications/positioning-the-uk-in-the-fast-lane-location-data-opportunities-

for-better-uk-transport  
158 HM Government, September 2020, Government launches £2 million transport location data competition 

https://www.gov.uk/government/news/government-launches-2-million-transport-location-data-competition  
159 HM Government, August 2021, The Geospatial Commission announces transport innovation competition 

winners and outlines how to "position the UK in the fast lane" 

 https://www.gov.uk/government/news/the-geospatial-commission-announces-transport-innovation-

competition-winners-and-outlines-how-to-position-the-uk-in-the-fast-lane;  

HM Government, September 2020, Funding competition SBRI: using geospatial data to solve transport 

challenges, phase 1  

funding.service.gov.uk/competition/724/overview?_ga=2.223131931.1456808504.1636901508-

2115273487.1617814614#summary   
160 Geospatial Commission, August 2021, Positioning the UK in the fast lane. Location data opportunities 

for better UK transport. https://www.gov.uk/government/publications/positioning-the-uk-in-the-fast-lane-

location-data-opportunities-for-better-uk-transport 
161 Cabinet Office and Geospatial Commission, August 2021, Positioning the UK in the fast lane – Location 

data opportunities for better UK transport.  

https://www.gov.uk/government/publications/positioning-the-uk-in-the-fast-lane-location-data-opportunities-

for-better-uk-transport  
162 正式には Her Majesty's Treasury である。 

https://www.gov.uk/government/publications/positioning-the-uk-in-the-fast-lane-location-data-opportunities-for-better-uk-transport
https://www.gov.uk/government/publications/positioning-the-uk-in-the-fast-lane-location-data-opportunities-for-better-uk-transport
https://www.gov.uk/government/news/government-launches-2-million-transport-location-data-competition
https://www.gov.uk/government/news/the-geospatial-commission-announces-transport-innovation-competition-winners-and-outlines-how-to-position-the-uk-in-the-fast-lane
https://www.gov.uk/government/news/the-geospatial-commission-announces-transport-innovation-competition-winners-and-outlines-how-to-position-the-uk-in-the-fast-lane
https://apply-for-innovation-funding.service.gov.uk/competition/724/overview?_ga=2.223131931.1456808504.1636901508-2115273487.1617814614#summary
https://apply-for-innovation-funding.service.gov.uk/competition/724/overview?_ga=2.223131931.1456808504.1636901508-2115273487.1617814614#summary
https://www.gov.uk/government/publications/positioning-the-uk-in-the-fast-lane-location-data-opportunities-for-better-uk-transport
https://www.gov.uk/government/publications/positioning-the-uk-in-the-fast-lane-location-data-opportunities-for-better-uk-transport
https://www.gov.uk/government/publications/positioning-the-uk-in-the-fast-lane-location-data-opportunities-for-better-uk-transport
https://www.gov.uk/government/publications/positioning-the-uk-in-the-fast-lane-location-data-opportunities-for-better-uk-transport
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2015 年に財務省の独立行政機関として発足した163。英国全土の持続可能な成長、競争力強化お

よび生活の質の改善を目的として、長期的なインフラニーズに関する専門的なアドバイスや提

言を行う。2017 年 12 月に発表した前術の調査「公共財のためのデータ」は、財務省を通して

英国のスマートインフラへの取り組みに道筋をつけた。 

 

インフラプロジェクト庁（Infrastructure and Projects Authority：IPA） 

インフラおよび大型プロジェクトの専門家グループで、内閣府と財務省に報告義務がある。政

府省庁および産業界と協力し、政府の主要プロジェクトの事業評価164とモニタリングや長期資

金調達に焦点を当てた任務を遂行する。2017 年 12 月、同庁は「インフラパフォーマンスの変

革（Transforming Infrastructure Performance）」を発表したが、2020 年 12 月に発表された

国家インフラ戦略（National Infrastructure Strategy165）を受け、2021 年 9 月に新たに前述の

「2030 年に向けたロードマップ」を発表し、データおよびデジタル技術の役割を取り入れた、

インフラのパフォーマンス向上に向けたアプローチを提示している。 

 

デジタル・ビルト・ブリテン・センター（Centre for Digital Built Britain：CDBB） 

2017 年の秋の予算で設立が発表された、BEIS とケンブリッジ大学の連携組織で、英国のスマ

ートインフラ推進の中核組織である。BEIS とイノベート UK が管理するデジタル・ビルト・ブ

リテン・プログラムおよび国家デジタルツインプログラムを実施する。2019 年にはデジタル・

ビルト・ブリテン（データ、デジタルの活用による、システムとしてのインフラのパフォーマ

ンス向上とそれによる社会経済発展）の実現に向けて英国が構築すべき能力や必要となる研究

について報告書166を発表するなど、研究開発も促進している。同じくケンブリッジ大学にある

スマートインフラ・建設ケンブリッジセンター（CSIC）とはつながりが強く、CSIC の役員は

全員 CDBB でも役職をもつ。 

 

地理空間委員会（Geospatial Commission） 

2017 年の秋の予算案で設立が発表され、2018 年に内閣府の独立した専門家グループとして活動

を開始した。地理空間戦略を策定し公共部門の地理空間活動を調整する責任をもつ。英国の地

理空間戦略策定において重要な役割を担う、「ジオシックス（Geo6）」として知られる 6 つの

パートナー組織167と緊密に連携し活動している。これらの組織は、英国地質調査所（The 

British Geological Survey）、石炭庁（Coal Authority）、土地登記所（HM Land 

Registry）、英国陸地測量部（Ordnance Survey）、英国水路部（UK Hydrographic Office）

および資産評価局（Valuation Office Agency）である。 

  

スマートインフラ・建設ケンブリッジセンター（Cambridge Centre for Smart Infrastructure 

and Construction：CSIC）  

2011 年にケンブリッジ大学に設立された CSIC は、センサー技術、データ分析・解釈およびス

マートコミュニティシステムにおける世界的な研究組織で168、産学連携によりスマートインフ

ラおよび建設プロセスのデジタル化の先端研究とその商業化を促進している。英国には、新興

技術の商業化政策の主要施策の一つとして、国内に 7 つのイノベーション・知識センター

 
163 2015 年 10 月に暫定的に発足、正式には 2017 年 1 月に設立された。 
164プロジェクトライフサイクルにおいて重要な段階でのパフォーマンス評価、リスク評価、パフォーマンス改善

のためのアドバイスを提供する。 
165 HM Treasury, November 2020, National Infrastructure Strategy. 

https://www.gov.uk/government/publications/national-infrastructure-strategy  
166 C. Boulton and K. Lamb, July 2019, Capability Framework and Research Agenda for a Digital Built 

Britain; CDBB, Jly 2019, Developing the Capabilities for a Digital Built Britain. A Summary of the 

‘Capability Framework and Research Agenda for a Digital Built Britain’.  

https://www.cdbb.cam.ac.uk/news/capability-framework-and-research-agenda-digital-built-britain  
167 全て政府関連または公共組織である。 
168 UK Research and Innovation, Funding for impact 

https://epsrc.ukri.org/innovation/business/opportunities/impactschemes/ikcs/  

https://www.gov.uk/government/publications/national-infrastructure-strategy
https://www.cdbb.cam.ac.uk/news/capability-framework-and-research-agenda-digital-built-britain
https://epsrc.ukri.org/innovation/business/opportunities/impactschemes/ikcs/
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（Innovation and Knowledge centre）169が政府から資金提供を受けているが、CSIC はその一

つで、工学・物理科学研究会議（Engineering and Physical Sciences Research Council：

EPSRC170）およびイノベート UK171を通した政府支援と産業から資金提供を受けている。 

 

英国陸地測量部（Ordnance Survey） 

国内外に広く知られている国有の地図作成機関。BEIS に報告義務がある。英国のみならず世界

各国において多くの公共サービスを提供するための地理データを提供する。地図分野における

強みを生かし、スマートコミュニティの開発計画やインフラの構築などにおいて重要な役割を

果たす172。 

 

インフラ施設・都市共同研究所（UK Collaboratorium for Research on Infrastructure and 

Cities：UKCRIC） 

インフラと都市計画に関する産官学連携の研究機関で、UKRI の一組織である EPSRC から 1 億

2,500 万ポンドの投資を受け 2017 年に発足した173。同分野の研究における英国の中心的な組織

である。活動分野は交通システム、エネルギーシステム、水インフラ、廃棄物管理、洪水対

策、スマートインフラの開発である。同研究所のラボの一つがケンブリッジ大学のインフラセ

ンシング研究施設（Research Facility for Infrastructure Sensing）である。また、スマートイ

ンフラに関する英国の学術研究を支援する DAFNI（Data and Analytics Facility for National 

Infrastructure）を立ち上げている174。 

 

カタパルト（デジタル・カタパルトおよびコネクテッドプレーシズ・カタパルト） 

スマートインフラに係わるカタパルトは、デジタル・カタパルトとコネクテッドプレーシズ・

カタパルトである。前者は英国における先端デジタル技術の早期導入を支援する。後者は物理

的、社会的、デジタル的な繋がりのある、未来型の社会の創造に向けたビジネスの取り組みを

支援する。これら 2 つのカタパルトは、IoT テクノロジーの社会実装の促進で協力している。 

 

（3） プロジェクト事例 
 

① デジタルツインプロジェクト：グラスゴー 
 

グラスゴーでは現在、同市に拠点を置く IES（Integrated Environmental Solutions）が 2 つの

デジタルツインプロジェクトを実施している。IES は物理学に基づくデジタルツインの開発を

強みに、世界各国で建物や都市の脱炭素に貢献するソフトウェア企業である。 

 

i) グラスゴー大学デジタルツインプロジェクト175 
 

 
169 イノベーション・知識センターは、英国における新興技術の商業化政策の主要施策の一つである。大学を拠

点に、専門家で構成される起業家チームが主導する。2007 年から 7 つのセンターが政府から資金提供を受けて

いる。 
170 ビジネス・エネルギー・産業戦略省から資金提供を受ける英国研究・イノベーション機構（UK Research 

and Innovation: UKRI）の研究助成機関の一つ。 
171 革新企業に研究開発費などの助成をする英国政府機関。UKRI の下部組織である。 
172 HM Government, Department for International Trade(DIT), Smart City 

https://www.events.great.gov.uk/ehome/innovation-jpn/smartcities/  
173 UKCRIC 設立に関する政府の支援は 2015 年予算案で発表されたが、正式な設立は 2017 年 9 月である。

Cranfield University, september 2017, UKCRIC is formally launched at the International Symposium for 

Next Generation Infrastructure 2017 

https://www.cranfield.ac.uk/about/newsroom/updates/ukcric-launch  
174 DAFNI は 2017 年に UKCRIC から 800 万ポンドを受けて 4 年間の研究開発プログラムとして、ラザフォー

ド・アップルトン研究所（Rutherford Appleton Laboratory）内で立ち上がった。4 年間の研究開発期間後の

2021 年 7 月以降は、英国のスマートインフラに関する学術研究を支援する機関として、大規模なモデリングや

解析を実施できる設備、膨大なデータへのアクセス、専門的なソフトウェアツール等を提供している。 
175 IES(Integrated Environmental Solution), University of Glasgow,  

https://www.events.great.gov.uk/ehome/innovation-jpn/smartcities/
https://www.cranfield.ac.uk/about/newsroom/updates/ukcric-launch
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グラスゴー大学は 2019 年に 10 億ポンドの大学の建物の大規模改修および新規開発プログラム

に着手し、このプログラムの柱として、デジタル技術の導入により学習、研究、建物の運営効

率の向上を目指すスマートキャンパスイニシアチブを立ち上げた。同大学は 2030 年までにネッ

トゼロ排出を達成するという目標を掲げており、大学の建物の低炭素化は急務となっていた。

プロジェクトは、新たに開発されるウェスタンキャンパスの建物と既存の建物 3 棟について、

同大学と前述の IES の協働でデジタルツインを作成し、エネルギー利用の大幅な効率向上に繫

げようとするものである。デジタルツインの作成は、前述の CDBB のデジタルツイン原則

「Gemini Principles」に則り進められている176。 

 

新たな建物（ウェスタン キャンパス）のデジタルツインは、イノベート UK の「建設課題の変

革（Transforming Construction Challenge）」 基金から助成を受ける「EDigit2Life」プロジ

ェクト177の下で、IES のインテリジェント・コミュニティ・ライフサイクル（Intelligent 

Communities Lifecycle：ICL）プラットフォームを用いて作成される。同プラットフォーム

は、建物の 3D モデルを用いた物理学ベースのシミュレーションと、様々なリアルタイムのデー

タ、機械学習および AI の活用を通して、デジタルツインを構築するツールである178。

eDigit2Life は 2020 年 4 月から 2022 年 6 月までのプロジェクトで、新設される建物の設計段階

のモデルを、運用段階には建物のライフサイクルをカバーする完全なデジタルツインに進化さ

せる革新的な方法を開発することを狙いとしている。同プロジェクトには、IoT センサーシステ

ムを強みとするサイエンススコープ（ScienceScope）179も参加する。 

 

既存の 3 棟の建物については、物理学ベースのシミュレーションツールや IES の i スキャン

（iSCAN）ツールを利用してデジタルツインを作成した。iSCAN は、ビルやエネルギー管理シ

ステム、ユーティリティーポータル、IoT センサー、CSV、XML、JSON（JavaScript Object 

Notation）等の履歴ファイルなど、あらゆる時系列データを 1 つのプラットフォームに集中さ

せることができるデータ取集ツールである。作成したデジタルツインは、インテリジェントな

エネルギー管理と、エネルギー利用の改善オプションの分析に利用している。また、リアルタ

イムのコマンドセンターを構築し、情報の一元化と、隠れたエネルギーの浪費を顕在化させる

のに役立てている。 

 

ii) ポロックパーク（Pollok Park）デジタルツインプロジェクト180 
 

ポロックカントリーパークは、グラスゴーのポロックにある 146 ヘクタールの国立公園であ

る。パーク内にはグラスゴー市所有の建物が 3 棟と、パーク内を流れる川に 19 世紀半ばに水車

発電所として利用されていた水車小屋がある。パーク内の建物は、現在改修工事が行われてい

るもの、撤去し再建される予定のもの、通常の改修技術の採用が困難な歴史的建造物と様々で

ある。市は、建物の改修・再建プロジェクトの構想段階で、水車発電機や大型バッテリーの導

入もプロジェクトに加えて、エネルギーを自給自足する持続可能な都市のマイクロコズム（縮

図）としてパークを再生することを計画した。そして、市の 2030 年ネットゼロ目標の達成に向

 
https://www.iesve.com/services/projects/15681/university-of-glasgow  
176 University of Glasgow, November 2019, Smart Campus Digital Masterplan 

https://www.gla.ac.uk/media/Media_702108_smxx.pdf  
177 IES(Integrated Environmental Solution), eDigit2Life 

https://www.iesve.com/research/digital-twins/edigit2life  
178 IES(Integrated Environmental Solution), Intelligent Communities Lifecycle, Digital Twin Technology for 

Decarbonising Any Built Environment    https://www.iesve.com/icl  
179 ScienceScope, Linking Digital Techology with Science, eDigiT2Life 

https://sciencescope.uk/edigit2life-project/  
180The Herald, September 2021, IES panel discussion: building Digital Twins 

https://www.heraldscotland.com/news/19601422.ies-panel-discussion-building-digital-twins/ 

How Digital Twin Technology is Illuminating Glasgow Pollok Park’s Pathway to Net-Zero 

https://www.digitalconstructionweek.com/seminars/how-digital-twin-technology-is-illuminating-glasgow-

pollok-parks-pathway-to-net-zero/  

https://www.iesve.com/services/projects/15681/university-of-glasgow
https://www.gla.ac.uk/media/Media_702108_smxx.pdf
https://www.iesve.com/research/digital-twins/edigit2life
https://www.iesve.com/icl
https://sciencescope.uk/edigit2life-project/
https://www.heraldscotland.com/news/19601422.ies-panel-discussion-building-digital-twins/
https://www.digitalconstructionweek.com/seminars/how-digital-twin-technology-is-illuminating-glasgow-pollok-parks-pathway-to-net-zero/
https://www.digitalconstructionweek.com/seminars/how-digital-twin-technology-is-illuminating-glasgow-pollok-parks-pathway-to-net-zero/
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けて、IES のデジタルツイン・テクノロジーを利用し、パーク全体のエネルギー利用を分析し

た。 

 

IES はまず、3 棟のデジタルツインを作成し、これら建物全体で最適なネットゼロエネルギー到

達オプションを分析、特定した。さらにパーク内のエネルギーの生産と消費の相互作用をデジ

タルツインを用いて可視化し、エネルギーの自給自足達成に向けた様々なシナリオのシミュレ

ーションを実施して、それぞれのアプローチの機会と限界について市議会に情報を提供し、市

の意思決定に役立てている。 

 

市議会はこのプロジェクトを英国政府のレベリングアップ基金のコンペティションに提出して

いる181。 

 

② バーミンガム大学182 
 

バーミンガム大学はこれまでシーメンスとの戦略的パートナーシップでスマートインフラ、モ

ビリティ、エネルギー、保険・衛生分野で協力してきた。最も最近の動きは、2021 年 9 月に発

表されたプロジェクトで、大学のカーボンニュートラル目標の達成に向けて最適な経路を特定

するためにエッジバストン（Edgbaston、バーミンガム市郊外に位置する地区）とドバイのキャ

ンパスのエネルギーシステムのデジタルツインを作成し、世界で最もスマートなキャンパスに

しようとするものである。センサー、分析テクノロジー、AI、分散型エネルギー生産およびエ

ネルギー貯蔵、再生可能エネルギー、そして行動変化を組み合わせ、キャンパスを変容すると

同時に、リビングラボを構築する。2021 年秋、プロジェクトの第一段階として、同大学はエン

ライテッド（Enlighted）の IoT センサー2 万 3,000 台の展開に着手した。大学内で IoT 機器を

大規模展開する世界で初めての大学であると言われている。 

 

③ デジタル・アクティブトラベル・オーグメンテーション（Digital Active Travel 

Augmentation：DATA183） 
 

アクティブトラベル184は炭素削減に資するだけでなく、大気質や健康の改善、道路の渋滞や騒

音対策にも繋がる。Digital Active Travel Augmentation プロジェクトは、英国のスタートアッ

プ、エヌジェニアス・エーアイ（ngenius.ai）が開発したプラットフォームを用いて、地方自治

体の CCTV カメラをスマートセンサーのネットワークに変換し、歩行者や自転車の位置情報デ

ータを収集するプロジェクトである。収集される情報を用いて、アクティブトラベルのルート

計画、自転車の安全性の監視、交通量の多い交差点での開発計画などについて、データに基づ

いたアクティブトラベル推進策の策定に役立てる。 

 

今日、スマートコミュニティの展開に必要なデータは、特注のセンサーネットワークを構築し

て収集する場合が多いが、この方法は巨額な初期投資や継続的なメンテナンスコストが必要で

あったり、収集されるデータの範囲が狭いことから、スケールアップが効果的に行われない可

能性がある。エヌジェニアス・エーアイ（ngenius.ai）が開発した「データ対応のスマートシテ

 
181 Glasgow City Council, Council to submit bid for Pollok Country Park project to UK Government's 

Levelling Up Fund 

https://www.glasgow.gov.uk/index.aspx?articleid=27148  
182University of Birmingham and Siemens fully-funded PhDs 

https://www.birmingham.ac.uk/partners/strategic-partnerships/birmingham-and-siemens-phds.aspx 

https://www.birmingham.ac.uk/partners/strategic-partnerships/siemens.aspx 
183 HM Government, Ditigal Marketplace, NGENIUS LTD, Data Enabled Smart Cities 

https://www.digitalmarketplace.service.gov.uk/g-cloud/services/345372577781543   

Oxford Foundry, University of Oxford, 2021, Cohort 4 Demo Day Lookbook, p. 14. 

https://issuu.com/oxfordfoundry/docs/oxfo_lookbook_cohort_4 

 (available from https://www.oxfordfoundry.ox.ac.uk/venture-portfolio) 
184 徒歩や自転車など、人体の活動を利用した移動方法。 

https://www.glasgow.gov.uk/index.aspx?articleid=27148
https://www.birmingham.ac.uk/partners/strategic-partnerships/birmingham-and-siemens-phds.aspx
https://www.birmingham.ac.uk/partners/strategic-partnerships/siemens.aspx
https://www.digitalmarketplace.service.gov.uk/g-cloud/services/345372577781543
https://issuu.com/oxfordfoundry/docs/oxfo_lookbook_cohort_4
https://www.oxfordfoundry.ox.ac.uk/venture-portfolio
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ィ（Data-enabled Smart Cities ：DeSC ）」は、最先端の AI とマシンビジョンの統合型クラ

ウドプラットフォームで、高度なディープラーニングテクノロジーを用いて、既存の CCTV カ

メラに IoT センサー機能をもたせ、視覚的に識別可能な様々なもののリアルタイムデータを収

集する。 

 

同社はこれまでノーフォーク・カウンティ・カウンシルおよびクロイドン・バラ・カウンシル

と協力して技術的なフィージビリティ・トライアルを実施しており、2021 年 8 月には地理空間

委員会とイノベート UK が実施した運輸地理空間データコンペティション（Transport 

Location Data Competition）で 40 万ポンドを獲得し、今後 10 の地方自治体と協力して実証プ

ロジェクトを展開する予定である185。 

 

④ スマート自転車検知プロジェクト（Smart Cycle Detection）：オックスバイク

（Oxbike）186 
 

オックスフォードシャー・カウンティ・カウンシルは、市内における自転車利用の促進を目的

として、自転車利用のホットスポットでの交通状況をリアルタイムで地図上で示したウェブサ

イト「Oxbike.co.uk」を試験導入した（2022 年 4 月現在もライブデータを掲載中）。同サイト

では、サイクリング・ホットスポットでのリアルタイムのサイクリスト数やその他の道路利用

者数、市の主要ルートにおけるライブ・トラベルタイム、オックスフォードシャーの道路での

車両数の現在と過去の傾向などを確認できる。ウェブサイトは[ui!]UK のアーバン・パルス

（Urban Pulse）データサービスを利用して使いやすくできており、オックスフォード全体のサ

イクリングパターンに関する情報を広く共有できる。 

 

ウェブサイトに掲載されているデータは、オックスフォード市内および近郊の主要サイクルル

ートに設置されたビバシティ・ラボ（Vivacity Lab）のセンサーから収集する。センサーは AI

機能を用いて自動車、歩行者、自転車、バスなどの交通機関の動きを継続的に捉え、個人が特

定されないようにし、輸送モード別に分類する。センサーからのデータはサイクリングやウォ

ーキング促進政策の策定に役立てている。 

 

 

⑤ 気候レジリエンス・デモンストレータ：Climate Resilience Demonstrator 

（CReDo）187 
 

2021 年 10 月、CDBB は英国の 3 つの主要公益事業者が、国家デジタルツイン構築の初事例と

なる気候レジリエンス・デモンストレータプロジェクト（CReDo）に参加することに合意した

ことを発表した。これらの公益インフラ所有・運用者は、アングリアン・ウォーター（Anglian 

Water）、BT、UK パワーネットワークスである。電力グリッド、水インフラおよび電気通信

ネットワークのそれぞれのデジタルツインを、データの共有を通して接続し一つのデジタルツ

インを形成、気候変動が引き起こす異常気象に対する適応力と回復力の強化に繋げることを目

指す。同プロジェクトでは、洪水のインフラへの影響に焦点を当て、インフラ所有・運用者が

部門横断的に情報を安全に共有するための方法を示す。UKRI、コネクテッドプレーシズ・カタ

パルトおよびケンブリッジ大学が資金提供する。 

 

 
185 Oxford Foundry, COHORT 4 DEMODAY LOOKBOOK, 

https://issuu.com/oxfordfoundry/docs/oxfo_lookbook_cohort_4, p. 9. 
186 Oxfordshire County Council, Jully 2020, New experimental website launched to track journeys in 

Oxfordshire in real time  https://news.oxfordshire.gov.uk/new-experimental-website-launched-to-track-

journeys-in-oxfordshire-in-real-time/  
187 University of Warwick, Three major UK utility providers form new partnership with the National Digital 

Twin programme in critical step toward resilient infrastructure 

https://warwick.ac.uk/newsandevents/pressreleases/three_major_uk/,  

 

https://issuu.com/oxfordfoundry/docs/oxfo_lookbook_cohort_4
https://news.oxfordshire.gov.uk/new-experimental-website-launched-to-track-journeys-in-oxfordshire-in-real-time/
https://news.oxfordshire.gov.uk/new-experimental-website-launched-to-track-journeys-in-oxfordshire-in-real-time/
https://warwick.ac.uk/newsandevents/pressreleases/three_major_uk/
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プロジェクト参加者は、学術研究部門からは、ケンブリッジ大学、エディンバラ大学、エクセ

ター大学、ニューカッスル大学、ウォーリック大学、Hartree センター、Data and Analytics 

Facility for National Infrastructure （DAFNI）、科学技術施設会議（Science and Technology 

Facilities Council）、CMCL イノベーションズ（Computational Modelling Cambridge 

Ltd.）、環境情報共同研究センター（Joint Centre for Excellence in Environmental 

Intelligence）が参加する。企業からはモット・マクドナルド（Mott MacDonald）の参加が発

表されている。また、エスリ UK（Esri UK）はモット・マクドナルドと協力し、接続されたデ

ジタルツイン（connected digital twin）がどのようにインフラの回復力とネットゼロ達成に資

するかを示すインタラクティブなツールを共同開発している。 

 

⑥ 戦略的道路網のデジタルツイン 
 

国有企業であるナショナル・ハイウェイズは、2021 年 9 月、国が管理するイングランドの戦略

的道路ネットワークの 2025 年に向けたデジタル道路戦略（Digital Roads 2025188）を発表し

た。戦略的道路網の設計・建設、運用・保守、および道路利用者へのサービス提供に、データ

およびデジタル技術をフル活用することで、より良い道路インフラを提供することを目指すも

のである。また、2050 年までの長期ビジョンの重要分野として、デジタルツイン、コネクテッ

ド・サービスおよび自動運転車を特定した189。 

 

この戦略に先立ち、工学・物理科学研究評議会（Engineering and Physical Sciences Research 

Council：ESPRC）が主催する企業主導の産学研究パートナーシップへの助成プログラム「繁栄

のためのパートナーシップ（Prosperity Partnerships）」から、コステイン（Costain）、ナシ

ョナル・ハイウェイズ、およびケンブリッジ大学で構成されるデジタル道路パートナーシップ

が助成金を獲得した。同パートナーシップのビジョンは、スマート素材、データサイエンス、

ロボティック・モニタリング、デジタルツインを用いて、道路の保守・運用に係わる予測を正

確かつ効率的に行うことである。例えば、グラフェンを注入したコンクリートコーティングを

使用して、路面と中央分離帯の両方で自己センシングを可能にし、ロボットによるモニタリン

グを通じて道路のデジタルツインに情報を提供する。また、自己修復材料を道路に使用する
190。 

 

このパートナーシップに参加する Costain はテクノロジーベースの建設・エンジニアリング会

社で、現在、英国最大のインフラプロジェクトの一つであるアングリアン水道会社（Anglian 

Water）の 500km に及ぶ新たな相互接続パイプラインの敷設プロジェクトで、マイクロソフト

のクラウドベースのソフトウェア「Azure」を利用した新規パイプラインのデジタルツインの開

発に携わっている191。 

 

 

（4） 企業動向 
 

① シスコシステムズ 
 

世界最大のコンピュータネットワーク機器開発会社シスコシステムズ （以降、シスコとする）

は、2016 年に IoT サービスプラットフォーム大手の Jasper Technologies を買収後、2017 年に

 
188 National highways, Digital roads 

https://highwaysengland.co.uk/industry/digital-data-and-technology/digital-roads/  
189 National highways, August 2021, Introduction to Digital roads   

https://highwaysengland.co.uk/media/2chotw13/introducing-digital-roads.pdf, p. 24. 
190 University of Cambridge, August 2021, New research project aims to make the UK a global leader in 

digital roads technology  http://www.eng.cam.ac.uk/news/new-research-project-aims-make-uk-global-leader-

digital-roads-technology  
191 Costain, Optimising the delivery and management of a strategic water network 

https://www.costain.com/solutions/case-studies/strategic-pipeline-alliance-digital-twin-project/  

https://highwaysengland.co.uk/industry/digital-data-and-technology/digital-roads/
https://highwaysengland.co.uk/media/2chotw13/introducing-digital-roads.pdf
http://www.eng.cam.ac.uk/news/new-research-project-aims-make-uk-global-leader-digital-roads-technology
http://www.eng.cam.ac.uk/news/new-research-project-aims-make-uk-global-leader-digital-roads-technology
https://www.costain.com/solutions/case-studies/strategic-pipeline-alliance-digital-twin-project/
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「Cisco Kinetic for Cities（以降、CKC）」を導入192した。CKC は接続されたモノから IoT ア

プリケーションへのデータの抽出、コンピューティング、移動を支援して成果とサービスを向

上させる、クラウドベースのプラットフォーム193であり、都市運営に携わる事業者はこれを利

用することで、複数のセンサーからのデータを単一の画面から閲覧、管理できるようになる
194。 

 

同ソリューションは、シスコとストラスクライド大学がリードする「5G ルーラル・ファースト 

（Rural First）195」、シスコと電気通信企業コネキシン（Connexin）が主導するハル市の「ス

マートシティ OS196」などの主要なスマートコミュニティ・プロジェクトに導入されている。ま

た、CKC は次世代のクラウドサービス技術を研究する同社のスマートコミュニティ・プロジェ

クト、「ライトハウス・シティ・プログラム（Light House City Programme）の一環で、2018

年にニューカッスル市の「スマートストリート197」にも使用され、交通渋滞の緩和やごみの削

減など、市の問題解決に貢献した。 

 

② コネキシン（Connexin）  
 

コネキシン198はヨークシャー州に 2006 年に設立された、スマートコミュニティおよび IoT 事業

者である。テクノロジー企業の 1 つとして知られ、「シティ OS ソフトウェア・プラットフォー

ム」など、数多くのスマートコミュニティおよび IoT のサービス、ソリューションを提供す

る。同社はスマートシティ・ソフトウェアプラットフォーム「シティ OS」上で、エンド・ツ

ー・エンドのソリューションを設計、構築、展開し、企業や自治体が IoT やデータの力を活用

できるよう支援199している。 

 

③ エイコム（AECOM） 
 

エイコムは世界有数のインフラ・コンサルティング会社200であり、世界 150 カ国以上201にオフ

ィスを構える。都市計画、交通、エネルギー、水、環境など幅広い分野のプロジェクトに企画

から、デザイン、エンジニアリング、プログラム・建設管理など様々な形で関わっている。

2013 年からは、欧州初のスマート運河建設プロジェクトである「North Glasgow Integrated 

Water Management System（NGIWMS）」に関わり、スコティッシュ・カナルズ（Scottish 

Canals）、グラスゴー市議会、スコティッシュ・ウォーター（Scottish Water）とともにグラ

スゴー市の洪水の問題を解決し、グラスゴー北部の再開発の支援を行った202。エイコムは「グ

ラスゴー・スマート運河」の建設デザインと開発を担当。同運河は大雨注意報が発令される

と、スマートセンサーが作動して運河の水位を下げ、洪水を未然に防ぐ。また、運河沿いに設

けられたモニターを通して、水位、水質、水の流れを管理することも可能である。長年、洪水

で悩まされてきた 110 ヘクタールの土地は再開発に利用され、3,000 以上の住居が建設された。

 
192 Cisco, January 2021, Cisco ends its smart city push 

https://connectedremag.com/smart-buildings/cisco-ends-its-smart-city-push/  
193 Cisco Japan Blog , December 2017   https://gblogs.cisco.com/jp/2017/12/announcing-kinetic-for-cities/  
194 ZD Net Japan, October 2019  https://japan.zdnet.com/article/35144032/  
195 About 5G RuralFirst    https://www.5gruralfirst.org/what-is-5gruralfirst/  
196 Association for project management (apm), Smart City OS - Hull’s journey to becoming a programmable 

city https://www.apm.org.uk/resources/find-a-resource/case-studies/case-study-smart-city-os-hull-s-journey-

to-becoming-a-programmable-city/  
197 Mayflower SMART CONTROL, UK’s ‘Smartest’ street to debut at Great Exhibition of the North 

http://www.mayflowercontrol.com/news/uks-smartest-street-to-debut-at-great-exhibition-of-the-north/  
198 Connexin  https://www.connexin.co.uk  
199 UK Smart Cities Directory p.45: 

https://eu.eventscloud.com/file_uploads/2ed36ce5867a41381abc8a5861b7fcd7_UKSmartCitiesDirectory.pdf  
200 Businesswire, AECOM  https://www.businesswire.com/news/home/20211029005076/en/AECOM-signs-

strategic-partnership-agreement-with-the-Royal-Commission-for-AlUla  
201 AECOM について https://aecom.com/jp/?lang=jp  
202 Glasgow Smart Canal  https://www.fairfields.co.uk/fcs/sectors/waterways/glasgow-smart-canal/  

AECOM https://aecom.com/projects/north-glasgow-integrated-water-management-system/ 

https://connectedremag.com/smart-buildings/cisco-ends-its-smart-city-push/
https://gblogs.cisco.com/jp/2017/12/announcing-kinetic-for-cities/
https://japan.zdnet.com/article/35144032/
https://www.5gruralfirst.org/what-is-5gruralfirst/
https://www.apm.org.uk/resources/find-a-resource/case-studies/case-study-smart-city-os-hull-s-journey-to-becoming-a-programmable-city/
https://www.apm.org.uk/resources/find-a-resource/case-studies/case-study-smart-city-os-hull-s-journey-to-becoming-a-programmable-city/
http://www.mayflowercontrol.com/news/uks-smartest-street-to-debut-at-great-exhibition-of-the-north/
https://www.connexin.co.uk/
https://eu.eventscloud.com/file_uploads/2ed36ce5867a41381abc8a5861b7fcd7_UKSmartCitiesDirectory.pdf
https://www.businesswire.com/news/home/20211029005076/en/AECOM-signs-strategic-partnership-agreement-with-the-Royal-Commission-for-AlUla
https://www.businesswire.com/news/home/20211029005076/en/AECOM-signs-strategic-partnership-agreement-with-the-Royal-Commission-for-AlUla
https://aecom.com/jp/?lang=jp
https://www.fairfields.co.uk/fcs/sectors/waterways/glasgow-smart-canal/
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市は経費・CO2 の削減（従来の排水ソリューションに比べて約 75％削減、3 万 5,000 トンの

CO2 削減）や水質管理、居住環境の改善をもたらすことに成功した。 

 

④ テレンサ（Telensa） 
 

2005 年にケンブリッジで創業したテレンサは、ワイヤレスモニタリングとリモートコントロー

ルシステムを専門とするスマートコミュニティ企業203である。LPWA204と UNB205を使用して、

スマート街灯、スマート駐車、スマートコミュニティ・ソリューションを提供し、世界 30 カ国

でビジネスを展開する。同社のスマート街灯ソリューション「 プラネット（PLANet）」は世

界で最も多く導入されており、これまでに世界 400 都市以上で 200 万以上のスマート照明を設

置、約 100 のネットワークを構築し、エネルギー消費や CO2 排出量の削減に大きく貢献してい

る。同ソリューションをいち早く導入した自治体としては、サフォークカウンティカウンシル

（Suffolk County Council）が知られる206。2011 年以来、6 万個のスマート照明を提供。これ

により、同自治体は低コストで照明を遠隔制御することが可能となった。また、テレンサは

2016 年にグレートバートン村でスマート照明に監視カメラを設置し、村を行き来する車の数を

数えたり、平均スピードを測定する試みも行っている。さらに、同社はグロスターシャー州に

も 5 万 5,000 個のスマート街灯を設置207。すべての街灯が同社のプラネット・プラットフォー

ムで制御されているため、自治体側が明るさや点灯時間を遠隔操作できるほか、イベントや緊

急時などにも照明を調節することが可能。また、電球が切れた場合や修理が必要な場合にも自

動的に通知してくれる。その結果、同自治体はエネルギー消費量、メンテナンス費用とも最大

70％削減することに成功した208。 

 

⑤ シーメンス  
 

ドイツ・ミュンヘンを本拠地とする、グローバルテクノロジー企業。電信・電子機器メーカー

としてスタートしたが、現在は産業、インフラ、交通、ヘルスケアの 4 つの分野にフォーカス

したビジネスを展開する209。同社のスマートインフラ事業では、グリッドコントロール・オー

トメーション、低圧・中圧配電、スイッチング・制御、ビルディングオートメーション、火災

時の安全確保・セキュリティ、空調制御、エネルギーソリューションなど、幅広いサービスや

ソリューションを提供210している。2020 年には、ウエストミンスターシティカウンシル

（Westminster City Council）、ベルリン発の電気自動車充電スタンドであるユビトリシティ

（ubitricity）と提携し、ウェストミンスター地区のサザランド大通りに英国初の「充電ストリ

ート」を設置した211。これにより、住民は通りに設けられた 24 カ所の街灯柱から、ユビトリシ

ティの「スマート・ソケット（SmartSocket）」技術を用いて、電気自動車を充電することが可

能となった。また、同社は 2017 年よりユビトリシティとともに、ロンドン市内の街灯柱 1,300

カ所以上に同様のソリューションを導入しており、ユビトリシティの充電スタンドの設置とメ

ンテナンスを手掛けている。 

 

 
203 Telensa https://www.telensa.com/solutions/  
204 Low Power Wide Area の略。消費電力を抑えて遠距離通信を実現する通信方式で、IoT の要素の 1 つ。  
205 UNB：Ultra Narrow Band の略で、超狭帯域の通信方式。 
206The Resister, August 2017,  Smart streetlight bods Telensa nearly double full-year revenues 
https://www.theregister.com/2017/08/08/telensa_fy2016_full_year_results/  
207 Electronics360, December 2015, Telensa Helping U.K. City to Convert to Wireless LED Streetlights 
https://electronics360.globalspec.com/article/6118/telensa-helping-u-k-city-to-convert-to-wireless-led-

streetlights  
208Gloucestershire County Council, Highways, LED street lighting 

https://www.gloucestershire.gov.uk/highways/major-projects-list/led-street-lighting/  
209 SIEMENS  https://new.siemens.com/global/en/company/about.html → 
210 SIEMENS, Smart Infrastructure 

https://new.siemens.com/global/en/company/topic-areas/smart-infrastructure.html 
211 SIEMENS, Electric Avenue, W9   https://new.siemens.com/uk/en/company/topic-areas/sustainable-

energy/smart-ev-charging-infrastructure-for-cities.html  

https://www.telensa.com/solutions/
https://www.theregister.com/2017/08/08/telensa_fy2016_full_year_results/
https://electronics360.globalspec.com/article/6118/telensa-helping-u-k-city-to-convert-to-wireless-led-streetlights
https://electronics360.globalspec.com/article/6118/telensa-helping-u-k-city-to-convert-to-wireless-led-streetlights
https://www.gloucestershire.gov.uk/highways/major-projects-list/led-street-lighting/
https://new.siemens.com/global/en/company/about.html
https://new.siemens.com/global/en/company/topic-areas/smart-infrastructure.html
https://new.siemens.com/uk/en/company/topic-areas/sustainable-energy/smart-ev-charging-infrastructure-for-cities.html
https://new.siemens.com/uk/en/company/topic-areas/sustainable-energy/smart-ev-charging-infrastructure-for-cities.html
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⑥ ストロベリーエナジーUK（Strawberry Energy UK） 
 

スマートコミュニティ企業のストロベリーエナジーは、世界 17 カ国 30 都市に、次世代の「ア

ーバンファニチャー（urban furniture）」を提供する212。同社の主力商品である「スマートベ

ンチ」は太陽エネルギーを動力源とし、人々に小休憩の場を提供するだけでなく、携帯の充

電・WiFi スポットのほか、地域の情報なども無料で提供する。2017 年には、ロンドンにスマー

トベンチ 20 台を設置。がん研究所（Cancer Research）やフォード、国連開発計画、仏通信会

社大手オランジュ（Orange）などの企業や団体と提携し、現在では 3 つの自治区内 75 カ所

で、さらなるスマートベンチの導入を目指す。スマートベンチに埋め込まれたセンサーは、大

気質などリアルタイムの環境データをモニターし、ユーザーは同社の専用アプリを通じて、そ

れらのデータを確認できる213。 

 

⑦ パン・スタジオ（Pan Studio）  
 

ロンドンのデザイン制作会社パン・スタジオはテクノロジー、シアター、ゲーム、アートの要

素を取り入れた体験イベントの企画・実施のほか、ユーザー重視の商品、システム、サービス

を提供する214。2013 年に、同社がブリストルで開始した「ハロー・ランプ・ポスト（Hello 

Lamp Post）」プロジェクトは、93 のアイデアの中から選ばれた215、SMS プラットフォームで

ある。街灯や郵便ポストなど市内のあらゆる既存のインフラを元に新たなインフラを構築し、

人々の率直な意見を取り入れ、市政サービスの改善に役立てた。同プロジェクトでは、メンテ

ナンスが必要なストリートファニチャーに「個別番号」を設け、ユーザーがその番号を用いて

携帯メッセージを送ると、ストリートファニチャーと個別の会話ができるという仕組みになっ

ている。同プロジェクトが実施された 8 週間の間に 2 万 5,000 件以上の声を集めることに成功

し、市と市民とのコミュニケーションを円滑にすることに貢献した。以降、同プロジェクトは

ロンドンのサウスワーク・カウンシル（Southwark Council）での通学路の安全・大気質改善、

ベルファスト市での観光化・観光客満足度改善などをサポートし、世界 25 都市以上に広まって

いる216。（ 

 

⑧ ハグズロックシステムズ（Hugslock Systems）  
 

ハグズロックシステムズは、セキュリティ・安全サービス企業であり、インフラ業者に最高レ

ベルの事故防止・対応を提供する217。同社の主力商品であるスマート・マンホールカバーは、

従来のマンホールカバーを再設計したもので、24 時間リモート監視できるほか、遠隔操作で施

錠・解錠することが可能である。同商品には、同社の開発した「iNTACT（iNTelligent Access 

Cover Technology）」システムが用いられ、あらゆる地下インフラを犯罪や事故から守る。セ

ンサーが搭載されたカバーにはガス、熱、水、赤外線カメラ、動作、生物災害、地震をモニタ

ーする機能が備わっている218。このソリューションによって、中央サーバーからマンホールカ

バーをモニターすることが可能になるため、目視調査が不要になり、不具合が生じた時にも迅

速に対応できるようになる。同ソリューションは英国国防省からも強い関心を集めている。ス

 
212 Strawberry Energy   https://www.crowdcube.com/companies/strawberry-energy/pitches/qBPGpZ  
213 Strawberry energy, February 2017, The world’s first network of smart benches launch in London 

https://medium.com/strawberry-energy/the-worlds-first-network-of-smart-benches-launch-in-london-

66618cca40cf  
214 Pan Studio  http://panstudio.co.uk/process  
215Bristol turns into a Playable City with Hello Lamp Post, June 2013  

 https://www.watershed.co.uk/news/bristol-turns-into-a-playable-city-with-hello-lamp-post  
216 Transition Earth, January 2021, We want to make cities smarter, not smart cities!” Interview with 

innovative UK company Hello Lamp Post   https://www.transitionearth.co/2021/01/29/we-want-to-make-

cities-smarter-not-smart-cities-interview-with-innovative-uk-company-hello-lamp-post/  
217 Hugslock Systems Ltd.  http://www.hugslock.com/abouts  
218European Commission, May-July 2016, Periodic Reporting for period 1 - iNTACT (Commercialisation of 

the world’s first iNTelligent Access Cover Technology for the protection of ALL underground infrastructure.) 

https://cordis.europa.eu/project/id/728408/reporting  

https://www.crowdcube.com/companies/strawberry-energy/pitches/qBPGpZ
https://medium.com/strawberry-energy/the-worlds-first-network-of-smart-benches-launch-in-london-66618cca40cf
https://medium.com/strawberry-energy/the-worlds-first-network-of-smart-benches-launch-in-london-66618cca40cf
http://panstudio.co.uk/process
https://www.watershed.co.uk/news/bristol-turns-into-a-playable-city-with-hello-lamp-post
https://www.transitionearth.co/2021/01/29/we-want-to-make-cities-smarter-not-smart-cities-interview-with-innovative-uk-company-hello-lamp-post/
https://www.transitionearth.co/2021/01/29/we-want-to-make-cities-smarter-not-smart-cities-interview-with-innovative-uk-company-hello-lamp-post/
http://www.hugslock.com/abouts
https://cordis.europa.eu/project/id/728408/reporting
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マートコミュニティにおいては、同商品を活用した通信ネットワークや電気回路を構築するこ

とも可能。消費者は電気・ガス・水道の使用量を効率的に管理できるようになるため、使用量

を減らすことができる。加えて、公共事業のコストを削減したり、既存のインフラの耐用年数

を延ばせるなどのメリットがある219。 

 

⑨ センサット（Sensat） 
 

センサットは 2017 年にロンドンで設立された、デジタルツイン・テクノロジー企業220である。

現実の世界をデジタルで再現し、同社の視覚化プラットフォームを用いてインフラデータを収

集・提供する。このソリューションにより、企業が現実の状況を把握・分析し、スマートに意

思決定できるよう支援している。あらゆるデバイスを経由してインフラ施設に 24 時間アクセス

できるため、企業は現場に出向くことなく、プロジェクトの計画から進捗確認、測定、目視調

査、メンテナンス管理まで、迅速に済ませることができる。同ソリューションはこれまでに

AECOM、Connect Plus、ヒースロー空港、キア（Kier）、モルガン・シンダル（Morgan 

Sindall）、ネットワーク・レイル（Network Rail）、WSP など世界有数のインフラ事業者に

よって導入されている。 

 

⑩ ジータ・ネットワークス（Zeetta Networks） 
 

ジータ・ネットワークスは、ブリストル大学からスピンオフしたスタートアップ企業221で、オ

ープンネットワークソリューション、および 5G・Wi-Fi ネットワーク管理システムの主要プロ

バイダである222。同社の主力商品である、ソフトウェア定義ネットワーク（Software-defined 

Network：SDN）オペレーティングシステム「NetOS®」は、異機種ネットワークのオペレー

ションをモニタリング、管理、自動化するプラットフォームを提供する。異なるインターネッ

ト接続デバイス間のデータフローを同時に管理できるため、ネットワークのパフォーマンスや

効率性を大幅に改善することができるソリューションとなっている。同社は EU のスマートコ

ミュニティ向けの技術開発プロジェクト「レプリケイト EU ライトハウス・プロジェクト223」

において、欧州 3 都市で ICT 関連の分野を率いている。そのうちの 1 つ、ブリストルでは「ブ

リストル・イズ・オープン（Bristol is Open）プロジェクト」のネットワーク上に NetOS®を

構築し、そのメンテナンスやサポートに関わった224。最近リリースされたばかりの同社の新バ

ージョンのネットワークプラットフォームは、複数の企業のネットワークを管理するダッシュ

ボードを提供するもので、すでに「ブリストル・イズ・オープン」や「ボーンマス・スマー

ト・プレイス（Bournemouth Smart Place）」などの大規模なスマートコミュニティ・プロジ

ェクトで試験的に導入されている225。  

 
219HUGSLOCK SYSTEMS LTD, SMART CITY INTEGRATION 

http://www.hugslock.com/services/view/ir9re49crp8ua9vesi7q65z0n  
220 Sensat  https://www.sensat.co/ 
221 5G Victori, Consortium, Zeetta Networks   htps://www.5g-victori-project.eu/consortium/zeetta-networks/  
222 Zeetta  https://zeetta.com/about/why-zeetta/  
223 COMPAS, H2020-Smart Cities and Communities-REPLICATE lighthouse project February 2016 – 

January 2021   

https://www.compas.ox.ac.uk/project/h2020-smart-cities-and-communities-replicate-lighthouse-project/  
224 University of Bristol, Open network solutions  

https://www.bristol.ac.uk/research/impact/open-network-solutions/  
225 Enterprise IoT Insights, April 2021, Zeetta Networks releases new software for private LTE, 5G, Wi-Fi 

slicing and splicing  https://enterpriseiotinsights.com/20210405/channels/news/zeetta-networks-releases-

new-orchestration-tool-for-private-networks  

http://www.hugslock.com/services/view/ir9re49crp8ua9vesi7q65z0n
https://www.5g-victori-project.eu/consortium/zeetta-networks/
https://zeetta.com/about/why-zeetta/
https://www.compas.ox.ac.uk/project/h2020-smart-cities-and-communities-replicate-lighthouse-project/
https://www.bristol.ac.uk/research/impact/open-network-solutions/
https://enterpriseiotinsights.com/20210405/channels/news/zeetta-networks-releases-new-orchestration-tool-for-private-networks
https://enterpriseiotinsights.com/20210405/channels/news/zeetta-networks-releases-new-orchestration-tool-for-private-networks
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2. スマートエネルギーシステム 
 
2050 年までにネットゼロ社会を実現するためには、英国のエネルギーシステムのスマート化と

柔軟性が必要とされている。電源としての化石燃料の利用が段階的に廃止される一方で、電力

の需要はさらに高まることが予測され226（図 1 参照）、再生可能エネルギーからのクリーンな

電力供給を保証できるスマートかつ柔軟なエネルギーシステムが必須である。政府はこの移行

に不可欠なデータ利用およびエネルギーシステムのデジタル化についても並行して推進してい

る227。 
 
政府、電力系統運用者、産業界、再生可能エネルギー資源などの分散型発電資産所有者を含む

利害関係者は、既存の系統運用フレームワークの全体的な見直しを実施し、多様なエネルギー

資源からの発電が増える中でシステムの安定性と安全性を確保し、あらゆる環境にある人々が

市場に参加できるよう、協力・調整を進めていくとしている。 

 

図 1 英国の将来の電気需要予測 

 

出所 HM Government, December 2020, Energy White Paper. Powering our Net Zero Future, p.42 より作成 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/945899/20

1216_BEIS_EWP_Command_Paper_Accessible.pdf 

Contains public sector information licensed under the Open Government Licence v3.0. 

 
 

（1） 主要政策 
 

2021 年 7 月、政府は、英国ガス・電力市場局（Office of Gas and Electricity Markets、Ofgem）と

共同で消費者の電気料金を抑え、エネルギー利用の効率化を促進できる「スマートシステムと

 
226HM Government, December 2020, Energy White Paper. Powering our Net Zero Future. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/945899/20

1216_BEIS_EWP_Command_Paper_Accessible.pdf 
227 HM Government, July 2021, Smart technologies and data to future-proof UK energy 

https://www.gov.uk/government/news/smart-technologies-and-data-to-future-proof-uk-energy 
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https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/945899/201216_BEIS_EWP_Command_Paper_Accessible.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/945899/201216_BEIS_EWP_Command_Paper_Accessible.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/945899/201216_BEIS_EWP_Command_Paper_Accessible.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/945899/201216_BEIS_EWP_Command_Paper_Accessible.pdf
https://www.gov.uk/government/news/smart-technologies-and-data-to-future-proof-uk-energy
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柔軟性の計画（Smart Systems and Flexibility Plan228）」および「エネルギーデジタル化戦略

（Energy Digitalisation Strategy229）」を発表した。これらの政策文書は、2020 年 12 月に発表

された「エネルギー白書」にある政府のコミットメントを果たすもので、柔軟性のあるエネル

ギーネットワークの構築に向けた意義ある前進と評価されている230。 

 

① スマートシステムと柔軟性の計画 
 

同計画は、2017 年に発表された計画231が更新されたものである。2017 年の計画では政府、

Ofgem、産業に対する 29 の実行計画が提示され、2018 年に内容がアップデートされたが、そ

の時点でさらに 9 つの実行計画が追加された。合計 38 の実行計画のうち、29 が既に実施され、

残りは 2022 年末までに展開される予定である。2021 年に発表された新たな計画は、スマート

システムと柔軟性に関する政策の次の段階のものと言え、2019 年に、政府が 2050 年までに炭

素排出量をネットゼロにすることを法制化して以来、この分野における初めての大規模な発表

となる。 

 

これまで電力システムのバランスを保ち、安定させるための柔軟性は、主に石炭やガスの火力

発電所の出力を上げ下げすることで、化石燃料が提供していた。しかし今後は、低炭素な柔軟

性を活用し、変動性の大きな再生可能エネルギーを主力電源とする電力供給と、EV やヒートポ

ンプなどの新たな需要も加わった電力需要とのバランスを保つことができるエネルギーシステ

ムが必要となる。低炭素な柔軟性を提供する方法または技術には以下がある。 

 

• 電力貯蔵：家庭用・事業所用バッテリー、揚水発電、V2G（Vehicle to Grid）232。 

• 柔軟な需要：電力需要を、ピーク時から再生可能エネルギー発電量の多い時間帯へとシ

フト。 

• 柔軟な発電：バイオマス発電や炭素回収貯留技術（CCS）付きガス火力発電に加え、太

陽光発電や風力発電等の間欠性再生可能エネルギーも柔軟性を提供できる。将来的には

水素発電も利用可能。 

• スマートグリッドおよび他国との国際連系線：自然エネルギーの変動性を広域の双方向

送電で調整。 

 

なお、スマートシステムと柔軟性の計画（2021 年）では、「スマート（smart）」、「柔軟性

（flexibility）」、「スマートかつ柔軟性のあるシステム（Smart and flexibility system）」を

以下のように定義している。 

 

表 2 

スマート（Smart） サービスを提供するためにデジタル技術を使い、通信

信号に対して実時間に応答できるデバイスの能力 

 
228 HM Government, July 2021, Transitioning to a net zero energy system: smart systems and flexibility 

plan 2021 https://www.gov.uk/government/publications/transitioning-to-a-net-zero-energy-system-smart-

systems-and-flexibility-plan-2021?utm_medium=email&utm_campaign=govuk-

notifications&utm_source=c89f833d-864d-4f64-b1dc-ab9883fe9d0e&utm_content=immediately  
229 HM Government, July 2021, Digitalising our energy system for net zero: strategy and action plan 

https://www.gov.uk/government/publications/digitalising-our-energy-system-for-net-zero-strategy-and-

action-plan?utm_medium=email&utm_campaign=govuk-notifications&utm_source=e368dcba-f5e1-4e6a-

9967-fcf7cdb7577a&utm_content=immediately 
230 HM Government, July 2021, Smart technologies and data to future-proof UK 

energyhttps://www.gov.uk/government/news/smart-technologies-and-data-to-future-proof-uk-energy  
231 HM Government, July 2017, Upgrading our energy system: smart systems and flexibility plan 

https://www.gov.uk/government/publications/upgrading-our-energy-system-smart-systems-and-flexibility-

plan  
232 電気自動車に搭載されているバッテリーに貯めた電力を系統に供給する技術。 

https://www.gov.uk/government/publications/transitioning-to-a-net-zero-energy-system-smart-systems-and-flexibility-plan-2021?utm_medium=email&utm_campaign=govuk-notifications&utm_source=c89f833d-864d-4f64-b1dc-ab9883fe9d0e&utm_content=immediately
https://www.gov.uk/government/publications/transitioning-to-a-net-zero-energy-system-smart-systems-and-flexibility-plan-2021?utm_medium=email&utm_campaign=govuk-notifications&utm_source=c89f833d-864d-4f64-b1dc-ab9883fe9d0e&utm_content=immediately
https://www.gov.uk/government/publications/transitioning-to-a-net-zero-energy-system-smart-systems-and-flexibility-plan-2021?utm_medium=email&utm_campaign=govuk-notifications&utm_source=c89f833d-864d-4f64-b1dc-ab9883fe9d0e&utm_content=immediately
https://www.gov.uk/government/publications/digitalising-our-energy-system-for-net-zero-strategy-and-action-plan?utm_medium=email&utm_campaign=govuk-notifications&utm_source=e368dcba-f5e1-4e6a-9967-fcf7cdb7577a&utm_content=immediately
https://www.gov.uk/government/publications/digitalising-our-energy-system-for-net-zero-strategy-and-action-plan?utm_medium=email&utm_campaign=govuk-notifications&utm_source=e368dcba-f5e1-4e6a-9967-fcf7cdb7577a&utm_content=immediately
https://www.gov.uk/government/publications/digitalising-our-energy-system-for-net-zero-strategy-and-action-plan?utm_medium=email&utm_campaign=govuk-notifications&utm_source=e368dcba-f5e1-4e6a-9967-fcf7cdb7577a&utm_content=immediately
https://www.gov.uk/government/news/smart-technologies-and-data-to-future-proof-uk-energy
https://www.gov.uk/government/publications/upgrading-our-energy-system-smart-systems-and-flexibility-plan
https://www.gov.uk/government/publications/upgrading-our-energy-system-smart-systems-and-flexibility-plan
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柔軟性

（Flexibility、フレ

キシビリティ） 

エネルギーの消費と生産のタイミングや場所を変える

能力  

スマートかつ柔軟

性のあるシステム

（Smart and 

flexibility system） 

需要と供給のバランスを保ち、ネットワーク上の制約

を管理するために、システムに柔軟性を持たせること

のできるスマート技術を利用したシステム   

出所：Department for Business, Energy &Industrial Strategy and Ofgem, July 2021, 

Smart Systems and Flexibility Plan 2021, p. 9. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attac

hment_data/file/1003778/smart-systems-and-flexibility-plan-2021.pdf 

 

 

 

i) 分析 
 

同計画では、ネットゼロシステムにおける柔軟性の役割と価値を分析し、システムに必要な柔

軟性の規模と種類を特定している。分析においては、短時間の電力貯蔵、柔軟性のある需要、

および国際連系線から柔軟性をモデリングするとともに、水素発電所の影響と、水素発電所が

どの程度ガス火力発電の代わりとなることができるかを分析している233。モデリングから導か

れた重要事項は以下の通り。 

 

• 熱や輸送の電化（すなわち、ヒートポンプと EV の普及）による電力需要の増加に対応

しつつ、再生可能エネルギーを費用対効果の高い方法で導入するためには柔軟性が不可

欠である。 

• 脱炭素化された電力部門では、柔軟性を高めることで発電容量を増やすための過剰なイ

ンフラ投資を回避でき、また系統のアップグレードにかかる設備投資費用も削減するこ

とができる。コスト削減の規模は 2050 年に年間最大 100 億ポンドにのぼる。 

• 2030 年の時点で 40GW の風力発電がある場合、自然エネルギーをコスト効率よく統合

するためには、30GW の低炭素フレキシブルアセットが必要（現在の 3 倍に相当）。 

• 2050 年までに、約 60GW の容量の柔軟性が必要である。最もシステムコストが低い組

み合わせは、約 30GW の短期電力貯蔵とエネルギー需要管理（デマンドサイドレスポン

ス：Deman Side Response：DSR）、および 27GW の国際連系線である。 

 

ii) 今後の取り組みの 4 つの柱 
 

同計画では主に以下の 4 つの柱に焦点を当て、今後の活動計画と政策を提示している。各柱に

おける重要要素、および政府の活動計画と政策をまとめる。 

 

• 消費者の柔軟性支援 

• 電力グリッドの柔軟性に対する障壁除去：電力貯蔵と国際連系線 

• 柔軟性に報酬を与えるための市場改革 

• エネルギーシステムのデジタル化 

 

ア） 消費者の柔軟性支援 
 

消費者が、低炭素電力が豊富で安い時間に合わせてエネルギーの使用量を変えるなど需要を制

御し、システムに調整力を提供する仕組みをデマンドサイドレスポンス（DSR）と呼ぶ。この

需要側（消費者）の柔軟性を実現するためには、スマートメーターや、消費者が簡単に消費パ

 
233長期間の電力貯蔵や地域の系統制約を管理する上での柔軟性の役割については明確にモデリングしていない。 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1003778/smart-systems-and-flexibility-plan-2021.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1003778/smart-systems-and-flexibility-plan-2021.pdf
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ターンを変更できるようにする「エネルギー・スマート」な電化製品234、そして消費パターン

の変化を奨励する料金体系やサービスが不可欠である。 

 

政府支援の焦点と今後の主な実行計画は以下の通り。 

 

• スマートエネルギー技術の普及促進 

2022 年 1 月から向こう 4 年間のスマートメーターの年間の最低設置数目標を設定する。

また、英国規格協会（BSI）が発行した「エネルギー・スマート」な電化製品の新たな

規格、PAS1878235 と PAS1879236 の普及を支援し、DSR 対応製品の開発と導入を促進

するとともに、小規模な DSR の技術的な枠組みを確立する。さらに、全ての私有の EV

充電器に「スマート」機能をもたせることを義務付ける。 

 

• 柔軟性の提供事業の発展を支援 

家庭部門で DSR が普及するよう、柔軟性の提供者（アグリゲーター、エネルギーサプ

ライヤー、EV 充電ポイントオペレーターなど）を取り巻く規制と技術環境を整える。

この一環として政府は、2022 年に柔軟性提供事業に関する規制についてコンサルテーシ

ョンを行う。また、DSR には 30 分毎の電力消費量データに基づき決済（Half-hourly 

settelement）237を行うスマートタリフ238が必要であるが、Ofgem は 2025 年 10 月まで

に、大規模需要家には導入済みの 30 分毎の決済を、小規模需要家にも拡大するため

に、必要となるインセンティブとガバナンスを導入する。 

 

• サイバーセキュリティの強化 

エネルギーシステムがデジタル化されることは、新たなサイバーセキュリティのリスク

が生じることを意味する。政府は、スマートエネルギーシステム全体において、サイバ

ーセキュリティの文化を根付かせるために、スマート家電などが設計の段階からサイバ

ーセキュリティ保護を備えて開発される、「セキュリティバイデザイン239 」のアプロー

チを最低基準として導入する。 

 

• 消費者保護 

スマートエネルギーのサービスや商品を利用する消費者の保護を保証すると同時に、

様々な環境にある消費者がエネルギー市場に参加できるようにする。2021 年 7 月に発表

された「エネルギー小売市場戦略（Energy Retail Market Strategy）240」で、これらの

取り組みを発表している。 

 

• スマートな地域エネルギーソリューションの推進 

地方自治体と民間企業の代表で構成される地域企業パートナーシップ（Local 

Enterprise Partnership：LEP）や自治体に対し、地域レベルでのエネルギープロジェ

クトの開発支援を提供する、エネルギーの専門家で構成された組織「Energy Hub241」

と、今後も協力し、政府はスマートな地域エネルギーソリューション推進する。 

 
234 通信機能を有し、電気料金などに自動的に反応して電力消費を調整できる電化製品。 
235 BSI(British Standards Institution), PAS 1878:2021, May 2021 

https://shop.bsigroup.com/products/energy-smart-appliances-system-functionality-and-architecture-

specification?_ga=2.26977406.2129440976.1636080366-1537267301.1636080362 
236 BSI(British Standards Institution), PAS 1879:2021https://www.bsigroup.com/en-GB/about-bsi/uk-

national-standards-body/about-standards/Innovation/energy-smart-appliances-programme/pas-1879/ 
237Ofgem(Office of Gas and Electricity Markets) , July 2017, How half-hourly settlement will help cut energy 

bills https://www.ofgem.gov.uk/news-blog/our-blog/how-half-hourly-settlement-will-help-cut-energy-bills 
238 スマートメーターを利用して、時間帯に応じて設定されるエネルギー料金制度。 
239 HM Government, February 2019, Secure by Design  

https://www.gov.uk/government/collections/secure-by-design 
240 HM Government, July 2021, Energy retail market strategy for the 2020s, 

https://www.gov.uk/government/publications/energy-retail-market-strategy-for-the-2020s 
241 Greater South East Energy Hub  https://www.energyhub.org.uk/about/other-hub-regions/ 

https://shop.bsigroup.com/products/energy-smart-appliances-system-functionality-and-architecture-specification?_ga=2.26977406.2129440976.1636080366-1537267301.1636080362
https://shop.bsigroup.com/products/energy-smart-appliances-system-functionality-and-architecture-specification?_ga=2.26977406.2129440976.1636080366-1537267301.1636080362
https://www.bsigroup.com/en-GB/about-bsi/uk-national-standards-body/about-standards/Innovation/energy-smart-appliances-programme/pas-1879/
https://www.bsigroup.com/en-GB/about-bsi/uk-national-standards-body/about-standards/Innovation/energy-smart-appliances-programme/pas-1879/
https://www.ofgem.gov.uk/news-blog/our-blog/how-half-hourly-settlement-will-help-cut-energy-bills
https://www.gov.uk/government/collections/secure-by-design
https://www.gov.uk/government/publications/energy-retail-market-strategy-for-the-2020s
https://www.energyhub.org.uk/about/other-hub-regions/
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イ） 電力グリッドの柔軟性に対する障壁除去：電力貯蔵と国際連系線 
 

前述の通り、現在、電力グリッドの柔軟性は、主に化石燃料による発電によってもたらされて

いるが、今後はそれを低炭素化していく必要がある。低炭素の柔軟性供給源としては、今後 10

年間は、特に電力貯蔵と国際連系線が重要になるとみられており、その利用推進に対する障壁

を取り除くことが重視されている。 

 

政府支援の焦点と今後の主な実行計画は以下の通り。 

 

• 全ての電力貯蔵を支援する規制や制度を導入する。 

 

• 大規模かつ長期的な電力貯蔵 

揚水式電力貯蔵などの大規模かつ長期的な電力貯蔵の展開を促進する方法を検討する。

長期間の電力貯蔵の技術はまだ商業化に至っていないため、大規模な実証プロジェクト

の公募を実施し、その商業化の加速に取り組む242。Ofgem は、システムに利益をもたら

す形で電力貯蔵システムが設置されている場合の系統使用料の在り方について検討す

る。 

 

• 家庭用・小規模電力貯蔵システム 

家庭用などの小規模な電力貯蔵について、システムに柔軟性を提供するための電力貯蔵

システムの利用（例えば、需要ピーク時に家庭用蓄電池や V2G を活用して電気をグリッ

ドに流すことを目的に電気を貯蔵する等）については、貯蔵する電気にかかる最終消費

税を撤廃することを検討する。また、工場や機械に対するビジネスレート243の電力貯蔵

システムへの投資への影響等についてレビューを実施する。さらに、エネルギー効率、

熱、燃料貧困政策にスマート技術を取り入れることを促進するために、電力貯蔵システ

ムの安全性に関する規制枠組みの構築に取り組む。 

 

• 国際連系線 

柔軟性を提供できるアセットとしての国際連系線の役割を強化し、その容量の拡大に取

り組む。また、将来、国際連系線の数が増えるのを見越して、英国の送電系統事業者

（Transmission System Operator ：TSO244）や電力システム運用者（Energy System 

Operator：ESO245）は、EU 側の対応機関と協力し、国境を越えた電力取引の仕組みを

構築する。加えて ESO は、異なる発電技術全てが公平に市場に参加できる調整市場の

構築を目指す。 

 

ウ） 柔軟性に報酬を与えるための市場改革 
 

スマート暖房やスマート EV 充電を利用する消費者や、電力系統規模の電力貯蔵システム、国際

連系線、もしくは（将来的に）水の電気分解による水素製造などといった柔軟性を提供する者

が、システムにもたらす価値に見合った報酬を受けられるようにする必要がある。 

 

政府支援の焦点と今後の主な実行計画は以下の通り。 

 

• 電力システムのニーズに即した市場改革 

 
242 HM Government, March 2021, Longer Duration Energy Storage Demonstration competition: cross-

cutting guidance  https://www.gov.uk/government/publications/longer-duration-energy-storage-

demonstration  
243非居住不動産に課せられる固定資産税。JETRO 地域分析レポート(2019 年 2 月 1 日) 

https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2019/79c5fbcf18529586.html 
244 送電系統を保有し管理する。 
245 周波数調整や需給バランスの管理を行う。 

https://www.gov.uk/government/publications/longer-duration-energy-storage-demonstration
https://www.gov.uk/government/publications/longer-duration-energy-storage-demonstration
https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2019/79c5fbcf18529586.html
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出力変動の大きい低炭素発電の急速な導入に伴い、よりリアルタイムに近い需給調整サ

ービスの提供に、より多くの価値を与えるなど、変化するシステムのニーズに合わせて

市場を進化させる必要がある。 

 

• 配電（地域）および送電（全国）レベルで調達される柔軟性の調整 

近年、再生可能エネルギーが地域レベルでグリッドに接続されたり、消費者が自身の

EV やソーラーパネル、ヒートポンプなどを利用して電力システムの安定化に積極的に

関与したりする等、電力システムの分散化が進んでいる。このような地域レベルでの柔

軟性の市場を推進すると同時に、システム全体で需給調整が行われるように、配電事業

者（Distribution Network Operator：DNO246）、送電系統事業者（TSO）、電力シス

テム運用者（ESO）の間でアンシラリーサービス247の調達プロセスを連携させ、配電事

業者と電力システム運用者がそれぞれ調達する柔軟性が相互補完するように調整する必

要がある。 

 

• 市場枠組みにおける柔軟性テクノロジーの位置づけの適正化 

低炭素の柔軟性テクノロジー（電力貯蔵やデマンドサイドレスポンスなど）を推進する

ために、市場枠組みを改善する必要がある。再生可能エネルギー発電の支援制度である

差額決済契約（CfD）制度や、出力の不安定な再生可能エネルギー電力のバックアップ

として発電設備容量を確保する容量市場制度に、柔軟性テクノロジーも参加できるよう

にする、あるいはその価値に見合った支援を受けれるようにする。 

 

• 柔軟性の炭素集約度について透明性を改善 

現在の柔軟性市場は化石燃料電力が高い割合を占めている。配電事業者や電力システム

運用者が調達する柔軟性の炭素集約度を透明化する一貫した方法が必要である。 

 

• 柔軟性確保に向けた電力システム料金制度の改善 

ネットワークコスト（電力網の建設・保守・運用コスト）と政策コスト（電力安定供給

と低炭素発電への移行に係わるコスト）は、電力システムの利用者が負担する。これら

の課金の在り方を改善し、柔軟性テクノロジーの導入と利用最適化を図る。Ofgem は系

統使用料制度の改革248の下、2021 年 8 月までに送電系統利用料金（TNUoS：

Transmission network use of system charges）、配電系統接続料金（Distribution 

network connection charges）、接続する権利（Access rights）および配電系統利用料

金（DUoS：Distribution network use of system charges）についてのコンサルテーシ

ョン249を実施。 

 

エ） エネルギーシステムのデジタル化 
 

将来のネットゼロエネルギーシステムには、太陽光パネル、EV、ヒートポンプ、バッテリーな

ど、何百万ものエネルギーアセットが存在することになり、送電と配電ネットワーク全体にお

いて、これら全てのアセットを最適化する必要がある。消費者に低価格・低炭素なサービスを

提供しつつ、新しい技術を取り入れていくためには、エネルギーシステム全体においてデータ

を活用していくことが必須である。 

 
246 配電系統を保有し管理する。 
247 需給のバランスの監視、系統運用、電圧・周波数の調整などにより、安定した電力の仕様が可能となる。こ

の供給される電力の品質を維持する機能をアンシラリーサービスという。 
248  Ofgem(Office of Gas and Electricity Markets) ,Electricity network access and chargeing review  

https://www.ofgem.gov.uk/energy-policy-and-regulation/policy-and-regulatory-programmes/network-

charging-and-access-reform 
249 Ofgem(Office of Gas and Electricity Markets) , June-August 2021, Access and Forward-looking Charges 

Significant Code Review - Consultation on Minded to Positions 

https://www.ofgem.gov.uk/publications/access-and-forward-looking-charges-significant-code-review-

consultation-minded-positions 

file:///C:/Users/Kaoru_Iwata/Documents/UK/スマートコミュニティ/Electricity%20network%20access%20and%20charging%20review　https:/www.ofgem.gov.uk/energy-policy-and-regulation/policy-and-regulatory-programmes/network-charging-and-access-reform
file:///C:/Users/Kaoru_Iwata/Documents/UK/スマートコミュニティ/Electricity%20network%20access%20and%20charging%20review　https:/www.ofgem.gov.uk/energy-policy-and-regulation/policy-and-regulatory-programmes/network-charging-and-access-reform
file:///C:/Users/Kaoru_Iwata/Documents/UK/スマートコミュニティ/Electricity%20network%20access%20and%20charging%20review　https:/www.ofgem.gov.uk/energy-policy-and-regulation/policy-and-regulatory-programmes/network-charging-and-access-reform
https://www.ofgem.gov.uk/publications/access-and-forward-looking-charges-significant-code-review-consultation-minded-positions
https://www.ofgem.gov.uk/publications/access-and-forward-looking-charges-significant-code-review-consultation-minded-positions
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2019 年、データの有効活用により、脱炭素・分散型エネルギーシステムがもたらす便益を実現

するための提言をまとめるためにエネルギー・データ・タスクフォース（Energy Data 

Taskforce250）が立ち上げられた。同タスクフォースが取りまとめた報告書「エネルギーデー

タ・タスクフォース：近代的なデジタル化されたエネルギーシステム（Energy Data Taskforce: 

A Strategy for a Modern Digitalised Energy System251）」は、以下の 5 つの提言をしてい

る。 

 

• データの見える化 

• インフラとアセットが存在する場所とそれぞれの能力の見える化 

• システムを最適化できるデータ運用 

• オープンマーケット 

• 規制当局による機動的な政策へのアプローチ 

 

2021 年 7 月に発表された英国初のエネルギーデジタル化戦略と活動計画「ネットゼロに向けた

エネルギーシステムのデジタル化（Digitalising our energy system for net zero252）」では、タ

スクフォースの提言が発表されて以来の進捗をまとめ、今後の政府、Ofgem、産業の活動計画

がまとめられている。これについては、②「エネルギーシステムのデジタル化：戦略と実行計

画」のセクションでまとめる。 

 

② エネルギーシステムのデジタル化：戦略と実行計画 
 

「スマートシステムと柔軟性」の計画が発表された同日、Ofgem とイノベート UK は、英国初

の「エネルギーデジタル化戦略253」を発表した。同戦略では、最低限のコストでシステムの脱

炭素を達成すると同時に、消費者が新しいデジタル製品やサービスから最大の恩恵を受けるこ

とができるようにすることを目的に、エネルギーシステムにおけるデータの有効活用とデジタ

ル化に向けたビジョンと政策を示している。この中で、デジタル化を阻む障壁およびその対策

として以下の 3 つが特定された。 

 

• 分散型エネルギーリソースや熱および輸送部門のエネルギーシステムへの統合等、エネ

ルギーシステムは非常に複雑で、そのデジタル化は必然的に多額の投資を必要とする。

しかし、事業者には、最初に投資をすることは不利益であるという考え方がある。デジ

タル化および高品質のデータ収集と処理を進めるためには、事業者に投資リターンにお

ける自信をもたせる環境づくりが必要になる。 

• エネルギーシステムにおいて収集されたデータは、多くの場合、公開されておらず、公

共資産として扱われていない。データへのアクセスの欠落は、それを有効利用した場合

の潜在価値の理解の欠如に繋がり、デジタル化の投資も過小評価される。よって、事業

者にデータ共有を奨励するインセンティブが必要である。 

 
250 データの有用性と透明性を改善することでエネルギー分野のより良い競争、イノベーション、市場を促進す

るために、産業と公的機関がどのように協業できるかについての提言をまとめるために立ち上げられたタスクフ

ォース。HM Government, June 2019, Energy Data Taskforce    

https://www.gov.uk/government/groups/energy-data-taskforce 
251 Energy Data Task Force, June 2019, Energy Data Taskforce: A Strategy for a Modern Digitalised Energy 

System. 

https://es.catapult.org.uk/report/energy-data-taskforce-report/ 
252 Department for Business, Energy & Industrial Strategy, UKRI and Ofgem, July 2021, Digitalising our 

energy system for net zero. Strategy and Action Plan 2021. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1004011/e

nergy-digitalisation-strategy.pdf 
253 HM Government, July 2021, Digitalising our energy system for net zero: strategy and action plan 

https://www.gov.uk/government/publications/digitalising-our-energy-system-for-net-zero-strategy-and-

action-plan?utm_medium=email&utm_campaign=govuk-notifications&utm_source=e368dcba-f5e1-4e6a-

9967-fcf7cdb7577a&utm_content=immediately  

https://www.gov.uk/government/groups/energy-data-taskforce
https://es.catapult.org.uk/report/energy-data-taskforce-report/
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1004011/energy-digitalisation-strategy.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1004011/energy-digitalisation-strategy.pdf
https://www.gov.uk/government/publications/digitalising-our-energy-system-for-net-zero-strategy-and-action-plan?utm_medium=email&utm_campaign=govuk-notifications&utm_source=e368dcba-f5e1-4e6a-9967-fcf7cdb7577a&utm_content=immediately
https://www.gov.uk/government/publications/digitalising-our-energy-system-for-net-zero-strategy-and-action-plan?utm_medium=email&utm_campaign=govuk-notifications&utm_source=e368dcba-f5e1-4e6a-9967-fcf7cdb7577a&utm_content=immediately
https://www.gov.uk/government/publications/digitalising-our-energy-system-for-net-zero-strategy-and-action-plan?utm_medium=email&utm_campaign=govuk-notifications&utm_source=e368dcba-f5e1-4e6a-9967-fcf7cdb7577a&utm_content=immediately
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• インフラ（データセット、データ処理、プラットフォーム）の共有により、データ交換

および活用を促進することができる。よって、共有インフラへの投資を促す必要があ

る。また、データを最大限有効利用するために、データ共有のための基準が必要であ

る。このデータとは、エネルギー分野にとどまらず、熱や輸送部門といった関連部門の

データも含まれる。 

 

これらに加え、サイバーセキュリティとデータのプライバシーの強化と、AI の利用におけるデ

ータ倫理の重要性も改めて強調されている。 

 

同戦略は、これらの課題を明確にした上で、今後、政府と Ofgem が取り組むべき活動として以

下の 3 つに焦点を当てるとした。 

 

i) リーダーシップと調整 
 

政府と Ofgem は、ステークホルダー間の協働・パートナーシップによりエネルギーシステムの

デジタル化を推進すべく、リーダーシップと調整役を担い、ビジョンとアプローチの共有を図

る。本戦略はその最初のステップである。また、データの質の向上と公開に向けた取り組みの

リーダーとして、Ofgem がエネルギー産業向けに発表したデータ管理のベストプラクティス、

「エネルギーデータ・ベストプラクティスガイダンス（Energy Data Best Practice 

Guidance254）」に即して、政府内の最も価値の高いエネルギーデータセットとデータ管理プロ

セスを見直す。調整役としては、ステークホルダーの情報共有の場への支援の強化や、分野横

断的な協力を促進することを目的として、これまでの関連プロジェクトの全体像をまとめた

「Catalogue of Projects on Energy Data255」の作成等を、関係機関と協力して実施している。

さらに、デジタル化に向けた活動を継続して推進するために、新たにエネルギーデジタル化タ

スクフォース（Energy Digitalisation Taskforce256）を発足させる。 

 

ii) デジタル化に対して報酬を与える規則と政策の保証 
 

Ofgem は配電ネットワークに向けた託送料金制度である RIIO-ED2 価格規制257のデザイン構築

の一環として、データとデジタル化に関する内容を盛り込む。これにより、配電事業者は

Ofgem の「エネルギーデータ・ベストプラクティスガイダンス」とこの戦略のへの準拠を求め

られることになる。 

 

iii) デジタルツールとインフラを確立するための業界との協業 
 

政府は産業界と協力し、小規模なエネルギー資産の登録プロセスを合理化することで、データ

収集を簡素化する。システム資産の可視性を向上させ、資産設置業者、消費者、ネットワーク

企業にメリットのある共通の登録ソリューションの設計を目指す。 

  

 
254 Ofgem(Office of Gas and Electricity Markets) , May-June  2021, Consultation on Data Best Practice 

guidance and Digitalisation Strategy and Action Plan guidance   

https://www.ofgem.gov.uk/publications/consultation-data-best-practice-guidance-and-digitalisation-strategy-

and-action-plan-guidance 
255CoPED(Catalogue of Projects on Energy Data)   https://coped.coventry.ac.uk 
256 CATAPULT Energy Systems, Energy Digitalisation Taskforce 

https://es.catapult.org.uk/project/energy-digitalisation-taskforce/ 
257 RIIO は Revenue = Incentives + Innovation + Outputs の略であり、イノベーションと成果を実現するため

にインセンティブを与えた利益（Revenue using Incentives to deliver Innovation and Outputs）を意味する。

参考：Ofgem(Office of Gas and Electricity Markets) ,  September 2021, RIIO-ED2 Business Plan Guidance 

https://www.ofgem.gov.uk/publications/riio-ed2-business-plan-guidance;  

Ofgem(Office of Gas and Electricity Markets) , RIIO-2, Framework Decision 

https://www.ofgem.gov.uk/sites/default/files/docs/2018/07/riio-2_july_decision_document_final_300718.pdf 

https://www.ofgem.gov.uk/publications/consultation-data-best-practice-guidance-and-digitalisation-strategy-and-action-plan-guidance
https://www.ofgem.gov.uk/publications/consultation-data-best-practice-guidance-and-digitalisation-strategy-and-action-plan-guidance
https://coped.coventry.ac.uk/
https://es.catapult.org.uk/project/energy-digitalisation-taskforce/
https://www.ofgem.gov.uk/publications/riio-ed2-business-plan-guidance
https://www.ofgem.gov.uk/sites/default/files/docs/2018/07/riio-2_july_decision_document_final_300718.pdf
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データ交換の促進に関しては、現在、そのためのツールやサービス、基準は存在しない。これ

に対する取り組みとして、イノベート UK は、共通のデータアーキテクチャの構築や、エネル

ギーデータアクセスおよびガバナンスフレームワークの作成を目的として、「近代的なエネル

ギーデータアクセス（Modernising Energy Data Access258）コンペティション」を実施した。

また、「エネルギーデータ可視化プロジェクト（Energy Data Visibility Project259）」では、

エネルギーシステムのメタデータ（データセットの属性を記述したもの）を、合意された基準

に基づいて一元的にリストすることで可視性を高め、ユーザーが直接データにアクセスできる

ようにすることを目指し、アルファ段階にあるツール「エネルギーデータに関するプロジェク

トカタログ（CoPED）」が公開された260。さらに、エネルギーネットワーク協会（Energy 

Networks Association）が英国陸地測量部と地理情報データ会社の 1Spatial と協力し、ネット

ワーク資産、資産の所有者、発電事業者、エネルギー消費量の高い利用者などを含む国のエネ

ルギーシステムのマップ261を構築している262。 

 

（2） 推進体制 
 

エネルギーシステムのスマート化、柔軟化を推進する主な機関は、政府機関のビジネス・エネ

ルギー・産業戦略省（BEIS）とガス・電力市場局（Ofgem）、そして主要事業者の電力システ

ム運用者（ESO）である。BEIS は政策を策定し、Ofgem は BEIS と協調し、政策を実行す

る。主要事業者の ESO は政府と Ofgem の政策や規制フレームワークを基に、変化しつつある

電力市場における調整・アンシラリーサービスの在り方を改革していく。 

 

ビジネス・エネルギー・産業戦略省（Department for Business Energy and Industrial 

Strategies： BEIS） 

産業およびエネルギー政策に責任をもち、国家戦略や計画を作成する。英国研究・イノベーシ

ョン機構（UKRI： UK Research & Innovation）を通じ、目標達成のために必要な技術を支援

し、商業化に繋げるプロジェクトなどの公募を実施する。（例：Net Zero Innovation 

Portfolio ） 

 

ガス・電力市場局（Office of Gas & Electricity Market：Ofgem） 

ガス・電力市場を管轄する。市場の監視・規制し、柔軟な系統利用のための価格シグナルを改

善するなど、政府と協調して政策を実行する。重要課題については、市場に関する根拠に基づ

く情報提供の照会（Call for Evidence：CfE）や国民の意見を募るコンサルテーションを実施

し、回答を発表する。 

 

エネルギーシステム・カタパルト 

エネルギーシステムの変革を加速し、事業者と消費者がクリーンな環境での成長を達成するこ

とを活動目的としている。活動内容は、エネルギー分野の革新的なテクノロジーへの需要創

出、ネットゼロに向けたエネルギーシステムのための新たなアプローチ、商品、サービス、ビ

ジネスモデルの試験、商業化の支援などである。 

 

電力システム運用者（Electricity System Operator：ESO） 

 
258 HM Government, October 2019-January 2020, Funding competition 

SBRI: modernising energy data access and information, phase 1 

https://apply-for-innovation-funding.service.gov.uk/competition/491/overview 
259 HM Government, May 2021, Energy Data Visibility Project (EDVP): winning consortium 

https://www.gov.uk/government/publications/energy-data-visibility-project-edvp-winning-consortium 
260 Catalogue of Projects on Energy Data (CoPED) 

https://coped.coventry.ac.uk/ 
261 ena(Energy networks association), February 2021, New digital system map to harness the power of data 

to deliver Net Zero  https://www.energynetworks.org/newsroom/new-digital-system-map-to-harness-the-

power-of-data-to-deliver-net-zero 
262 マップのデモ動画 https://youtu.be/MyZs0wxc0OI 

https://apply-for-innovation-funding.service.gov.uk/competition/491/overview
https://www.gov.uk/government/publications/energy-data-visibility-project-edvp-winning-consortium
https://www.energynetworks.org/newsroom/new-digital-system-map-to-harness-the-power-of-data-to-deliver-net-zero
https://www.energynetworks.org/newsroom/new-digital-system-map-to-harness-the-power-of-data-to-deliver-net-zero
https://youtu.be/MyZs0wxc0OI
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英国（正確にはグレートブリテン）の電力市場の需給調整およびアンシラリーサービスの管

理・改革を実施する。スマートエネルギーシステムに関しては、配電事業者（DNO）と協力

し、配電柔軟性サービスと ESO の調整・アンシラリーサービス間の整合性を高める役割を担

う。国際連系線全体においては、EU 側の対応機関と協力し、国境を越えた電力取引の仕組みの

構築に取り組む。また、全ての発電技術が平等に競争できる系統調整サービス市場を構築する

責任を負う。 

 

（3） プロジェクト事例 
 

① 英国の全電力系統と分散型エネルギー源のデータを 1 カ所で提供 
 

英国のエネルギー市場を支える市場データハブの運営をしているエレクトラリンク

（ElectraLink）263は、英国の配電事業者（DNO）全 6 社とその顧客である分散型エネルギー

リソース（Distributed Energy Resource：DER）がそれぞれ異なるフォーマットで保有するデ

ータを 1 カ所に集めた DNO のデータ提供・標準化サービス Flexr264を展開する。多くのプラッ

トフォームが柔軟性取引、最適化、調整機能などを提供しており、これらのプラットフォーム

を含む市場サービスが、より質の高いデータを使ったサービスを提供できるようにするため

の、データ発掘・共有サービスである。 

 

2021 年 2 月にプロトタイプを展開した。このプロトタイプには、1MW 以上の分散型エネルギ

ー資産に関するエレクトラリンクの登録簿と、公認の第三者がネットワークと資産のデータに

アクセス可能なポータルが含まれている。 

 

 

② 低炭素な地域の熱スキームから得る柔軟性：電力貯蔵を使用し、電力グリッド

に売電 
 

i) ミルトンキーンズ 
 

テムズウェイ・セントラル・ミルトン・キーンズ（Thameswey Central Milton Keyenes、以

降、テムズウェイとする）265は、2005 年に低炭素熱電併給システム（Combined Heat and 

Power：CHP）のエネルギーステーションとして立ち上げられた。2011 年からテムズウェイは

英国の分散型エネルギー資源のアグリゲーターであるフレックストリシティ（Flextricity） 266

を通じ、送電およびガス供給事業者のナショナルグリッド267にリザーブ電力を提供している。

地域の発電需要が満たされない時、フレックストリシティが 2 基の CHP （熱電併給システム）

エンジンを活用する。テムズウェイは、6MW の容量をナショナルグリッドに提供できる。 

 

また、テムズウェイはフレックストリシティを通じ、配電事業者（DNO）であるウェスタン・

パワー・ディストリビューション（Western Power Distribution）268のプロジェクト「ファル

コン（FALCON）」269に参画し、短期運転予備力（Short-Term Operating Reserve：STOR）

 
263 ElectraLink  https://www.electralink.co.uk/ 
264 ElectraLink, FLEXR, The new energy data-sharing service  https://www.electralink.co.uk/flexr/ 
265 ThamesWey Central Milton Keynes Ltd   

https://www.thamesweygroup.co.uk/thameswey-group-companies/thameswey-central-milton-keynes-ltd/  
266Flexitricity   https://www.flexitricity.com 
267 nationalgrid  https://www.nationalgrid.com 
268 Western Power Distribution  https://www.westernpower.co.uk 
269Project FALCON, Energy Storage, September 2015 

https://www.google.com/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=&ved=2ahUKEwi3k6eUs_TzAhUCGK

YKHRc2D1sQFnoECAIQAQ&url=https%3A%2F%2Fwww.westernpower.co.uk%2Fdocs%2FInnovation%2F

Closed-projects%2FFALCON%2FProject-FALCON-Closedown-Report-

Batteries.aspx&usg=AOvVaw382QaPtmjPrRPGtKwR0_Gy 

https://www.electralink.co.uk/flexr/
https://www.thamesweygroup.co.uk/thameswey-group-companies/thameswey-central-milton-keynes-ltd/
https://www.flexitricity.com/
https://www.nationalgrid.com/
https://www.westernpower.co.uk/
https://www.google.com/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=&ved=2ahUKEwi3k6eUs_TzAhUCGKYKHRc2D1sQFnoECAIQAQ&url=https%3A%2F%2Fwww.westernpower.co.uk%2Fdocs%2FInnovation%2FClosed-projects%2FFALCON%2FProject-FALCON-Closedown-Report-Batteries.aspx&usg=AOvVaw382QaPtmjPrRPGtKwR0_Gy
https://www.google.com/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=&ved=2ahUKEwi3k6eUs_TzAhUCGKYKHRc2D1sQFnoECAIQAQ&url=https%3A%2F%2Fwww.westernpower.co.uk%2Fdocs%2FInnovation%2FClosed-projects%2FFALCON%2FProject-FALCON-Closedown-Report-Batteries.aspx&usg=AOvVaw382QaPtmjPrRPGtKwR0_Gy
https://www.google.com/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=&ved=2ahUKEwi3k6eUs_TzAhUCGKYKHRc2D1sQFnoECAIQAQ&url=https%3A%2F%2Fwww.westernpower.co.uk%2Fdocs%2FInnovation%2FClosed-projects%2FFALCON%2FProject-FALCON-Closedown-Report-Batteries.aspx&usg=AOvVaw382QaPtmjPrRPGtKwR0_Gy
https://www.google.com/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=&ved=2ahUKEwi3k6eUs_TzAhUCGKYKHRc2D1sQFnoECAIQAQ&url=https%3A%2F%2Fwww.westernpower.co.uk%2Fdocs%2FInnovation%2FClosed-projects%2FFALCON%2FProject-FALCON-Closedown-Report-Batteries.aspx&usg=AOvVaw382QaPtmjPrRPGtKwR0_Gy
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と容量市場サービスを提供してきた。プロジェクトの目的は、ネットワークが制約されるとい

う課題に対して低炭素のソリューションを試験することであり、テムズウェイがウェスタン・

パワー・ディストリビューションからの指示に応じて発電することで、ウェスタン・パワー・

ディストリビューションは配電系統のアップグレードを延期することができ、コストを削減す

ることができた。 

 

ii) ゲーツヘッド（Gateshead） 
 

Gateshead District Energy Scheme270は、ゲーツヘッド・カウンシル271が所有する低炭素エネ

ルギーセンターであり、Gateshead Energy Company が運営する。低コストな熱と電力を住宅

やビジネスに提供している。スキームはバッテリーと CHP を活用し、熱と電力の生成と分配を

展開している。 

 

Gateshead Energy Company は最もエネルギー効率の良い方法で事業を展開するため、2017 年

から Flextricity と協業を開始した。Flexitricity の役割は、最適な市場参加メニューの組み合わ

せ（①最新のエネルギー市場とサイトの特性を理解した上での卸電力の取引を実施するエネル

ギー取引（Energy supply and wholesale market trading）、②電力システム運用者（ESO）

が運営するリアルタイムの需給調整市場のバランシングメカニズム、③容量市場を特定し、電

力システム運用者（ESO）に適切なタイミングと価格で電力を供出し、同センターの収益を最

大化することである。ゲーツヘッドの CHP は 4 メガワット（MW）の容量があり、供出量は平

均 2MW。CHP の制御は Flexitricity の拠点であるエディンバラから遠隔で行われる。 

  

2018 年、消費者側（Behind-the-meter）の発電資産として英国のバランシングメカニズムに初

めて市場に参画した。 

 

③ エネルギーの柔軟性をオンラインで取引する独立した市場の構築 
 

2017 年、ピクロ（Piclo）272は柔軟性を取引する需給調整市場の構築に向けてビジネス・エネル

ギー・産業戦略省（BEIS）から 190 万ポンドの資金を得た。2019 年 2 月、6 社の配電事業者

（Distribution  System Operator：DSO273）との実証プロジェクト274を実施し、全ての DSO

の柔軟性の機会を一つのプラットフォーム上で見ることができるようにするプロジェクトを完

了した。現時点では UK Power Networks275、Scottish and Southern Energy Networks276、

Western Power Distribution277、SP Energy Networks278、Electricity North West279の 5 社の

配電事業者（DSO）と取引し、柔軟性の入札機会をプラットフォームで提示している。 

 

 
270 Gateshead Council, Gateshead District Energy Scheme 

https://www.gateshead.gov.uk/article/2993/Gateshead-District-Energy-Scheme#cookie-consents-updated 
271 Gateshead Council, https://www.gateshead.gov.uk 
272 Piclo  https://piclo.energy 
273 配電系統を保有・管理をする DNO の役割に加え、需給調整に主体的に関わるのが DSO。DNO から DSO に

移行する事業者が増えている。 

Western Power Distribution, February 2020, DNO transition to DSO 

https://www.google.com/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=&ved=2ahUKEwih2YnViID0AhXIEn

AKHdmYD2cQFnoECBoQAQ&url=https%3A%2F%2Fwww.westernpower.co.uk%2Fdownloads%2F105967

&usg=AOvVaw1gV5evlsrWvaQ1-QmkPk8W 
274 Piclo Blog, December 2018, Traials underway with all 6 DSOs in Great Britain 

https://blog.piclo.energy/post/180857818850/trials-underway-with-all-6-dsos-in-great-britain 
275 UK Power Networks  https://www.ukpowernetworks.co.uk 
276 Scottish & Southern Electricity Networks  https://www.ssen.co.uk/Home/ 
277 Western Power Distribution  https://www.westernpower.co.uk/  
278 SP Energy Networks  https://www.spenergynetworks.co.uk 
279 Electricity North West  https://www.enwl.co.uk 

https://www.gateshead.gov.uk/article/2993/Gateshead-District-Energy-Scheme#cookie-consents-updated
https://www.gateshead.gov.uk/
https://piclo.energy/
https://www.google.com/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=&ved=2ahUKEwih2YnViID0AhXIEnAKHdmYD2cQFnoECBoQAQ&url=https%3A%2F%2Fwww.westernpower.co.uk%2Fdownloads%2F105967&usg=AOvVaw1gV5evlsrWvaQ1-QmkPk8W
https://www.google.com/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=&ved=2ahUKEwih2YnViID0AhXIEnAKHdmYD2cQFnoECBoQAQ&url=https%3A%2F%2Fwww.westernpower.co.uk%2Fdownloads%2F105967&usg=AOvVaw1gV5evlsrWvaQ1-QmkPk8W
https://www.google.com/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=&ved=2ahUKEwih2YnViID0AhXIEnAKHdmYD2cQFnoECBoQAQ&url=https%3A%2F%2Fwww.westernpower.co.uk%2Fdownloads%2F105967&usg=AOvVaw1gV5evlsrWvaQ1-QmkPk8W
https://blog.piclo.energy/post/180857818850/trials-underway-with-all-6-dsos-in-great-britain
file:///C:/Users/Kaoru_Iwata/Documents/UK/スマートコミュニティ/UK%20Power%20Networks%20%20https:/www.ukpowernetworks.co.uk
https://www.ssen.co.uk/Home/
https://www.westernpower.co.uk/
https://www.spenergynetworks.co.uk/
https://www.enwl.co.uk/
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現在ピクロ・フレックス（Piclo Flex）280と呼ばれるマーケットプレースでは、300 以上の柔軟

性供給者、10GW 以上のフレキシブル容量、1,200 件以上の入札が掲載されている。入札プロセ

スはシンプルで、登録をし、フレキシブル資産を掲載し、入札するという 3 つのステップで完

了する。 

  

また、これまでの入札についてのデータをダウンロードして見ることができ、過去の入札内容

や市場の動きなどの理解を深めるのに役立てることができる。 

 

図 2  Piclo Flex のマーケットプレイス上の入札の一例 

 
出所：https://picloflex.com（2021 年 11 月 1 日現在） 

Piclo Flex の許可を得て掲載。 

 

 

④ CrowdFlex プロジェクト281：英国最大の住宅における柔軟性の調査 
 

電力システム運用者の National Grid Electricity System Operator（ナショナルグリッド

ESO）282と配電事業者の Scottish and Southern Electricity Networks（スコットランドおよび

イングランド南部電力ネットワーク）283が、オクトパス・エナジー（Octopus Energy）284およ

びオーメ（Ohme）285と協力し、住宅エネルギー柔軟性調査を実施するプロジェクトである。調

査は 2 万 5,000 世帯以上を対象とし、2021 年の 6 月に開始した。消費者のエネルギー使用パタ

 
280 Piclo Flex  https://picloflex.com 
281 SSE, June 2021, SSEN TO PARTNER ON THE UK'S LARGEST EVER DOMESTIC FLEXIBILITY 

STUDY https://www.sse.com/news-and-views/2021/06/ssen-to-partner-on-the-uk-s-largest-ever-domestic-

flexibility-study/ 

National Grid ESO  https://www.nationalgrideso.com/news/energy-consortium-launches-uks-largest-

domestic-flexibility-study-0  
282 National Grid ESO  https://www.nationalgrideso.com 
283 Scottish & Southern Electricity Networks  https://www.ssen.co.uk/Home/ 
284 Octopus Energy  https://octopus.energy 
285Ohme   https://www.ohme-ev.com 

https://picloflex.com/
https://picloflex.com/
https://www.sse.com/news-and-views/2021/06/ssen-to-partner-on-the-uk-s-largest-ever-domestic-flexibility-study/
https://www.sse.com/news-and-views/2021/06/ssen-to-partner-on-the-uk-s-largest-ever-domestic-flexibility-study/
https://www.nationalgrideso.com/news/energy-consortium-launches-uks-largest-domestic-flexibility-study-0
https://www.nationalgrideso.com/news/energy-consortium-launches-uks-largest-domestic-flexibility-study-0
https://www.nationalgrideso.com/
https://www.ssen.co.uk/Home/
https://octopus.energy/
https://www.ohme-ev.com/
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ーンを分析し、消費者がより安価でより環境に優しい電力を利用するためには、どのように行

動を変え、またヒートポンプや EV、家庭用バッテリーをいつ充電することができるかを調査す

る。分析では、オクトパス・エナジーのスマートタリフの価格シグナルや、オーメのスマート

EV 充電器やモバイルアプリからの直接指示に応じ、消費者の機器使用パターンがどのように変

化するかを調べる。 

  

調査結果は、DSR がいかに消費者のエネルギーコストとカーボンフットプリントを削減し、新

たな収入源を創出するか、またスマートグリッドの運用に影響を及ぼすかを示すことになる。 

 

⑤ 4D Heat プロジェクト286：家庭用暖房から得られる柔軟性 
 

ナショナルグリッド ESO は、ネットワーク上の混雑により、送電できないという系統制約の課

題に直面している。新たな系統インフラを建設するより、発電量を抑える方が安価であること

が多いため、特に風力の発電量が抑えられている。 

  

ナショナルグリッド ESO と Scottish and Southern Electricity Networks がリードし、Delta-

EE287、Everoze288、PassivEnergy289がパートナーとして参画する同プロジェクトでは、風力発

電からの余剰電力をフレキシブルな電気暖房の需要に充てることができないかを調査し、風力

発電の発電制約時に家庭用暖房の起動と柔軟性（ハイブリッドヒートポンプ、空気熱源ヒート

ポンプ、蓄熱暖房機に加え、スマート制御、価格インセンティブを活用）にインセンティブを

与えることで、電力システム運用者が抑制を回避できる風力エネルギーの最大量を調べる。 

  

電力システム運用者、配電事業者（DSO）および消費者が追加費用なしで、熱の柔軟性を利用

して風力発電の抑制を回避する方法としては、スマート制御、時間帯別料金（Time-of-use 

tariffs）、発電抑制へのインセンティブが含まれる。全ての方法から風力発電の抑制を回避でき

る割合が算出され、2020 年に 17％、2030 年に 9%の風力発電の抑制回避が達成できるとしてい

る。 

 

⑥ 家庭用機器を利用した英国初の有償配電事業者（DSO）柔軟性サービス290 
 

熱や輸送の電化により電力需要が増大する一方で、再生可能エネルギーからの発電も増加して

いる。この変化の中で配電事業者は脱炭素スマートグリッドへの移行において重要な役割を担

っており、電力系統をより効率的に管理できる新しいイノベーションを必要としている。 

 

英国の大手エネルギー小売事業者の OVO グループ291傘下のカルーザ（Kaluza）292は、EV のス

マート充電、EV から送配電網に電力を供給できる V2G、家庭用蓄電池を組み合わせ、柔軟性

サービスを提供し、電力供給者の運営、コスト削減、消費者との関わり、そして脱炭素への移

行を支援している。 

 

カルーザは、インフラへの大規模な設備投資をすることなく、増加する電力需要に対応する方

法を探す配電事業者、ウェスタン・パワー・ディストリビューション（Western Power 

 
286 4D Heat, Using domestic heat to address wind constraints, October 2020 

https://www.google.com/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=&ved=2ahUKEwiLkoqNrv_zAhWWxY

sBHfBxBfcQFnoECAQQAQ&url=https%3A%2F%2Fwww.ssen.co.uk%2FWorkArea%2FDownloadAsset.aspx

%3Fid%3D19929&usg=AOvVaw0orm5DCS_uDvXAT-SZK5z0 
287 DELTA-EE  https://www.delta-ee.com 
288 Everoze  https://everoze.com 
289 PassivEnergy  https://passivuk.com 
290KALUZA, Delivering the UK’s first paid DSO flexibility service using domestic devices, July 2020 

https://www.kaluza.com/case-studies/wpd-flex/ 
291OVO Energy  https://www.ovoenergy.com 
292 KALUZA  https://www.kaluza.com 

https://www.google.com/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=&ved=2ahUKEwiLkoqNrv_zAhWWxYsBHfBxBfcQFnoECAQQAQ&url=https%3A%2F%2Fwww.ssen.co.uk%2FWorkArea%2FDownloadAsset.aspx%3Fid%3D19929&usg=AOvVaw0orm5DCS_uDvXAT-SZK5z0
https://www.google.com/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=&ved=2ahUKEwiLkoqNrv_zAhWWxYsBHfBxBfcQFnoECAQQAQ&url=https%3A%2F%2Fwww.ssen.co.uk%2FWorkArea%2FDownloadAsset.aspx%3Fid%3D19929&usg=AOvVaw0orm5DCS_uDvXAT-SZK5z0
https://www.google.com/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=&ved=2ahUKEwiLkoqNrv_zAhWWxYsBHfBxBfcQFnoECAQQAQ&url=https%3A%2F%2Fwww.ssen.co.uk%2FWorkArea%2FDownloadAsset.aspx%3Fid%3D19929&usg=AOvVaw0orm5DCS_uDvXAT-SZK5z0
https://www.delta-ee.com/
https://everoze.com/
https://passivuk.com/
https://www.kaluza.com/case-studies/wpd-flex/
https://www.ovoenergy.com/
https://www.kaluza.com/
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Distribution：WPD）に対し、家庭用の太陽光パネルから得られるエネルギーを貯蔵するゾネ

ン（sonnen）の蓄電池ゾネンバッテリーズ（sonnenBatteries）293を最適利用することで、リ

ンカンシャーのグリッドの混雑を軽減することができると特定した。そして家庭に設置された

蓄電池を活用し、需要のピーク時に使用されていないエネルギーを WPD のネットワークに放電

する柔軟性サービスの展開を実現した。また、蓄電池は太陽光パネルによって充電されるだけ

でなく、カルーザの技術によって、グリッドの電力が最も安価で環境に優しい時間帯にも充電

される。このカルーザの技術を駆使した WPD のサービスは、英国のリアルタイムの DSO 市場

において、住宅における柔軟性を取引する初めての例である。 

  

さらに、カルーザは WPD のプロジェクト、イントラフレックス（IntraFlex）294の一環とし

て、V2G 技術とゾネンの蓄電池を組み合わせ、電力ピーク時ではなく手頃な価格の時間帯に

EV を充電できるようにし、さらに電力ピーク時に放電することで電力グリッドの安定化に貢献

している。カルーザの AI 技術を駆使したこのサービスは、全て自動で、M2M（Machine-to-

Machine、マシンツーマシン）で運用される。カルーザは通常の、１週間前もしくは１カ月前の

取引ではなく、リアルタイムに近いタイミングでフレキシビリティが取引されるノード

（NODES）市場295に参加しているため、地域における柔軟性をより正確に予測できる。 

 

⑦ プロジェクト・オプティマイズ・プライム（Optimise Prime）296：世界最大の

商用 EV の実証試験 
 

本プロジェクトは商用車の電動化が電力網にもたらす影響を理解し、その影響を最小限に抑え

ることを目的としている。消費者のコストを削減し、より早急な商用車の電動化への移行を実

現するため、技術的かつ商業的なソリューションを確立する。プロジェクトがもたらす柔軟性

により、何百万世帯に電力を提供するのに十分な電力網の容量が確保される。 

  

英国で購入される新車の 58%はビジネスが購入している。そのため、商用車の電動化が低炭素

輸送への移行の速度を決める。乗客や物資を輸送する車両を含め、ビジネス目的で利用される

商用 EV は、家庭用 EV に比べて電力ネットワークへの影響が大きい。 

  

プロジェクトパートナーは日立297、UK パワー・ネットワークス（UK Power Networks：配電

事業者）298、スコティッシュ・アンド・サザン・エレクトリシティ・ネットワークス（Scottish 

& Southern Electricity Networks：配電事業者）299、セントリカ300、ロイヤルメール301、ウー

バー（Uber）302。2019 年に開始した同プロジェクトは、2023 年 2 月末まで実施される。 

 
293 Sonnen  https://sonnenbatterie.co.uk/ 
294 Western Power Distribution, IntraFlex, October 2019 – Novemger 2021 

https://www.westernpower.co.uk/projects/intraflex 

KALUZA, August 2020, Kaluza optimises vehicle changing, V2G and sonnen batteries in UK’s first 

combined grid flexibility service https://www.kaluza.com/kaluza-optimises-electric-vehicle-charging-v2g-

and-sonnen-batteries-in-uks-first-combined-grid-flexibility-service/  
295 太陽電池などの分散型の電力の柔軟性をリアルタイムに近いタイミングで取引する市場。 

NODES, Marketplace for trading decentralised flexibility   https://nodesmarket.com 
296 Optimise Prime  https://www.optimise-prime.com 
297 HITACHI, エネルギーの最適利用を実現する持続可能なソリューションの協創, 英国における EV 普及拡大に

よる気候変動対策  https://www.hitachihyoron.com/jp/archive/2020s/2020/02/activities2/index.html 
298 UK Power Networks, EV Optimise Prime  https://innovation.ukpowernetworks.co.uk/projects/optimise-

prime/ 
299 Scottish & Southern Electricity Networks, October 2019, SSEN’s Optimise Prime project wins 

international environmental sustainability award  http://news.ssen.co.uk/news/all-

articles/2019/october/ssens-optimise-prime-project-wins-international-environmental-sustainability-award/ 
300 Centrica,November 2018,  Centrica supports world’s largest commercial electric vehicle project 

https://www.centrica.com/news/centrica-supports-worlds-largest-commercial-electric-vehicle-project 
301 SMMT, July 2019, Royal Mail delivers on green ambitions with new electric vans 

https://www.smmt.co.uk/2019/07/royal-mail-delivers-on-green-ambitions-with-new-electric-vans/ 
302 Uber, Uber will be a zero-emission platform by 2040  https://www.uber.com/gb/en/about/sustainability/ 

https://sonnenbatterie.co.uk/
https://www.westernpower.co.uk/projects/intraflex
https://www.kaluza.com/kaluza-optimises-electric-vehicle-charging-v2g-and-sonnen-batteries-in-uks-first-combined-grid-flexibility-service/
https://www.kaluza.com/kaluza-optimises-electric-vehicle-charging-v2g-and-sonnen-batteries-in-uks-first-combined-grid-flexibility-service/
https://nodesmarket.com/
https://www.optimise-prime.com/
https://www.hitachihyoron.com/jp/archive/2020s/2020/02/activities2/index.html
https://innovation.ukpowernetworks.co.uk/projects/optimise-prime/
https://innovation.ukpowernetworks.co.uk/projects/optimise-prime/
http://news.ssen.co.uk/news/all-articles/2019/october/ssens-optimise-prime-project-wins-international-environmental-sustainability-award/
http://news.ssen.co.uk/news/all-articles/2019/october/ssens-optimise-prime-project-wins-international-environmental-sustainability-award/
https://www.centrica.com/news/centrica-supports-worlds-largest-commercial-electric-vehicle-project
https://www.smmt.co.uk/2019/07/royal-mail-delivers-on-green-ambitions-with-new-electric-vans/
https://www.uber.com/gb/en/about/sustainability/
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⑧ プロジェクト・アーバン・エナジー・クラブ（Urban Energy Club）303：集合住

宅に住む住民のエネルギー市場への参画 
 

集合住宅は今後も増加する見通しであるが、これらに住む住民はソーラーパネルやバッテリー

といった低炭素技術を取り入れることが難しい。よって柔軟性サービスを提供することができ

ず、積極的にエネルギー市場に参画する上での障害となっている。同プロジェクトでは、共有

アセットを仮想的に割り当てる事で、集合住宅に住む消費者が柔軟性を提供できるようにする

方法を検証する。具体的には、仮想上分割されたアセットをもつ電力システムにおけるネット

ワーク関連の設計、開発、試験を実施する。消費者が共有アセットの仮想的な割り当てを利用

して地域の電力ネットワークに柔軟性を提供する方法を検討し、集合住宅に住む都市部の消費

者に合った柔軟性の提供に対するインセンティブを設計する。 

 

（4） 企業動向 
 

英国政府が発表した UK スマートシティディレクトリ304には、スマートコミュニティの実現に

関連する英国企業がサブセクター別に分けられて紹介され、その中の一つのサブセクターとし

て「エネルギー・環境セクター」がある。この「エネルギー・環境」関連企業として掲載され

ている企業を含め、このセクションにまとめたエネルギー関連企業が貢献するトピックは主に

以下の 3 点に絞られる。 

 

• 独自に開発したセンサー、電気メーター、マイクなどから収集したデータを基にエネル

ギー消費量や環境の改善に貢献 

• オフグリッドの発電、遠隔操作技術を駆使した分散型発電の実現に貢献 

• アグリゲーションを含む柔軟性への貢献 

 

以下、上記 3 点のトピック別に企業をまとめる。 

 

① センサーやマイクから収集したデータを基にエネルギー消費量や環境の改善に

貢献 
 

i) アコースティックセンサーネットワークス（Acoustic Sensor Networks 

Limited）305 
メムス（MEMS）マイクと IoT ハードウェアを使用した分散型の騒音監視ソリューションを開

発。 

 

ii) アドビッゾ（Advizzo）306 

光熱費や水道メーターからのデータを収集し、使用パターンの監視・分析。消費量を減らすア

ドバイスを提供するソフトウェアを開発。 

 

iii) エアセンサ（AirSensa）307 

極めてローカルに整備されたセンサーメッシュを活用し、リアルタイムなデータを収集するこ

とで大気汚染の改善に貢献。 

 
303 UK Power Networks, Urban Energy Club   

https://innovation.ukpowernetworks.co.uk/projects/urban-energy-club/  
304 国際通商省、2021 年 6 月、英国スマートシティ・ディレクトリー

https://eu.eventscloud.com/file_uploads/7ec5a903ed2ede03d71a91671c60811d_JPSmartCities_2021_final.pd

f  
305 Acoustic sensor networks  http://www.acousticsensornetworks.co.uk 
306 Advizzo  https://www.advizzo.com 
307AIRSENSA  https://airsensa.com/ 

https://innovation.ukpowernetworks.co.uk/projects/urban-energy-club/
https://eu.eventscloud.com/file_uploads/7ec5a903ed2ede03d71a91671c60811d_JPSmartCities_2021_final.pdf
https://eu.eventscloud.com/file_uploads/7ec5a903ed2ede03d71a91671c60811d_JPSmartCities_2021_final.pdf
http://www.acousticsensornetworks.co.uk/
https://www.advizzo.com/
https://airsensa.com/
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iv) BT308 
街中のデジタルサインに搭載されたセンサーによってリアルタイムで大気質のデータを収集。 

 

v) アースセンス（Earthsense）309 

高精度な大気質モニター、汚染モデリングおよび API を開発。大気汚染問題を視覚化し、管理

できる。 

 

vi) ファブリック（Fabriq）310 

センサーによるデータ収集、データインテグレーション、データ分析を通じ、スマートな建物

の運用を助けるプラットフォームを提供。 

 

vii) ヒートボス（Heatboss）311 

既存の公共施設や商業施設に向けた無線の熱制御システム。ラジエーター、床暖房、電気ヒー

ター、熱湯などの制御が可能。ビルマネジメントシステム（Building Management System）

と統合し、熱の需要がある時・ない時に信号を送る。 

 

viii) インフォルメティス（Informetis）312 

同社のスマートエネルギーセンサーからの電気使用データと、他のセンサーからのデータを一

つの IoT プラットフォームで収集し、蓄積する。また、AI 技術を駆使し、各機器の単位での利

用状況を把握することができるよう分析する。 

 

ix) ライトファイ（Lightfi）313 

建物内の大気質、温度、利用率などのデータを収集して建物管理システムに統合し、エネルギ

ー削減と健康で安全な職場の実現につなげる。 

 

x) アターベリー（Utterberry）314 

UtterBerry システムは、AI を搭載した超低消費電力の小型センサーの集合体で構成されてい

る。この多くのセンサーで様々な即時の環境変化を検知することができる。 

 

xi) VRM テクノロジー315 

湿度などの測定データを収集するため、建物の既存の管理システムに統合できる監視ソリュー

ションを開発し、構築。全てのデータをダッシュボードにまとめ、建物の環境を居住者に合わ

せて最適化できるようにする。 

 

② オフグリッドの発電、遠隔操作技術を駆使した分散型発電の実現 
 

i) ビーボックス（Bboxx）316 

インフラ整備がされていない開発途上国でも利用できるプラグアンドプレイソーラーシステム

や太陽電池で充電される水ポンプなどの設計、製造、販売、資金調達を行う。 

 
308 BT, July 2019, Scientists work with BT to measure air pollution in Birmingham 

https://newsroom.bt.com/scientists-work-with-bt-to-measure-air-pollution-in-birmingham/ 
309 EARTHSENSE  https://www.earthsense.co 
310 Fabriq, Smart Connected Spaces  https://fabriq.space 
311 Heatboss, complete heat control  https://heatboss.co.uk 
312 Informetis, エネルギーデータの恵みを世界中の人々に届ける  https://www.informetis.com/product/ 
313 Lightfi, Healthy & efficient buildings  https://www.lightfi.io 
314 UtterBerry  https://utterberry.com 
315 CATAPULT Digital, VRM Technology 

https://www.digicatapult.org.uk/news-and-insights/case-studies/study/vrm-technology/ 
316 Bboxx  https://www.bboxx.com/about/#/top 

https://newsroom.bt.com/scientists-work-with-bt-to-measure-air-pollution-in-birmingham/
https://www.earthsense.co/
https://fabriq.space/
https://heatboss.co.uk/
https://www.informetis.com/product/
https://www.lightfi.io/
https://utterberry.com/
https://www.digicatapult.org.uk/news-and-insights/case-studies/study/vrm-technology/
https://www.bboxx.com/about/#/top
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ii) モイクサ（Moixa）（317 

AI 技術を駆使した蓄電池プラットフォームを提供。再生可能エネルギーの利用率向上を目的と

したソフトウェアとハードウェアを開発。太陽電池と併せた家庭用スマート蓄電池の製造とス

マート蓄電池を制御するソフトの開発も行う。 

 

iii) ペイブジェン（Pavegen）318 

電磁力発電機が組み込まれているタイルを踏むことで、一歩につき 2～5 ジュールのオフグリッ

ドのエネルギーを発電。 

 

iv) スティーマコ（SteamaCo）319 

IoT スマートメーターテクノロジーを提供する。東南アジアやサブサハラアフリカで事業を展開

する。スマートメーターに加え、オンライン管理、代金の回収、クラウドを基盤としたコミュ

ニケーションを可能にさせるプラットフォームを提供し、オフグリッドの分散型再生可能エネ

ルギー資産の遠隔管理を実現する。盗電検知プラットフォームも提供する。 

 

③ アグリゲーションを含む柔軟性への貢献 
 

i) エレクトラリンク（Electralink）263 

直接的に電力柔軟性市場にサービスを提供しているわけではないが、英国の全配電事業者のデ

ータを 1 カ所に整理してまとめて提供することで、柔軟性サービス市場や需給調整、地域の発

電を支援している。 

 

ii) フレックストリシティ（Flextricity）266 

分散型エネルギー資源をアグリゲートし、エネルギー取引、需給調整のバランシングメカニズ

ムや容量市場など、様々な英国の取引方法に対応したサービスを提供。サイトごとに複数の方

法を組み合わせた最適な需要家側資源の運用をしている。 

 

iii) カルーザ（Kaluza）292 

英国の電力小売事業者 OVO Energy のグループ会社。EV やエネルギー貯蔵システムなどの充

電を調整し、柔軟性サービスを提供するプラットフォームを開発。 

 

iv) ライムジャンプ（Limejump）320 

大規模な再生可能エネルギーネットワークを管理するバーチャルパワープラント（VPP）を構

築。風力タービンやソーラーパネルなどの再生可能な電源の所有者と連携し、その 100％再生可

能なエネルギーを購入して英国の送電網に販売することで、デマンドレスポンスプログラムへ

の簡単なアクセスを提供する。デマンドレスポンスプログラムでは、グリッドのバランス維持

のため、発電所には発電量を増減させることに対して、そして企業にはエネルギー使用量を増

減させることに対して報酬が支払われる。 

 

v) オープンエネルギー（Open Energi）321 

エネルギー貯蔵、EV、デマンドサイドレスポンス、スマートビルディング、水電解装置などの

分散型低炭素エネルギーリソースからの電力を、自動で最適化し、取引する。 

 

vi) ピクロ（Piclo）272 

 
317 Moixa  https://www.moixa.com/ 
318 PAVEGEN, CASE STUDIES, SMART CITY DEVELOPMENT  https://www.pavegen.com/en/case-studies  
319 Steamaco  https://steama.co/#home 
320 Limejump, Optimising a 100% renewable energy future  https://www.limejump.com 
321 Open Energi  https://openenergi.com 

https://www.moixa.com/
https://steama.co/#home
https://www.limejump.com/
https://openenergi.com/
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最新のデジタル技術を駆使し、オンラインマーケットプレイスを展開。Piclo Flex プラットフォ

ームにより、配電事業者は電力系統のバランスを取るための柔軟性サービスを調達できる。 

 

vii) Q エナジー322 

蓄電池を使ったエネルギー管理システムを提供する。再生可能エネルギーと消費者の使用状況

をマッチングさせ、蓄電池の活用と、消費者のエネルギー需要の柔軟性を利用し、消費者が使

う電力が 24 時間 7 日間炭素フリーとなるよう支援する。 

 

viii) スマーテストエナジー（SmartestEnergy）323 

独立系発電事業者の電力購入者、再生可能エネルギー電力の供給者、およびデマンドレスポン

スサービスの提供者として運営している。再生可能エネルギーを繋げ、フレキシブルなエネル

ギー消費によるスマートエネルギーシステムの構築を目指す。分散型エネルギーシステムへの

移行をサポートする。丸紅の子会社。 

 

ix) ZPN エナジー324 

AI 主導のソフトウェアと分析によって管理される充電ステーションやオフグリッドのスマート

エネルギー貯蔵など、スマートコミュニティを実現するインフラ技術を設計、開発、製造す

る。 

  

 
322 Q Energy  https://www.qenergy.ai/products-and-services/ 
323 Smartest Energy  https://www.smartestenergy.com/en_gb/ 
324 zpn energy  https://www.zpnenergy.com 

https://www.qenergy.ai/products-and-services/
https://www.smartestenergy.com/en_gb/
https://www.zpnenergy.com/
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3. 建物・スマートビルディング 
  

（1） 主要政策 
 

英国の温室効果ガス（GHG）排出量のうち、建物からの排出量は、2019 年には最も排出量の多

い交通部門に次いで 2 番目に多く、全体の約 17％を占めていること325、また、建物での電化製

品の使用を通じて間接的に、電力部門の GHG 排出につながっていることから、ネットゼロの目

標へ向けて、政府は建物に関する取り組みを強化している326。2020 年 11 月にジョンソン首相

により発表されたグリーン産業革命のための 10 項目計画（The Ten Point Plan for a Green 

Industrial Revolution）は、ネットゼロ目標への歩みを加速させるための 10 分野への政府によ

る支援策をまとめたものであるが、この 7 番目のポイントが建物の低炭素化に関する支援策と

なっている327。そして、2020 年 12 月にビジネス・エネルギー・産業戦略省から発行されたエ

ネルギー白書では、10 項目計画に述べられた支援策が、より具体化されている。 

 

ネットゼロ目標の実現に向けて、建物に関する主要な政策は、新築建物に関してゼロエミッシ

ョンに適合した基準の構築、既存建物のエネルギー効率の向上支援、スマートメーター、スマ

ート家電等のスマートテクノロジーの利用の促進、および革新的技術の開発支援であり、これ

らの概要は次の①から④に記すとおりである。 

 

以下の①新築建物の基準構築、および②既存建物のエネルギー効率向上支援については、近い

将来、建物の省エネ基準の引き上げが見込まれるため、より高いエネルギー効率を達成するた

めの、建物の効率的な管理運用を行うスマートテクノロジーおよび革新的技術の需要が急速に

高まるものと考えられる。また、スマートビルディングの推進という観点では、③スマートテ

クノロジーの利用促進、および④革新的技術の開発支援が、建物のスマート化を実施する設備

や技術の導入を直接的に促進する施策である。 

 

① 新築建物に関するゼロエミッションに適合した基準の構築328 
 

英国では現在、エネルギー効率が低い建物が数多く存在し、その改修が大きな課題となってい

る。今後、新築する物件については、将来的にゼロエミッション基準に適合させるための改修

の必要性が生じないように、将来を見越してあらかじめ措置することが有用である。政府は、

住宅用および商業施設用ともに、新築物件向けに、将来にわたり有効なゼロエミッション適合

基準を可及的速やかに設定するよう、取り組みを進めている。 

 

② 既存建物のエネルギー効率の向上支援 
 

 
325 Climate Change Committee, June 2021, 2021Progress Report to Parliament. The CCC's annual 

assessment of UK progress in reducing emissions and biennial assessment of progress in adapting to 

climate change, Supporting information, charts, and data – Progress in reducing emissions, Figure 1.  

https://www.theccc.org.uk/publication/2021-progress-report-to-parliament/  
326 HM Government, December 2020, Energy White Paper. Powering Our Net Zero Future, Chapter 4 

Buildings. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/945899/20

1216_BEIS_EWP_Command_Paper_Accessible.pdf  
327 HM Government, November 2020, The Ten Point Plan for a Green Industrial Revolution. Building back 

better, supporting green jobs, and accelerating our path to net zero, Point 7. Greener Buildings. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/936567/10

_POINT_PLAN_BOOKLET.pdf  
328 HM Government, December 2020, Energy White Paper, Chapter 4. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/945899/20

1216_BEIS_EWP_Command_Paper_Accessible.pdf 

 

https://www.theccc.org.uk/publication/2021-progress-report-to-parliament/
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/945899/201216_BEIS_EWP_Command_Paper_Accessible.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/945899/201216_BEIS_EWP_Command_Paper_Accessible.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/936567/10_POINT_PLAN_BOOKLET.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/936567/10_POINT_PLAN_BOOKLET.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/945899/201216_BEIS_EWP_Command_Paper_Accessible.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/945899/201216_BEIS_EWP_Command_Paper_Accessible.pdf
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i) エネルギー効率向上のための住宅の改修支援329 
 

現在、エネルギー効率の低い建物が特に民間の住宅に大量に存在しており、ネットゼロ目標の

達成への障害となっている。2020 年 11 月に発表されたグリーン産業革命のための 10 項目計画

の 7 番目の住宅と公共建物に関する支援策として、暖房設備の低炭素排出設備への切り替え等

のエネルギー効率向上のための改修を、2028 年まで毎年 60 万戸で実施することを目標とし、

10 億ポンドを助成することが発表されている。エネルギー白書の 4 章において、その具体的な

内容が示されており、暖房設備をガスボイラー等の炭素排出設備から電力によるヒートポンプ

等の低炭素排出設備へ切り替えるための支援として、すでに開始されている 20 億ポンドの助成

スキームのもとで、10 億ポンドを追加し期間を延長して行うとされている。 

 

ii) 建物のエネルギー効率認証（Energy Performance Certificates：EPC）の最低基

準の引き上げ330 
 

2018 年 4 月から、建物は、エネルギー効率認証（EPC）を受けて、最高 A から最低 G までの

格付けのうち、E 以上を取得することが義務付けられている。建物の所有者は、購入予定者、賃

借予定者に対して、建物の有する EPC 格付け情報を提供しなければならない331。賃貸建物につ

いて、この基準を引き上げることが計画されており、居住用建物では 2028 年までに格付け C 以

上を取得すること、商業・産業用建物では 2030 年までに格付け B 以上を取得することを義務付

けるという案が、意見公募にかけられ、結果を踏まえた進捗報告書が 2021 年 11 月に発表され

た332。 

 

なお、民間の自己居住用住宅の 66％は格付け D 以下であるが、前記 i)に述べた改修支援によ

り、2035 年までに格付け C 以上を取得できるようにすることを目標としている。 

 

③ スマートテクノロジーの利用促進333 
 

建物の基本インフラの改修の一環として住居や小規模事業者へのスマートメーターの導入が始

まっているが、政府は、消費者がエネルギーの使用をより柔軟にコントロールできるよう機能

をアップグレードしたスマートメーターや、さらなるスマートテクノロジーの利活用を促進す

る方針である。また、従来の電力小売事業者以外の者により、電力料金比較サイト等の消費者

向けの新たなサービスが出てきていることに対して、消費者の保護を確保するとしている。ス

マート家電の登場に対しては、特にそれらの相互運用性、データプライバシー、サイバーセキ

ュリティの面で消費者保護がおくれをとらないよう適切な規制を行い、こうした新しい製品、

サービス、技術の利用を促進し、エネルギー効率の向上に資するよう支援する方針である。な

お、スマート家電のサーバーセキュリティを確保するための規制については、すでにデジタ

ル・文化・メディア・スポーツ省が実施している規制と整合性のとれたものとする方針であ

る。 

 

 
329 HM Government, November 2020, The Ten Point Plan for a Green Industrial Revolution, Point 7   

HM Government, December 2020, Energy White Paper, Chapter 4. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/945899/2

01216_BEIS_EWP_Command_Paper_Accessible.pdf 
330 HM Government, December 2020, Energy White Paper, Chapter 4. 
331 HM Government, Guidance Domestic private rented property: minimum energy efficiency standard - 

landlord guidance  https://www.gov.uk/guidance/domestic-private-rented-property-minimum-energy-

efficiency-standard-landlord-guidance   
332 HM Government, November 2021, Policy paper Improving Energy Performance Certificates: action plan - 

progress report https://www.gov.uk/government/publications/improving-energy-performance-certificates-

action-plan-progress-report 
333 HM Government, December 2020, Energy White Paper, Chapter 1 Consumers. 
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④ 革新的技術の開発支援334 
 

10 項目計画の 10 番目の項目であるグリーンファイナンスとイノベーションにおいて、電力、建

物（特に居住用）、産業における革新的な低炭素技術、システムおよびプロセスの商業化を促

進するための、10 億ポンドのネットゼロ・イノベーション・ポートフォリオを設置するとされ

た。これは、10 項目計画の各項目に合致する分野におけるハイリスクな研究開発プロジェクト

に資金提供する制度であり、対象期間は 2021 年～2025 年である。この資金提供プログラムは

2015 年～2021 年を期間として実施されたビジネス・エネルギー産業戦略省のエネルギー・イノ

ベーション・プログラム（BEIS Energy Innovation Programme ）を引き継ぐものである335。 

 

（2） 推進体制 
  

政府は、規制の導入と変更、助成プログラムの拡大により、事業者および消費者による建物の

エネルギー効率向上へ向けた行動を促している。家庭の暖房設備の改修など地道な行動のほ

か、IoT を含む先進的なテクノロジーによる建物のスマート化により、建物エネルギー効率向上

をさせることに大きな期待かかっている。 

 

建物のスマート化は、地方自治体にとって、エネルギー効率向上効果のみならず、地域の経済

活性化、住民の健康福祉面の便益向上といった地方自治体の抱える課題に対応した効果への期

待も大きく、地方自治体主導の建物のスマート化事業や、民間事業者に対する助成プロジェク

トが実施されている。 

 

また、先進技術開発への助成を担当する政府機関であるイノベート UK により設立された独立

の非営利組織であるカタパルトや、建築関係の業界団体は、先進的なテクノロジーの開発と商

業化を支援するために、関係者のネットワーク構築や、レポートやセミナーでの知見の共有、

実証実験の機会の提供、事業者とそのテクノロジーの認知度の向上のための活動などを行い、

特に、リソースの限られた、小規模スタートアップ企業の先進的な取り組みを促進している。 

 

ビジネス・エネルギー・産業戦略省（Department for Business, Energy and Industrial 

Strategy: BEIS） 

英国政府内で、上記（1）で述べた、低炭素化政策の中心となるエネルギー政策を担い、イノベ

ーションを促進する助成プログラムも展開している。 

 

レベリングアップ・住宅・コミュニティ省（Department for Levelling Up, Housing and 

Communities） 

英国政府内で地域発展政策、住宅政策、地方自治体の監督を担う部門である。住宅のスマート

化に関連した施策として、2020 年 3 月～4 月に BRE（Building Research Establishment、下

記参照）等が開催した Home of 2030 コンペティションを、ビジネス・エネルギー産業戦略省等

と後援し、エネルギー効率、居住環境の快適さ、高齢化への対応という課題に対して優れた性

能をもつ住居を選出し、住居の低炭素化に資するアイデア、技術、知見の周知を行った336。 

 

コネクテッドプレーシズ・カタパルト337 

 
334 HM Government, November 2020, The Ten Point Plan for a Green Industrial Revolution, Point 10. Green 

finance and innovation.  
335 HM Government, March 2021, Net Zero Innovation Portfolio 

https://www.gov.uk/government/collections/net-zero-innovation-portfolio  
336 HM government, Home of 2030  https://www.homeof2030.com/  
337 CATAPULT, Connected Places, What are ‘Connected Places’?  https://cp.catapult.org.uk/who-we-are/  

https://www.gov.uk/government/collections/net-zero-innovation-portfolio
https://www.homeof2030.com/
https://cp.catapult.org.uk/who-we-are/
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建設部門のスマート化や脱炭素化を推進するためのプログラムを実施している。また、大きな

課題となっている、エネルギー効率の低い大量の住宅の改修、特に暖房設備の改修を行う方策

について、アイデアをまとめて提供することも行われている338。 

 

エネルギー・システムズ・カタパルト339  

実証実験を行うためのリビング・ラボ（Living Lab）340を運営している。リビング・ラボは、

イングランド、スコットランド、ウェールズの各地に分布する 500 戸以上のスマート・ホーム

をデジタル的につなぎ、安全に、低コストで、短期間に現実の環境下で実証実験ができる仕組

みである。このデジタル的につながれたスマート・ホームの築年数、建物のタイプ、居住者の

属性は多岐にわたる。部屋ごとのセンサーと統合されたプラットフォームを備え、スマートメ

ーター、IoT 接続された機器、スマート暖房設備、蓄電池、太陽光発電設備、電気自動車の充電

設備について、開発した技術、製品、サービスをテストすることができる。リビング・ラボ

は、事業者が、開発した技術、製品、サービスのリスクを減らし革新性を引き上げるのに資す

ることを目的としている。また、リビング・ラボでは、脱炭素に向けて、市場のあり方、政

策、規制を実際の消費者を対象にテストすることも行われている。 

 

英国グリーン・ビルディング・カウンシル（UK Green Building Council：UKGBC）341 

UKGBC は、建設、不動産業を中心に、建築物のバリューチェーンのあらゆる事業領域にまた

がる 600 以上の団体を会員として擁する組織である。活動内容は、サステナブルな経済活動を

するために協力して革新的な方法を生み出すこと、業界からの政策提言を行うことである。各

種調査、先進技術とその提供事業者の紹介といった情報提供が活発に行われている。例えば、

既存建物の維持管理面で、できるだけ簡易的な方法でネットゼロに貢献できる先進的技術とそ

の提供事業者の紹介を行っている342。  

 

BRE（Building Research Establishment）およびスマートホームズ・アンド・ビルディング

ズ・センター（Centre for Smart Homes and Buildings：CSHB)343  

BRE は、住宅建築に関する資材や技術に関する英国政府の研究機関としての古い歴史をもち、

後年民営化されてから、さらに事業領域を拡大して発展した組織である。現在は、世界でも先

進的な建築科学の拠点となっており、研究、コンサルティング、試験の請負、BRE 基準の認証

付与などの活動を行う。2017 年 9 月に、建築物でのスマート製品、スマートサービスの使用を

加速させる活動を行う産官学をつなぐハブとして、スマートホームズ・アンド・ビルディング

ズ・センター（CSHB）という会員制組織を設立した。会員は、CSHB のレポート、セミナー

等を利用でき、CSHB と協力して各種プロジェクトを実施する。ロンドン近郊のワトフォード

の研究拠点にスマートホーム・ラブ（Smart Home Lab）を保有し、スマートホーム・テクノロ

ジーを使用した製品やサービスの試験を行うことができる。 

 

 

 

 

 

 

 
338 CATAPULT, Connected places, Housing Deep Retrofit Project: Opportunities for Scaling Deep Retrofit 

https://cp.catapult.org.uk/project/housing-retrofit-innovation-programme-opportunity-to-scale-deep-

retrofit/  
339 CATAPULT, Energy systems, About Energy Systems Catapult  https://es.catapult.org.uk/about/  
340 CATAPULT, Energy systems, Living Lab https://es.catapult.org.uk/tools-and-labs/living-lab/  
341 UK GBC  https://www.ukgbc.org/  
342 UK GBC, August – September 2020, MAKING EXISTING BUILDINGS NET ZERO OPERATIONAL 

CARBON https://www.ukgbc.org/challenges/challenge-topic-area-live-1/  
343 BRE Group  https://www.bregroup.com/about-us/ 

 BRE Group, The Centre for Smart Homes and Buildings  https://www.cshb.com/ 

https://cp.catapult.org.uk/project/housing-retrofit-innovation-programme-opportunity-to-scale-deep-retrofit/
https://cp.catapult.org.uk/project/housing-retrofit-innovation-programme-opportunity-to-scale-deep-retrofit/
https://es.catapult.org.uk/about/
https://es.catapult.org.uk/tools-and-labs/living-lab/
https://www.ukgbc.org/
https://www.ukgbc.org/challenges/challenge-topic-area-live-1/
https://www.bregroup.com/about-us/
https://www.cshb.com/
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（3） プロジェクト事例 
 

① 広域に存在する複数の建物を集中管理する地方自治体の事例：ハイランドの公

共建物スマートビルディング化プロジェクト344 
 

2021 年 3 月、スコットランドのハイランド行政区とインテリジェント・テクノロジー企業であ

るノース（North）は、ハイランド内の学校、ケアホーム、レジャーセンター、行政区のオフィ

スをスマートビルディングに移行させる 40 万ポンドのプロジェクトに着手した。このプロジェ

クトでは、2018 年に整備されたスコットランド政府の IoT ネットワークである IoT スコットラ

ンド を基盤として利用し、これにスマート IoT センサーを接続することで、公共の建物におけ

る二酸化炭素レベル、温度と湿度、換気状態、電力消費と照明のレベルなどのデータを収集

し、洞察を得る。データは、ハイランド行政区の保有するデータ分析プラットフォーム内で、

コスト削減と CO2 排出量削減のために利用される。ハイランド行政区は、スコットランドの全

面積の 3 分の 1 を占め、市街地から離れた場所に点在する建物が多数存在する行政区である

が、このプロジェクトにより一カ所でそれらを集中監視でき、遠隔地の現場へ行く回数を減ら

せ、資源の有効利用が可能となる。 

 

ハイランドの公共の建物すべてにおいて、ノースにより事前にプログラム設定された IoT セン

サーをハイランド行政区が自ら設置し、建物と部屋の利用状態に関するデータをモニターし収

集できるようにする。ノースの提供するデータ活用プラットフォームは、センサーからの情報

を加工、蓄積、可視化して、豊富なデータを提供し、ハイランド行政区とそのパートナーが、

建物のより良い利用方法を考えたり、課題を特定したり、コストを抑えながらより快適な環境

を整えるのに役立つ。建物内と室内の二酸化炭素レベルを測定し、空気の質を把握でき、清浄

な空気の循環を確保して、特に現在のパンデミックの中で重要な機能を果たすようにもなる。 

 

さらに、センサーは、建物と個々の室内の利用パターンに関する情報を提供するので、暖房、

照明などが不要な場合は消すなど、こまやかな遠隔コントロールを可能にする。これにより効

率性が増し、光熱費の節約と炭素排出量の削減につながる。温湿度センサーは、建物内の環境

を快適に保ち、冬季の結露を予防し、かびの発生環境を検知するのに役立つものである。 

 

② 地方自治体の地域経済拡大ファンドによる IoT プロジェクトの事例：テムズバ

レー・バークシャー地域スマートシティ・クラスタープロジェクト345 
 

テムズバレー・バークシャー・ローカル・エンタープライズ・パートナーシップ（Thames 

Valley Berkshire Local Enterprise Parnership：TVB-LEP）は、公的資金であるローカル・グ

ロース・ファンドから 210 万ポンドの拠出を受けて、2018 年から IoT プロジェクトであるスマ

ートシティー・クラスター・プロジェクトを実施している。本プロジェクトは、バークシャー

州の 6 つの自治体である、レディング（Reading）、ウォーキンガム、ブラックネルフォレス

ト、ウェストバークシャー、スラウ、ウィンザー・メイデンヘッド王室特別区との協働で開始

された。レディングがプロジェクトを主導し、エンジニアリング・コンサルティング会社のス

タンテック（Stantec）の支援を受けて進められている。同プロジェクトでは、バークシャー州

の 6 つの自治体が抱える現状の課題のうち IoT で解決できるものを特定し、その課題に対処す

るスタートアップ企業と中小企業が提案した 9 つの革新的プロジェクトを選定して資金提供が

行われた。また、本プロジェクトの中で、バークシャー州全域の IoT の通信ネットワークとし

 
344 NORTH, March 2021, Smart IoT Technology to Bring Cost Savings & Reduced Carbon Footprint for 

Highland Council   https://north.tech/news-insights/smart-iot-technology-to-bring-cost-savings-reduced-

carbon-footprint-for-highland-council/  
345 Thames Valley Berkshire, December 2020, Thames Valley Berkshire Smart City Cluster 

http://www.thamesvalleyberkshire.co.uk/tvbsmartcity 

Stantec, Thames Valley Berkshire – Smart City Cluster 

https://www.stantec.com/uk/projects/t/thames-valley-berkshire-smart-city-cluster  

https://north.tech/news-insights/smart-iot-technology-to-bring-cost-savings-reduced-carbon-footprint-for-highland-council/
https://north.tech/news-insights/smart-iot-technology-to-bring-cost-savings-reduced-carbon-footprint-for-highland-council/
http://www.thamesvalleyberkshire.co.uk/tvbsmartcity
https://www.stantec.com/uk/projects/t/thames-valley-berkshire-smart-city-cluster


 

58 

 

て LoRaWAN（長距離広域ネットワーク）が整備され、地方自治体と事業者が、バークシャー

州において IoT によるソリューションを提供できるようにする。このネットワークは、都市部

の 90％以上をカバーし、それ以外のエリアもかなりの部分をカバーするものである。 

 

資金提供が行われた 9 つのプロジェクトのうち、2 つのプロジェクトが建物における IoT のプロ

ジェクトである。一つは、レディングにおいて、公共住宅のエネルギー効率が低いために、暖

房費用の支払い後の世帯収入が貧困レベルとなってしまう問題への対応を行うものである。IoT

製品の開発を専門とする事業者であるシンクエンジニア（Think Engineer）が行うもので、ラ

ジエータ用と室内環境用の 2 つのセンサーを各部屋に設置し、ラジエータの機能状態、暖房の

効果、湿度、居住者の在室パターンのデータを取得し、住宅がどれくらい効率的な使い方をさ

れているか情報を提供する。この情報は居住者が住宅の使用方法を改善するのに役立つととも

に、住宅の中の問題個所が特定されて、自治体がより正確に問題に対処することに役立つ。こ

れを行うのは、シングパイロット（ThingPilot）というプラットフォームであり、住宅の所有者

と IoT 製品の製作者が、機器と設備と居住者の行動を、よりすばやく、効果的に管理できるよ

うにするものであり、2021 年初期から使用可能となっている。 

 

もう一つのプロジェクトは、ウエストバークシャーで実施されている高齢者の転倒防止に IoT

を利用するプロジェクトである。英国では毎年、65 歳以上の国民のうち 3 万人以上が最低 1 回

は転倒しており、転倒が障害の主原因となっている。転倒によって要介護状態に陥ることもし

ばしばあり、高齢化が進み、介護の担い手の不足が深刻化している中、高齢者が自立した生活

を続けられるようにすることは大きな課題である。本プロジェクトでは、ウエストバークシャ

ー内の高齢者の 20 世帯に対して住宅内での転倒を防止するシステムを導入した。このシステム

は、IoT ソリューション提供事業者シンジチュード（Thingitude）が開発したもので、短期間で

容易に設置でき、操作や維持も簡単なスマートシステムである。壁にワイヤレスセンサーを取

り付け、居住者の姿勢、歩行時の手足の動き、バランスの変化、じっとしている時間の長さ、

脱水症状、室温が低いといった転倒リスク要因をモニターし、居住者、介護者、親戚などが予

防措置をとることを可能にする。また、夜間のトイレへの移動時は最も転倒が起こりやすくな

っているため、寝室とトイレの間を安全に行き来できるよう、居住者の移動にあわせて足元の

照明を自動的に点灯するスマート照明システムを設置した。本プロジェクトにより、この転倒

防止システムが転倒を減らすのに有効であることが明らかになったので、55 歳以上にターゲッ

トを広げて、本システムにさらに改良を加えた上、商業化する予定である。また本プロジェク

トの成果は、英国内と欧州の介護提供者のネットワークで広く共有することが計画されてい

る。 

 

③ 住宅の電力の消費、蓄電、売電のスマート化事例：コア 4 グリッドプロジェク

ト346 
 

スマートエネルギーの専門事業者グリーン・エナジー・オプションズ（geo）は、ビジネス・エ

ネルギー・産業戦略省のエネルギー・イノベーション・プログラムから 100 万ポンドの資金供

与を受けて、geo の住宅全体最適化（Whole Home Optimisation）ソリューションと EDF のス

マートメーターにより取得されるデータを利用して、屋根置き太陽光発電設備と家庭用蓄電池

を運用する試験を国内各地の 24 戸の家庭で行った。試験は 24 カ月実施され 2021 年 2 月に終了

した。 

 

試験の結果、年間で一家庭平均 49％ものエネルギー料金の節約効果があり、14％の炭素排出量

の削減がみられ、家庭へのリアルタイム情報を用いるスマートメーターの導入は、政府が当初

想定していたよりも大きな効果があることが実証された。 

 

 
346 Green Energy Options (geo), geo partners with energy industry leaders on Hybrid Home project 

https://geotogether.com/core4grid/ 

https://geotogether.com/core4grid/
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geo の家庭全体最適化システムは、ユーザーの住居のスマートメーターに接続すれば、自動的

に、エネルギー小売事業者の提供するスマートエネルギー料金システムと自家発電で得られた

電力のうち、どの電力を使うのが最適かを評価する自己学習をし、正確に家庭のエネルギー必

要量を計算する。同時に、住宅全体最適化システムは、電力の無駄、電力料金、家庭の炭素排

出量を最小化するよう、蓄電または自家発電された電力を調整することができる。 

 

④ スマート料金制度の比較選択プラットフォームの開発事例：スマートタリフ・

スマート・コンパリズン・プロジェクト347 
 

家庭用エネルギーメーター読み取りと請求などのサービスを事業内容とするヴィタル・エナジ

（Vital Energi） は、ビジネス・エネルギー産業戦略省から 40 万ポンドの資金供与を受け、最

適なスマート料金制度の比較ができる消費者向けツール348の開発を主導した。 

 

スマート料金制度は、通常、料金比較サイトに情報がなく、消費者から情報が見えにくい。例

えば、EV 所有者向けの料金制度は多数存在しているが、ユーザーはほとんど認識していない状

態である。本プロジェクトで開発するツールは、消費者が自宅のスマートメーターのデータを

利用することにより、複数のスマート料金制度に関して自分専用の正確な比較を可能とし、利

用するエネルギー料金制度を変更し、変更後に期待した料金減額が達成されたかの確認を可能

とするものである。2021 年 3 月にプロジェクトが終了した後は、この成果は誰でも再利用で

き、エネルギー小売事業者、比較サイト等のサービスに統合することも可能となっている。 

 

⑤ IT 企業向けオフィスの新築事例：バーミンガムにおけるエンタープライズ・ワ

ーフ（Enterprise Wharf）の開発349  
 

2021 年 4 月、バーミンガムで最初のスマートビルディングとなるエンタープライズ・ワーフの

開発が、イノベーション・バーミンガム・キャンパス350において開始された。完成は 2022 年後

期の予定である。このエリアは、すでに 150 を超えるフィンテック、不動産技術、教育工学、

5G、バーチャルリアリティといった急成長分野のテクノロジービジネスが集積しており、事業

拡大に伴うオフィス拡大、移転のニーズが高まっている。 

 

エンタープライズ・ワーフは、10 階建て 12 万スクエアフィート（約 1 万 1,000 平方メートル）

の規模で、コラボレーションに使用できる広いオープンスペース、EV の充電設備などを備え

る。IoT テクノロジーを装備し、建物管理システム、空調設備、照明、監視カメラからのデータ

を収集し監視する。各種センサーからのデータはダッシュボードに表示され、空気の質、照

明、エネルギー消費を最適化することができ、健康的で、生産的で持続可能な職場環境を提供

する。また、エンタープライズ・ワーフは、イノベーション・バーミンガム・キャンパスでネ

ットゼロ・エミッションの達成に向けた措置を開発にとり入れた最初の新規案件である。EPC

の A 格付けを取得し、100 平方メートルの太陽光発電設備、高効率の冷暖房ヒートポンプを備

え、建物正面は、熱効率を最適化し、照明の使用が最小限になるようデザインされている。 

 

 
347 HM Government, December 2020, Energy White Paper, Chapter 1. Consumers, p22 

SMART, TARIFF COMPARISON  https://smarttariffsmartcomparison.org/who-we-are  
348 Smart tariff smart comparison https://smarttariffsmartcomparison.org/home 
349 Bruntwood, April 2021, Work begins on Birmingham’s first smart-enabled building at Innovation 

Birmingham Campus   https://bruntwood.co.uk/news/work-begins-on-birminghams-first-smart-enabled-

building-at-innovation-birmingham-campus/  
350 イノベーション・バーミンガム・キャンパスは、デジタル技術・ビジネスに特化したワークスペースを提供

する場所。５G テクノロジーが一般に提供される前に、５G テクノロジーにアクセスすることが可能なオフィ

ス、デモ・スペースがあり、５G の課題のソリューションをテストすることも可能である。 

UKSPA, Innovation Birmingham Campus  https://www.ukspa.org.uk/innovation-birmingham-campus/  

https://smarttariffsmartcomparison.org/who-we-are
https://bruntwood.co.uk/news/work-begins-on-birminghams-first-smart-enabled-building-at-innovation-birmingham-campus/
https://bruntwood.co.uk/news/work-begins-on-birminghams-first-smart-enabled-building-at-innovation-birmingham-campus/
https://www.ukspa.org.uk/innovation-birmingham-campus/
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⑥ オフィスビル内の既存の複数のテクノロジーの統合と相互運用化の事例：ボー

ダフォン本社ビルのスマートテクノロジー統合351 
 

IoT ソリューションを専門とする IoT.nxt は、ロンドンのパディントンに所在する大手通信企業

ボーダフォンの本社ビルにおいて、多くの商業用ビルが抱える典型的な課題である、相互運用

性のない複数のプラットフォームの存在による効率の悪さ、運用の限界を解消し、一つのプラ

ットフォームにおいて各種テクノロジーを運用できるようシステムを構築した。 

 

ボーダフォン本社ビルは、快適性や効率性を上げるための各種のプラットフォームを複数の事

業者から調達しており、それぞれのテクノロジーの効果はあるものの、相互運用性が乏しく、

複雑で統一的に運用することが難しくなっていた。それぞれのプラットフォームにより取得さ

れるデータはあっても、それらを連関させることができないために、例えば、デスク使用パタ

ーン、ミーティング室の使用状況と予約率の比較、環境状態と室内の在室人数の比較、在室人

数と電力消費の関係などの意味のある分析はできない状態であった。新型コロナウイルス対策

措置のコンプライアンスを確保する必要があるなか、既存のプラットフォームでは、頻繁に発

生する新型コロナ対応措置の変更を適時にアラートし、在室人数をレポートできるものもなか

った。 

 

IoT.nxt は、同社の開発した V-Raptor™により、3～4 週間で既存のシステムの統合を完了し

た。新しいプラットフォームに統合された既存のシステムは相互運用できるようになり、選択

したシステムのデータがほぼリアルタイムで一つの画面に表示されるようになった。また、新

しいプラットフォームでは、赤外線センサーを使用し、個人を特定しない状態で建物内の人の

動きをほぼリアルタイムで追跡し、膨大なデータ処理を行うことができるようになった。さら

に、このソリューションはオープン・アーキテクチャであり、将来、容易に新たなシステムを

追加することが可能という利点もある。 

 

（4） 企業動向  
 

① ボーダフォン（Vodafone） 
  

英国の大手モバイル通信事業者であるボーダフォンは、IoT 分野への事業拡大を進めている。

2019 年に IoT ソリューションを提供するスタートアップ企業である IoT.nxt の 51％の株式を取

得し、2020 年には企業向け事業部門ボーダフォン・ビジネスが、企業のニーズに応じて IoT を

使ったソリューションをカスタマイズするというサービスを、子会社の IoT.nxt の技術を得て開

始している。 

 

ボーダフォンの IoT ソリューションは、企業のいかなる事業領域でのニーズに対しても、カス

タマイズした安全なソリューションを用いて、データを分析し、とるべき行動を導き出すこと

ができる。そして、これはボーダフォン一にて提供できるため、顧客は複数のベンダーを利用

する煩わしさから解放される、としている352。 

 

建物・施設についての IoT ソリューションとして、ボーダフォン・ビジネスは、スマートオフ

ィス化を提案している。新型コロナ感染拡大後、在宅勤務とオフィス勤務のハイブリッド勤務

体制が常態化する中で企業が抱える課題、例えば、オフィスの新型コロナの安全対策をとりな

がら、ハイブリッド勤務体制に見合ったオフィスの縮小やコストを最小化を行う、ハイブリッ

ド勤務体制の下で従業員の生産性を向上させる、といった課題に対して、企業の事業活動を中

 
351 IoT.nxt, smart Building Case Study, Connecting the company that connects the world. 

https://www.iotnxt.com/use-cases/vodafone/#challenge  
352 Customised IoT solutions with Vodafone Business    

https://www.vodafone.co.uk/business/iot/iot-industries?icmp=EBU_Nav_Solutions_IOT__bespokeiot; 

IoT.nxt, The IoT.nxt Difference  https://www.iotnxt.com/about-us/#about--difference  

https://www.iotnxt.com/use-cases/vodafone/#challenge
https://www.vodafone.co.uk/business/iot/iot-industries?icmp=EBU_Nav_Solutions_IOT__bespokeiot
https://www.iotnxt.com/about-us/#about--difference
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断することなく、既存のインフラをそのまま活用して、コストを抑えたソリューションを提供

できる、としている353。本章(3)⑥で紹介したボーダフォン本社ビルのスマート化が、多くの企

業に共通する課題である、複数の IT ツールが相互運用できない状態に効率と効用の改善余地が

多くあること、複数のベンダーとの調整をしなければならないこと、に対するソリューション

として、顧客に示すことのできる代表事例となっている。 

 

IoT.nxt は、マイクロソフト等の確立されたテクノロジー企業から高い評価を得ている革新的な

IoT 技術をもち、急成長を遂げている。ボーダフォン・ビジネスの顧客ベース、ブランド力をて

こに、さらなる成長とグローバル市場への展開を目指している。  

 

② インフォグリッド（Infogrid）354 
 

Infogrid は、2018 年に設立されたロンドンに拠点を置くスタートアップ企業であり、人工知能

（AI）テクノロジーを使って、施設管理を自動化し、あらゆる建物をスマート化する事業を展

開している。 

 

2020 年 12 月に、1,550 万ドルのシリーズ A ラウンド355の資金調達に成功し、さらに米国市場

への事業拡大を予定している。ロンドンを拠点とするベンチャーキャピタルであるノースゾー

ン（Northzone）が組成し、英国と米国から不動産投資ファンド等の投資家が投資に参加した。

Infogrid のソリューションは、世界有数の不動産管理会社、S&P500 や FTSE100 を構成する優

良企業、グローバル銀行、スーパーマーケット、レストランチェーン、英国国営医療サービス

（NHS）といった企業・団体の施設管理にすでに利用されている。Infogrid のスマートビルデ

ィング・プラットフォームは、シンプルで低コストでありながら、大規模な展開が可能であ

り、最良のリアルタイム IoT センサーと独自の AI 分析を組み合わせ、意味のある洞察を導き出

す。これにより施設管理者は、ESG スコアを改善し、エネルギー効率を上げる決断をし、建物

からの二酸化炭素の排出量を大幅に削減することも可能である。あるグローバル銀行のケース

では、Infogrid のシステムの使用により、年間で建物１棟につき、CO2 排出量 3 トン削減、数

千リットルの節水の効果があり、コンプライアンスチェックにかかる時間の 81％削減が達成さ

れている。 

 

Infogrid のシステムは、新型コロナ対応にも効果を発揮しており、施設管理を遠隔で行う、建物

内にいる人の数や動きを分析する、データを利用してオフィスで働く従業員のソーシャルディ

スタンシングのコンプライアンスを確認し、清潔で安全な環境を確保する、といったニーズに

も対応できる。そのほか、在室人数、空気の質、従業員と顧客の健康を守るためのウィルスリ

スクの指標、水道管のレジオネラ菌リスクといったことまで、自動コンプライアンスチェック

によって計測可能である。 

 

シリーズ A ラウンドの投資をまとめた Northzone は、Infogrid を高く評価する理由として、シ

ステムが特定のプロトコル等に依存せず、汎用性が高いこと、AI を使ったアプローチが費用を

下げ複雑さを回避し、真に低コストで大規模展開可能な IoT 製品となっていること、をあげ、

これまでどこでも見たことがないものであると評している。そして、Infogrid のシステムが、こ

の事業領域の方向性を決定づけることになるであろうと述べている356。 

 

 
353 Vodafone Smart Offices  https://www.vodafone.co.uk/business/iot/iot-industries/iot-in-buildings  
354 INFOGRID, Smart building use cases  

https://www.infogrid.io/use-cases   https://www.infogrid.io/how-it-works 
355 スタートアップ企業において、ベンチャーキャピタル等が最初に出資するラウンドをいい、商品・サービス

のプロトタイプや企画段階の企業が実施するシードラウンドの次に行うもので、比較的大きな金額を調達して、

商品・サービスを市場にローンチし、ビジネスモデルを確立することを目指す。 
356 INFOGRID, December 2020, Infogrid raises $15.5m to make any building smart, reducing costs while 

benefiting the environment  https://www.infogrid.io/blog/infogrid-smart-building-platform-announces-series-

a-funding  

https://www.vodafone.co.uk/business/iot/iot-industries/iot-in-buildings
https://www.infogrid.io/use-cases
https://www.infogrid.io/how-it-works
https://www.infogrid.io/blog/infogrid-smart-building-platform-announces-series-a-funding
https://www.infogrid.io/blog/infogrid-smart-building-platform-announces-series-a-funding
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③ グリーン・エナジー・オプションズ（geo） 
 

ビジネス・エネルギー産業戦略省のエネルギー・イノベーション・プログラムからの資金供与

を受けて、住宅の電力スマート化「コア・フォー・グリッド（Core4Grid）」 プロジェクトを

実施した、ケンブリッジをベースとする企業である。住居におけるエネルギーの効率化の技

術、製品を専門とする（本章(3)③参照。）geo は、本章(2)②で紹介した Home of 2030 コンペ

ティションの一環として行われた、優れた革新的技術を競うイノベーション・チャレンジにお

いて、スマート・デジタル技術部門で優勝した357。geo のハイブリッド・ホーム（Hybrid 

Home™）358が、住宅を居住者と家主が効果的に管理運用するのを支援する、使いやすく、利便

性の高いデジタル情報ソリューションである、という観点で評価された。 

 

ハイブリッド・ホームは、geo が Core4Grid プロジェクトでも使用したエネルギー管理システ

ムの Core を搭載した機器で、家庭のエネルギーシステムを自己学習し、予測し、最適化する。

そして、外部電力のやりとりを制御するグリッドと消費者の電力ニーズを自動的に調整する。

geo のハイブリッド・ホームと家庭内の太陽光発電設備、蓄電池、電気自動車充電設備、スマー

ト暖房設備などの発電、充電設備とを組み合わせることにより、家庭内のエネルギー消費を全

体として管理し、外部電力の利用との調整をして、効率的なエネルギーの運用を自動的に行う

ことができるようになる。   

 
357 HOME OF 2030  https://www.homeof2030.com/the-challenge/innovation-challenge/  

Green Energy Options (geo), March 2020, The Hybrid Home is a winner at the Home of 2030 Innovation 

Awards  https://geotogether.com/home-of-2030/  
358 Green Energy Options (geo), March 2020, The Hybrid Home  

https://geotogether.com/business/products-services/hybrid-home/  

https://www.homeof2030.com/the-challenge/innovation-challenge/
https://geotogether.com/home-of-2030/
https://geotogether.com/business/products-services/hybrid-home/
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4. スマート・モビリティ 
 

（1） 主要政策 
 

政策レベルでのスマート・モビリティは、「未来の輸送（The Future of Transport ）プログラ

ム359」の一環で進められている。未来の輸送プログラムは、運輸交通セクターにおけるイノベ

ーションの活性化、新たな運輸交通市場の創出、21 世紀型の運輸交通システムの確立、および

クリーンな運輸交通システムのためのイノベーションをリードする英国の世界での地位の確立

を目標とする。2019 年に運輸省が公表した「未来のモビリティ：都市政策（Future of 

Mobility：Urban Strategy）」360は、データサイエンス、AI、センシング技術361の進歩は、よ

りクリーンな交通機関、オートメーション、新たなビジネスモデル、人・モノ・サービスの新

たな移動手段の実現を可能にするとの認識に基づき、以下の 9 つの原則に従って都市モビリテ

ィ改革を促進するとしている。 

 

1. 新たな移動手段および新たなモビリティ・サービスは、安全で確かなデザインを備えて

いること。 

2. モビリティ・イノベーションが生み出す利益は、英国を構成する全ての地域および社会

セグメントによって共有可能であること。 

3. 徒歩、サイクリング、そしてアクティブトラベルは、都市における近距離の移動におい

て引き続き最良のオプションであること。 

4. マス・トランジット（モノに関しては大量輸送・ヒトに関しては公共交通機関）は、効

率的な移動システムの根本であり続けること。 

5. 新たなモビリティ・サービスは、ゼロ・エミッションへの移行を可能にすること。 

6. モビリティ改革は、例えば、人や貨物の相乗り・合積み、キャパシティの拡張によっ

て、限られた道路スペースのより効率的な利用を通じた渋滞緩和を可能にすること。 

7. モビリティ市場は、イノベーションを刺激し、消費者にとって最も良いディールを提供

すること。 

8. 新たなモビリティ・サービスは、公共・私的そして様々な移動システムを統合した移動

システムの一部として機能するよう設計されること。 

9. 新たなモビリティ・サービスから得られるデータは、必要に応じて、移動システムの選

択肢や機能の向上のために共有されること。 

 

以下、各原則を概説する。 

 

① 新たな移動手段および新たなモビリティ・サービスは、安全で確かなデザイン

を備えていること 
 

モビリティ改革促進政策においては、市民の安全とセキュリティが第一優先事項である。新た

に開発された車両やサービス、インフラは、利用者や他の市民にとって危害リスクを増加させ

るものであってはならない362。 

 

 
359 HM Government, August 2021, Future of transport:deliberative research 

https://www.gov.uk/government/collections/future-of-transport-programme#research-and-analysis  
360 Department for Transport, March 2019, Future of Mobility: Urban Strategy. Moving Britain Ahead. 

https://www.gov.uk/government/publications/future-of-mobility-urban-strategy  
361 センサーなどの利用による情報の計測・数値化の技術を指す。 
362 Department for Transport, March 2019, Future of Mobility: Urban Strategy. Moving Britain Ahead, p. 

40. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/846593/fu

ture-of-mobility-strategy.pdf  

https://www.gov.uk/government/collections/future-of-transport-programme#research-and-analysis
https://www.gov.uk/government/publications/future-of-mobility-urban-strategy
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/846593/future-of-mobility-strategy.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/846593/future-of-mobility-strategy.pdf
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例えば、自動運転車両のトライアルに関しては、2019 年 2 月にアップデートされた政府ガイダ

ンス363によれば、自動運転技術の公共の場での試験運用を行う場合、運転者が車両の内あるい

は外におり、車両のコントロールをいつでも引き受ける準備ができていること、車両が道路に

適していること、そして適切な保険がかけられていることが義務付けられている。英国では車

両の運転には保険加入が義務付けられており、この義務は自動運転車両の試験運用にも適用さ

れる364。人間が乗車しないタイプの先進的な試験運用は認められているが、その場合でも、セ

ーフティ・ドライバーやセーフティ・オペレーターがリモート・コントロール機能を使って介

入できるような体制が必要とされる。このようなリモート・コントロールも介在させない、さ

らに先進的な試験運用は、現在法律で認められている範囲外である。先進的試験運用を行うに

は、運輸省に対して個別のサポートを要請することが必要になる。運輸省は、先進的試験運用

を行う準備のある組織のために、公道における先進的試験運用をサポートする。 

 

さらに、スマート車両にとっては、サイバーセキュリティの確保も重要な問題である。2017 年

8 月に公表された政府ガイダンス「連結され自動化された車両のサイバーセキュリティのための

重要原則365は、車両のサイバーセキュリティは次の 8 つの原則に則って確保される必要がある

としている。 

 

第 1 原則：組織レベルでのセキュリティは、取締役会レベルで責任をもち、統制され、促進さ

れること。 

 

第 2 原則：サプライ・チェーンにおけるリスクを含めたセキュリティリスクは、適切かつ正し

い比重において評価および対処されること。 

 

第 3 原則：組織は、製品の生涯を通じて、システムのセキュリティを確保するため、アフター

ケアおよび事故対応を提供すること。 

 

第 4 原則：下請け業者、サプライヤー、取引可能性のある企業を含めた全ての組織が、協同し

てシステムのセキュリティを高めること。 

 

第 5 原則：システムは、defence-in-depth（ディフェンス・イン・デプス）アプローチを用いて

デザインされること366。 

 

第 6 原則：すべてのソフトウェアは、その製品の生涯を通じて、セキュリティが確保されるこ

と。 

 

第 7 原則：データの保存と送受信は安全であり、制御されうること。 

 

第 8 原則：システムの防御とセンサーが敗れた場合でも、そのシステムは攻撃に耐え、適切に

対応できるようデザインされること。 

 

 
363 Department for Transport, February 2019, Trialling automated vehicle technologies in public 

https://www.gov.uk/government/publications/trialling-automated-vehicle-technologies-in-public 

ガイダンス Code of Practice: Automated vehicle trialling は、2015 年、世界に先駆けて運輸省が公表した The 

Pathway to Driverless Cars: A Code of Practice for Testing のアップデート版である。同 Code of Practice

は、これに従ったトライアルを法的に免責するものではないが、これに従わずにトライアルを行い、他人に損害

を与えるに至った場合には、関係者は法的責任を負う可能性がある。 
364 Road Traffic Act 1988 Section 143.  https://www.legislation.gov.uk/ukpga/1988/52/contents  
365 HM Government, August 2017, The key principles of vehicle cyber security for connected and automated 

vehicles https://www.gov.uk/government/publications/principles-of-cyber-security-for-connected-and-

automated-vehicles/the-key-principles-of-vehicle-cyber-security-for-connected-and-automated-vehicles  
366 defence-in-depth アプローチとは、攻撃を防ぐのではなく、攻撃を遅らせる軍事戦略を指す用語である。サ

イバーセキュリティの文脈では、セキュリティは一点防御ではなく、分散、アラートシステム、セグレゲーショ

ンなど、多層の防御で臨む必要があるということになる。 

https://www.gov.uk/government/publications/trialling-automated-vehicle-technologies-in-public
https://www.legislation.gov.uk/ukpga/1988/52/contents
https://www.gov.uk/government/publications/principles-of-cyber-security-for-connected-and-automated-vehicles/the-key-principles-of-vehicle-cyber-security-for-connected-and-automated-vehicles
https://www.gov.uk/government/publications/principles-of-cyber-security-for-connected-and-automated-vehicles/the-key-principles-of-vehicle-cyber-security-for-connected-and-automated-vehicles
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② モビリティ・イノベーションが生み出す利益は、英国を構成する全ての地域お

よび社会セグメントによって共有可能であること 
 

交通機関へのアクセスは、個人の自由と幸福、社会のつながり、生産的な経済にとって不可欠

であるところ、モビリティ・イノベーションにより、孤独などの社会問題にアプローチするこ

とを通じて、より包括的な社会を実現することが可能である。このためには、交通サービスを

構築する際に、例えば、インターネットにアクセスできない人々や、スマートフォンや銀行口

座を持たない人々であっても、サービスにアクセスできるような設計にすることが重要であ

る。運輸省が 2018 年に公表した「包括的交通戦略367」は、2030 年までに、政府は、障害のあ

る人々に交通機関への平等なアクセスを確保することを目標として掲げている。 

 

③ 徒歩、サイクリング、そしてアクティブトラベルは、都市における近距離の移

動において引き続き最良のオプションであること 
 

ここにいう「アクティブな移動」および「徒歩、サイクリング」は、車椅子、モビリティ・ス

クーター、障害のある人にも利用できるよう設計された特別な自転車、e バイクなどによる移動

も含む。より多くの人が徒歩やサイクリングを選択すればするほど、都市の空気の質・市民の

健康の質は向上し、渋滞は解消する。この事実は、いかに革新的な交通手段が開発されても、

変わることはない。イングランドでは、都市住民の移動のうち 45％は、2 マイル（約 3 キロ程

度）以下の移動である。これらの移動は、車や公共交通機関ではなく、サイクリングをはじめ

とした、アクティブな移動に切り替えることが十分可能である。 

 

アクティブトラベルの奨励は、新型コロナ感染拡大を契機として、政策としての重要性をさら

に増している。短距離の移動や、長距離移動の一部として、サイクリングやウォーキングを市

民の自然な選択として取り入れてもらうことを目的として、運輸省は 2017 年、第一弾の「サイ

クリング・ウォーキング投資戦略368」を発表した。この戦略は、2016 年から 2021 年までの期

間に、安全で魅力的なサイクリングやウォーキングルートを開設するほか、自転車利用者がよ

り安全に感じる道路設計や車両の速度制限、子供たちへの自転車講習の開催などを奨励するた

めのファンド分配を行なうものであった。その後、政府は、同戦略へ分配される予算をさらに

拡大し、2020 年夏、「ギア・チェンジ：サイクリング・ウォーキングへの大胆なビジョン白

書」を発表し、同プロジェクトに関して地方自治体に対して 20 億ポンドの追加分配をするとし

た369。地方自治体への予算配分とした背景としては、現在、自転車が走る道路は、そのほとん

どが国ではなく自治体の所有する道路に集中しており、自転車の利用を促進するためにはこう

した道路に対する対応（自転車レーンの敷設など）が必要になるとしている。 

 

新型コロナ感染拡大を契機として目覚ましい成長を遂げているマイクロ・モビリティの分野に

関しては後述する。 

 

④ マス・トランジットは、効率的な移動システムの根本であり続けること 
 

マス・トランジットとは、モノに関しては大量輸送・ヒトに関しては公共交通機関を指す。徒

歩や自転車での移動が困難な長距離移動の場合、政策において優先すべきは収容キャパシティ

の高いマス・トランジットである。後述のモビリティ・サービスは、マス・トランジットと競

 
367 Department for Transport, July 2018, The Inclusive Transport Strategy: Achieving Equal Access for 

Disabled People. https://www.gov.uk/government/publications/inclusive-transport-strategy  
368 Department for Transport, April 2017, Cycling and Walking Investment Strategy. We want to make 

cycling and walking the natural choices for shorter journeys, or as part of a longer journey. 

https://www.gov.uk/government/publications/cycling-and-walking-investment-strategy  
369 Department for Transport, July 2020, Gear Change. A bold vision for cycling and walking, p. 30. 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/904146/ge

ar-change-a-bold-vision-for-cycling-and-walking.pdf  

https://www.gov.uk/government/publications/inclusive-transport-strategy
https://www.gov.uk/government/publications/cycling-and-walking-investment-strategy
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/904146/gear-change-a-bold-vision-for-cycling-and-walking.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/904146/gear-change-a-bold-vision-for-cycling-and-walking.pdf
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合関係になるのではなく、マストランジットを補足する関係にあるべきという原則である。こ

れに関するプロジェクトとしては、High Speed 2（HS2）370が挙げられる。HS2 は、列車の混

雑を解消し、かつゼロ・エミッションへの移行と、全国地域の連結性を高めることを目的とし

た、高速列車の線路敷設計画である。 

 

⑤ 新たなモビリティ・サービスは、ゼロ・エミッションへの移行を可能にするこ

と 
 

2019 年の Climate Change Act（気候変動法）の改正によって、政府は 2050 年までに、ネッ

ト・ゼロの達成を目指すことになった。ネット・ゼロという目標にとって、車両のゼロ排出技

術は重要である。自動運転技術などは、常にゼロ排出技術を先取りする形で発展させられるべ

きであり、決して後退させるものであってはならないとされる。 

 

⑥ モビリティ改革が、限られた道路スペースのより効率的な利用を通じた渋滞緩

和を可能にすること 
 

自動運転車両は、これまで以上に多くの人にモビリティ・アクセスの途を開くだけでなく、こ

れまで運転をしなければならかったドライバーが、乗車中に仕事をするなど、移動時間を有効

活用できるようになることが予測される。しかし、このようなイノベーションは、より多くの

人がより頻繁に道路を使うことを望むようになるであろうことを意味している。また、運転手

が不要になることで、キャパシティの小さな車両デザインが主流になっていく可能性もある。

このことは、より多くの車両が道路を利用することにつながり、渋滞問題を引き起こす。道路

のキャパシティが有限であることを考慮すると、モノと運送車両の空きスペースをマッチング

する複数のプラットフォームの一体化などを通じた、相乗りや合積みによるより効率的なモノ

の移動スキームを構築することは、渋滞の緩和にとって必要不可欠である。 

 

⑦ モビリティ市場は、イノベーションを刺激し、消費者にとって最も良いディー

ルを提供すること 
 

この点は、とりわけ MaaS（サービスとしてのモビリティ）の開発において重要であると考えら

れている。競争的で、開かれた市場を確保することが、イノベーションを刺激し、消費者にと

ってより多くの選択肢を提示することにつながる。避けなければならないのは、断片化された

市場や、一つあるいは二つの巨大な会社が市場を独占するような状態である。 

 

例えば、交通機関にアクセスするために、誰もがある一つのプラットフォームのアプリを使う

ようになり、そのプラットフォームのプロバイダーが市場を支配するようになることがある。

この場合、そのプロバイダーにとっては、消費者やその都市にとって最善の選択肢を提供する

のではなく、自らの利益が最大になる選択肢のみに絞ってサービスを提供するようになるだろ

う。また、このように市場を独占したプロバイダーは、新たなプロバイダーの新規参入を妨げ

ようとするだろう。 

 

他方、市場が断片化されている状態とは、ユーザーがアプリを使ってモビリティー・サービス

にアクセスしようとしても、そのプラットフォームを所有しているプロバイダーのサービスし

か表示されないなど、限定的なオプションしか表示されないような場合である。 

 

政府の規制が、新たなモビリティ・サービスのプロバイダーになることを希望する企業に対し

てあまりに高い参入障壁を作り上げている場合、異なる移動手段を組み合わせて旅程を作った

 
370 イングランドの南北を結ぶ新高速鉄道（「HS2 (High Speed 2)」）プロジェクト。英国政府の一大国家プロ

ジェクトとして進められている。https://www.hs2.org.uk/ 
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り、異なるチケットを一緒に購入したりするための手段がないことにより、ユーザーの移動は

より不便なものになってしまうことにも注意が必要である。 

 

⑧ 新たなモビリティ・サービスは、公共・私的そして様々な移動システムを統合

した移動システムの一部として機能するようデザインされること 
 

MaaS（サービスとしてのモビリティ）という用語は、旅程プラニング・予約・支払いまでを一

緒に行うことができるデジタル・サービスのことを指して用いられることも多いが、正確に

は、MaaS は、移動に関するサービス提供の新たなあり方を指す概念であり、特定のアプリケー

ションやテクノロジー自体を指すわけではない。MaaS の最近の例では、サブスクリプション形

式で、利用者に公共交通機、プライベートタクシー、自転車のレンタルといったサービスを提

供するものがある。MaaS によって、ユーザーは、同じプラットフォームを用いて、異なる会社

が提供する電車やバスなど、異なるタイプの移動手段を一挙に比較し、計画・予約・購入まで

完了させることができる。支払いの面で見ると、MaaS には、大きく分けて、月極のサブスクリ

プション型と、Pay-as-you-go（都度払い）型の二つがある。 

 

これまで、公共交通機関を利用した移動には、乗り換えの複雑さ、それぞれの運営会社ごとに

予約・支払い方法が異なるという煩雑さという障壁があった。これに対して、ユーザー目線で

開発された MaaS デジタルサービスが定着すれば、複数の公共交通機関を用いた移動は、市民

にとってより簡単でわかりやすいものになると考えられる。そのため、MaaS の普及は、市民の

移動手段を、車移動から公共交通機関での移動へとシフトすることを助け、渋滞の解消や環境

問題への解決策となりうる。さらに、伝統的な公共交通機関だけでなく、MaaS と EV や e スク

ーター、e 自転車などのクリーンな移動手段を結合し、市民が移動手段としてクリーンな移動手

段を選択しやすくすることで、ゼロ排出の目標により近づくこともできる。さらに、MaaS は、

自動運転車両などの新たな技術革新と結びつくことによって、公共交通機関の利用にかかるコ

ストを将来的に減少させ、さらに車社会からの脱却を促すことができる可能性がある。 

 

⑨ 新たなモビリティ・サービスから得られるデータは、必要に応じて、移動シス

テムの選択肢や機能の向上のために共有されること 
 

データ共有は、モビリティ市場を開かれたものにし、ユーザーにとってより良いサービスを提

供し、交通網の効率性を高めるために不可欠である。他方、こうしたデータ共有は、個人のプ

ライバシーに配慮する必要もある。 

 

政府が公表しているデータ倫理枠組み371は、政府および様々な公的セクターにおけるデータ利

用に関するフレームワークを提供している。同フレームワークの三大原則は、透明性、アカウ

ンタビリティ、公平性である。このフレームワークが公的セクターを対象としているのに対し

て、企業に適用される法的規制は、「一般データ保護規則（General Data Protection 

Regulation：GDPR372）である。GDPR は、データ保護とプライバシーに関する EU 法上の規

制であり、英国内では 2018 年に発効している373。 

 

 

基本的な政策は以上の通りであるが、テクノロジーの進歩に関しては常に不確実性がつきまと

うため、今後数十年は、柔軟な対応が求められる。今後の対応は、これまでのゼロ排出車両、

相互に接続された自動運転車両、ドローンと飛行の将来に関連する既存のプログラムを維持す

ることに加え、柔軟な規制枠組みの構築と、産業および地方の支援に焦点が当てられる。 

 

 
371 Government Digital Service, September 2020, Data Ethics Framework. 

https://www.gov.uk/government/publications/data-ethics-framework  
372 https://gdpr-info.eu/  
373 Data Protection Act 2018. https://www.legislation.gov.uk/ukpga/2018/12/contents/enacted  

https://www.gov.uk/government/publications/data-ethics-framework
https://gdpr-info.eu/
https://www.legislation.gov.uk/ukpga/2018/12/contents/enacted
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まず、柔軟な規制枠組みの構築に関して、新型コロナウイルス感染拡大以降、利用者の減少に

より、バス産業が大きな痛手を受けたことを受け、バスサービスの柔軟化が求められている。

また、MaaS の分野では、MaaS の行動規範を求める声がある。とりわけ新型コロナウイルス感

染拡大以降特に注目されているのは、マイクロモビリティの分野である。「マイクロモビリテ

ィ」とは、e スクーターや自転車などのように、ユーザーが個人の移動のために使う、さまざま

なタイプの軽量で低速の乗り物のことを指す。あるいは「ラストワンマイル」配送（工場から

消費者の自宅までの配送などのように、サプライチェーンの最終段階のこと）のことを意味す

る。マイクロモビリティ産業は、新型コロナウイルス感染拡大後の経済復興期の今、大きな成

長を見ている分野である。イノベート UK が 2021 年 8 月に公表した「UK 運輸ビジョン 2050

年374」によれば、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、2025 年までの期間は、バスや電

車といった公共交通機関の利用は減少し、その代わり、徒歩、サイクリング、e スクーター、e

カーゴバイクなどのミクロモビリティの分野が成長を続けると予測されている。 

 

とりわけ立法の分野で焦点となっているのは e スクーターである。現在の法律では、e スクータ

ーは、所有や売買は認められているものの、個人所有の e スクーターが公道を走ることは認め

られていない。2020 年 7 月から、2022 年 3 月までをトライアル期間として、例外的にレンタ

ルスキームで導入された e スクーターのみが、公道を走ることができるようになった。それ以

降、多くの自治体が様々な e スクーター会社の提供するレンタルスキームを取り入れた。現在

では、新型コロナウイルス感染拡大の影響で、公共交通機関の利用を e スクーターに切り替え

たい人や、環境への影響を考慮して、車での移動を e スクーターに切り替えたいという人が増

えている一方で、安全性についての懸念の声も上がっている。トライアル期間中に集約した

様々な知見や市民の声などを基に、今後法律上 e スクーターの公道上の走行を許可するか否か

等が審議される予定である。 

 

産業および地方の支援の文脈で注目されるのは、運輸省による、「未来の輸送ゾーン（Future 

Transport Zones）」の設定と、新たなトランスポート・イノベーションのトライアルのための

9,000 万ポンドのファンディングである。この点は、主なプロジェクトとして後述する。 

 

（2） 推進体制 
 

政策レベルでの「未来の輸送（Future of Transport）プロジェクト」は、主として運輸省、ゼ

ロエミッション局（Office for Zero Emission Vehicles）、コネクテッド自動運転車両センター

（Centre for Connected & Autonomous Vehicles：CCAV）の協働で進められる。 

 

運輸省（Depart ment for Transport） 

自動運転などの技術革新に対応したインフラ整備およびマネジメントを行っている。また、自

動運転技術に関するベスト・プラクティスが国内のどこでも行われるように保証するととも

に、自動運転車両間のデータ送受信によるコネクションを下支えし、交通データ共有等を可能

にするデジタル・インフラの整備を任務とする375。 

 

ビジネス・エネルギー・産業戦略省（Department for Business, Energy and Industrial 

Strategy：BEIS） 

企業の投資、開発、成長を支援する。自動運転関係では、コネクテッド自動運転車両センター

を通じて、同セクターにおける経済の発展を後押ししている。 

 

 
374 Innovate UK, August 2021, UK Transport Vision 2050. https://www.gov.uk/government/publications/uk-

transport-vision-2050  
375 Centre for Connected and Autonomous Vehicles, October 2020, Innovation Is Great: Connected and 

automative vehicles booklet. https://www.gov.uk/government/publications/connected-and-automated-

vehicles-in-the-uk-2020-information-booklet  

https://www.gov.uk/government/publications/uk-transport-vision-2050
https://www.gov.uk/government/publications/uk-transport-vision-2050
https://www.gov.uk/government/publications/connected-and-automated-vehicles-in-the-uk-2020-information-booklet
https://www.gov.uk/government/publications/connected-and-automated-vehicles-in-the-uk-2020-information-booklet
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コネクテッド自動運転車両センター（Centre for Connected & Autonomous Vehicles ：

CCAV） 

英国を自動運転技術の面で世界をリードする存在とすべく、世界レベルの活発な産業を育て、

開発を後押しする国内法的規制を用意していくことを任務とした、運輸省およびビジネス・エ

ネルギー・産業戦略省下の合同政府部局として、2015 年に設置された376。 

 

国際通商省（Department for International Trade：DIT） 

自動運転技術の文脈では、DIT の役割も重要である。DIT は、海外の投資家が英国で活動する

ことを手助けし、他方、英国の企業に対しては、海外輸出を助ける。自動運転技術の分野で

は、多くの海外企業が英国の市場に参入し、UK CAM（Connected and Autonomous 

Mobility）プロジェクトに参加することを手助けしている。同時に、DIT は、英国に拠点を置き

CAM ビジネスに関わる企業に対して、海外での投資チャンスを開いている377。 

 

コネクテッドプレーシズ・カタパルト 

運輸部門に関しては、運輸省と協働で運輸研究イノベーション助成金プログラム378を運営する

など、革新的な輸送アイデアの発展を推進している。また、ドローンテクノロジーを用いた革

新的な輸送ビジネスやサービスおよびそれによる脱炭素への貢献を目的としたプログラム379、

ゼロ排出航空機の到来に備えた空港インフラに関する研究開発支援プログラム380等も実施して

いる。 

 

ゼンジック（Zenzic） 

英国内での輸送革命（transport revolution）を推進するために、政府と産業の協同で設立され

た、とりわけ自動運転に特化した組織である。このセクターは、2035 年までに 9,000 億ポンド

の価値になると予測されている381。ゼンジックは、政府、産業、学術部門の協同を助け、英国

内での自動運転システム開発を促進することを目的としている382。後述するように、同組織は

CAM テストベッド UK という、自動運転技術のトライアルのパッケージを提供している。

CAM とは、接続された自動運転車両（Connected and Automated Mobility）の略である。 

 

（3） プロジェクト事例 
 

スマート・モビリティに関するプロジェクトは、大きく分けて、（1）MaaS やスマート・サス

テナビリティを目指す新しいモビリティ手段に関するプロジェクト、（2）自動走行システムの

開発が挙げられる。 

 

このうち、MaaS やスマート・サステナビリティにかかるプロジェクトのほとんどは、主として

それぞれの地方自治体の管轄である。未来の輸送ゾーン（Future Transport Zones）は、国と

地方自治体と企業が協働して、MaaS やスマート・サステナブルな移動手段を開発・推進するス

キームである。 

 
376 HM Government, Centre for Connected and Autonomous Vehicles 

https://www.gov.uk/government/organisations/centre-for-connected-and-autonomous-vehicles/about  
377 Zenzic, 2020, Exploring the connected and self-driving ecosystem in the UK. 

https://zenzic.io/content/uploads/2020/12/One_Pager_TestbedUK.pdf  
378 CATAPULT, Connected Places, Transport Research and Innovation Grants 2021 

https://cp.catapult.org.uk/opportunity/trig-2021/  
379 CATAPULT, Connected Places, October 2021, Airspace of the Future  

 https://cp.catapult.org.uk/project/airspace-of-the-future/  
380 CATAPULT, Connected Places, August 2021, Zero Emission Flight Infrastructure – Preparing UK 

airports for zero emission aircraft  https://cp.catapult.org.uk/project/zero-emission-flight-infrastructure-

preparing-uk-airports-for-zero-emission-aircraft/  
381 ZENZIC Accelerating the self-driving revolution  https://zenzic.io/what-we-do/  
382 Zenzic, 2020, Exploring the connected and self-driving ecosystem in the UK. 

https://zenzic.io/about/our-partners/ 

 

https://www.gov.uk/government/organisations/centre-for-connected-and-autonomous-vehicles/about
https://zenzic.io/content/uploads/2020/12/One_Pager_TestbedUK.pdf
https://cp.catapult.org.uk/opportunity/trig-2021/
https://cp.catapult.org.uk/project/airspace-of-the-future/
https://cp.catapult.org.uk/project/zero-emission-flight-infrastructure-preparing-uk-airports-for-zero-emission-aircraft/
https://cp.catapult.org.uk/project/zero-emission-flight-infrastructure-preparing-uk-airports-for-zero-emission-aircraft/
https://zenzic.io/what-we-do/
https://zenzic.io/about/our-partners/


 

70 

 

 

自動走行システムの開発に関しても、国土の道路のほとんどが地方自治体の道路となっている

英国では、地方自治体が重要な役割を果たす。CAM テストベッドは、国と地方自治体、企業、

大学が協働して、自動運転システム開発を進めるスキームであり、さまざまな最新の自動走行

技術開発プロジェクトがこのスキームの中で進められている。 

 

① 未来の輸送ゾーン（Future Transport Zones） 
 

前述のように、運輸省の主導で、新たなトランスポート・イノベーションのトライアルのため

の未来の輸送ゾーンが設定された。西部ミッドランド「未来の輸送ゾーン（future of transport 

zone）」が、同ゾーンの第一弾として指定され、西部ミッドランド合同行政機構（WMCA）が

新たな運輸交通技術のトライアルを行っている。さらに、サウス・ハンプシャー、ポーツマ

ス、サウサンプトンからなる「ソレント未来の輸送ゾーン」、西イングランド合同行政機構、

ノッティンガム＝ダービー未来の輸送ゾーンが新たに加わった。 

 

運輸省から 2,200 万ポンドの資金提供を受ける西部ミッドランド合同行政機構は、新しいモビ

リティー・ハブを立ち上げる。この新しいハブには、e スクーターやカーゴバイク、自転車レン

タル、電気自動車のシェアスキームなどが結合されるほか、徒歩や自転車などによるアクティ

ブトラベルを促すための道順マップなどの機能が搭載される。サウス・ハンプシャー、ポーツ

マス、サウサンプトンを含む南イングランドの「ソレント未来の交通ゾーン（Solent future of 

transport zone）」では、MaaS プラットフォームの開発、レンタル e スクーターの試験運用、

e カーゴバイクによるラストワンマイル・デリバリーや、ドローンを用いた医療配達の試験運用

が行われる。西イングランド合同行政機構では、運輸省からの 2,440 万ポンドの資金助成のほ

か、合同行政機構からの 365 万ポンドの出資と合わせて、「未来の輸送プログラム」を 2020 年

7 月から 2024 年 3 月まで進める。同プロジェクトでは、ワンストップの MaaS プラットフォー

ムの設置、デジタル・ツインの作成、e スクーターや e カーゴバイクなどのマイクロモビリティ

トライアルの実施、運輸交通データハブの設置などが行われる予定である。ノッティンガム＝

ダービー・ゾーンでは、より多くの人が車ではなく公共交通機関、自転車レンタル、カー・シ

ェアリング、EV を選択することを促す、新たなモビリティー・ハブの創設に、1,500 万ポンド

を投資する。 

 

② CAM テストベッド UK 
 

英国政府は、前述の政府と産業の協同で設立されたゼンジックを通じて 1 億ポンドの予算を、

接続された自動運転車両（CAM）のテストおよび開発に注入している。この予算は、イノベー

ト UK が公募を行い、コネクテッド自動運転車両センター（CCAV）を通じて分配される。自動

運転技術を現実社会に導入するためには、実際の人間や車両の存在する公道での試験運用が必

要であるところ、安全を確保しつつ開発を後押しする試験運用の場を確保することが、自動運

転技術にとって必要不可欠である。しかし、現在のところ、運転手のいない自動運転車両が公

道を走ることは、法律で認められていないため、例外を認めるための特別なスキームが必要に

なる。さらに、ソフトウェア開発のみを行っている企業にとっては、車両に実装した上で実験

を行い、開発に生かしたいというニーズもある。こうした開発側のニーズに応えつつ、安全な

実験の場を提供することによって世界から自動運転開発を誘致するべく、ゼンジックは CAM テ

ストベッド UK という、自動運転車両のトライアルパッケージを展開している。CAM テストベ

ッド UK では、コンセプトから開発までをシミュレーションと実験の両方を用いてサポートす

る。現在、以下の 6 つのテストベッドが存在する。 

 

i) スマートモビリティ・リビングラボ：ロンドン（Smart Mobility Living Lab: 

London：SMLL) 
SMLL は、運輸研究財団（Transport Research Foundation）が所有する TRL グループの傘下

にあり、自動運転システム開発者のための、ロンドンの公道および私道での自動運転トライア
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ルコースを提供している。SMLL が提供する開発者向けのサポートとしては、トライアル前の

アドバイス提供、一般参加者の募集、自動走行にかかるネットワークおよびインフラサポート

も含まれる。実験設備には、テスト用の車両だけでなく、ドライビングシミュレーターも含ま

れる。また、SMLL は、政府ガイダンスに基づいたリスクマネジメントの側面からのコンサル

ティングサービスだけでなく、トライアルの計画作りから実施、そして消費者行動へのインパ

クトや、都市計画の観点に基づいた、今後の投資に関しての意思決定サポートも行っている。 

 

ii) ホリバ・ミラ（HORIBA MIRA） 
ホリバ・ミラ Horiba Mira は、英国ウォリックシャーに拠点を置く、自動走行エンジニアリン

グおよび開発のコンサルティング会社である。CAM テストベッドとしては、コべントリー大学

と協同して、自動運転車両のテスト設備を提供している。 

 

iii) キャブウェイ（CAVWAY） 
キャブウェイはプロヴァ・デベロップメント Prova Developments とイディアダ・オートモー

ティブ・テクノロジー（IDIADA Automotive Technology）の合同プロジェクトであり、オクス

フォードの近くを拠点として、包括的な自動運転技術テスト設備を提供している。プロヴァ・

デベロップメントは、デイヴ・ウォルトン氏によって新しく創設された、英国に拠点を置く会

社である。イディアダは自動車テストおよび認証を手がける会社で、英国には 3 つのオフィス

がある。 

 

iv) ミルブルック-カルハム（Millbrook-Culham） 都市テストベッド 
Millbrook-Culham Urban Testbed は、フランスに拠点を置く UTAC が運営する、CAM テスト

ベッドである 。テストベッドには、カルハム・サイエンス・パーク（Culham Science Park）

に所在する英国原子力公社（UK Atomic Energy Authority:UKAEA）の RACE(Remote 

Applications in Challenging Environment)の設備も含んでいる。 

 

v) コンヴェックス（ConVEx） 
コンベックス ConVEx （Connected Vehicle data Exchange）は、ボッシュ、ジャガー・ラン

ドローバー、ミッドランド西部運輸、ウォーリック製造業グループ（Warwick Manufacturing 

Group ：WMG）などの協働によるプロジェクトであり、開かれたデータ・プラットフォームを

創設することを通じて、新たなモビリティ商品・サービスの開発を促進することを目的として

開始された。ConVEx は、一般にアクセス可能なデータから、ライセンス取得や購入により入

手されたデータまで、様々なソースからのデータをまとめたパッケージを作り、購入者が選べ

るようにする。ConVEx は CAM テストベッドの一部としてゼンジックと協働している。 

 

vi) ミッドランド未来のモビリティ（Midlands Future Mobility：MFM） 
MFM は、ミッドランド西部に拠点を置き、200 マイル以上の規模で、自動運転車両のトライア

ル設備を提供している。トライアルのルートは、コべントリーおよびバーミンガムのエリアの

主要な国道を含む。 

 

（4） 企業動向 
 

① 自動運転システムのソフトウェア開発に関連する企業の動向 
 

i) ヒューマニシングオートノミー（Humanising Autonomy） 
英国ベースの企業であるヒューマニシングオートノミーは、人間の行動予測 AI システムを用い

た、カメラやビデオが認識した人間の行動を予測するコンピュータ・ビジョン・ソフトウェア

を開発しており、同企業のソフトウェアは、運転補助技術や、自動運転技術の安全性を高める

として注目されている。同社のソフトウェアは、車載カメラと接続することによって、対象と

してとらえた人間がどのように動くかを AI によって予測してくれる。対象となる人間がどのよ
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うに動くかを正確に予測することは、歩行者の安全だけでなく、ドライバーの安全にとっても

不可欠である。ヒューマニシングオートノミーのソフトウェアは、歩行者や他の人々に対する

安全性を高めることができるだけでなく、不必要なタイミングで車を停止させたりすることに

よってドライバーに怪我をさせてしまうような事態を避けることができるとされる。同社のソ

フトウェアは、統計 AI、行動心理学、そして新しいディープ・ニューラル・ネットワークのユ

ニークな組み合わせにより、高い精度での人間の行動予測を可能にするとされる。ヒューマニ

シングオートノミーは、現在、欧州、米国、そして日本で、ダイムラー、メルセデス・ベン

ツ、そしてエアバスなどのメーカーと協同している。 

 

ii) オーツ―（O2） 
オーツーは、英国で大手の電気通信プロバイダーであるが、英国宇宙局（UK Space Agency：

UKSA）の補助を受け、2020 年 10 月に英国で初めてとなる、ドライバーレス（運転手なし

の）自動運転車両の工場ダーウィン衛星通信ラボ（Darwin SatCom Lab）を立ち上げた。同社

は、5G ネットワークを用いて、自動運転車における強力、高速、かつ安定したデータシグナル

の送受信を可能にする。データ送受信が常にリアルタイムでなされ、遅れが生じないことは、

自動運転車両の安全にとって必要不可欠な技術である。O2 の 5G 技術は、現在の 4G 技術によ

る 20 ミリ秒の遅れを、1 ミリ秒まで短縮できるとされる。しかし、5G は現在、カバーしていな

い地域もまだ多い。そのため、ダーウィン衛星通信ラボでは、サテライトネットワークも平行

して用いるとのことである。 

 

ダーウィン衛星通信ラボは、ダーウィンプロジェクトの一環として開設された。ラボはオック

スフォードシャーにあるハーウェル科学技術キャンパス（Harwell Science and Innovation 

Campus）に所在し、他の企業による自動運転車両のテストおよび自社のサテライトテクノロジ

ーのトライアルを受け入れている。ルノーのトゥイージー（TWIZY）は、衛星通信ラボ

（SatCom Lab）にてドライバーレスの自動運転車に変換された車両の一つである。 

 

iii) ファイブ AI（FiveAI） 
ファイブ AI は、ケンブリッジに拠点を置く、欧州の道路を念頭においた、自動運転技術を開発

する企業である。同社は 2015 年に創立され、後述のストリートワイズプロジェクトへの政府か

らのファンドを含む、合計で 2,680 万ポンドの資金を集めた。この資金を用いて、2019 年か

ら、ロンドンの特定の道路を使って、ドライバーレスの自動運転車トライアルを行っている。

同社の強みは、コンピュータ・サイエンス、数学、工学、そしてロボティクスのそれぞれの分

野における、ワールドクラスの才能の結集である。同社は、2022 年までに、ロンドンでドライ

バーレス自動運転車の有料サービスを開始することを目指している。 

 

ストリートワイズ（StreetWise）プロジェクトは、2017 年に開始され、110 名の参加者が、自

動走行技術を搭載した車両を用いて、ロンドンの混雑した道路上にて、13 マイル（約 21 キロ）

の往復ルートを走行するという実験を行なった。これは、欧州における公道を用いた最も複雑

な自動走行実験の一つであるとされる。ストリートワイズトライアルに参加した人の反応とし

ては、タクシー運転手の運転よりも良い」、「コンピュータースクリーンで他の車両や歩行者

を確認できるので、システムがきちんと全て認識しているという安心感がある」、「前の車の

スピードに合わせてくれる」といった多くのポジティブな反応がある一方で、急ブレーキや急

ハンドル、舗装路面の穴（コンクリートの劣化等による）を避けてくれない、道路の端に近寄

りすぎる、路肩に停車中の車との距離が近すぎる、などの今後の改善点も上がっている。 

 

iv) オクスボティカ（Oxbotica） 
オクスボティカはオクスフォードに拠点を置く、自動運転車両のソフトウェア開発に携わる企

業である。もともとは、オクスフォード大学の理工学部（Department of Engineering 

Science）の一研究所であったところ、同大学のポール・ニューマン教授とイングマー・ポスナ

ー教授の二人によって、2014 年に Oxbotica は大学から独立し、自動運転ソフトウェア開発に

おいて、世界をリードする企業としての途を歩み始めた。これまで Oxbotica は、オクスフォー
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ドの道路上で自動運転車両のトライアルを進めていたが、2019 年には、イノベート UK から

860 万ポンドの助成を受け、トライアルをロンドンの道路上にも拡大している。同社では、車だ

けでなく、飛行機、貨物船、貨物トラック、シャトルバス、そしてその他の工業利用も視野に

入れ、ソフトウェア技術の研究開発が進められている。 

 

また、オクスボティカは、2019 年以降、ゼットエフ（ZF）と協同して、MaaS の一環として、

レベル 4 の自動運転シャトルを開発している。自動運転にいうレベル 4 とは、運転席を有し、

ドライバーが運転することは可能であるものの、車が自律的にほとんどの状況に対処すること

のできる、完全に自動化されたレベルの自動運転を指す。 

 

v) アウリーゴ（Aurrigo） 
アウリーゴは英国のコベントリーに拠点を置く、自動運転車両の開発に携わる企業である。同

社はボーダフォンおよびアマゾン・ウェブ・サービス（Amazon Web Services：AWS）と協同

して、5G ネットワークを用いた、自動運転車両のデータ送受信システムを開発している。同社

の自動運転シャトルは、ケンブリッジの市街地の公道上ですでにトライアルを開始しており、

将来的には、有料のシャトルサービスとしてケンブリッジ市内で運用することが期待されてい

る。 

 

vi) ストリートドローン（StreetDrone） 
ストリートドローンは、オクスフォードに拠点を置く、自動運転技術開発に携わる企業であ

る。同社は、ソフトウェア開発とハードウェア開発の組み合わせによって、自動運転車両の開

発に携わってきたが、2021 年以降は、とりわけ自律配送（autonomous delivery）システムに

力を入れている。このシステムは、自動運転技術を、リモート・コントロールが可能な 20 マイ

ル（30 キロ程度）の低速移動車両に搭載して、モノの配送を自動化することを目指している。 

 

vii) フラリッシュ（Flourish） 
フラリッシュ Flourish は、マルチセクター間での協同プロジェクトであり、英国内における

CAV の開発およびその社会実装を助けることを目的として創設された。協同企業には、デザイ

ン、エンジニアリング、およびプロジェクトマネジメントコンサルタントを提供するアトキン

ス（Atkins）、高齢者のリタイア後の生活をサポートする財団である AGE UK、保険会社であ

るアクサ UK が含まれる。 

 

viii) ウェイブ（Wayve） 
ウェイブは、ケンブリッジに拠点を置く、自動運転車両のためのソフトウェアの開発に携わる

企業であり、2017 年夏に、機械学習の研究者らによって立ち上げられた。2018 年 6 月、同社

は、深層強化学習を自動運転システムに用い、たった 10 分のフィードバックで、一から車線を

学習させることに成功した。さらに、2019 年 2 月、ウェイブはエンド・トゥー・エンドの深層

学習技術を用いた自動運転システムを実装した車両を、初めて英国の公道で走らせることに成

功した。 

 

ix)  ロボック （RoboK） 

ロボックは、ケンブリッジ大学コンピュータサイエンス学部のリャンチャン・グ氏

（Liangchuan Gu）とハオ・ジェン氏（Hao Zheng）によって設立された、高性能３D 認識ソ

フトウェアを開発するスタートアップ企業である。 

 

② MaaS に関連する企業の動向 
 

i) フリートオンデマンド（Fleetondemand） 
フリートオンデマンドは、カーリースや、ビジネストラベル、移動サービスのプラットフォー

ムを提供する企業である。フリートオンデマンドは、グレーター・マンチェスター交通と協同
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して、アイムーブ（IMOVE）というプロジェクトの一環として MaaS プラットフォームを立ち

上げた。同プロジェクトが用いているのは、フリートオンデマンドのモビレオ（Mobilleo）とい

うプラットフォームであり、このシステムにより、マンチェスターのユーザーは、地域内の異

なる交通手段を一気に把握することができる。 
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III 先進自治体のネットゼロ・スマートコミュニティ戦略 
 

本章では、先進的なネットゼロ・スマートコミュニティ戦略を推進する英国内の以下の 10 の自

治体の取り組みを紹介する。 

 

1. グラスゴー 

2. ピーターバラ 

3. ブリストル 

4. ミルトン・キーンズ 

5. ハンバー（ハル） 

6. ティーサイド 

7. サンダーランド 

8. ロンドン 

9. 西部ミッドランド（バーミンガム） 

10. ケンブリッジ 

 

 

 

1. グラスゴー 
 

グラスゴーは英国スコットランドの南西部に位置するスコットランド最大の都市で、英国内で

ロンドンに次ぐ商業の中心地である。欧州の経済中心地トップ 20 に入り、スコットランド内の

主要ビジネスの拠点となっている383。市は 23 の区域からなる384。主な産業分野はデジタル技

術、宇宙開発技術、クリエイティブ産業、金融およびビジネスサービス、先進低炭素テクノロ

ジー、ライフサイエンス、先端製造業を含む385。グラスゴーは優れた学術部門を有し、デジタ

ル技術分野の卒業生はロンドンを除いた英国のどの都市よりも多い386。グラスゴー大学は英国

アーバン・ビッグデータ・センター387を、ストラスクライド大学は未来都市研究所（Institute 

for Future Cities）388を擁している。2021 年 11 月には第 26 回気候変動枠組条約締約国会議

（通称 COP26）がグラスゴーで開催された。 

 

 

 
383Glasgow City Council 

https://web.archive.org/web/20070417135539/http://www.glasgow.gov.uk/en/AboutGlasgow/Factsheets/  
384 Ward Boundaries and Community Council Information 

https://glasgow.gov.uk/CHttpHandler.ashx?id=39928&p=0, p.7 
385 Invest Glasgow  http://investglasgow.com/about-us/economy/ 

European Space Agency Digital Cities Seminar, Beyond the Demonstrator. Our journey towards 

establishing Glasgow as one of the most innovative and pironeering smart cities in the world, p. 1, 3. 

https://down2earth.esa.int/wp-content/uploads/2020/11/Digital-Glasgow_Birchenall.pdf  
386 国際通商省、2021 年 6 月、スマートシティ・ディレクトリー、 p. 8 

https://eu.eventscloud.com/file_uploads/7ec5a903ed2ede03d71a91671c60811d_JPSmartCities_2021_final.pd

f 
387 Urban Big Data Centre  https://ubdc.ac.uk/  
388 University of Strathclyde, Glasgow  https://www.strath.ac.uk/cities/  

https://web.archive.org/web/20070417135539/http:/www.glasgow.gov.uk/en/AboutGlasgow/Factsheets/
https://glasgow.gov.uk/CHttpHandler.ashx?id=39928&p=0
http://investglasgow.com/about-us/economy/
https://down2earth.esa.int/wp-content/uploads/2020/11/Digital-Glasgow_Birchenall.pdf
https://eu.eventscloud.com/file_uploads/7ec5a903ed2ede03d71a91671c60811d_JPSmartCities_2021_final.pdf
https://eu.eventscloud.com/file_uploads/7ec5a903ed2ede03d71a91671c60811d_JPSmartCities_2021_final.pdf
https://ubdc.ac.uk/
https://www.strath.ac.uk/cities/
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出所： eurogeographics. © EuroGeographics 2021 <https://www.mapsforeurope.org/explore-map/euro-global-

map> より作成 

 

（1） スマートコミュニティ推進の取り組み 
 

スコットランド最大の都市であるグラスゴーは、世界で最も革新的で先駆的なスマートコミュ

ニティとなる目標を掲げている 389。2012 年に当時の Technology Strategy Board（現イノベー

ト UK）はスマートコミュニティ技術のもたらし得る恩恵を証明するために総額 3,450 万ポンド

を用意し、英国 30 都市（グラスゴー含む）の技術基礎調査にそれぞれ 5 万ポンドを投じた。こ

の中でグラスゴーは 2013 年に英国の未来都市デモンストレーターに選ばれ、2,400 万ポンドの

追加投資を受けた390。2013 年～2015 年に実施された「未来都市グラスゴー」と称された実証

プロジェクトの期間中、グラスゴーは、都市サービスの調整を改善するために最先端の都市運

営センターを設立し、都市データへのアクセスを改善するためにクラウドベースの都市デー

タ・プラットフォームを構築し、インテリジェントな街路灯（(2)①参照）、スマー トエネルギ

ー、スマートモビリティなどの一連のスマートコミュニティの実証を行った 。「未来都市グラ

スゴー」プロジェクトによると、2017 年までに 1 億 4,400 万ポンドの投資リターンがあり、プ

ロジェクトに参加した地元中小企業のうち 63%が、プロジェクトにより経営が改善したと答え

ている。 

 

グラスゴーは未来都市デモンストレーターを実施して以来、スマートシティのインフラを拡大

してきた。現在、市内中心部の全ての街灯が IoT 対応のインテリジェント街灯となっている。

 
389 国際通商省、2021 年 6 月、スマートシティ・ディレクトリー、 p. 8. 

https://eu.eventscloud.com/file_uploads/7ec5a903ed2ede03d71a91671c60811d_JPSmartCities_2021_final.pd

f 
390 UK Parliament PostNote, September 2021, Smart Cities, p.2. 

https://researchbriefings.files.parliament.uk/documents/POST-PN-0656/POST-PN-0656.pdf 

© EuroGeographics 2021

出所： 

1. 英国地方自治協会

https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastand

ard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-

area=S12000049&modgroup=AllLaInRegion

&mod-type=comparisonGroupType 

2. 国家統計局, 26 May 2021, Regional gross 

value added (balanced) by industry: local 

authorities by ITL1 region (Population 

estimates by local authority). 

https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomest

icproductgdp/datasets/regionalgrossvalueadd

edbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1re

gion  

3. 同上 (TLM Scotland Edition), 

 GVA は粗付加価値。 

 

 

グラスゴー基本情報 

 

正式名：Glasgow City 

管轄当局：Glasgow City Council 

土地面積：約 1 万 7,462 ヘクタール 1 

人口：約 63 万 3,120 人（2019 年）2 

GVA：221 億 7,900 万 ポンド（2019 年暫

定値）3 

 

 

https://www.mapsforeurope.org/explore-map/euro-global-map
https://www.mapsforeurope.org/explore-map/euro-global-map
https://eu.eventscloud.com/file_uploads/7ec5a903ed2ede03d71a91671c60811d_JPSmartCities_2021_final.pdf
https://eu.eventscloud.com/file_uploads/7ec5a903ed2ede03d71a91671c60811d_JPSmartCities_2021_final.pdf
https://researchbriefings.files.parliament.uk/documents/POST-PN-0656/POST-PN-0656.pdf
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
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また、データ分析センターを設立し、データの活用を加速させて市のサービスを変革してい

る。加えて、都市のオープン・イノベーションに取り組む事業者を支援するために、シビッ

ク・イノベーション・センター（Centre for Civic Innovation）を設立した。同センターはデザ

イン、共創、デジタル・データ科学の手法を用いた、社会の変容や市民の生活体験を対象とし

た研究拠点で、市の新しいイノベーション地区に立地している。このイノベーション地区に

は、CENSIS（センサー・画像・IoT 技術のイノベーション・センター）、データ・ラボ、デジ

タル・ヘルス＆ケア研究所、コネクテッドプレーシズ・カタパルト、スコットランド人工衛星

利用中核研究拠点等などの先端技術関連組織が集積する391。直近では、新型コロナウイルス感

染症からの復興や持続可能性目標到達を支えるスマート技術の導入を加速するため、市の提携

業者・団体を集めた合同スマートシティワーキンググループを設立している392。 

 

（2） プロジェクト事例 
 

「未来都市グラスゴー（Future City Glasgow）」は以下の 3 つの要素から構成された393。 

 

• 都市運営センター（Glasgow Operations Centre） 

市の公共 CCTV システム、交通管理サービス、緊急対応計画機能（防犯システム・警

察）を統合した交通公共安全管理システムを導入し、市内中で発生する事故への即時対

応をサポート。 

 

• オープン・グラスゴー・プロジェクト（Open Glasgow） 

市のシステムやデータを統合することで行政サービスを改善し市民との関わりを深める

ことを目的としたプロジェクトで、幅広いデータセットを統合する大容量のデータスト

ア「データリポジトリ」を開設。リアルタイムの情報、分析処理、都市ダッシュボード

を扱い、リアルタイムの都市データを提供することで、既存の「マイグラスゴー

（MyGlasgow）」アプリと都市観測所（City Observatory）をパワーアップさせる試

み。 

 

• 4 つの実証実験 

市民にとってリアルタイムで目に見えて分かるスマートコミュニティの利点を実証する

ための実験。エネルギー効率化、公共交通機関の統合、インテリジェントな街路灯、ア

クティブな移動の 4 つのテーマからなった。 

 

① インテリジェントな街路灯 
 

街灯を既存のナトリウム灯から LED に変えることでドライバーの視界条件が改善され、照明度

が低くても見えやすくなるという調査結果に基づき、グラスゴー市内の 7 万 2,000 の街灯を

LED に変える計画が持ち上がった。サイクリストの多い川沿い遊歩道と、歩行者の多いゴード

ン通り、また住宅地かつ商業地区であるマーチャント・シティ地区の 3 カ所でインテリジェン

トな街路灯が試験的に導入された。導入の費用は 60 万ポンド。同街灯は騒音、人流、空気汚染

の検知センサーを搭載しており、内蔵の WiFi 機能を使って管理センターが遠隔で照明度を調整

でき、センサーが収集したリアルタイムの情報がセンターに送られるシステムとなっている。

同街灯導入がもたらした環境保護、費用、治安・防犯面等の効果は以下の通り394。 

 

 
391 国際通商省、2021 年 6 月、スマートシティ・ディレクトリー、 p. 8. 
392 UK Parliament Post, September 2021, PostNote. Smart Cities, p. 2.  
393 mruk, 2017, Building a Future City – Evaluation Report, p.7. 

https://futurecity.glasgow.gov.uk/reports/12826M_FutureCityGlasgow_Evaluation_Final_v10.0.pdf; 

UK Parliament Post, September 2021, PostNote. Smart Cities, p. 2. 
394 intelligent-street-lighting    

https://futurecity.glasgow.gov.uk/intelligent-street-lighting/ 

mruk, 2017, Building a Future City – Evaluation Report, pp.74, 75 

https://futurecity.glasgow.gov.uk/reports/12826M_FutureCityGlasgow_Evaluation_Final_v10.0.pdf
https://futurecity.glasgow.gov.uk/intelligent-street-lighting/
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• 市内の照明改善 

周囲の環境に合わせて照明度を調整する街灯を導入し、さらに街灯のない場所にも新た

に設置することで市民のアクティブな移動395を推進。 

• 治安改善 

公共の安全に関わる事故等の出来事に対応し照明度を調整する機能で治安改善に貢献。 

• エネルギー効率化 

エネルギー効率の良い LED ライトを使用することで、CO2 排出量と長期的な運営コス

トを削減。 

• 街路灯メンテナンスの効率化 

メンテナンス通知機能を搭載することによりメンテナンスの効率化を実現。 

• データ収集の改善 

人流や騒音、空気質に関するデータを収集し、グラスゴー市の都市モデルにデータを取

り込むことができた。 

 

表 3 「インテリジェントな街路灯」実証実験プロジェクト 主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役割 

LED ロードウェイ・ライ

ティング（LED Roadway 

Lighting） 

2007 年設立のカナダ系クリーン技術企業。世界の 60 以上の国

にインテリジェント街灯商品を提供している396。  

グラスゴー市は同社の NXT シリーズの街灯を使用397した。 

シルバー・スプリング・

ネットワークス（Silver 

Spring Networks, Inc） 

米国に本社を置く、スマートエネルギーネットワークのための

ネットワーキングプラットホームやソリューションを提供する

企業。地球環境のためにエネルギー効率を上げることを目標

に、電気・ガス・水道などの公益事業と家庭やビジネスを結び

つける IPv6 ネットワーキングプラットホームを提供する。 

グラスゴー市は同プラットホームを導入398した。 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 

② エネルギー効率化・デモンストレーター 
 

2009 年の気候変動法（スコットランド）（Climate Change (Scotland) Act 2009399）で、スコ

ットランド政府は 2020 年までに温室効果ガスを 1990 年比で 42%削減する目標を設定した400。

これに伴いグラスゴー市も、再生可能エネルギーを推進し、同市を欧州で最もサステナブルな

都市の１つにするという目的意識で、CO2 排出量を 2006 年比 30%削減という目標を設定した
401。 

 

 
395 徒歩や自転車等。 
396 LED ROADWAY LIGHTING LTD., Liveable Cities  https://www.liveablecities.com/who-we-are 
397 LEDinside, June 2014, LED Roadway and Silver Spring Networks Selected for Future City Glasgow 

Program in Scotland, UK   https://www.ledinside.com/taxonomy/term/12397 
398Itron, How we manage energy and water will define this century  https://www.itron.com/na/company/who-

we-are/about-us  

Businesswire, June 2014, LED Roadway and Its Partner Silver Spring Networks Selected for Future City 

Glasgow Program in Scotland, UK  https://www.businesswire.com/news/home/20140626005384/en/LED-

Roadway-and-Its-Partner-Silver-Spring-Networks-Selected-for-Future-City-Glasgow-Program-in-Scotland-

UK  
399 Legislation, Gov. UK, Climate Change (Scotland) Act 2009  

https://www.legislation.gov.uk/asp/2009/12/contents  
400 F ガスは 1995 年をベースラインとする。 
401 mruk, 2017, Building a Future City – Evaluation Report, p. 56. 

https://futurecity.glasgow.gov.uk/reports/12826M_FutureCityGlasgow_Evaluation_Final_v10.0.pdf 

 Sustainable Glasgow,2014, Energy and Carbon Masterplan. 

https://www.glasgow.gov.uk/chttphandler.ashx?id=32441&p=0   

https://www.liveablecities.com/who-we-are
https://www.ledinside.com/taxonomy/term/12397
https://www.itron.com/na/company/who-we-are/about-us
https://www.itron.com/na/company/who-we-are/about-us
https://www.businesswire.com/news/home/20140626005384/en/LED-Roadway-and-Its-Partner-Silver-Spring-Networks-Selected-for-Future-City-Glasgow-Program-in-Scotland-UK
https://www.businesswire.com/news/home/20140626005384/en/LED-Roadway-and-Its-Partner-Silver-Spring-Networks-Selected-for-Future-City-Glasgow-Program-in-Scotland-UK
https://www.businesswire.com/news/home/20140626005384/en/LED-Roadway-and-Its-Partner-Silver-Spring-Networks-Selected-for-Future-City-Glasgow-Program-in-Scotland-UK
https://www.legislation.gov.uk/asp/2009/12/contents
https://futurecity.glasgow.gov.uk/reports/12826M_FutureCityGlasgow_Evaluation_Final_v10.0.pdf
https://www.glasgow.gov.uk/chttphandler.ashx?id=32441&p=0
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この目標の下、市は建物部門のエネルギー利用の効率化を目的に、以下の 5 つのプロジェクト

を実施した。プロジェクトの狙いは、データとデジタル技術を活用し、市のエネルギー利用の

状況や、CO2 排出削減に資する情報を可視化することにより行動変化を促すことである。予算

は 1,000 万ポンドが用意された402。 

 

• バーチャル建物モデリング／都市エネルギーモデル 

オンライン上で建物に関するデータを入力するとその建物に合ったエネルギー効率改

善アドバイスが受けられる「バーチャル建物ツール」アプリ公開。 

• デマンドサイドマネジメント 

グラスゴー市庁舎の建物 10 棟にデマンドサイドマネジメント機器を設置し、電気の使

用量の管理・制御を実施。 

• 住宅の断熱改修 

市内の 60 の様々な建物にセンサーを設置し、断熱改修による建物性能（エネルギー効

率や湿気レベルなど）へのインパクトに関するデータを収集。具体的には成功事例の建

物タイプ（築年数等）、導入した断熱システム、そして導入結果についてのデータベー

スを構築。 

• 再生可能エネルギー（太陽光電池）マッピング 

グラスゴー市内の空き地・放棄地で、太陽光発電拠点となりうる場所が見られる地図を

作成。 

• 行動の変化 

市民を対象にエネルギー意識調査を実施し、調査結果に基づき市民の意識を高めるため

の動画の制作や、エネルギー消費行動を変化させるためのゲームツールの開発を実施。 

 

表 4 バーチャル建物モデリング／都市エネルギーモデルプロジェクトにおける 

主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役割 

IES グラスゴーに本社をおく、持続可能な建造環境創造のためのソフトウェア開発お

よびコンサルティングサービスを提供する会社。統合的な建物性能モデリング技

術を用いて、資源の有効活用や気候変動の緩和を推進することを使命とする。 

本プロジェクトでは「バーチャル建物ツール」アプリを開発。同アプリは、市内

の事業者や住民が、建物・住宅のエネルギー効率改善のためのアドバイスを専門

家から得られるようにするものである。例えば、断熱改修、再生可能エネルギー

の導入、その他の省エネルギー施策についてアドバイスを得られる。 
（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 

 

（3） 今後の計画 
 

グラスゴー市は 2030 年までに CO2 排出量実質ゼロを目指すという野心的な目標を掲げ、スマ

ートコミュニティのイノベーションを推進し続けている。同市のグラスゴー大学は「グラスゴ

ー大学アプリ」（学生が時間割の確認や学習スペースの予約、図書館の空き状況の確認等がで

きるアプリ）を学生主導で開発するなどしてキャンパスを「スマートキャンパス」へと変貌さ

せつつある。市内の主要な運河はデジタル地表排水システムや降雨予測センサーを導入した欧

州初の「スマート運河」となり、市内の主要な通りは、地域暖房、需要面の管理、電気自動車

 
402 mruk, 2017, Building a Future City – Evaluation Report, pp. 20, 56, 60 

Future City Glasgow 

 https://futurecity.glasgow.gov.uk/energy/ 

Future City Glasgow, 2015, Energy Efficiency. End Stage Report, p. 5. 

https://futurecity.glasgow.gov.uk/reports/FC_Reports_2015_Energy_V2.pdf 

https://futurecity.glasgow.gov.uk/energy/
https://futurecity.glasgow.gov.uk/reports/FC_Reports_2015_Energy_V2.pdf
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充電（インテリジェントな街路灯からの充電を含む）、再生可能エネルギーなど、さまざまな

スマートエネルギーの応用を含む「スマートストリート」へと変貌を遂げつつある403。 

 

また、同市は市内のデジタル経済の発展とデジタル技術を用いた公共サービスの変革を目標に

掲げ、2018 年 10 月に 5 年計画の「デジタル・グラスゴー戦略（Digital Glasgow Strategy）
404」を発表した。同戦略は、2020 年に発表されたレビュー報告書405で強化されている。内容は

以下の通り。 

 

• 既存のスマートシティプログラムの継続、強化 

• イノベーション地区・イノベーション・センター（例：CENSIS、データ・ラボ、デ

ジタル・ヘルス＆ケア研究所、スコットランド建設イノベーション・センター/コネク

テッドプレーシズ・カタパルト）との関係強化 

• 大学との連携強化 

• シビック・イノベーション・センターやオープン・イノベーションの促進 

• テック・クラスターや技術業界の強化 

• データの公開とデータ分析の開発 

• グラスゴーを研究・革新のテストベッドとするための業界や研究機関への働きかけ 

• スマートシティ・リビングラボと都市ソフトウェア開発キットの創生のための戦略的

アクション 

• 「科学と革新のグラスゴー」プロジェクトチームの強化 

 

  

 
403 国際通商省、2021 年 6 月、英国スマートシティ・ディレクトリー、p. 8;  

Glasgow’s Smart Canal   https://www.scottishcanals.co.uk/placemaking/north-glasgow/glasgows-smart-

canal/ 

University of glasow   https://www.gla.ac.uk/colleges/scienceengineering/students/uofglifeapp/ 
404 Digital Glasgow Strategy  https://www.glasgow.gov.uk/CHttpHandler.ashx?id=43572&p=0 
405 Digital Glasgow, Digital Glasgow: 2020 Review. Two years on. A review of glasgow’s progress towards 

becoming onf of the most innovative and pioneering smart cities in the world. pp.4, 37-38. 

https://www.glasgow.gov.uk/councillorsandcommittees/viewSelectedDocument.asp?c=P62AFQDNDX0G2U8

12U  

https://www.scottishcanals.co.uk/placemaking/north-glasgow/glasgows-smart-canal/
https://www.scottishcanals.co.uk/placemaking/north-glasgow/glasgows-smart-canal/
https://www.gla.ac.uk/colleges/scienceengineering/students/uofglifeapp/
https://www.glasgow.gov.uk/CHttpHandler.ashx?id=43572&p=0
https://www.glasgow.gov.uk/councillorsandcommittees/viewSelectedDocument.asp?c=P62AFQDNDX0G2U812U
https://www.glasgow.gov.uk/councillorsandcommittees/viewSelectedDocument.asp?c=P62AFQDNDX0G2U812U
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2. ピーターバラ 
 

ピーターバラは、英国の中でも急速に発展を遂げている自治体であり、研究開発とスタートア

ップ企業が集中するエリアである。自治体としてのスマート・シティプロジェクトにおいて

も、ピーターバラはここ約 10 年の間に目立った実績を上げている。2015 年には、独自のピー

ターバラ DNA プロジェクトなどが評価され、バルセロナで開催されたスマートシティ・ワール

ドエキスポでシティ・アワードを受賞406、2017 年のナビガント（Navigant）による独自のイン

デックスを用いた英国のスマートシティの調査では、国内スマートシティランキングで 9 位に

名を挙げている407。 

 

 

   
出所： eurogeographics. © EuroGeographics 2021 <https://www.mapsforeurope.org/explore-map/euro-global-

map> より作成 

 

 

（1） スマートコミュニティ推進の取り組み 
 

同自治体のスマートコミュニティ戦略の中核を担うのが、ピーターバラ DNA：未来都市プログ

ラムである。同プログラムは 2012 年に技術戦略ボード（現イノベート UK）から 300 万ポンド

 
406 E. Woods, et al, 23 October 2017, UK Smart Cities Index 2017. Assessment of Strategy and Execution for 

the UK’s Leading Smart Cities. https://www.itu.int/en/ITU-

T/ssc/resources/Documents/Huawei_2nd_Smart_Cities_Index_2017_FINAL.pdf 

Smart City Expo. World Congress, Report 2015, p. 35. 

http://media.firabcn.es/content/S078016/docs/Report_SCWC2015.pdf 

Cities Today 20 November 2015 https://cities-today.com/peterborough-wins-global-smart-city-award/ 
407 HUAWEI, October 2017 Latest Huawei UK Smart Cities Index tracks countrywide progress in 20 

locations  https://www.huawei.com/uk/news/uk/2017/huawei-uk-smart-cities-index  

© EuroGeographics 2021

ピーターバラ基本情報 

 

正式名：Peterborough 

管轄当局：Peterborough City Council 

面積：3 万 4,338 ヘクタール 1 

人口：20 万 2,259 人（2019 年）2 

GVA：66 億 9,200 万ポンド（2019 年

暫定値）3 

 

 出所：1. 英国地方自治協会

https://lginform.local.gov.uk/reports/lgas

tandard?mod-metric=442&mod-

period=1&mod-area=E06000031&mod-

group=AllUnitaryLaInCountry_England

&mod-type=namedComparisonGroup  

2. 国家統計局, 26 May 2021, Regional 

gross value added (balanced) by 

industry: local authorities by ITL1 

region (Population estimates by local 

authority). 

https://www.ons.gov.uk/economy/grossdo

mesticproductgdp/datasets/regionalgross

valueaddedbalancedbyindustrylocalauth

oritiesbyitl1region  

3.同上 (TLH East of England), 

GVA は粗付加価値。  

 

https://www.mapsforeurope.org/explore-map/euro-global-map
https://www.mapsforeurope.org/explore-map/euro-global-map
https://www.itu.int/en/ITU-T/ssc/resources/Documents/Huawei_2nd_Smart_Cities_Index_2017_FINAL.pdf
https://www.itu.int/en/ITU-T/ssc/resources/Documents/Huawei_2nd_Smart_Cities_Index_2017_FINAL.pdf
http://media.firabcn.es/content/S078016/docs/Report_SCWC2015.pdf
https://cities-today.com/peterborough-wins-global-smart-city-award/
https://www.huawei.com/uk/news/uk/2017/huawei-uk-smart-cities-index
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E06000031&mod-group=AllUnitaryLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E06000031&mod-group=AllUnitaryLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E06000031&mod-group=AllUnitaryLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E06000031&mod-group=AllUnitaryLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E06000031&mod-group=AllUnitaryLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
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のファンドを獲得して以来、新たなアイデアや開発および新たなシステムの提供を促進し続け

ている408。同プログラムの 4 つの鍵となるのは、（1）持続可能性という意味での「スマート」

ビジネス、（2）自治体が直面する課題を解決するためのイノベーション、（3）企業やコミュ

ニティ、自治体職員が自治体のことをよりよく知るためのデータ共有、（4）新たな世代の若者

に、未来社会に必要なスキルを身につけてもらうこと、とされる。この DNA プロジェクトの一

環として、ピーターバラは、地元の企業に対するイノベーション・チャレンジ・ファンドおよ

びテストベッド・ファンドを提供している。 

 

 

（2）  プロジェクト事例 
 

最近では、ピーターバラ・シティ・カウンシルの主導によるスマート・エネルギー・システム

のプロジェクト、ピーターバラ統合型再生可能エネルギーインフラプロジェクト

（Peterborough Integrated Renewables Infrastructure Project：PIRI）が、英国研究・イノベ

ーション機構（UK Research and Innovation：UKRI）から 200 万ポンドの公的資金を獲得し

た。PIRI プロジェクトは、ピーターバラにおけるエネルギー革命を推進し、同市の社会的・経

済的価値を高めることを目的としており、2022 年から実施される。ピーターバラは、2030 年ま

でにカーボンニュートラルを実現することを目指しているが、PIRI プロジェクトは、この目標

達成に向けた重要なステップになるとされている409。同プロジェクトには、SSE エンタープラ

イズ、エレメント・エナジー（Element Energy）、クランフィールド大学、スマーター・グリ

ッド・ソリューションズ（Smarter Grid Solutions） およびスウェコ（Sweco ）UK が協働す

る（表 5）410。 

 

PIRI プロジェクトの目標は、クリーンで、より安価なエネルギーを地域に供給することにあ

る。同プロジェクトの計画には、廃棄物から生み出された低炭素でクリーンなエネルギーを地

域で生産すること、熱、電気、そして EV 充電などのサービスと料金請求を一体化することで、

コストを削減すること、料金設定の透明化などが盛り込まれている。このプロジェクトの特徴

は、エネルギーの生産から提供までを一つの過程に一体化している点であり、ユーザーにかか

るコストを抑えることができると期待されている411。 

 

表 5 統合型再生可能エネルギーインフラプロジェクト（PIRI）主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役割 

SSE エンタープ

ライズ（SSE 

Enterprise） 

ビジネス用エネルギー供給、エネルギーマネジメント、機械・電気分野の

建設・インフラ請負事業（注）、テレコム事業を行う、SSE グループの傘

下にある企業。 

本プロジェクトでは、新しい技術とインフラの組み合わせによって、ネッ

トゼロ社会への移行を助けるスマートな都市エネルギーシステムを開発に

携わる412。 

 
408 Opportunity Peterborough, Peterborough DNA: Future cities programme, 

https://www.opportunitypeterborough.co.uk/projects/test-3/   
409 Peterborough City Council, February 2020, Council-led partnership to design the largest smart city 

regeneration project in the UK  https://www.peterborough.gov.uk/news/council-led-partnership-to-design-

the-largest-smart-city-regeneration-project-in-the-uk  
410 Peterborough Integrated Renewables Infrastructure (PIRI) Privacy Policy  

https://pirienergy.co.uk/privacy-policy/  
411 Cranfield University, July 2020, Largest UK smart-city wide, low carbon energy system plans unveiled 

https://www.cranfield.ac.uk/press/news-2020/largest-uk-smart-city-wide-low-carbon-energy-system-plans-

unveiled   
412 SSE, July 2020, LAUNCHING OUR PARTNERSHIP SCHEME TO DESIGN THE LARGEST SMART 

CITY REGENERATION PROJECT IN THE UK  https://www.sse.com/news-and-views/2020/07/launching-

our-partnership-scheme-to-design-the-largest-smart-city-regeneration-project-in-the-uk/  

https://www.opportunitypeterborough.co.uk/projects/test-3/
https://www.peterborough.gov.uk/news/council-led-partnership-to-design-the-largest-smart-city-regeneration-project-in-the-uk
https://www.peterborough.gov.uk/news/council-led-partnership-to-design-the-largest-smart-city-regeneration-project-in-the-uk
https://pirienergy.co.uk/privacy-policy/
https://www.cranfield.ac.uk/press/news-2020/largest-uk-smart-city-wide-low-carbon-energy-system-plans-unveiled
https://www.cranfield.ac.uk/press/news-2020/largest-uk-smart-city-wide-low-carbon-energy-system-plans-unveiled
https://www.sse.com/news-and-views/2020/07/launching-our-partnership-scheme-to-design-the-largest-smart-city-regeneration-project-in-the-uk/
https://www.sse.com/news-and-views/2020/07/launching-our-partnership-scheme-to-design-the-largest-smart-city-regeneration-project-in-the-uk/
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SWECO スウェーデンで設立された、エンジニアリング、環境技術、および建築に

関するコンサルティングを行う歴史ある企業413。 

スマーター・グ

リッド・ソリュ

ーション

（smarter grid 

solutions 

(SGS)） 

エネルギーシステムに関するソフトウェアを開発する企業414。 

本プロジェクトでは、マネジメント、グリッドインテグレーション、そし

てエネルギーリソースの市場における相互関連性に関するこれまでの経験

を応用する415。 

エレメント・エ

ナジー

（element 

energy） 

低炭素エネルギー分析に特化したエネルギーコンサルタント企業で、

ERM グループ会社である416。 

（注） 同部門は 2021 年に Aurelius Group に買収された。 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 

（3） 今後の計画 
 

今後のピーターバラの発展に関して注目されるのは、同 PIRI プロジェクトの動向である。同プ

ロジェクトは、2030 年までに炭素中立を達成し、消費者の電気・ガス代負担を最大 25％削減す

るという意欲的な目標を掲げている417。同プロジェクトが成功すれば、次世代の自治体による

エネルギー政策の新たな見本となることが期待される。 

  

 
413 SWECO  https://www.swecogroup.com/about-us/our-history/  
414 Smarter grid solutions  https://www.smartergridsolutions.com  
415 SSE Energy solutions, july 2020, Largest UK smart city-wide, low carbon energy system plans unveiled 

https://www.sseenergysolutions.co.uk/news-and-insights/largest-uk-smart-city-wide-low-carbon-energy-

system-plans-unveiled  
416 Element Energy  http://www.element-energy.co.uk  
417 New Civil Engineer, May 2021, Peterborough develops city-wide energy network for heat, electricity and 

transport https://www.newcivilengineer.com/innovative-thinking/peterborough-develops-city-wide-energy-

network-for-heat-electricity-and-transport-07-05-2021/  

https://www.swecogroup.com/about-us/our-history/
https://www.smartergridsolutions.com/
https://www.sseenergysolutions.co.uk/news-and-insights/largest-uk-smart-city-wide-low-carbon-energy-system-plans-unveiled
https://www.sseenergysolutions.co.uk/news-and-insights/largest-uk-smart-city-wide-low-carbon-energy-system-plans-unveiled
http://www.element-energy.co.uk/
https://www.newcivilengineer.com/innovative-thinking/peterborough-develops-city-wide-energy-network-for-heat-electricity-and-transport-07-05-2021/
https://www.newcivilengineer.com/innovative-thinking/peterborough-develops-city-wide-energy-network-for-heat-electricity-and-transport-07-05-2021/
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3. ブリストル 
 

ブリストルは南西イングランドにある港湾都市である。航空機産業や自動車産業に注力し着実

に経済を牽引してきた。コンコルド事業の拠点として知られる Filton（ブリストル市の北部に

位置、人口 1 万 2,000 人）はロールス・ロイス社の航空機エンジンの製造拠点や、英国エアバ

ス社の製造、設計拠点として発展し、現在でも航空宇宙産業の中心地として知られている。

1980 年代からは、湾岸部の再開発が盛んに行われている。2000 年以降は、政府から「サイエン

スシティ」として選出され418、エンターテインメント、ハイテク産業、サステナビリティに関

し多大な投資を行ってきた。現在はシリコンバレーに次ぐコンピューター産業の集積地とも言

われる。また、ブリストル大学と西イングランド大学ブリストル校を擁し、産学連携が非常に

強い。これら教育、研究、投資が功を奏し、英国で最も人気のある観光地のひとつであるブリ

ストルは、2015 年に欧州グリーン首都賞を受賞し419、また、2017 年にナビガント

（Navigant）が発表した英国のスマートシティの調査では、ロンドンを押さえ、英国で最もス

マートな都市と評価され420、スマートコミュニティのモデル地区として名をはせている。 

 

 

   
出所： eurogeographics. © EuroGeographics 2021 <https://www.mapsforeurope.org/explore-map/euro-global-

map> より作成 

 

 
418 BRISTOL, March 2009, What does 'Science City' mean? 

http://news.bbc.co.uk/local/bristol/hi/people_and_places/nature/newsid_7933000/7933423.stm  
419 European Commission, European Green Capital Award - Winning cities 

https://ec.europa.eu/environment/europeangreencapital/winning-cities/2015-bristol/index.html  
420 E. Woods, et al, 23 October 2017, UK Smart Cities Index 2017. Assessment of Strategy and Execution for 

the UK’s Leading Smart Cities.    

https://www.itu.int/en/ITU-T/ssc/resources/Documents/Huawei_2nd_Smart_Cities_Index_2017_FINAL.pdf  

© EuroGeographics 2021

出所：1. 

https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastan

dard?mod-metric=442&mod-

period=1&mod-area=E06000023&mod-

group=AllUnitaryLaInCountry_England&

mod-type=namedComparisonGroup  

2. Office for National Statistics, 26 May 

2021, Regional gross value added 

(balanced) by industry: local authorities by 

ITL1 region (Population estimates by local 

authority). 

https://www.ons.gov.uk/economy/grossdome

sticproductgdp/datasets/regionalgrossvalue

addedbalancedbyindustrylocalauthoritiesby

itl1region  

3. 同上(TLK South West edition), 

GVA は粗付加価値 

ブリストル基本情報 

 

正式名：City of Bristol 

管轄当局：Bristol City Council 

土地面積：1 万 967 ヘクタール 1 

人口：46 万 3,377 人（2019 年）2 

GVA：153 億 3500 万ポンド（2019 年暫

定値）3 

 

 

https://www.mapsforeurope.org/explore-map/euro-global-map
https://www.mapsforeurope.org/explore-map/euro-global-map
http://news.bbc.co.uk/local/bristol/hi/people_and_places/nature/newsid_7933000/7933423.stm
https://ec.europa.eu/environment/europeangreencapital/winning-cities/2015-bristol/index.html
https://www.itu.int/en/ITU-T/ssc/resources/Documents/Huawei_2nd_Smart_Cities_Index_2017_FINAL.pdf
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E06000023&mod-group=AllUnitaryLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E06000023&mod-group=AllUnitaryLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E06000023&mod-group=AllUnitaryLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E06000023&mod-group=AllUnitaryLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E06000023&mod-group=AllUnitaryLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
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（1） スマートコミュニティ推進の取り組み 
 

2013 年から 2014 年に、デジタル・文化・メディア・スポーツ省 Building Digital UK 局の

「Super-Connected Cities」プログラムから資金提供を受けて、ブリストル市議会が所有する既

存配管網の修復・拡張と R&D テストベッドの設置に必要なファイバー通信技術を確立し421、ス

マートコミュニティの研究・開発・イノベーションを実現した。 

 

また、2015 年には、ブリストル市議会とブリストル大学のジョイントベンチャーとして、ブリ

ストル・イズ・オープン（以降、BiO とする）が設立され、プログラム可能なデジタルインフ

ラの「テストベッド」を開発し、同年 4 月に始動した422。主に以下の分野に対し研究を進めて

いる 

 

• ソフトウェア定義ネットワーク（Software Defined Networking：SDN) 

• IoT およびビッグデータアナリティクス 

• 5G 

• AI および機械学習 

• CCTV 分析 

• 高性能計算（High Performance Computing：HPC） 

 

 

（2）  プロジェクト事例 
 

① The Big ClouT プロジェクト 
 

2016 年 7 月から 2019 年 6 月まで実施された BigClouT プロジェクトは、2013 年から 2016 年

に実施された ClouT プロジェクト423の成果をベースに、IoT、クラウドコンピューティングお

よびビッグデータという、3 つの鍵となる最新技術の活用によって、特に都市部における問題の

解決に繋がるプログラム可能なスマートシティプラットフォームの開発を目指したものである
424。 

 

その前身となる ClouT プロジェクト（2013 年から 2015 年まで実施）では、日本の情報通信研

究機構も研究費支援を行い、日欧共同で検討、統合を進め、多種多様のデータを収集・配信す

ることができる IoT + Cloud のアーキテクチャおよびプラットフォームを確立している。さら

に、ClouT プラットフォーム上で、IoT デバイスから収集するデータを利活用し、日欧 4 都市

（神奈川県藤沢市、茨城県つくば市、フランス・グルノーブル、英国・ブリストル）と連携し

た実証実験を通して市民・行政の行動変容を支援するアプリケーションやプラットフォームの

有効性を検証した。 

 

BigClouT プロジェクトでは、ClouT プロジェクトで確立した技術研究要素および日欧連携ノウ

ハウを最大限に活かしながら、ビッグデータ解析という研究要素を追加し、その成果を発展拡

張した。ClouT プロジェクトで構築したプラットフォームにおいて、都市からのビッグデータ

を抽出するとともに、抽出された付加価値の高い情報を市民に還元する活用法について、様々

 
421 Department for Digital, Culture, Media & Sport, October 2020, Evaluation of the SuperConnected Cities 

Programme: Final Synthesis Report, p. 5.  

https://www.gov.uk/government/publications/evaluation-of-the-superconnected-cities-programme 
422 Bristol City Council, Bristol is Open, What Bristol is Open is about: its origins, projects and future. 

https://www.bristol.gov.uk/policies-plans-strategies/bristol-is-open  
423 ClouT, Cloud of Things for empowering the citizen clout in smart cities  http://clout-project.eu/ja/  
424 European Commission, Big data meeting Cloud and IoT for empowering the citizen clout in smart cities 

https://cordis.europa.eu/project/id/723139  

https://www.gov.uk/government/publications/evaluation-of-the-superconnected-cities-programme
https://www.bristol.gov.uk/policies-plans-strategies/bristol-is-open
http://clout-project.eu/ja/
https://cordis.europa.eu/project/id/723139
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な分野（例えば、交通、健康、エネルギー、サービス、防犯など）で検討した。また、実証実

験を通して、都市資源をより効率的に利用した市民サービスの提供についても検証された425。 

 

この事業は、以下の企業のほか、BiO、慶應義塾大学、筑波大学、ランカスター大学（英国）、

アテネ国立工科大学（ギリシャ）、国立情報学研究所（NII）の研究機関が参加している。 

 

表 6  The Big ClouT プロジェクト 主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役割 

NTT R&D 

 

NTT R&Dは、日本最大のICT企業グループの持ち株会社である日本電信

電話株式会社の一部門である。 

2016年、BigClouTを設立。NTTは、自社開発したoneM2Mプラットフォ

ームをBigClouTパートナーに提供し、他のBigClouTコンポーネントと統

合してアーキテクチャを構築した。他のoneM2Mクライアント（例：

sensiNact）との互換性を高めることにより、Big ClouTコンポーネントや

その他のコンポーネントとの統合を容易にしている。 

NTT 東日本 NTT東日本は、都市のより深い社会的課題を探り、都市間やステークホル

ダーとの関係を強化することで、フィールドテストを通じた事業拡大の基

礎を築いた。例えば、つくば市では、観光客（主に外国人観光客）が外国

を訪れた際に経験する問題を把握し、解決するための糸口を見つけた。

2017年11月には藤沢市で、慶應大学が開発したスマートフォンアプリを

活用し、イベント情報および店や道路の混雑状況といった情報を交換する

ことで、イベント参加者の行動変容の促進（例：会場間の回遊性向上、混

雑緩和）が実現可能か、実証を行った426。 

CEA（フランス

代替エネルギ

ー・原子力委員

会） 

CEA の技術研究所である Leti は、都市のセンサー（交通、天候、汚染、

騒音など）からのデータを集約し、単一のインターフェースで利用できる

ようにするソフトウェアプラットフォーム「sensiNact」の開発に協力し

た427。 

アブシスキー・

コラボレーショ

ン・プロジェク

ト （Absiskey 

Collaborative 

Projects） 

フランスのコンサルタント会社。 

プロジェクトのイノベーションマネジメントとコミュニケーション活動を

サポート428。プロジェクト活動のモニタリングと財務フォローアップのた

めのウェブベースのプラットフォーム「Project netboard」を提供した。

また、プロジェクトの普及活動と影響評価を担当している429。 

エンジニアリン

グ・インジェグ

ネリア・インフ

ォマティカ・ス

パ 

（Engineering 

研究開発に重点を置くイタリアのソフトウェア会社430。 

同社はビッグデータの利便性、可視性を向上させるために、KNOWAGE

（オープンソースのビジネスインテリジェンスソフトウェア）の ClouT プ

ラットフォームへの導入に取り組んできた。また、日本における

KNOWAGE コミュニティを拡大するきっかけをつくってきた431。 

 
425 BigClouT  http://bigclout.eu/   
426 NTT 東日本、2017 年 9 月、日欧共同研究開発プロジェクト「BigClouT」の藤沢市における実証実験の実施

について https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/20170904_01.html  
427 Ceatech, December 2016, Inventing tomorrow’s smart cities with BigClouT 

https://www.cea-tech.fr/cea-tech/english/Pages/latest-news/inventing-tomorrows-smart-cities-with-bigclout-

iot.aspx 
428 BigClouT project kick-off, Tokyo, July 2016   

http://clout-project.eu/bigclout-first-stakeholder-meeting-tokyo-20-july/ (information available in English) 
429 BigCLouT, OUTCOMES, Public deliverables, WP5 Dissemination, exploitation and sustainability, D5.3 

Second year update dissemination and exploitation plan, p. 63. July 2018,   https://bigclout.eu/  
430 ENGINEERING   https://www.eng.it/en/who-we-are/overview  
431 BigCLouT, OUTCOMES, Public deliverables, WP5 Dissemination, exploitation and sustainability,,D5.3 

Second year update dissemination and exploitation plan, p.60. July 2018 

http://bigclout.eu/
https://www.ntt-east.co.jp/release/detail/20170904_01.html
https://www.cea-tech.fr/cea-tech/english/Pages/latest-news/inventing-tomorrows-smart-cities-with-bigclout-iot.aspx
https://www.cea-tech.fr/cea-tech/english/Pages/latest-news/inventing-tomorrows-smart-cities-with-bigclout-iot.aspx
http://clout-project.eu/bigclout-first-stakeholder-meeting-tokyo-20-july/
https://bigclout.eu/
https://www.eng.it/en/who-we-are/overview
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Ingegneria 

Informatica 

Spa ：ENG） 
（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 

② REPLICATE プロジェクト 
 

REPLICATE（REnaissance of PLaces with Innovative Citizenship And Technologies）432

は、2016 年 2 月から 2021 年 1 月まで実施された、エネルギー効率、モビリティ、ICT ソリュ

ーションを都市部に展開すること（スマートシティプラットフォームの開発）を目的とした欧

州の研究開発プロジェクトである。ブリストルのほか、スペインのサンセバスチャンとイタリ

アのフィレンツェの 3 つの都市が「リード」都市になっている。また、「フォロワー」都市や

「オブザーバー」都市もあり、これらの都市が相互学習や成果の共有に参画している。 

 

資源やエネルギー利用の効率を大幅に高め、都市交通の持続可能性を向上させ、都市部におけ

る温室効果ガスの排出量を大幅に削減するための革新的な技術的、組織的、経済的なソリュー

ションの展開を加速することが目的である。 

 

本プロジェクトでは、以下の 3 つの分野に力を入れ、スマートコミュニティへの移行を加速さ

せるものである。 

 

• エネルギー効率 

スマートホームを活用したエネルギー消費量の削減を目指す。具体的には、建物の改修

により、現状から最大 56％の省エネ。また、地域統合型のバイオガス暖房システムによ

り最大 35％の省エネ。 

 

• 持続可能なモビリティ 

持続可能な EV、充電システム、情報モビリティシステムの活用を進める。合計 200 台

以上の EV（ブリストルでは 40 台）、228 のパーソナライズされた充電スポット（ブリ

ストルでは 24 カ所）を設置する。 

 

• 統合 ICT インフラ 

ICT テクノロジーを活用し、地域の公共資源の利用と公共サービスの提供の効率化を目

指す。具体的には、FIWARE（スマート技術に特化したアプリケーションフレームワー

ク）とオープンデータ管理のための新しいプラットフォームの開発。新しい LED 技術

に基づく新しいスマート街頭システムの構築。ポスト WIMAX 技術に基づく高速モバイ

ルワイヤレスネットワークの拡大を進める。 

 

以下の企業のほかに、BiO（ブリストル・イズ・オープン）、西イングランド大学、ノウル・ウ

エスト・メディア・センター（KWMC）（テクノロジーとアートを駆使して、現代問題に対し

革新的な解決策を考え出す芸術系慈善団体）が参加している。 
 

表 7  REPLICATE プロジェクト 主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役

割 

 

東芝 東芝はブリストルにおいて、主に

Travel West（ブリストルが主導する観

光促進キャンペーン）を強化するため、

ドライバーが駐車場を探す時間を短縮す

 

 
432 REPLICATE（REnaissance of PLaces with Innovative Citizenship And Technologies） 

https://replicate-project.eu/about/ 

https://replicate-project.eu/about/


 

88 

 

るためのアプリ「ParkUs」の開発を担

当している。ドライバーはアプリを使っ

て駐車場を探すことができ、運転時間や

渋滞を減らし、CO2 の排出量を削減に

貢献する。このアプリには、高度な駐車

活動検知システムや、エリア内の駐車場

の状況を「ヒートマップ」形式で表示す

るなど、いくつかの斬新な機能が搭載さ

れる433。 

NEC NEC ラボラトリーズ・ヨーロッパは、

社会に先進的なソリューションを提供す

るため、ソフトウェアを中心とした技術

の研究開発を行っている企業である。 

ブリストルでは、エネルギー・マネジメ

ント・システム（需要と供給の全体的な

監視と分析）を担当している。これは、

エネルギー消費者と生産者の管理システ

ムを提供するとともに、選択された場面

のエネルギー需要を制御することができ

る。また、様々なビジネスモデルや制御

戦略のコンセプトをテスト・評価する一

方で、顧客の保証や満足度を検証するな

どして、持続可能性の評価を行う434。 

 

ゼータネット

ワークス

（Zeetta 

Networks） 

顧客のネットワークをインタラクティブ

なプラットフォームに変換し、既存のイ

ンフラの制御効率を高め、パフォーマン

スを向上させ、コストを削減するブリス

トルのソフトウェア会社である。 

本プロジェクトでは、ICT スマートシテ

ィ・プラットフォームの開発と

REPLICATE ICT システムの統合を担

当している。他に、ネットワーク制御と

仮想化のための自社コアネットワークオ

ペレーティングシステム(NetOS™)の開

発、NetOS と FIWARE および各種 ICT

サービスとの統合、BiO インフラと

FIWARE の統合に関する様々なアプロ

ーチ等を主導する435。 

 

ルートモンキ

ー（Route 

Monkey） 

アルゴリズムの開発を専門とし、車両、

物品、人、エネルギーなどの資産の最適

化を図る英国の大手企業。 

本プロジェクトでは、モビリティ・アル

ゴリズムに関する専門知識を提供し、ト

ラベル・ウェスト（Travel West）の旅

程計画アプリの機能を拡張する役割を担

っている。例えば、近くで利用可能な

 

 
433 REPLICATE(TOSHIBA)  https://replicate-project.eu/community/partners/toshiba/ 

 
434 REPLICATE(NEC) https://replicate-project.eu/community/partners/nec/ 
435 REPLICATE(Zeetta Newworks) https://replicate-project.eu/community/partners/zeetta-networks/  

https://replicate-project.eu/community/partners/toshiba/
https://replicate-project.eu/community/partners/nec/
https://replicate-project.eu/community/partners/zeetta-networks/
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EV 専門カーシェアリングクラブの EV

車や電動自転車、オンデマンドの電気バ

ス・タクシーサービスなどのモビリティ

の選択肢の情報を、リアルタイムで市民

が取得できる機能を開発している。さら

に、エネルギー管理システムとリンクさ

せて、利用者の EV 充電ニーズと電力グ

リッドの容量の両面から最適な EV 充電

を可能にするアルゴリズムを開発してい

る436。 

エソテリック

ス

（Esoterix） 

ブリストルを拠点とするテクノロジー企

業。最新の技術力とエンジニアリングの

専門知識を組み合わせることで、交通機

関向けに次世代の需要応答型ソフトウェ

アを開発している。 

このプロジェクトでは、オンデマンドの

電気タクシーおよびバスのアルゴリズム

の開発を担当している。これらの乗客

は、ウェブサイト、スマートフォンアプ

リ、またはメッセージを介して移動の予

約や変更を行い、地図上で車両の進行状

況をリアルタイムに確認し、車両が到着

した際にはアラートを受け取れるように

なる437。 

 

コ・ホイール

ズ（Co-

Wheels） 
 

Co-Wheels は、英国の組織やコミュニテ

ィに低公害車、ハイブリッド車、EV を

時間制で提供する、独立系カーシェアリ

ングクラブである。スマホで予約管理や

施錠解錠ができる。 

英国内の 60 以上カークラブの中には、

地方自治体や大学が職員のためのプール

カーとして使用しているものもあれば、

地域住民のためのシェアカーとしての役

割に特化しているものもある。本プロジ

ェクトでは、一般市民、観光客、企業・

団体が利用できる EV（ルノーZOE）

と、公共部門や民間部門の組織が仕事中

の移動を容易にするために利用できる電

動アシスト付き e バイクを配備する。将

来的には一般向けの自転車シェアリング

サービスに発展することが想定されてい

る438。 

 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 
 

 
436REPLICATE(Route Monkey)  https://replicate-project.eu/community/partners/route-monkey/  
437 REPLICATE(Esoterix) https://replicate-project.eu/community/partners/esoterix/  
438 REPLICATE(Co-Wheels) https://replicate-project.eu/community/partners/co-wheels/  

https://replicate-project.eu/community/partners/route-monkey/
https://replicate-project.eu/community/partners/esoterix/
https://replicate-project.eu/community/partners/co-wheels/
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③ 5G LOGISTICS439 
 

西イングランド合同行政機構（West of England Combined Authority ：WECA）は、ブリスト

ル港湾会社やブリストル大学スマート・インターネット・ラボなど 12 のパートナーからなるコ

ンソーシアムを率いて、5G プライベートネットワーク機能が物流部門の効率と生産性を向上さ

せる方法を検証している。 

 

2021 年 1 月から 2022 年 3 月まで実施されたこのプロジェクトは、英国デジタル・文化・メデ

ィア・スポーツ省の「5G Testbeds and Trials Programme（5G テストベッド・トライアルプ

ログラム）440」で実施されている 22 のプロジェクトの一つである。ブリストルでは物流環境に

おける 5G の価値を実証するために、以下の 3 つのプロジェクトを行う。 

 

• フリーポートおよびフリーゾーンにおけるセキュリティ、トレーサビリティ、貨物のリ

アルタイム追跡 

• 港湾監視業務におけるドローンの自律飛行 

• 5G スマートジャンクション（AI ベースの交通信号）による道路交通管理の改善、港周

辺の混雑緩和と交通の流れの改善 

 

安全保障上の懸念から、ファーウェイ（Huawei）製の機器や技術は一切使用していないことが

明言されている。 

 

このプロジェクトは BiO の直接的なプロジェクトではないが、ブリストル市議会、ブリストル

大学も参加している。 

 

表 8 5G LOGISTICS 主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役割 

セルネックス

（Cellnex） 

モバイルサイトの設置に精通したスペインの独立系の通信インフラプロバ

イダー。 

本プロジェクトでは、ブリストル港と Gravity スマートキャンパス向けに

5G 製品とサービスを開発する441。具体的には、5G ニュートラル・プライ

ベート・ネットワークの設計、統合、プロジェクト全体のテストベッドの

展開を主導していく。 

アットコア

（Attocore） 

ケンブリッジに拠点を置く、効率的で強化されたパケットコアを提供して

いるソフトウェア会社。 

本プロジェクトにおけるアットコアの役割は、ブリストル港と Gravity ス

マートキャンバスに、5G コアとスライシング機能を提供し、1 つのプライ

ベートネットワーク上で複数の物流サービスをホストすることである。将

来的には、Ofcom（情報通信庁）が英国内のプライベートネットワークの展

開をサポートするために割り当てた n77 バンドに実装される442。 

エアスパン

（Airspan） 

 

米国、英国、イスラエルで 5G セルインフラを生産しているハードウェアお

よびソフトウェアベンダーで、最先端の研究・イノベーション部門を有し

ている米国企業。 

本プロジェクトでは、分散型ユニット（DU）および集中型ユニット

（CU）向けに、5G 無線、アンテナ、ソフトウェアを含むオープン無線ア

 
4395G Logistics https://www.westofengland-ca.gov.uk/what-we-do/innovation/5g-logistics/ 
440 5G Testbeds and Trials Programme: complete list of 5G projects  

https://www.gov.uk/guidance/5g-testbeds-and-trials-programme-complete-list-of-5g-projects 
441 Cellnex, January 2021, Cellnex to develop 5G products and services for Bristol Port and Gravity Smart 

Campus https://www.cellnextelecom.co.uk/cellnex-to-develop-5g-products-and-services-for-bristol-port-and-

gravity-smart-campus/  
442 ATTCORE, February 2021, AttoCore Wins With 5G Logistics 

https://www.attocore.com/attocore-wins-with-5g-logistics/  

https://www.gov.uk/guidance/5g-testbeds-and-trials-programme-complete-list-of-5g-projects
https://www.cellnextelecom.co.uk/cellnex-to-develop-5g-products-and-services-for-bristol-port-and-gravity-smart-campus/
https://www.cellnextelecom.co.uk/cellnex-to-develop-5g-products-and-services-for-bristol-port-and-gravity-smart-campus/
https://www.attocore.com/attocore-wins-with-5g-logistics/
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クセスネットワーク（O-RAN）を提供するとともに、本プロジェクトのソ

リューションの現地展開に先駆け、ラボでのシミュレートをする。 

グラビティ

（Gravity） 

スマートキャンパスを開発する英国の不動産管理会社である。数万人の雇

用をもたらす、広さ 616 エーカーの最先端のスマートキャンパスを所有。

このキャンパスには、5G プライベートネットワークが設置され、ブリスト

ル港のフリーポート化シナリオにむけて、資産追跡の技術をテストするた

めに使用される。 

アンマンド・

ライフ

（Unmanned 

Life） 

自律型ロボットのシームレスな動作のためのソフトウェアプラットフォー

ムを開発している英国のテクノロジー企業。 

本プロジェクトでは、ブリストル港のドローンでの監視の計画をリードし

ており、AI を活用した“Autonomy-as-a-Service”プラットフォームを提供し

ている。 

ADVA オプテ

ィカルネット

ワーキング

（ADVA 

Optical 

Networking 

Ltd ：ADVA） 

高速な次世代ネットワークの基盤を構築する通信機器（OEM）を提供する

グローバルなドイツの企業。 

本プロジェクトでは、光スイッチング・マルチサイト・ゲートウェイの開

発・納入を主導している。 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 
上で紹介したプロジェクトのほかにも、Harbourside safety via thermal cameras and 5G、ブ

リストルオペレーションセンター（ Bristol Operations Centre ）、5G Smart Tourism 

project 等のプロジェクトが存在する。 

 

 

（3） 今後の計画 
 

BiO は 3 年ほどの実証期間を経て、研究開発の段階を脱した443。BiO の下で行われたプロジェ

クトは、BiO が単独で運営し、今後の都市の課題を解決するために、プラットフォームを進化

させていくとしている。今後は、異なるサービスエリア間のコラボレーションの強化、BiO ネ

ットワークの戦略的管理・開発を行っていく。 

 

また、ブリストル市議会のフレイヤ・ロックウッド氏は新型コロナウイルス感染拡大のスマー

トコミュニティの取り組みへの影響について、根本的なアプローチに変化はないものの、デジ

タルデバイドが顕在化し、これが喫緊の課題となったことを指摘している444。また、今後の課

題として、都市の課題のすべてがデジタル・ソリューションを必要としているわけではないこ

とを認識することと、アルゴリズムによる偏り、透明性の低さ、プライバシーの侵害、データ

の収集・利用・共有に対する市民の同意の欠如などのリスクがあることを考える必要がある
445、としている。 

 

ブリストルは 2020 年に、2050 年までの 10 年ごとのブリストル市のビジョンを示したワン・シ

ティ計画（One City Plan）を発表した446。コネクティビティ、経済、環境、健康およびウェル

ビーイング、住宅およびコミュニティ、学習および技能、と優先分野を定め、2019 年～2029

 
443 Bristol City Council, Bristol is Open, What Bristol is Open is about: its origins, projects and future.  

https://www.bristol.gov.uk/policies-plans-strategies/bristol-is-open  
444 F. Lockwood, November 2020, Bristol's smart city agenda: vision, strategy, 

challenges and implementation,PDF p. 213. 

 https://ietresearch.onlinelibrary.wiley.com/doi/full/10.1049/iet-smc.2020.0063?sid=vendor%3Adatabase  
445 F. Lockwood, November 2020, Bristol's smart city agenda, PDF p.212. 
446 Bristol One City, One City Plan 2020.  https://www.bristolonecity.com/about-the-one-city-plan/  

https://www.bristol.gov.uk/policies-plans-strategies/bristol-is-open
https://ietresearch.onlinelibrary.wiley.com/doi/full/10.1049/iet-smc.2020.0063?sid=vendor%3Adatabase
https://www.bristolonecity.com/about-the-one-city-plan/
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年、2030 年～2039 年、2040 年～2050 年の目標を設定（毎年の目標も設定）している。この中

で掲げられている主なスマートコミュニティ関連の目標は以下の通り。 

 

• 2030 年までにカーボンニュートラルを達成するという市の目標に向けて、長期的な

「City Leap Energy Partnership」を構築し、10 億ポンドに相当する低炭素スマートエ

ネルギーインフラの開発に着手する。 

• 2024 年までに市の世帯の 75%にスマートエネルギーテクノロジーを導入し、エネルギ

ー利用の効率向上を図ると同時に燃料貧困問題に終止符を打つ。 

• 2031 年までに英国で最もデジタルコネクティビティの高い都市となり、世界トップ 20

の「デジタルイノベーションセンター」となる。 

• 2032 年までに、市の大規模開発プロジェクトにおいて、スマートエネルギーインフラの

導入と、ネット・カーボン・ネガティブ（GHG 排出量より回収量を多くすること）が

標準慣行になるようにする。また、同年までにスマートゴミ箱を普及させる。 

• 2035 年までに市当局間のデジタルネットワークプラットフォームを開発し連携を促す。 

• 2036 年までに 6G を試験的に提供する。また、全市民が社会的ケア、医療およびその他

の公共サービスにおいてデジタルサービスにアクセスできるようにする。 

• 2037 年までに全ての公共サービスが市全体のデジタルプラットフォームを活用して提供

されるようにする。 

• 2042 年までに世界トップ 100 の「デジタル接続の最優良都市」になる。また、全ての

高齢者がデジタル技術の利用でき、その恩恵を受けられるようにする。 

• 2048 年までに高齢者への主要支援はデジタル医療サービスにより提供する。 
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4. ミルトンキーンズ 
 

ミルトンキーンズは、バッキンガムシャーにあるニュータウンで、1960 年代後半より開発が進

められてきた。（正式には市ではなく町である。）英国で唯一、開発当初からビジネスの成長

に特化して設計された町で、英国で最も急成長している都市の一つである。国家インフラ委員

会は、ケンブリッジ—ミルトンキーンズ—オックスフォードの都市群を「英国のシリコンバレ

ー」と称し、国内的にも国際的にも重要な地域であり、並外れた成長の可能性を秘めていると

している447。 

 

ミルトンキーンズは、英国有数のデジタル技術クラスターの一つであり、フィンテック、ヘル

ステック、エドテック（EdTech）、高性能エンジニアリング（High-Performance 

Engineering）448など、さまざまな産業分野に貢献している449。テクノロジーにおける同市の強

みは、センサー、コネクティビティ、ビッグデータアナリティクスおよび自動化、先進材料お

よびコネクテッド自動運転車を含む450。また、フォルクスワーゲン、サンタンデール銀行、メ

ルセデス・ベンツ、デロイト、デントンズ法律事務所等の世界企業がオフィスを構え、ビジネ

スサービスが盛んな地でもある451。 

 

国立コンピューティング博物館、オープン・ユニバーシティや、第二次世界大戦時にコンピュ

ータの生みの親であるアラン・チューリングらが活動した諜報基地のあったブレッチリーパー

クの所在地としても知られる。 

 

 
447 Invest Milton Keynes   https://www.investmiltonkeynes.co.uk/  
448 モータースポーツ、自動車、航空宇宙、防衛、ヘルスケアなど、パフォーマンスを重視する分野。 
449 Invest Milton Keynes, Key Sectors  https://www.investmiltonkeynes.co.uk/supporting-businesses/sectors/ 
450 Invest Milton Keynes, High-Performance technology  https://www.investmiltonkeynes.co.uk/supporting-

businesses/sectors/milton-keynes-high-performance-technology-cluster/  
451 Invest Milton Keynes, Business, Professional & Financial   

https://www.investmiltonkeynes.co.uk/supporting-businesses/sectors/business-professional-financial-

services/  

https://www.investmiltonkeynes.co.uk/
https://www.investmiltonkeynes.co.uk/supporting-businesses/sectors/milton-keynes-high-performance-technology-cluster/
https://www.investmiltonkeynes.co.uk/supporting-businesses/sectors/milton-keynes-high-performance-technology-cluster/
https://www.investmiltonkeynes.co.uk/supporting-businesses/sectors/business-professional-financial-services/
https://www.investmiltonkeynes.co.uk/supporting-businesses/sectors/business-professional-financial-services/
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出所： eurogeographics. © EuroGeographics 2021 <https://www.mapsforeurope.org/explore-map/euro-global-

map> より作成 

 

 

（1） スマートコミュニティ推進の取り組み 
 

ミルトンキーンズの先駆的なスマートコミュニティプロジェクトである MK:Smart は、イング

ランド高等教育基金協議会（Higher Education Funding Council for England：HEFCE）によ

るファンドを受け、オープン・ユニバーシティの主導で進められた。同プロジェクトは 2017 年

に終了したが、MK データハブによるデータ共有のプラットフォームを確立し、多数の受賞歴

を有するなど、世界のスマート・シティとしてのミルトンキーンズの立ち位置を確立するのに

貢献した。 

 

（2） プロジェクト事例 
 

① MK:5G アクセラレーター 
 

注目すべき最近のプロジェクトは、5G 構築プログラムである452。MK:5G は、カウンシルが主

導し、南東ミッドランド地域企業パートナーシップ（South East Midlands Local Enterprise 

Partnership：SEMLEP）により資金提供を受けたプロジェクトであり、オープン・ユニバーシ

ティ、BT、、CityFibre、TechMahindra、サテライトアプリケーション・カタパルトおよびコ

ネクテッドプレーシズ・カタパルトが協働して、ミルトンキーンズにおけるスマートコミュニ

ティ関連の研究開発を促進するための 5G インフラ整備を行なった453。同プロジェクトにより、

 
452 Milton Keynes 5G  https://uk5g.org/discover/testbeds-and-trials/milton-keynes-5g/  
453 KMI, Successful Conclusion to the MK:5G Project  http://kmi.open.ac.uk/news/article/19701  

© EuroGeographics 2021

ミルトンキーンズ基本情報 

 

正式名：Milton Keynes  

管轄当局：Milton Keynes Council 

面積：3 万 863 ヘクタール 1 

人口：26 万 9,457 人（2019 年）2 

GVA：145 億 5,900 万ポンド（2019 年

暫定値）3 

 

注： 

1. 英国地方自治協会

https://lginform.local.gov.uk/reports/lgasta

ndard?mod-metric=442&mod-

period=1&mod-area=E06000042&mod-

group=AllUnitaryLaInCountry_England&

mod-type=namedComparisonGroup  

2. 国家統計局, 26 May 2021, Regional gross 

value added (balanced) by industry: local 

authorities by ITL1 region (Population 

estimates by local authority). 

https://www.ons.gov.uk/economy/grossdome

sticproductgdp/datasets/regionalgrossvalue

addedbalancedbyindustrylocalauthoritiesb

yitl1region  

3. 同上 (TLJ South East edition),  

GVA は粗付加価値 

 

https://www.mapsforeurope.org/explore-map/euro-global-map
https://www.mapsforeurope.org/explore-map/euro-global-map
https://uk5g.org/discover/testbeds-and-trials/milton-keynes-5g/
http://kmi.open.ac.uk/news/article/19701
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E06000042&mod-group=AllUnitaryLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E06000042&mod-group=AllUnitaryLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E06000042&mod-group=AllUnitaryLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E06000042&mod-group=AllUnitaryLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E06000042&mod-group=AllUnitaryLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
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ミルトンキーンズの中心部、MK スタジアム、ブレッチリー、セントラル・ミルトンキーンズ

駅、大学病院、大学等、ミルトンキーンズの大部分が、5G ネットワークでカバーされた。 

 

同プロジェクトで敷設された 5G ネットワークは、さらに MK:5G アクセラレータープロジェク

トにおいて、ドライバーレス自動走行車両やドローン、ロボットのテストベッドとして用いら

れている454。同プロジェクトは、コネクテッドプレーシズ・カタパルトおよび True Altitude が

リードし、以下の 4 つの分野に焦点を絞った、革新的なスタートアップ企業との協働を図る
455。 

 

• モビリティ・データ 

リアルタイムデータと、先進的なデータ分析により、交通システムの効率性とレジリエ

ンス（強靭性）を強化し、コスト削減、ユーザー満足度の増加、空気の質改善に貢献す

る。 

• 健康・ウェルビーイング 

ケアの質向上および、病院施設外における、モニター、支援、診断、治療のキャパシテ

ィを増加させる。 

• 低炭素エネルギー 

増加する人口に対応する、低炭素ソリューションを提示する。 

• エネルギー・データ 

住居、商業および産業用の建物におけるエネルギー使用を最適化するため、エネルギー

使用に関連するより詳細なデータを提示する。 

 

同プロジェクトには、10 以上の中小企業が協働している。例えば、同ネットワークでトライア

ルを行なった Kar-go は、自動走行システムを搭載したデリバリー車両で、ウェールズの企業で

ある Academy of Robotics によってデザイン・製造された車両である。Kar-go は、最高時速 60

マイルまで出すことができ、一度の充電で、最大積載量の荷物を積んだ状態で 60 マイルの走行

が可能だという。同社を含む、MK:5G アクセラレーターの参加企業は以下の通り。 

 

表 9 MK:5G アクセラレーターの主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役割 

ブライトイエロー

（Briteyellow） 

 

室内にいる人の数や位置の把握などに利用できる、スマート・スペー

ス・テクノロジーを開発する、2003 年に創設されたミルトンキーンズの

企業456。 

MK:5G では、BriteCare リモートケアモニタリング用のスマートウェア

ラブルとアプリを開発する457。 

アカデミーオブロ

ボティクス

（Academy of 

Robotics） 

 

ウェールズに拠点を置くロボティクスの企業。機械学習とメカトロニク

スを組み合わせて、強力な自己適応型マシンと、特定のタスクに特化し

た AI を開発する。同社が 2020 年に発表した Kar-go（ドライバーレス

自動走行デリバリー車両）は欧州で初めて登場した自動運転車の一つで

ある。 

MK:5G では、同社の開発した Kar-go の試験走行を行なった。Kar-go

は、ラストマイル・デリバリーにおけるコストの 90％を削減できるとさ

れている。 

 
454 £4m investment in Milton Keynes 5G  https://www.milton-keynes.gov.uk/pressreleases/2021/jan/4m-

investment-in-milton-keynes-5g  
455Catapult, Innovative SMEs Join MK:5G Accelerator   https://cp.catapult.org.uk/news/mk5g-sme-

innovation-programme-explores-mobility-health-and-data/  
456Briteyellow  https://www.briteyellow.com/about-briteyellow  
457 CATAPULT, February 2021Briteyellow, an SME with a Novel Real-time Data Sharing Solution for Built 

Environment   https://cp.catapult.org.uk/news/sme-spotlight-qa-with-briteyellow-an-mk5g-accelerator-sme-

with-a-novel-real-time-data-sharing-solution-for-built-environment/  

https://www.milton-keynes.gov.uk/pressreleases/2021/jan/4m-investment-in-milton-keynes-5g
https://www.milton-keynes.gov.uk/pressreleases/2021/jan/4m-investment-in-milton-keynes-5g
https://cp.catapult.org.uk/news/mk5g-sme-innovation-programme-explores-mobility-health-and-data/
https://cp.catapult.org.uk/news/mk5g-sme-innovation-programme-explores-mobility-health-and-data/
https://www.briteyellow.com/about-briteyellow
https://cp.catapult.org.uk/news/sme-spotlight-qa-with-briteyellow-an-mk5g-accelerator-sme-with-a-novel-real-time-data-sharing-solution-for-built-environment/
https://cp.catapult.org.uk/news/sme-spotlight-qa-with-briteyellow-an-mk5g-accelerator-sme-with-a-novel-real-time-data-sharing-solution-for-built-environment/
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レベルファイブサ

プライズ（Level 

Five Supplies） 

2018 年に創設された、自動走行車両のためのマッピングセンサーやコン

トロールシステムを開発する、英国サマーセットに拠点を置く企業458。 

MK:5G では、空間測定とパノラマカメラを使って、広域にわたるリアリ

ティ・キャプチャのためのライブストリーミングを、5G ネットワークを

通じて提供する。 

フォーテック

（Fotech） 

2008 年に創設され、2019 年に BP Launchpad の傘下に入った企業であ

り、光ファイバーによる音感知技術によって、建物やインフラの異常を

感知するためのシステムを開発している企業である459。英国ハンプシャ

ーに本社を置く。 

MK:5G では、スマート・トラフィック・マネジメント・システムを開発

しており、同社の技術を応用したセンサーやカメラを用いて収集された

データをもとに、駐車場の管理や高速道路のメンテナンスに役立てるシ

ステムを構築するとされる460。 

インペリウムドラ

イブ（Imperium 

Drive） 

2019 年 4 月に自動走行技術のスタートアップとしてベルリンで設立され

た後、現在はロンドンに拠点を移し、自動走行車両のための遠隔運転技

術の開発を進めている461。 

MK:5G では、5G ネットワークを通じて得られるライブビデオとセンサ

ーからの情報をもとに、テレオペによる自動走行ソリューションを開発

する。 

ロボック（Robok 

Ltd） 

ケンブリッジ大学のスピンアウトとして設立され、ケンブリッジに拠点

を置く、低パワーコンピュータ・プラットフォームに最適化した、AI に

よるコンピュータ・ビジョン・アルゴリズムを開発する企業である462。 

MK:5G では、3D センシング・ソフトウェアの開発に携わる。 

アルケラテック

（Alchera Tech） 

モビリティと道路インフラに焦点を当てたクラウドベースの AI ソフトウ

ェア Alpha を開発したケンブリッジの AI スタートアップ企業463。既存

の様々なセンサーネットワークを利用して、単一の包括的な交通流と人

流のデータフィードを構築し、都市レベルでのリアルタイムのデジタル

ツインを作成する。 

MK：5G では、道路インフラの利用と運用データをリアルタイムで分析

し、道路インフラの運用を最適化する。 

ワーナー・パッチ

（Warner 

Patch） 

2019 年に設立された、慢性疾患のある患者の在宅介護のケアに特化した

医療デバイスを開発するロンドンの企業464。 

MK:5G では、5G ネットワークを用いて、臨床医が患者の症状の進行を

予測するのを助ける、患者のウェアラブルデバイスを開発する465。 

ファインダー

（Findaa） 

 

サプライチェーンをスマート化するための、AI 技術とセンシング技術を

使った資産管理・運用のプラットフォームを開発するロンドンの企業

 
458 CATAPULT, February 2021, SME Spotlight: Level Five Supplies, an SME that Creates Immersive 3D 

Environment for Smart Vehicles    https://cp.catapult.org.uk/news/sme-spotlight-qa-with-level-five-supplies-

an-sme-that-creates-immersive-3d-environment-for-smart-vehicles/  
459 CATAPULT, April 2021, SME Spotlight: Fotech, an MK:5G Accelorator SME whose innovative sound-

sensing technology makes smart cities a reality  https://cp.catapult.org.uk/news/sme-spotlight-fotech-an-

mk5g-accelerator-sme-whose-innovative-sound-sensing-technology-makes-smart-cities-a-reality/  
460 Business MK, June 2021, Robots, cars and medical devices… City pioneers 5G trials 

https://businessmk.co.uk/robots-cars-and-medical-devices-city-pioneers-5g-trials/  
461 ZENZIC, February 2020, From Berlin to London: The Imperium Drive Story   

https://zenzic.io/insights/imperium-drive/  
462 ROBOK  https://robok.ai/intelligent-sensing  
463 Alchera TECHNOLOGIES  https://www.alcheratechnologies.com  
464 WARNER PATCH  https://warnerpatch.com  
465 CATAPULT, March 2021, WarnerPatch: a start-up develops a wearable device that could revolutionise 

medical care  https://cp.catapult.org.uk/news/sme-spotlight-qa-with-warnerpatch-a-start-up-that-develops-

wearable-devices-to-revolutionise-medical-care/  

https://cp.catapult.org.uk/news/sme-spotlight-qa-with-level-five-supplies-an-sme-that-creates-immersive-3d-environment-for-smart-vehicles/
https://cp.catapult.org.uk/news/sme-spotlight-qa-with-level-five-supplies-an-sme-that-creates-immersive-3d-environment-for-smart-vehicles/
https://cp.catapult.org.uk/news/sme-spotlight-fotech-an-mk5g-accelerator-sme-whose-innovative-sound-sensing-technology-makes-smart-cities-a-reality/
https://cp.catapult.org.uk/news/sme-spotlight-fotech-an-mk5g-accelerator-sme-whose-innovative-sound-sensing-technology-makes-smart-cities-a-reality/
https://businessmk.co.uk/robots-cars-and-medical-devices-city-pioneers-5g-trials/
https://zenzic.io/insights/imperium-drive/
https://robok.ai/intelligent-sensing
https://www.alcheratechnologies.com/
https://warnerpatch.com/
https://cp.catapult.org.uk/news/sme-spotlight-qa-with-warnerpatch-a-start-up-that-develops-wearable-devices-to-revolutionise-medical-care/
https://cp.catapult.org.uk/news/sme-spotlight-qa-with-warnerpatch-a-start-up-that-develops-wearable-devices-to-revolutionise-medical-care/
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466。このプラットフォームによって、企業家は自社の製品が、今世界の

どこにどのような状態であり、どのような潜在的問題があるかなどを把

握することができ、サプライチェーンをコントロールするのに役立つと

される。 

MK:5G では、5G ネットワークを用いて、100％正確な自動在庫チェッ

クシステム、室内のアイテム・トラッキング、およびリアルタイム・セ

キュリティ・モニタリングシステムを開発する。 

ナウ・ワイヤレス

（Now 

Wireless） 

1995 年に設立され、2002 年からスマートコミュニティ開発に携わる英

国サリー州の企業467。 

MK:5G では自動走行車両関係のデータ通信をサポートする 5G 外部ルー

タを開発する。 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 

 

（3） 今後の計画 
 

ミルトンキーンズで今後注目されるのは、5G ネットワークを用いたトライアルの今後の発展で

ある。MK:5G プロジェクトにより 5G ネットワークが敷設され、今後多くの企業がミルトンキ

ーンズでのトライアルに参入していくことが予想される。例えば、2018 年に自動走行 pod のト

ライアルをミルトンキーンズで行なった Aurrigo は、すでにケンブリッジでトライアルを開始

している自動走行シャトルのトライアルをミルトンキーンズでも行う468。Aurrigo は、10 人搭

乗可能なシャトルをブレッチリー駅から MK Dons スタジアム間で走行させる予定である469。 

  

 
466 Findaa  https://www.findaatech.com  
467 Nowwireless  https://www.nowwireless.com/  
468 AURRIGO, January 2021, Aurrigo delivers autonomous vehicle technology to new £4m Milton Keynes 

5G Create project  https://aurrigo.com/aurrigo-delivers-autonomous-vehicle-technology-to-new-4m-milton-

keynes-5g-create-project-2/ 

5Gradar, January 2021, Driverless 5G shuttle will transport MK Dons fans to stadium 

https://www.5gradar.com/news/driverless-5g-shuttle-will-transport-mk-dons-fans-to-stadium  
469 SEMLEP (South East Midlands Local Enterprise Partnership), June 2021, The UK’s first standalone 5G 

network powers up Milton Keynes   

https://www.semlep.com/news/2021/the-uk-u2019s-first-standalone-5g-network-powers-up-milton-keynes/  

https://www.findaatech.com/
https://www.nowwireless.com/
https://aurrigo.com/aurrigo-delivers-autonomous-vehicle-technology-to-new-4m-milton-keynes-5g-create-project-2/
https://aurrigo.com/aurrigo-delivers-autonomous-vehicle-technology-to-new-4m-milton-keynes-5g-create-project-2/
https://www.5gradar.com/news/driverless-5g-shuttle-will-transport-mk-dons-fans-to-stadium
https://www.semlep.com/news/2021/the-uk-u2019s-first-standalone-5g-network-powers-up-milton-keynes/
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5. ハンバー（ハル） 
 

ハンバーはイースト・ライディング・オブ・ヨークシャー（East Riding of Yorkshire）、シテ

ィ 

・オブ・キングストン・アポン・ハル（City of Kingston upon Hull ：以降、ハル）、ノース・

イースト・リンカンシャー（North East Lincolnshire）およびノース・リンカンシャー

（North Lincolnshire）の 4 つの地方自治体から成る地域を指す。ハンバーは英国の「エネルギ

ーの河口」（Energy Estury）として知られ、国内の発電量の約 20％、精製燃料の 3 分の 1、

天然ガスの輸入量の 5 分の 1 以上を担っている。近年は、世界有数の洋上風力発電所や、それ

に関連した国際港、欧州最大級のバイオ燃料や廃棄物エネルギー生産工場等の受け入れや、世

界初のネットゼロカーボン産業クラスターの構築に向けて、二酸化炭素の回収・貯留（CCS：

Carbon dioxide Capture and storage）や低炭素水素製造プロジェクトの開発を大規模に進めて

おり、英国におけるエネルギートランジションを牽引する地域の一つとなっている。また、ノ

ーザンパワーハウス（Northern Powerhouse）プログラムの対象地域で、ハル市については同

プログラムのコアシティ、そしてレベリングアップ基金の第一優先都市に指定されている。 

 

ハンバーでは近年、デジタル技術分野への投資がかつてないほど活発化している。2019 年には

スマートコミュニティ、IoT、ブロックチェーン、ソフトウェア開発、サイバーセキュリティ等

のデジタル技術に焦点を当てた世界的な見本市・展示会、テックウィーク・ハンバー （Tech 

Week Humber）が創設され、革新的な地元企業と世界の企業との提携や、ハンバーへの企業誘

致を図っている470。 

 

ハンバーの中でもとりわけ注目すべき自治体はテックウィーク・ハンバーの創設パートナーで

もあるハル市である。2015 年には地元の開発事業者 Wykeland Group の主導で、総額 1,100 万

ポンドのテクノロジーインキュベーター、Centre for Digital Innovation（C4DI）が開設さ

れ、2021 年には 375 万ポンドが投じられて同施設の拡張が行われた。この施設拡張プロジェク

トは、政府の「ノーザン・パワーハウス」の取り組みの一環として、ハンバー地域企業パート

ナーシップ（LEP471）が確保した地域成長基金（Local Growth Fund）から約 130 万ポンドの

支援を受けている472。 

 

また、2018 年にはハル大学と地元のテレコム会社 KCOM のパートナーシップにより総額 1,300

万ポンドのハルデータセンターが新設され、それまでのハンバー地域における高品質のデータ

センターの欠如に終止符を打ち、より広範なデジタルトランスフォーメンションの推進体制を

整えた473。さらに、ハルのスマートコミュニティ実装の主要パートナーであるコネキシン

（Connexin）は同市の取り組みを加速すべく、新たなデータセンターの建設に 500 万ポンドを

投資している。Tech Nation474のデータによると、ハル市は、2020 年のデジタル技術関連投資

額においてイングランド北部のトップであった。 

 

 
470 Tech Week Humber  https://thebusinessculture.co.uk/hull/business-members/listing/tech-week-humber  
471 LEP(Local Enterprise Partnership) 地域の経済開発促進を担う複数の地方自治体と民間企業等による官民連

携のパートナーシップ。https://www.humberlep.org/ 
472 Humber LEP, July 2019, he Humber Local Enterprise’s (LEP) Board has agreed to allocate almost £1.3m 

in funding to the @TheDock tech campus in Hull’s Fruit Market.  https://www.humberlep.org/hulls-digital-

sector-is-set-for-a-boost-with-over-1m-earmarked-by-the-humber-local-enterprise-towards-third-phase-of-

thedock-tech-campus/  
473University of Hull, October 2017 FLAGSHIP NEW DATA CENTRE WILL BOOST REGION'S DIGITAL 

SECTOR, https://www.hull.ac.uk/work-with-us/more/media-centre/news/2017/hull-data-centre  
474 デジタル技術ビジネスの分野の、起業家のためのスケールアップネットワーク。技術系企業家の成長を促

し、英国のデジタル部門の支援などを行う。TechNation の運営のほとんどがデジタル・文化・メディア・スポ

ーツ省からの公的資金により賄われている。参考：https://technation.io/about-us/  

https://thebusinessculture.co.uk/hull/business-members/listing/tech-week-humber
https://www.humberlep.org/
https://www.humberlep.org/hulls-digital-sector-is-set-for-a-boost-with-over-1m-earmarked-by-the-humber-local-enterprise-towards-third-phase-of-thedock-tech-campus/
https://www.humberlep.org/hulls-digital-sector-is-set-for-a-boost-with-over-1m-earmarked-by-the-humber-local-enterprise-towards-third-phase-of-thedock-tech-campus/
https://www.humberlep.org/hulls-digital-sector-is-set-for-a-boost-with-over-1m-earmarked-by-the-humber-local-enterprise-towards-third-phase-of-thedock-tech-campus/
https://www.hull.ac.uk/work-with-us/more/media-centre/news/2017/hull-data-centre
https://technation.io/about-us/
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出所：図は以下より作成。英国地図、eurogeographics. © EuroGeographics 2021 

<https://www.mapsforeurope.org/explore-map/euro-global-map> 

ハンバー地域地図、Office for National Statistics licensed under the Open Government Licence v.3.0.  

Contains OS data © Crown copyright and database right 2021 

https://geoportal.statistics.gov.uk/documents/counties-and-unitary-authorities-april-2020-map-in-united-

kingdom/explore  

 

注：1. 英国地方自治協会 https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-

period=1&mod-area=E06000010&mod-group=AllUnitaryLaInCountry_England&mod-

type=namedComparisonGroup  

2. 国家統計局, 26 May 2021, Regional gross value added (balanced) by industry: local authorities by ITL1 

region (Population estimates by local authority). 

https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyind

ustrylocalauthoritiesbyitl1region  

3. 同上 (TLE Yorkshire and The Humber edition), GVA は粗付加価値。 

 

 

（1） スマートコミュニティ推進の取り組み 
 

ハルは人口 26 万人という規模の小ささを活かして過去 5 年で急速にスマートコミュニティ・テ

クノロジーの導入を進めてきた。同市の成功の基盤は強力なデジタルコネクティビティであ

る。ハルは KCOM が 8,500 万ポンドを投じて国内で初めて市全域にフルファイバーブロードバ

ンドを標準として展開した都市である475。加えて、スマートコミュニティ技術の核である IoT

デバイスの通信に重要な LoRaWAN も早くから整備しており、コネクティビティの面で英国を

先導した。LoRaWAN は、市とコネキシンが 2015 年に締結した、市内全域におけるワイヤレス

接続の 10 年間のコンセッション契約に基づき 2018 年に構築された。 

 

ハル市の現在の取り組みは、2017 年に実施された ICT レビューを起点とする。同レビューでは

公共サービスの質と効率の向上に向けて、それまで個別に運用されていたシステムを一元化す

る必要があることが明示され、市はこれに基づき、デジタルスマートシティ戦略 2018-2026 を

策定、コネキシンとパートナーシップ契約を締結し、システムの統合に向けて英国初の市独自

 
475 HULL’S ECONOMIC STRATEGY 2021-2026 

https://www.hull.gov.uk/sites/hull/files/media/Economic%20Strategy%202021%20-2026_0.pdf, p. 5. 

East Riding of 
Yorkshire Kingston upon Hull（ハル市）

Northeast Lincolnshire

© EuroGeographics 2021

ハル基本情報 

 

正式名：City of Kingston upon Hull 

管轄当局：Hull City Council 

土地面積：7,158 ヘクタール 1 

人口：25 万 9,778 人（2019 年）2 

GVA：61 億 7,900 万ポンド（2019 年暫定値）3 

 

https://www.mapsforeurope.org/explore-map/euro-global-map
https://geoportal.statistics.gov.uk/documents/counties-and-unitary-authorities-april-2020-map-in-united-kingdom/explore
https://geoportal.statistics.gov.uk/documents/counties-and-unitary-authorities-april-2020-map-in-united-kingdom/explore
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E06000010&mod-group=AllUnitaryLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E06000010&mod-group=AllUnitaryLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E06000010&mod-group=AllUnitaryLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
https://www.hull.gov.uk/sites/hull/files/media/Economic%20Strategy%202021%20-2026_0.pdf
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の OS を導入した。ハルのこの「スマートシティ OS プロジェクト」は英国で最も有名なスマー

トコミュニティプロジェクトの 1 つであり、同市が英国トップのスマートコミュニティとして

名を連ねる所以である。 

 

（2） プロジェクト事例 
 

① 「スマートシティ OS」プロジェクト 
 

市が導入した OS は、シスコの Kinetic for Cities プラットフォームを基盤にコネキシンが構築

した CityOS である。市内各所に設置された、複数のベンダーの IoT センサーやカメラ等からの

リアルタイムの情報を一元化することで、包括的かつ効率的な都市管理を行い、サービスの向

上を目指す。最終的には、市民、企業、公共団体など、市のすべての人がこれらのデータにア

クセスし、利用できるようにするとしている476。CityOS が統合するのは、これまで市が個別に

運用していた以下の 12 のシステムである477。 

 

• コネキシンのスマートゴミ箱：廃棄物収集管理システム 

• シーメンスの包括的な交通管理のためのストラトス（Stratos）システム 

• Bartec Auto ID の市のごみ収集車管理システム 

• Datek の街路灯管理のためのスマートシティ街路灯システム 

• Vaisala の天候の予測と路面状況を監視する IceCast システム 

• Teletrac Navman の GPS テクノロジー 

• Citi Logik の人や車の移動に関するモバイルデータを提供するシステム。 

• Pitney Bowes のストリートファニチャーの管理システム 

• Hydro-Logic の洪水警報センサー 

• Astun Technology のオープンソース GIS プラットフォーム（iShare） 

• 環境・食糧・農村地域省（Department for Environment, Food & Rural Affairs）

の大気質データベース 

• 環境庁（Environment Agency）の洪水モニタリングプラットフォーム 

 

これらに加え、直近では、市内の公共交通機関のインターチェンジに導入された、リアルタイ

ムのバス発着情報提供システムも、スマートシティ OS に統合されている478。 

 

表 10 スマートシティ OS の主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役割 

コネキシン

（Connexin） 

ハルに拠点を置く英国初のスマートコミュニティ事業者。現在、英国初の

IoTネットワークの全国展開を実現すべく、キャリアグレードのLoRaWAN

の敷設を進めている。ハルでは市のパートナーとしてスマートコミュニティ

の実装を進める。本プロジェクトに先立ち市全域にLoRaWANを構築、プロ

ジェクトの要となるCityOSを提供し、複数のばらばらのシステムを統合し

た。 

シスコ コネキシンのパートナーである。シスコは 2017 年に Digital Alpha 

Advisors を通してコネキシンに 1,000 万ポンドを投資し、後者による市の固

定無線アクセスの整備推進を支援した479。 

 
476市民、企業、公共団体など、街に住むすべての人がこのデータにアクセスし、利用できるようにすることが最

終的な目標 
477 Smart City OS - Hull’s journey to becoming a programmable city  https://www.apm.org.uk/resources/find-

a-resource/case-studies/case-study-smart-city-os-hull-s-journey-to-becoming-a-programmable-city/  
478 Connexin, May 2021 Connexin install new real-time smart city screens set to transform Hull’s Paragon 

Interchange  https://www.connexin.co.uk/newsroom/smart-city-screens-hull-interchange/  
479 Hull City Council, 24 September 2018, Digital Smart City Strategy, Para. 5.9. 
https://cmis.hullcc.gov.uk/CMIS/Document.ashx?czJKcaeAi5tUFL1DTL2UE4zNRBcoShgo=kZMLIkiX4nq4

UT7vSCBpSP1g%2Fm2Dp9jZSBJUD4OiIErxI12YvG29SQ%3D%3D&rUzwRPf%2BZ3zd4E7Ikn8Lyw%3D%

https://www.apm.org.uk/resources/find-a-resource/case-studies/case-study-smart-city-os-hull-s-journey-to-becoming-a-programmable-city/
https://www.apm.org.uk/resources/find-a-resource/case-studies/case-study-smart-city-os-hull-s-journey-to-becoming-a-programmable-city/
https://www.connexin.co.uk/newsroom/smart-city-screens-hull-interchange/
https://cmis.hullcc.gov.uk/CMIS/Document.ashx?czJKcaeAi5tUFL1DTL2UE4zNRBcoShgo=kZMLIkiX4nq4UT7vSCBpSP1g%2Fm2Dp9jZSBJUD4OiIErxI12YvG29SQ%3D%3D&rUzwRPf%2BZ3zd4E7Ikn8Lyw%3D%3D=pwRE6AGJFLDNlh225F5QMaQWCtPHwdhUfCZ%2FLUQzgA2uL5jNRG4jdQ%3D%3D&mCTIbCubSFfXsDGW9IXnlg%3D%3D=hFflUdN3100%3D&kCx1AnS9%2FpWZQ40DXFvdEw%3D%3D=hFflUdN3100%3D&uJovDxwdjMPoYv%2BAJvYtyA%3D%3D=ctNJFf55vVA%3D&FgPlIEJYlotS%2BYGoBi5olA%3D%3D=NHdURQburHA%3D&d9Qjj0ag1Pd993jsyOJqFvmyB7X0CSQK=ctNJFf55vVA%3D&WGewmoAfeNR9xqBux0r1Q8Za60lavYmz=ctNJFf55vVA%3D&WGewmoAfeNQ16B2MHuCpMRKZMwaG1PaO=ctNJFf55vVA%3D
https://cmis.hullcc.gov.uk/CMIS/Document.ashx?czJKcaeAi5tUFL1DTL2UE4zNRBcoShgo=kZMLIkiX4nq4UT7vSCBpSP1g%2Fm2Dp9jZSBJUD4OiIErxI12YvG29SQ%3D%3D&rUzwRPf%2BZ3zd4E7Ikn8Lyw%3D%3D=pwRE6AGJFLDNlh225F5QMaQWCtPHwdhUfCZ%2FLUQzgA2uL5jNRG4jdQ%3D%3D&mCTIbCubSFfXsDGW9IXnlg%3D%3D=hFflUdN3100%3D&kCx1AnS9%2FpWZQ40DXFvdEw%3D%3D=hFflUdN3100%3D&uJovDxwdjMPoYv%2BAJvYtyA%3D%3D=ctNJFf55vVA%3D&FgPlIEJYlotS%2BYGoBi5olA%3D%3D=NHdURQburHA%3D&d9Qjj0ag1Pd993jsyOJqFvmyB7X0CSQK=ctNJFf55vVA%3D&WGewmoAfeNR9xqBux0r1Q8Za60lavYmz=ctNJFf55vVA%3D&WGewmoAfeNQ16B2MHuCpMRKZMwaG1PaO=ctNJFf55vVA%3D
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本プロジェクトでは、コネキシンの CityOS のプラットフォームとして当社

の Kinetic for Cities を提供している。 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 

 

② ヨークシャー地理空間ツイン（Yorkshire Geospatial Twin）プロジェクト 
 

ハルの今後の都市計画にはスマートコミュニティテクノロジーを活用した交通渋滞の緩和が含

まれている。その取り組みの一つとして、リーズ拠点のデジタルツイン技術のスタートアッ

プ、スリングショットシミュレーションズが主導する、リーズ、ヨークおよびハルの 3 都市の

交通ネットワークの改善を目指すプロジェクトがある。同プロジェクトは、スリングショット

シミュレーションズがリーズで実施していた取り組みを拡大したもので、同社のデジタルツイ

ンプラットフォームを用いて対象 3 都市とその周辺地域の 3D モデルを自動生成し、既存道路の

交通容量の拡大や渋滞および大気汚染の緩和、そして物流の改善をもたらすことを目的として

いる。実施されれば世界有数の大規模デジタルツインプロジェクトになる。 

 

同プロジェクトは、政府の地理空間委員会とイノベート UK が実施した、輸送地理空間データ

（Transport Location Data）コンペティション480の第一フェーズ（総額 200 万ポンド）から支

援を受けた 28 のプロジェクトのうちの一つである。約 4 万 2,000 ポンド481の補助金を獲得し、

未来のモビリティのための革新的な地理空間ソリューションの基礎調査を実施した。第一フェ

ーズは 2021 年 3 月に終了し、第一フェーズで提示されたソリューションの商用化に向けた実証

を支援する第 2 フェーズの公募が 5 月に実施されたが、2022 年 4 月現在同プロジェクトは第 2

フェーズには進んでいない。 

 

表 11 ヨークシャー地理空間ツインプロジェクトの主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役割 

スリングショットシ

ミュレーションズ

（Slingshot 

Simulations） 

リーズ大学のスピンオフとして 2019 年に発足。シミュレーション技

術を広く一般に普及させることを目的とした、初の Simulation-as-a-

Service（サービスとしてのシミュレーション）ソフトウェア企業。同

社のサービスは、より迅速に、安く、簡単にシミュレーションを行う

ことを可能にする。 

本プロジェクトではデジタルツインプラットフォームを提供する。 

アルプ（Arup） 設計者、エンジニア、コンサルタントからなる会社で、世界各地に 90

の事務所を持ち、建造環境全般を取り扱っている。 

本プロジェクトでは、市のモデリングと交通計画における知見を提供

する。 

BT グループ ロンドンに本社を置く、英国最大手の固定電話およびインターネッ

ト・プロバイダー。世界でも最大規模の通信事業者の一つ。 

本プロジェクトでは、モビリティデータを集約、匿名化し、Sligshot

のデジタルツインに送る。これによりモビリティにおける独自の洞察

が可能になる。 

 
3D=pwRE6AGJFLDNlh225F5QMaQWCtPHwdhUfCZ%2FLUQzgA2uL5jNRG4jdQ%3D%3D&mCTIbCubSF

fXsDGW9IXnlg%3D%3D=hFflUdN3100%3D&kCx1AnS9%2FpWZQ40DXFvdEw%3D%3D=hFflUdN3100%3

D&uJovDxwdjMPoYv%2BAJvYtyA%3D%3D=ctNJFf55vVA%3D&FgPlIEJYlotS%2BYGoBi5olA%3D%3D=N

HdURQburHA%3D&d9Qjj0ag1Pd993jsyOJqFvmyB7X0CSQK=ctNJFf55vVA%3D&WGewmoAfeNR9xqBux

0r1Q8Za60lavYmz=ctNJFf55vVA%3D&WGewmoAfeNQ16B2MHuCpMRKZMwaG1PaO=ctNJFf55vVA%3D 
480 HM Government, September-November 2020, Funding competition 

SBRI: using geospatial data to solve transport challenges, phase 1  https://apply-for-innovation-

funding.service.gov.uk/competition/724/overview  
481 UK Research and Innovation,  Yorkshire Geospatial Twin  https://gtr.ukri.org/projects?ref=93953  

https://cmis.hullcc.gov.uk/CMIS/Document.ashx?czJKcaeAi5tUFL1DTL2UE4zNRBcoShgo=kZMLIkiX4nq4UT7vSCBpSP1g%2Fm2Dp9jZSBJUD4OiIErxI12YvG29SQ%3D%3D&rUzwRPf%2BZ3zd4E7Ikn8Lyw%3D%3D=pwRE6AGJFLDNlh225F5QMaQWCtPHwdhUfCZ%2FLUQzgA2uL5jNRG4jdQ%3D%3D&mCTIbCubSFfXsDGW9IXnlg%3D%3D=hFflUdN3100%3D&kCx1AnS9%2FpWZQ40DXFvdEw%3D%3D=hFflUdN3100%3D&uJovDxwdjMPoYv%2BAJvYtyA%3D%3D=ctNJFf55vVA%3D&FgPlIEJYlotS%2BYGoBi5olA%3D%3D=NHdURQburHA%3D&d9Qjj0ag1Pd993jsyOJqFvmyB7X0CSQK=ctNJFf55vVA%3D&WGewmoAfeNR9xqBux0r1Q8Za60lavYmz=ctNJFf55vVA%3D&WGewmoAfeNQ16B2MHuCpMRKZMwaG1PaO=ctNJFf55vVA%3D
https://cmis.hullcc.gov.uk/CMIS/Document.ashx?czJKcaeAi5tUFL1DTL2UE4zNRBcoShgo=kZMLIkiX4nq4UT7vSCBpSP1g%2Fm2Dp9jZSBJUD4OiIErxI12YvG29SQ%3D%3D&rUzwRPf%2BZ3zd4E7Ikn8Lyw%3D%3D=pwRE6AGJFLDNlh225F5QMaQWCtPHwdhUfCZ%2FLUQzgA2uL5jNRG4jdQ%3D%3D&mCTIbCubSFfXsDGW9IXnlg%3D%3D=hFflUdN3100%3D&kCx1AnS9%2FpWZQ40DXFvdEw%3D%3D=hFflUdN3100%3D&uJovDxwdjMPoYv%2BAJvYtyA%3D%3D=ctNJFf55vVA%3D&FgPlIEJYlotS%2BYGoBi5olA%3D%3D=NHdURQburHA%3D&d9Qjj0ag1Pd993jsyOJqFvmyB7X0CSQK=ctNJFf55vVA%3D&WGewmoAfeNR9xqBux0r1Q8Za60lavYmz=ctNJFf55vVA%3D&WGewmoAfeNQ16B2MHuCpMRKZMwaG1PaO=ctNJFf55vVA%3D
https://cmis.hullcc.gov.uk/CMIS/Document.ashx?czJKcaeAi5tUFL1DTL2UE4zNRBcoShgo=kZMLIkiX4nq4UT7vSCBpSP1g%2Fm2Dp9jZSBJUD4OiIErxI12YvG29SQ%3D%3D&rUzwRPf%2BZ3zd4E7Ikn8Lyw%3D%3D=pwRE6AGJFLDNlh225F5QMaQWCtPHwdhUfCZ%2FLUQzgA2uL5jNRG4jdQ%3D%3D&mCTIbCubSFfXsDGW9IXnlg%3D%3D=hFflUdN3100%3D&kCx1AnS9%2FpWZQ40DXFvdEw%3D%3D=hFflUdN3100%3D&uJovDxwdjMPoYv%2BAJvYtyA%3D%3D=ctNJFf55vVA%3D&FgPlIEJYlotS%2BYGoBi5olA%3D%3D=NHdURQburHA%3D&d9Qjj0ag1Pd993jsyOJqFvmyB7X0CSQK=ctNJFf55vVA%3D&WGewmoAfeNR9xqBux0r1Q8Za60lavYmz=ctNJFf55vVA%3D&WGewmoAfeNQ16B2MHuCpMRKZMwaG1PaO=ctNJFf55vVA%3D
https://cmis.hullcc.gov.uk/CMIS/Document.ashx?czJKcaeAi5tUFL1DTL2UE4zNRBcoShgo=kZMLIkiX4nq4UT7vSCBpSP1g%2Fm2Dp9jZSBJUD4OiIErxI12YvG29SQ%3D%3D&rUzwRPf%2BZ3zd4E7Ikn8Lyw%3D%3D=pwRE6AGJFLDNlh225F5QMaQWCtPHwdhUfCZ%2FLUQzgA2uL5jNRG4jdQ%3D%3D&mCTIbCubSFfXsDGW9IXnlg%3D%3D=hFflUdN3100%3D&kCx1AnS9%2FpWZQ40DXFvdEw%3D%3D=hFflUdN3100%3D&uJovDxwdjMPoYv%2BAJvYtyA%3D%3D=ctNJFf55vVA%3D&FgPlIEJYlotS%2BYGoBi5olA%3D%3D=NHdURQburHA%3D&d9Qjj0ag1Pd993jsyOJqFvmyB7X0CSQK=ctNJFf55vVA%3D&WGewmoAfeNR9xqBux0r1Q8Za60lavYmz=ctNJFf55vVA%3D&WGewmoAfeNQ16B2MHuCpMRKZMwaG1PaO=ctNJFf55vVA%3D
https://cmis.hullcc.gov.uk/CMIS/Document.ashx?czJKcaeAi5tUFL1DTL2UE4zNRBcoShgo=kZMLIkiX4nq4UT7vSCBpSP1g%2Fm2Dp9jZSBJUD4OiIErxI12YvG29SQ%3D%3D&rUzwRPf%2BZ3zd4E7Ikn8Lyw%3D%3D=pwRE6AGJFLDNlh225F5QMaQWCtPHwdhUfCZ%2FLUQzgA2uL5jNRG4jdQ%3D%3D&mCTIbCubSFfXsDGW9IXnlg%3D%3D=hFflUdN3100%3D&kCx1AnS9%2FpWZQ40DXFvdEw%3D%3D=hFflUdN3100%3D&uJovDxwdjMPoYv%2BAJvYtyA%3D%3D=ctNJFf55vVA%3D&FgPlIEJYlotS%2BYGoBi5olA%3D%3D=NHdURQburHA%3D&d9Qjj0ag1Pd993jsyOJqFvmyB7X0CSQK=ctNJFf55vVA%3D&WGewmoAfeNR9xqBux0r1Q8Za60lavYmz=ctNJFf55vVA%3D&WGewmoAfeNQ16B2MHuCpMRKZMwaG1PaO=ctNJFf55vVA%3D
https://apply-for-innovation-funding.service.gov.uk/competition/724/overview
https://apply-for-innovation-funding.service.gov.uk/competition/724/overview
https://gtr.ukri.org/projects?ref=93953
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サットセンス

（SatSense） 

英国リーズ大学のスピンオフとして 2018 年に発足。衛星レーダーの

データを用いて地盤変動モニタリングサービスを提供する。同社の提

供する地盤変動データは、他社に比べてはるかに精度も粒度も高い。 

本プロジェクトでは、衛星レーダーから読み取った情報を、高解像度

の地盤変動データに変換して、スリングショットシミュレーションズ

のプラットフォームに提供し、インフラ損傷を監視、予測、軽減する

ことでインフラ管理コストの削減につなげる482。 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 

 

（3） 今後の計画 
 

2021 年 8 月、市は 2026 年までの経済成長ビジョンを示した経済戦略（Hull’s Economic 

Strategy 2021-2126483）を発表した。この中で同市は、英国初のフルファイバー・シティとし

てのデジタルインフラにおける強みを生かし、国内有数のスマートコミュニティとしての地位

を維持するとしている。より具体的には、同市のスマートシティ OS を活用した、あるいはそれ

をさらに発展させることによる、交通問題の解消、そしてそれによる地域の生産性の向上と

CO2 削減に取り組む。とりわけ、革新技術を用いた物流ルートの最適化や、リアルタイム交通

や駐車状況等のデータを利用したビジネスの効率向上やモビリティの質の改善が今後の計画と

して挙げられており484、新たな取り組みとして、市全体の CCTV ネットワークのデータを利用

した主要道路における様々な車両や歩行者の交通流の傾向の監視が進められている485。特に物

流のスマート化は、ハンバーフリーポートの開発に伴い、その重要性が増すため、同戦略では

ハル大学のロジスティクス研究所（Logistics Institute）との協働によるデジタル技術を利用し

た革新的なソリューションの推進が示唆されている486。 

 

建物部門についても、赤外線画像を利用して個々の建物のエネルギー効率を測定し、今後の住

宅投資計画に役立てる、新たな取り組みが始まっている。また、2020 年初頭にハンバー地域の

地域企業パートナーシップ（Local Enterprise Partnership：LEP487）がシーメンスと協力して

エネルギー戦略488を策定しており、この中で、2032 年までに新規に開発される住宅の半分をマ

イクログリッドに接続する目標を掲げており、まずは同地域 3 カ所でコミュニティ・マイクロ

グリッドの構築実証を行うとしている489。 

  

 
482 Slingshot Simulations, February 2021, SatSense joins Yorkshire Geospatial Twin Project 

https://www.slingshotsimulations.co.uk/news/slingshot-life/satsense-joins-yorkshire-geospatial-twin-project/  
483 Hull City Council, August 2021, Hull’s Economic Strategy 2021-2126. Inclusive/Sustainable/Local. A 

place of opportunity where everyone benefits from success. 

https://www.hull.gov.uk/sites/hull/files/media/Economic%20Strategy%202021%20-2026_0.pdf  
484 Hull City Council, August 2021, Hull’s Economic Strategy 2021-2126, p. 20. 
485 HullLive, October 2021, Digital public services are being expanded in Hull 

https://www.hulldailymail.co.uk/news/hull-east-yorkshire-news/hull-smart-city-boss-says-6060036  
486 Hull City Council, August 2021, Hull’s Economic Strategy 2021-2126, p. 17. 
487 地域の経済開発促進を担う複数の地方自治体と民間企業等による官民連携のパートナーシップ。 
488 Humber Local Enterprise Partnership(LEP), February 2020, Humber Local Energy Strategy. Final 

Report. https://www.humberlep.org/wp-content/uploads/2020/02/Humber-LEP-Energy-Strategy-1.pdf  
489 Humber Local Enterprise Partnership, February 2020, Humber Local Energy Strategy, pp. 79-81. 

https://www.slingshotsimulations.co.uk/news/slingshot-life/satsense-joins-yorkshire-geospatial-twin-project/
https://www.hull.gov.uk/sites/hull/files/media/Economic%20Strategy%202021%20-2026_0.pdf
https://www.hulldailymail.co.uk/news/hull-east-yorkshire-news/hull-smart-city-boss-says-6060036
https://www.humberlep.org/wp-content/uploads/2020/02/Humber-LEP-Energy-Strategy-1.pdf
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6. ティーサイド 
 

ティーサイド（Teesside）はイングランド北部のティーズ川を囲む地域を指し、現在はティー

サイドよりも少し広い地域を含むティーズ・バレー（Tees Valley）を、ティーズ・バレー合同

行政機構（Tees Valley Combined Authority、以降、TVCA とする）が管轄している。同機構

は次の 5 つの行政区の合同行政機構として 2016 年に発足した。すなわち、ダーリントン

（Darlington）、ハートルプール（Hartlepool）、ミドルスブラ（Middlesbrough）、レッドカ

ー・アンド・クリーブランド（Redcar and Cleveland）、およびストックトン・オン・ティー

ズ（Stockton-on-Tees）である。 

 

レッドカー・アンド・クリーブランドには 2017 年に設立した英国最大のフリーポート、ティー

ズワークス（Teesworks）が含まれ、同地域では最先端の洋上風力設備製造施設の建設など、大

型開発プロジェクトがいくつか発表されている。また、ティーサイドでは石油大手 5 社が主導

する二酸化炭素回収貯留（Caron CCS）プロジェクト「ネットゼロ・ティーサイド（Net Zero 

Teesside）」が進められているのに加え、英国政府投資による国内初の水素運輸ハブ

（Hydrogen Transport Hub）開発プロジェクトも開始されており、同地域は、近い将来の英国

を代表する産業地域「Super Places」の一つとなると期待されている。  

出所：図は以下より作成。英国地図、eurogeographics. © EuroGeographics 2021 

<https://www.mapsforeurope.org/explore-map/euro-global-map>より作成 

ティーズ・バレー地域地図、Ross Burgess, Creative Commons BY-SA 4.0, 

https://commons.wikimedia.org/w/index.php?curid=47486351 

 

注：1. 各行政区の面積を合計。英国地方自治協会 https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-

metric=442&mod-period=1&mod-area=E06000005&mod-group=AllUnitaryLaInCountry_England&mod-

type=namedComparisonGroup  

2. 各行政区の人口を合計。 国家統計局, 26 May 2021, Regional gross value added (balanced) by industry: 

local authorities by ITL1 region (Population estimates by local authority). 

https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyind

ustrylocalauthoritiesbyitl1region  

3. 各行政区の GVA を合計。同上 (TLC North East edition), GVA は粗付加価値 

  

©EuroGeographic 2021

ティーズ・バレー基本情報 
  
正式名：Tees Valley 
管轄当局：Tees Valley Combined Authority 

土地面積：7 万 9,508 ヘクタール
1
 

人口：67 万 5,944 人 
2
 

GVA：139 億 5,100 万ポンド(2019 年暫定値）
3
 

  
  

https://www.mapsforeurope.org/explore-map/euro-global-map
https://commons.wikimedia.org/w/index.php?curid=47486351
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E06000005&mod-group=AllUnitaryLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E06000005&mod-group=AllUnitaryLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E06000005&mod-group=AllUnitaryLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
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（1） スマートコミュニティ推進の取り組み 
 

2017 年に発表された Navigant による英国のスマートコミュニティ調査報告書490では、ティー

ズ・バレー（および同地域の 5 つの行政区）は、スマート・コミュニティ推進自治体として取

り上げられていない。また、様々なメディアが紹介する、より最近のトップ・スマートコミュ

ニティにも名は上がっておらず、ティーズ・バレーはスマートコミュニティとしての地位が高

いとは言えない。実際、同地域はスマートコミュニティビジョンや推進戦略も公表していな

い。しかしながら、デジタル部門はティーズ・バレーの産業戦略において急成長が期待されて

おり、同地域の生産性向上を牽引する重要部門の一つとして特定されている491。同時に、ティ

ーズ・バレーは、先進製造業や化学・プロセス産業が、英国の中でも特に集積する地域である

ため、産業のデジタル化による競争力の強化の重要性が強く認識されている。よって、同地域

の産業戦略では、製造業部門のデジタル技術の革新と普及によるデジタルトランスフォーメー

ションと、それによるデジタル産業の振興が重視されている492。 

 

現在、ティーズ・バレーのデジタルコネクティビティは全国平均を上回る。また、ミドルスブ

ラでは、英国を代表するデジタルシティとしての地位を確立すべく、大規模プロジェクトが進

められている。さらに、ティーズ・バレー大学では地域産業のデジタル化やデジタルスタート

アップへの支援が強力に進められている。一方で、同地域のデジタルスキルは国内平均を下回

っており、TVCA はデジタルスキル向上への投資を優先課題の一つと位置付けている493。以

下、スマートコミュニティ推進に関連するティーズ・バレーの取り組みをまとめる。 

 

① デジタルコネクティビティの強化・高速化 
 

既述の通り、ティーズ・バレーの超高速ブロードバンド（100Mbps 超）のカバレッジは 91%

と、英国平均の 63%を大きく上回るが494、現在、更なる高速化が進められている。直近では、

TVCA と全国的なデジタルネットワークオペレーターのオープンリーチ（Openreach）がそれ

ぞれ 120 万ポンドおよび 230 万ポンドを投じ、ティーズ・バレーの 3,000 以上の世帯・事業所

にフルファイバーのギガビット級ブロードバンドを展開した495。このプロジェクトは、ダラ

ム・カウンティ・カウンシルとオープンリーチが主導する 3,800 万ポンドのデジタル・ダラム

プログラムの一環である496。また、ミドルスブラではシティ・ファイバー（City Fibre）との協

力の下、2021 年 5 月から 38 カ月をかけて 8 万 3,000 世帯にフルファイバーを提供する計画で

ある497。加えて、政府の進めるプロジェクト・ギガビットにより、商業展開による超高速ブロ

ードバンド接続が難しい一部地域でのフルファイバー化も進むと思われる。 

 

 
490 E. Woods, et al, 23 October 2017, UK Smart Cities Index 2017. Assessment of Strategy and Execution for 

the UK’s Leading Smart Cities. https://www.itu.int/en/ITU-

T/ssc/resources/Documents/Huawei_2nd_Smart_Cities_Index_2017_FINAL.pdf  
491 Tees Valley Combined Authority, July 2019, Tees Valley Local Industrial Strategy. Draft, p. 28.  

https://teesvalley-ca.gov.uk/wp-content/uploads/2019/07/10b-Appendix-2-Draft-Tees-Valley-Local-Industrial-

Strategy.pdf  
492 Tees Valley Combined Authority, July 2019, Tees Valley Local Industrial Strategy. Draft, p. 54.  
493 Tees Valley Combined Authority, January 2019, Tees Valley Investment Plan 2019-29, P. 16.  

https://teesvalley-ca.gov.uk/wp-content/uploads/2019/03/Investment-Plan-2019-20-Digital.pdf  
494 住宅および事業所のカバレッジ。Tees Valley Combined Authority, May 2021, pp. 8, 148.  

https://teesvalley-ca.gov.uk/wp-content/uploads/2021/05/Tees-Valley-Economic-Assessment-2020.pdf   
495 Tees Valley Combined Authority, Major Upgrade For Ultrafast Broadband Across The Tees Valley 
https://teesvalley-ca.gov.uk/major-upgrade-for-ultrafast-broadband-across-the-tees-valley/  
496 ISP news, March 2020, £3.5m Deal Sees 3000 Tees Valley Premises Get FTTP Broadband 

https://www.ispreview.co.uk/index.php/2020/03/3-5m-deal-sees-3000-tees-valley-premises-get-fttp-

broadband.html  
497 Barrie Cooper, Excutive Member Report to Council, Wednesday 22nd September 2021, para. 4. 

https://moderngov.middlesbrough.gov.uk/documents/s8420/Executive%20Member%20for%20Environment%

20Finance%20and%20Governance.pdf  

https://www.itu.int/en/ITU-T/ssc/resources/Documents/Huawei_2nd_Smart_Cities_Index_2017_FINAL.pdf
https://www.itu.int/en/ITU-T/ssc/resources/Documents/Huawei_2nd_Smart_Cities_Index_2017_FINAL.pdf
https://teesvalley-ca.gov.uk/wp-content/uploads/2019/07/10b-Appendix-2-Draft-Tees-Valley-Local-Industrial-Strategy.pdf
https://teesvalley-ca.gov.uk/wp-content/uploads/2019/07/10b-Appendix-2-Draft-Tees-Valley-Local-Industrial-Strategy.pdf
https://teesvalley-ca.gov.uk/wp-content/uploads/2019/03/Investment-Plan-2019-20-Digital.pdf
https://teesvalley-ca.gov.uk/wp-content/uploads/2021/05/Tees-Valley-Economic-Assessment-2020.pdf
https://teesvalley-ca.gov.uk/major-upgrade-for-ultrafast-broadband-across-the-tees-valley/
https://www.ispreview.co.uk/index.php/2020/03/3-5m-deal-sees-3000-tees-valley-premises-get-fttp-broadband.html
https://www.ispreview.co.uk/index.php/2020/03/3-5m-deal-sees-3000-tees-valley-premises-get-fttp-broadband.html
https://moderngov.middlesbrough.gov.uk/documents/s8420/Executive%20Member%20for%20Environment%20Finance%20and%20Governance.pdf
https://moderngov.middlesbrough.gov.uk/documents/s8420/Executive%20Member%20for%20Environment%20Finance%20and%20Governance.pdf
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② デジタルシティ・イニシアチブ 
 

ミドルスブラの中心に位置するボーホー（Boho）は、イングランド北東部有数のデジタル・ク

リエイディブ・クラスターで、ティーズ・バレーのデジタルおよびクリエイディブ・ハブであ

る。アプリ開発、ゲームデザイン、拡張現実などの分野で国内外のデジタル企業が集積する。

現在、同地域では、このボーホーを、英国を代表するデジタルシティにしようとする総額 2 億

5,000 万ポンドの壮大な開発プロジェクトが進められている498。この計画により、ティーズ・バ

レー地域における 2025 年までのデジタル部門の年平均成長率は、イギリス平均の 14%超を上回

ると期待されている499。 

 

③ 産業デジタル化支援 
 

デジタルシティ開発計画と並行して、デジタルメディアとデジタル技術の分野で世界レベルの

ティーサイド大学では、2021 年に産業デジタル化テクノロジーセンター（Industrial 

Digitalisaton Technology Centre）が開設された500。目的は、TVCA の産業のデジタル化推進

政策に即して、地域の産業デジタルエコシステムを発展させていくことである。同センター

は、地域の製造業部門の中小企業を対象にデジタル技術や大学の専門家が無料でコンサルティ

ングサービスを提供するほか、センターにある Serious Play Facility では、インダストリー4.0

のテクノロジーやサービスを実際に試してそれらの便益を体験することができる。利用できる

テクノロジーは、サイバー・フィジカル・ラボ、インタラクティブなデジタルファクトリーシ

ステム、データ管理およびビッグデータアナリティクス・ソフトウェア、SMART デジタルラボ

（人口知能（AI）、機械学習（ML）、仮想現実（VR）、可視化、ゲーミフィケーション）、

IoT・サイバーセキュリティラボ、センサーテクノロジー、シミュレーション、クラウドサービ

スおよびホスティング(レンタルサーバー)である。これまでも同大学ではデジタルシティ

（DigitalCity）イニシアチブを通してスタートアップ向けのアクセラレータープログラム、既

存のデジタル企業の成長支援プログラム、デジタルソリューション導入におけるアドバイスの

提供、企業のデジタル化あるいはデジタルトランスフォーメーションの支援を提供してきた
501。新設の産業デジタル化テクノロジーセンターは、産業のデジタル化に焦点を絞った支援強

化策となる。 

 

 

（2） プロジェクト事例 
 

① サウス・ティーズ病院のスマート医療技術導入プロジェクト502 
 

ティーズ・バレー最大の病院であるサウス・ティーズ病院（South Tees Hospital NHS 

Foundation Trust）は、患者の安全性やケアの質を高め、スタッフの負担を軽減する目的で AI

や日常業務の自動化等のスマートテクノロジーを導入する契約をアルシディオンと結んでい

る。導入されたシステムはミヤ・プレシジョン（Miya Precision） およびベター・オプネップ

 
498 Invest in Middlesbrough, Boho  https://www.investmiddlesbrough.co.uk/major-developments/boho/  
499 BohoX- Digital Sector Expansion   

https://teesvalley-ca.gov.uk/projects/business/boho-the-digital-city-expansion/  
500 Teesside University, Industrial Digitalisation Technology Centre 

https://www.tees.ac.uk/sections/business/funded_support/idtc.cfm 

Invest in Middlesbrough, March 2021, Teesside University launches state-of-the-art industrial digitalisation 

project https://www.investmiddlesbrough.co.uk/teesside-university-launches-state-of-the-art-industrial-

digitalisation-project/  
501 Digital City  https://thedigitalcity.com/  
502 Business Leader, November 2020, South Tees signs major deal with Alcidion for smart health tech 

https://www.businessleader.co.uk/south-tees-signs-major-deal-with-alcidion-for-smart-health-tech/, 

ALCIDION, November 2020, Alcidion signs milestone $9.5M deal with South Tees Hospitals NHS 

Foundation Trust for Miya Precision suite & ePMA   https://www.alcidion.com/asx-announcements/alcidion-

signs-milestone-9-5m-deal-with-south-tees-hospitals-nhs-foundation-trust-for-miya-precision-suite-epma/  

https://www.investmiddlesbrough.co.uk/major-developments/boho/
https://teesvalley-ca.gov.uk/projects/business/boho-the-digital-city-expansion/
https://www.tees.ac.uk/sections/business/funded_support/idtc.cfm
https://www.investmiddlesbrough.co.uk/teesside-university-launches-state-of-the-art-industrial-digitalisation-project/
https://www.investmiddlesbrough.co.uk/teesside-university-launches-state-of-the-art-industrial-digitalisation-project/
https://thedigitalcity.com/
https://www.businessleader.co.uk/south-tees-signs-major-deal-with-alcidion-for-smart-health-tech/
https://www.alcidion.com/asx-announcements/alcidion-signs-milestone-9-5m-deal-with-south-tees-hospitals-nhs-foundation-trust-for-miya-precision-suite-epma/
https://www.alcidion.com/asx-announcements/alcidion-signs-milestone-9-5m-deal-with-south-tees-hospitals-nhs-foundation-trust-for-miya-precision-suite-epma/
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（Better OPENeP）電子処方・薬剤投与（ePAM）システムで、臨床医用に設計されたもので

ある。前者は、患者の治療プロセスと記録をデジタル化すると同時に、病院全体にオーケスト

レーション層を提供し、医療情報交換の国際標準規格である FHIR を使用して、デジタル化に

よる新たな臨床データと既存システムの患者データを統合する。これにより、現在、異なるシ

ステムに分散されて保管されているデータが統合され、これらを包括的に AI 分析や高度な臨床

意思決定サポートに利用することが可能になる。また、タスク、ケアプラン、パスウェイ等の

患者のケアプロセスが自動化され、これまで医師や看護師が手作業や管理業務に費やしていた

時間を大幅に削減することができる。一方、次世代の ePAM システムである Better OPENeP

は、処方と薬剤投与のプロセスをデジタル化する。これら 2 つのソリューションは同時に導入

され、電子臨床観察、デジタル患者評価、ケアプラン、投薬プロセスの間でシームレスな統合

を実現する。 

 

サウス・ティーズ病院とアルシディオンは、さらに追加契約で Microsoft Azure でのクラウドホ

スティング、ホスティング環境のマネージドサービス、アルシディオンの臨床コミュニケーシ

ョンソリューション「Smartpage」、ビジネスチェンジ管理サービスを同病院に導入するとし

ている503。 

 

表 12 スマート医療技術導入プロジェクト 主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトでの役割 

アルシディオ

ン

（Alcidion） 

2000 年に創立のメルボルンに拠点を置く世界的なスマートヘルスケア・プロ

バイダ。近年、買収を通して包括的なスマートヘルスケアプロバイダに成長

している。 

本プロジェクトでは Miya Precision および Better OPENeP 電子処方・薬剤

投与（ePAM）システムを提供した。 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 

 

② InTiFi（Indutry 4 Technologies into Foundation Industries）504 
 

ティーサイドの材料加工研究所（Materials Processing Institute）は、デジタルツインテクノ

ロジーを用いて製鋼所の生産プロセスの効率化を図る実証プロジェクトを実施している。2020

年から 2 年間のプロジェクトで、英国鉄鋼大手リバティスチールグループのハートルプール

（Hartlepool）パイプ工場、ストックスブリッジ（Stocksbridge）特殊鋼工場、および同グルー

プで車両技術事業を展開するシフテック、そしてノッティンガムに拠点を置くプロセス産業用

シミュレーションプロバイダの TSC シミュレーションが参加する。 

  

同研究所は、まず同所が所有する R&D 兼工場であるノルマントン（Normanton）製鋼所で対

象技術を試験導入し、評価・改良してから、リバティスチールの 2 つの工場の生産プロセスに

導入する。ノルマントン製鉄所では、カメラやイメージングテクノロジーをインテリジェント

処理や機械学習と組み合わせて使用し、プロセス特性化、デジタルツインの作成、インテリジ

ェントな対話型処理モデルなどの精度を高めることに重点を置く。 

 

 
503 ALCIDION, December 2020, $2.0M extension to milestone deal with South Tees NHS Trust 

https://www.openbriefing.com/AsxDownload.aspx?pdfUrl=Report%2FComNews%2F20201214%2F02321580.

pdf  
504 TEES Business, June 2020, Materials Processing Institute at the forefront of £10m digitisation project 

https://teesbusiness.co.uk/2020/06/11/materials-processing-institute-at-the-forefront-of-10m-digitisation-

project/  

https://www.openbriefing.com/AsxDownload.aspx?pdfUrl=Report%2FComNews%2F20201214%2F02321580.pdf
https://www.openbriefing.com/AsxDownload.aspx?pdfUrl=Report%2FComNews%2F20201214%2F02321580.pdf
https://teesbusiness.co.uk/2020/06/11/materials-processing-institute-at-the-forefront-of-10m-digitisation-project/
https://teesbusiness.co.uk/2020/06/11/materials-processing-institute-at-the-forefront-of-10m-digitisation-project/
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シフテックは Aquila システムを提供する505。同システムは、GPS に似たシステムを使って工場

周辺の人や機器、車両の正確な位置をリアルタイムに追跡するもので、機器の遠隔操作用に開

発された同社の高速・長距離ネットワークソリューションと統合される。 

 

表 13  InTiFi 実証プロジェクト 主な参加企業・組織と役割 

企業・組織名 企業・組織概要およびプロジェクトにおける役割 

材料加工研究所

(Materials Processing 

Institute) 

ティーズバレーのミドルスブラにある先端材料、産業の脱炭素化、

サーキュラーエコノミーおよびデジタル技術に携わる組織にサービ

スを提供する研究・イノベーションセンター。特に鉄鋼業界を専門

としており、その研究は世界を先導する。 

本プロジェクトでは第一段階として同所の工場に対象テクノロジー

を導入し、技術の改良に取り組む。 

リバティスペシャルテ

ィスチール（Liberty 

Specialty  

Steels）ストックスブ

リッジ工場 

英国エネルギー・素材複合企業の GFG アライアンスの鉄鋼事業会社

であるリバティ特殊鋼の高付加価値製造部門。シェフィールドに立

地する。航空宇宙、石油ガス、インダストリアル・エンジニアリン

グなどの要求の高い分野で使用される合金およびステンレス鋼種の

提供に重点を置いている。 

本プロジェクトのテストベッドである。 

リバティスチール

（Liberty Steel）ハー

トルプール・パイプ工

場 

リバティスチールグループの工場。ティーズバレーのハートルプー

ルに立地する。深海を含むほとんどのパイプライン用途に適した

SAW（サブマージアーク溶接）炭素鋼パイプを製造する。 

本プロジェクトのテストベッドである。 

シフテック

（Shiftec） 

英国ウォーリックシャーに拠点を置く世界有数のモータースポーツ

用メカトロニクスおよび制御システムのサプライヤー。2017 年にリ

バティ（Liberty）により買収された。 

本プロジェクトでは、生産プロセスの安全性と効率性向上のために

センサー技術を提供する。 

TSC シミュレーショ

ン（TSC 

Simulation） 

英国ノッティンガムに拠点を置く、世界的なダイナミックプロセス

シミュレーションソリューションプロバイダ。特に石油ガス、化

学、原子力、製薬等のプロセス産業で実績を持つ。 

本プロジェクトでは、レーザースキャナーを用いて施設全体をデジ

タルスキャンしてデータを収集し、デジタルツイン・シミュレーシ

ョンモデルを生成する。 

PTC 英国ファーンボロに拠点を置く、国内大手産業 IoT プロバイダ。研

究センターやイノベーションセンターとの連携に実績があり、これ

までにシェフィールドの先進製造研究センター（Advanced 

Manufacturing Research Centre：AMRC）やダブリンの国立バイ

オプロセシング研究所（National Institute for BIOprocessing 

Research and Training）を支援してきた。 

本プロジェクトでは、同社の ThingWorx® Industrial Internet of 

Things (IIoT)プラットフォームを提供する。 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 

 

③ ティーズフレックス（Tees Flex）パイロット：オンデマンド交通506 

 
505 LIBERTY, September 2020, GFG Alliance companies to play key role in £10m programme for smart 

technology in factories  https://libertysteelgroup.com/news/gfg-alliance-companies-to-play-key-role-in-10m-

programme-for-smart-technology-in-factories/  
506 ViaVan and Stagecoach launch new on-demand transport service in Tees Valley 

https://ridewithvia.com/news/viavan-and-stagecoach-launch-new-on-demand-transport-service-in-tees-

valley/,  

https://libertysteelgroup.com/news/gfg-alliance-companies-to-play-key-role-in-10m-programme-for-smart-technology-in-factories/
https://libertysteelgroup.com/news/gfg-alliance-companies-to-play-key-role-in-10m-programme-for-smart-technology-in-factories/
https://ridewithvia.com/news/viavan-and-stagecoach-launch-new-on-demand-transport-service-in-tees-valley/
https://ridewithvia.com/news/viavan-and-stagecoach-launch-new-on-demand-transport-service-in-tees-valley/
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ティーズ・バレーでは、公共交通機関の整備が遅れている地域があり、そのために様々な機会

を得ることができない住民がいるという問題がある507。ティーズフレックスは、ティーズ・バ

レーの中で特に遠隔の 3 つの地域の住民を対象に、低価格のオンデマンド交通システムを試験

導入するものである。ヴィア（Via）とメルセデスベンツ ・バンズ（Vans）のジョイントベン

チャー「Via!」と英国の主要バスサービス会社ステージコーチグループのパートナーシップで、

TVCA の補助金を得て実施される（表 14）。 

 

ティーズフレックスは、スマートフォンのアプリケーション、ウェブサイトおよび電話で、送

迎場所とサービス対象地域外の目的地までのサービスを事前予約できる。Via!のアルゴリズムに

よりシームレスなオンデマンドバスシェアを可能にする。乗客は徒歩圏内の近くのバーチャル

バス停に誘導され乗降し、最適なルートで迅速かつ効率的なバスシェアを可能にしている。 

 

実証サービスは 2020 年 2 月から 3 年間実施され、成功すればティーズ・バレー地域全体に拡大

される可能性がある。 

 

表 14 ティーズフレックスパイロット 主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役割 

ビア（Via!） 世界有数のオンデマンド・パブリックモビリティの提供・開発会社である

Via とメルセデスベンツ・バンズのジョイントベンチャー。2017 年に発足

した、欧州の主要なオンデマンド交通サービス提供会社である。Via!とメ

ルセデスベンツ・バンズは、他にもセンサー技術や、EV 車両管理、自動運

転といった先進的なモビリティソリューションの開発で協力している。 

本プロジェクトでは、サービスの核となるソフトウェアおよびバス車両を

提供する。Via!は、英国ではロンドン、ミルトンキーンズ、リバプール、

オックスフォード、レスターでもオンデマンド交通サービスを提供してい

る。 

ステージコーチ

（Stagecoach） 

英国の主要バスサービス会社。ティーズフレックスサービスを実際に対象

地域住民に提供する。 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 

 

（3） 今後の計画：パイプラインプロジェクト 
 

TVCA は、戦略的運輸計画（Strategic Transport Plan508）で「人と物の地域内の移動、地域内

への移動、そして地域外への移動において、質、迅速性、価格、信頼性、炭素排出量、および

安全性の面で、レベルの高い輸送ネットワークを提供すること」をビジョンに掲げた。そして

交通ネットワークの組織体制、管理、運営方法をより統合して、その利便性を高めることを目

指している。 

 

TVCA はこのビジョンと目標の実現のためには、目的に合った都市交通管理制御（UTMC）プ

ログラムを開発することが重要であるとして、2012 年に導入された UTMC システムの強化に

 
TEES VALLEY COMBINED AUTHORITY, New On-Demand Tees Flex Bus Service Is Unveiled 

https://teesvalley-ca.gov.uk/new-on-demand-tees-flex-bus-service-is-unveiled/ 

Intelligent Transport, March 2020, ViaVan and Stagecoach launch on-demand transport service in Tees 

Valley https://www.intelligenttransport.com/transport-news/96685/viavan-and-stagecoach-launch-on-

demand-transport-service-in-tees-valley/   https://www.stagecoachbus.com/promos-and-offers/north-

east/tees-flex  
507 Tees Valley Combined Authority, Wheels to Work Phase 2. Executive Summary, p. 1. https://teesvalley-

ca.gov.uk/wp-content/uploads/2021/01/W2W-Draft-Business-Case-Executive-Summary.pdf 
508 Tees Valley Combined Authority, Strategic Transport Plan 2020-2030.  https://teesvalley-ca.gov.uk/wp-

content/uploads/2020/10/STP-Main-Report-Design-Digital-pages.pdf  

https://teesvalley-ca.gov.uk/new-on-demand-tees-flex-bus-service-is-unveiled/
https://www.intelligenttransport.com/transport-news/96685/viavan-and-stagecoach-launch-on-demand-transport-service-in-tees-valley/
https://www.intelligenttransport.com/transport-news/96685/viavan-and-stagecoach-launch-on-demand-transport-service-in-tees-valley/
https://www.stagecoachbus.com/promos-and-offers/north-east/tees-flex
https://www.stagecoachbus.com/promos-and-offers/north-east/tees-flex
https://teesvalley-ca.gov.uk/wp-content/uploads/2021/01/W2W-Draft-Business-Case-Executive-Summary.pdf
https://teesvalley-ca.gov.uk/wp-content/uploads/2021/01/W2W-Draft-Business-Case-Executive-Summary.pdf
https://teesvalley-ca.gov.uk/wp-content/uploads/2020/10/STP-Main-Report-Design-Digital-pages.pdf
https://teesvalley-ca.gov.uk/wp-content/uploads/2020/10/STP-Main-Report-Design-Digital-pages.pdf
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取り組んでいる509。UTMC は様々な交通管理システムが相互に通信し情報共有できるようにす

るシステムである。これにより、可変情報表示装置（VMS）、CCTV、スマート信号装置、ナ

ンバープレート認識装置、大気汚染測定器、交通量計測器、気象観測器等、複数のデバイスか

ら得られるデータを、中央コンソールやデータベースに集約することが可能になる。UTMC は

ミドルスブラ・カウンシルが主管機関として運用・保守しており、強化プロジェクトも同カウ

ンシルが主導する。現在、カウンシルはシーメンスの協力を得て同プロジェクトに取り組んで

いる。UTMC に必要となるアセットはティーズ・バレー全域に設置される予定であるが、ハー

ドウェアの種類と設置場所に関する計画はフォア・コンサルティング（Fore Consulting）との

協力の下進められている。 

 

TVCA は 2018 年から 4 年間、運輸省の都市変革基金（Transforming Cities Fund、TCF）510

から総額 5,900 万ポンド511を支給されており、同プロジェクトはこの補助金を利用し実施する
512。加えて、スマート信号システムの導入に関しては運輸省の交通信号メンテナンススキーム

（Traffic signals maintenance scheme）513から 50 万ポンドの補助金を獲得している514。 

  

 
509 L. Hutchinson, A. Weston and C. Torode, Tees Valley Urban Traffic Management and Control (UTMC) 

Sysmtem. Executive Summary. https://teesvalley-ca.gov.uk/wp-content/uploads/2021/02/UTMC-Business-

Case-Executive-Summary.pdf; Tees Valley Combined Authority Website. https://teesvalley-

ca.gov.uk/projects/transport/tees-valley-urban-traffic-management-and-control-utmc-system/  
510TCF は、2016 年秋の予算案で発表された、総額 230 億ポンドの National Productivity Investment Fund の

一環として、2017 年秋の予算案で発足した資本助成金である。TCF は発足当時総額 17 億ポンドであったが、

2018 年に 24 億 5,000 万ポンドに増額された。 

Department for Transport, March 2018 Transforming Cities Fund, 

https://www.gov.uk/government/publications/apply-for-the-transforming-cities-fund  
511 Department for Transport, July 2021, Awarded funding allocations 

https://www.gov.uk/government/publications/apply-for-the-transforming-cities-fund/awarded-funding-

allocations  
512 Agenda Item 15. Report to the Tees Valley Combined Authority Cabinet, 1st June 2018. Report of Head of 

Transport. Transforming Cities Fund. para 3. https://teesvalley-ca.gov.uk/wp-content/uploads/2018/05/15-

Transforming-Cities-Fund.pdf  
513 運輸省は地域の道路維持費のため地方自治体に助成金を提供しているが（Highways Maintenance 

Funding）、2021/22 年は、交通信号機の維持費として別途 150 百万ポンドがロンドンを除く地方自治体に用意

された。Department for Transport, February 2021, Highways maintenance funding allocations   

https://www.gov.uk/government/publications/highways-maintenance-funding-allocations#history  

Department for Transport, August 2021, Traffic signals maintenance scheme: award winners 

https://www.gov.uk/government/publications/traffic-signals-maintenance-scheme-award-winners  
514 Department for Transport, August 2021, Traffic signals maintenance scheme award winners 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1009151/t

raffic-signals-maintenance-scheme-award-winners.csv/preview  

https://teesvalley-ca.gov.uk/wp-content/uploads/2021/02/UTMC-Business-Case-Executive-Summary.pdf
https://teesvalley-ca.gov.uk/wp-content/uploads/2021/02/UTMC-Business-Case-Executive-Summary.pdf
https://teesvalley-ca.gov.uk/projects/transport/tees-valley-urban-traffic-management-and-control-utmc-system/
https://teesvalley-ca.gov.uk/projects/transport/tees-valley-urban-traffic-management-and-control-utmc-system/
https://www.gov.uk/government/publications/apply-for-the-transforming-cities-fund
https://www.gov.uk/government/publications/apply-for-the-transforming-cities-fund/awarded-funding-allocations
https://www.gov.uk/government/publications/apply-for-the-transforming-cities-fund/awarded-funding-allocations
https://teesvalley-ca.gov.uk/wp-content/uploads/2018/05/15-Transforming-Cities-Fund.pdf
https://teesvalley-ca.gov.uk/wp-content/uploads/2018/05/15-Transforming-Cities-Fund.pdf
https://www.gov.uk/government/publications/highways-maintenance-funding-allocations#history
https://www.gov.uk/government/publications/traffic-signals-maintenance-scheme-award-winners
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1009151/traffic-signals-maintenance-scheme-award-winners.csv/preview
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1009151/traffic-signals-maintenance-scheme-award-winners.csv/preview
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7. サンダーランド 
 

サンダーランドは、かつて造船業、石炭採掘、ガラス製造で有名であったが、現在は日産の欧

州拠点として、自動車エンジニアリング分野において世界を先導している。また近年は、将来

の主力産業部門としてデジタル部門の強化に注力しており、とりわけ 2008 年にサンダーランド

ソフトウェアシティ（Sunderland Software City）が設立されて以降、同部門の成長が加速し

ている515（Box 2 参照）。 

 

サンダーランドソフトウェアシティは、北東ビジネスイノベーションセンター（North East 

Business Innovation Centre）516、サンダーランド大学、サンダーランド市カウンシルが参加

するパートナーシップとして発足した。イングランド北東地域の中小企業を対象にデジタル技

術に関連したビジネスおよびイノべーションサポートやスキルプログラムを提供する517。イン

グランド北東地域のデジタル産業のハブとして建設されたサンダーランドソフトウェアセンタ

ービル（Sunderland Software Centre）の中核組織で、デジタルカタパルト・北東およびティ

ーサイドも兼務する。サンダーランドソフトウェアセンターの建設費を含め、サンダーランド

ソフトウェアシティは、2007 年から 2013 年にかけて欧州地域開発基金（European Regional 

Development Fund）518から総額 8 億 7,000 万ポンドの助成金を受けている519。 

 

 

（参考）近年に見るサンダーランド市のデジタル部門における躍進 

 

• 情報通信業界の有力な英国メディア会社トータルテレコムが主催する Connected Britain 

Awards のデジタルカウンシルオブザイヤー 2021 を受賞520。 

• ハーバード大学テクノロジー＆アントレプレナーシップセンターが主催する「2020 Civic 

Innovation in Technology Award（欧州）」を受賞521。 

• デジタル・リーダーズ・UK（Digital Leaders UK）のスマートシティオブザイヤー 2020 を

受賞。Digital Leaders UK は「英国におけるデジタルトランスフォーメーションへの先駆的

かつ持続可能なアプローチを実証している」個人や組織を表彰するもの。 

• 2019 年 12 月にデジタル・リーダーズ・シティプログラム（Digital Leaders Cities 

Programme）522のメンバーに任命されている523。同プログラムは、英国の 11 都市の様々な

 
515 SUNDERLAND oursmartcity  https://www.sunderlandoursmartcity.com/our-sunderland/  
516 北東ビジネス革新センター（North East Bsueiness and Innovation Centre、BIC）は、欧州 BIC ネットワ

ーク（European BIC Network、EBN）のメンバーで、イングランド北東地域における中小企業の成長と革新

的な起業家やスタートアップへの支援とビジネス施設を提供する非営利企業である。EU の基金等の公的支援を

受ける。 
517 University of Sunderland, Research Excellence Framework (REF) 2014 Impact Case Studies, Sunderland 

Software City: Developing the Software Sector in the North East 

https://impact.ref.ac.uk/casestudies2/refservice.svc/GetCaseStudyPDF/43393 
518 EU 加盟国内の後進地域での開発計画に無償援助を行う基金。 
519 European Commission, Driving innovation in north-east England’s Silicon Valley 

https://ec.europa.eu/regional_policy/en/projects/united-kingdom/driving-innovation-in-north-east-englands-

silicon-valley  
520 Perform green, September 2021, Sunderland City Council receives the Connected Britain Digital Council 

of the year 2021 Award  https://www.performgreen.co.uk/sunderland-city-council-receives-the-connected-

britain-digital-council-of-the-year-2021-award/  
521 SUNDERLAND oursmartcity, SUNDERLAND WINS EUROPEAN AWARD FOR INNOVATION AND 

TECHNOLOGY, February 2021 https://www.sunderlandoursmartcity.com/news/sunderland-wins-european-

award/,  

QUADRANT SMART, Sunderland City Council named winners of Civic Innovation in Technology Award for 

innovative app  https://quadrant-smart.com/sunderland-city-council-named-winners-of-civic-innovation-in-

technology-award-for-innovative-app/ 
522 DIGITAL LEADERS   https://digileaders.com/cities/  
523 SUNDERLAND oursmartcity, May 2020, AN AGILE APPROACH TO 5G IMPLEMENTATION 

https://www.sunderlandoursmartcity.com/news/an-agile-approach-to-5g-implementation/  

https://www.sunderlandoursmartcity.com/our-sunderland/
https://impact.ref.ac.uk/casestudies2/refservice.svc/GetCaseStudyPDF/43393
https://ec.europa.eu/regional_policy/en/projects/united-kingdom/driving-innovation-in-north-east-englands-silicon-valley
https://ec.europa.eu/regional_policy/en/projects/united-kingdom/driving-innovation-in-north-east-englands-silicon-valley
https://www.performgreen.co.uk/sunderland-city-council-receives-the-connected-britain-digital-council-of-the-year-2021-award/
https://www.performgreen.co.uk/sunderland-city-council-receives-the-connected-britain-digital-council-of-the-year-2021-award/
https://www.sunderlandoursmartcity.com/news/sunderland-wins-european-award/
https://www.sunderlandoursmartcity.com/news/sunderland-wins-european-award/
https://quadrant-smart.com/sunderland-city-council-named-winners-of-civic-innovation-in-technology-award-for-innovative-app/
https://quadrant-smart.com/sunderland-city-council-named-winners-of-civic-innovation-in-technology-award-for-innovative-app/
https://digileaders.com/cities/
https://www.sunderlandoursmartcity.com/news/an-agile-approach-to-5g-implementation/
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分野から 10 万人以上のシニアリーダーが集まるコミュニティで、デジタルトランスフォー

メーションの推進により経済成長、社会福祉の向上、そして社会的格差の縮小を目指して協

力するためのプラットフォームである。アジリシス（Agilisys）524、ベルファースト、バー

ミンガム、ブリストル、カーディフ、グラスゴー、リーズ、ニューカッスル、サルフォー

ド、サンダーランド、ウィガン、ロンドンがメンバーとして参加する。 

 

 

 
出所：eurogeographics. © EuroGeographics 2021 <https://www.mapsforeurope.org/explore-map/euro-global-

map> より作成 

 

 

（1） スマートコミュニティ推進の取り組み 
 

サンダーランド市のスマートコミュニティ推進は、2019 年 6 月に行われた、市の「スマートシ

ティプラン（Sumart City Plan）525」についてのステークホルダーとの対話とそれに基づくビ

ジョンの共有（Work shop）に始まる526。同プランは向こう 10 年以上にわたりサンダーランド

を「ダイナミックで、健康的で、活気に満ちたスマートシティ（dynamic, healthy and vibrant 

smar city）」に変革することをビジョンとして掲げ、同市を「2030 年までに、全ての人、コミ

ュニティ、ビジネスに機会を提供する、繋がりのある国際的な都市にする」とした。ここで言

 
524 地方自治体と市民中心のテクノロジー製品に焦点を合わせている IT ソフトウェアおよびビジネスサービスプ

ロバイダ。 
525 同プランが正式に採択されたのは 2019 年 11 月である。 

Sunderland City Council, City Plan  https://sunderland.gov.uk/city-plan  
526 SUNDERLAND oursmartcity, October 2021, OUR YEAR AS THE UK’S SMARTEST CITY 

https://www.sunderlandoursmartcity.com/uncategorized/our-year-as-the-uks-smartest-city/  

© EuroGeographics 2021

サンダーランド基本情報 

 

正式名：Sunderland 

管轄当局：Sunderland City Council 

土地面積：1 万 3,743 ヘクタール 1 

人口：27 万 7,705 人（2019 年） 2 

GVA：70 億 6,200 万ポンド(2019 年暫定

値）3 

注：1. 英国地方自治協会

https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastand

ard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-

area=E08000024&mod-

group=AllMetropolitanBoroughLaInCountry

_England&mod-

type=namedComparisonGroup  

2. 国家統計局, 26 May 2021, Regional gross 

value added (balanced) by industry: local 

authorities by ITL1 region (Population 

estimates by local authority). 

https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomest

icproductgdp/datasets/regionalgrossvalueadd

edbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1re

gion  

3. 同上 (TLC North East edition)、 

GVA は粗付加価値 

https://sunderland.gov.uk/city-plan
https://www.sunderlandoursmartcity.com/uncategorized/our-year-as-the-uks-smartest-city/
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E08000024&mod-group=AllMetropolitanBoroughLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E08000024&mod-group=AllMetropolitanBoroughLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E08000024&mod-group=AllMetropolitanBoroughLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E08000024&mod-group=AllMetropolitanBoroughLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E08000024&mod-group=AllMetropolitanBoroughLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E08000024&mod-group=AllMetropolitanBoroughLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
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う「繋がり」とは、パートナーシップ等の人と人との繋がり、交通インフラを基盤とする場所

と場所の繋がり、そして最も重要なのがデジタルコネクティビティである。 

 

2020 年 2 月、市はスマートシティプランを踏まえてスマートシティ戦略527策定した。その中核

に据えられたのが、市全体を漏れなくカバーする次世代ネットワークの構築である。スマート

シティプランの実現には 5G やファイバーによるユビキタスな高速接続を市全域に展開すること

が不可欠であるとの認識がその背景にある。同戦略は、ネットワーク構築における最大の障壁

として、既存のネットワークや建物等へのアクセス、そして許認可手続き等を挙げ、これらの

障壁を低減することで、ネットワークプロバイダにより良いビジネス環境を整えていくとし

た。同時に、イノベーションへのサポート、デジタルリテラシーやスキル向上への支援、市行

政サービスの統合されたデジタル化の推進も主要課題と位置づけられた。 

 

同市のスマートコミュニティ政策はサンダーランドスマートシティプログラムオフィスが主導

する528。独自のウェブサイトを構築しており529、スマートシティ戦略やプロジェクト事例を掲

載している。スマートコミュニティ戦略の策定やビジネスケース等に関する技術的なアドバイ

スは、デジタルトランスフォーメーションのコンサルティング会社であるパフォーム・グリー

ン（Perform Green）が提供する530。市が現在注力している 5G コネクティビティの展開も同社

が支援する。 

 

コネクティビティの強化 

 

2019 年の Centre for Cities の報告書531によると、サンダーランドは英国の都市の中でも超高速

ブロードバンド網のカバレッジが最も低い都市の一つであり、加えてほとんどの主要な民間企

業の 5G やファイバー網構築のロードマップの対象地域でもなかった。このため市は、デジタル

コネクティビティの強化には市の介入が必要であるとして、スマートシティ戦略の最重要課題

に位置づけ、英国政府やデジタルカタパルトの支援を取り付けながら、積極的にコネクティビ

ティの改善に取り組んでいる532。とりわけ、5G の展開に注力しており、総額 700 万ポンドの市

中心部およびリバーサイド地区再開発プロジェクトでは、レベリングアップ・住宅・コミュニ

ティ省の Getting Building 基金から獲得した 450 万ポンドの助成金の多くを 5G インフラの整

備に充てる予定である。また、市全域における LPWAN（LoRaWAN）の展開にもこの助成金

を利用する計画で、これらのプロジェクトは 2022 年前半に完了する予定である533。なお、

LPWAN については、2017 年にデジタルカタパルトが実施した英国における LPWAN 展開を目

的とした公募「Things Connected」で Sunderland Software City が主導するコンソーシアムが

 
527 SUNDERLAND oursmartcity, SUNDERLAND DIGITAL STRATEGY   

https://www.sunderlandoursmartcity.com/wp-content/uploads/Sunderland-Digital-strategy-

presentation_web-compressed.pdf  
528 SUNDERLAND oursmartcity, A DYNAMIC, HEALTHY, VIBRANT CITY OF VISION 

https://www.sunderlandoursmartcity.com/about-us/  
529 SUNDERLAND oursmartcity, welcome to our smart city of Sunderland 

https://www.sunderlandoursmartcity.com/  
530 perform green, September 2021, Sunderland City Council receives the Connected Britain Digital Council 

of the year 2021 Award   https://www.performgreen.co.uk/sunderland-city-council-receives-the-connected-

britain-digital-council-of-the-year-2021-award/  
531 Centre for Cities Report, January 2019.  
532 S. Wary, 22 October 2020, 'Why Sunderland was crowned the UK's leading sumart city’. <https://cities-

today.com/why-sunderland-was-crowned-the-uks-leading-smart-city/  
533 SUNDERLAND oursmartcity, September 2020, DIGITAL INVESTMENT IS KEY TO RECOGNITION 

AND RECOVERY https://www.sunderlandoursmartcity.com/news/digital-investment-is-key-to-recognition-

and-recovery/; Catapult Digital: North East Tees Valley, 20 July 2021, IoT for Local Authorities. 

Information Pack. 

https://assets.ctfassets.net/nubxhjiwc091/5ZtL7WqiL1O8p1XYvo9QSp/8f114b6c200f331fad703b25a7ffc9a4/I

oT4LA_Transport_Info_Pack.pdf 

LOCALISED DIGITAL TRANSFORMATION SUPPORTING HEALTH AND CARE 

https://www.agileageing.org/site_files/5944/upload_files/LOCALISEDDIGITALTRANSFORMATION.pdf?dl

=1  

https://www.sunderlandoursmartcity.com/wp-content/uploads/Sunderland-Digital-strategy-presentation_web-compressed.pdf
https://www.sunderlandoursmartcity.com/wp-content/uploads/Sunderland-Digital-strategy-presentation_web-compressed.pdf
https://www.sunderlandoursmartcity.com/about-us/
https://www.sunderlandoursmartcity.com/
https://www.performgreen.co.uk/sunderland-city-council-receives-the-connected-britain-digital-council-of-the-year-2021-award/
https://www.performgreen.co.uk/sunderland-city-council-receives-the-connected-britain-digital-council-of-the-year-2021-award/
https://www.sunderlandoursmartcity.com/news/digital-investment-is-key-to-recognition-and-recovery/
https://www.sunderlandoursmartcity.com/news/digital-investment-is-key-to-recognition-and-recovery/
https://assets.ctfassets.net/nubxhjiwc091/5ZtL7WqiL1O8p1XYvo9QSp/8f114b6c200f331fad703b25a7ffc9a4/IoT4LA_Transport_Info_Pack.pdf
https://assets.ctfassets.net/nubxhjiwc091/5ZtL7WqiL1O8p1XYvo9QSp/8f114b6c200f331fad703b25a7ffc9a4/IoT4LA_Transport_Info_Pack.pdf
https://www.agileageing.org/site_files/5944/upload_files/LOCALISEDDIGITALTRANSFORMATION.pdf?dl=1
https://www.agileageing.org/site_files/5944/upload_files/LOCALISEDDIGITALTRANSFORMATION.pdf?dl=1
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助成金を獲得し、LoRaWAN の構築およびそれを利用した IoT ベースのスマートコミュニティ

プロジェクトが実施されている。フルファイバーについては、シティファイバー（CityFibre）

が実施している総額 40 億ポンドのギガビットシティ投資プログラム（Gigabit City Investment 

Programme）から 6 億 2,000 万ポンドの投資を取り付け、2025 年までに市の 95%の建物をフ

ルファイバーでカバーする予定である534。他にもネトミア（Netomia）およびヴァージン・メ

ディア（Virgin Media）がギガビット級のブロードバンド構築に投資している。 

 

 

（2） プロジェクト事例 
 

① 英国アシスティブ・テクノロジー・テストベッドプロジェクト（National 

Assistive Technologies Test Bed Project）535 
 

サンダーランド市は、デジタルカタパルト北東、ティーズバレー（ Digital Catapult - North 

East and Tees Valley）およびスマートコミュニティコンサルティング会社 Urban Foresight の

協力の下、2018 年 11 月から 2019 年 4 月にかけて、英国のテストベッドとして、GPS や IoT

を駆使したアシスティブ・テクノロジー（Assistive Technologies）536を用いて高齢者の安全な

自立した生活を支援する実証プロジェクトを実施した537。サンダーランド CCG（Clinical 

Commissioning Group538）、NHS デジタル539および 地方自治体協議会（Local Government 

Association）が実施した社会的ケアデジタル革新プログラム（Social Care Digital Innovation 

Programme）540から助成金を受けている。プロジェクトでは、要介護と認定された高齢者 120

世帯に GPS やモーションセンサー等の IoT デバイスを設置、そして全てのデバイスと相互通信

してデータを統合し AI 分析するデータハブの役割を担うプラットフォーム「Core」を開発し

た。同プロジェクトでモニターしたのは、①服薬管理、②対象高齢者の気分、③栄養と水分補

給、④家の中での移動、の 4 つである。対象者の家族や介護チーム、市のソーシャルワーカー

は、携帯電話やウェブサイトでリアルタイムで状況をモニターし、その情報を共有できる。ま

た、「プッシュアラート」を利用して異常発生時に SNS テキストメッセージで知らせを受ける

こともできる。 

 

現在、このイニシアチブは、核となるプラットフォームの名を「Core」から「SHEILA（Social 

Health Enabling Independent Living App）541」に変更し継続されている。市は最終的に、1

世帯当たり最大 10 の IoT デバイスを 5,500 世帯に導入する目標を掲げている。 

 

Core/SHEILA の開発事業者は Solcom/Whzan で（表 15 参照)、同社は家庭用モニタリング IoT

デバイスセット「Guardian Kit」も提供している542。 

 

 
534 SUNDERLAND oursmartcity, August 2021, CITYFIBRE GETS TO WORK ON FUTURE-PROOFING 

SUNDERLAND’S DIGITAL FOUNDATIONS 

https://www.sunderlandoursmartcity.com/news/cityfibre-gets-to-work-on-future-proofing-sunderlands-

digital-foundations/ 
535 LGC, February 2019,Sunderland: We’re building a test bed for assistive technologies 
https://www.lgcplus.com/idea-exchange/sunderland-were-building-a-test-bed-for-assistive-technologies-22-

02-2019/  
536 医療や福祉の分野において、生活支援が必要な人々の自立支援のためのテクノロジー。 
537 SUNDERLAND oursmartcity, NATIONAL ASSISTIVE TECHNOLOGIES TEST-BED 
https://www.sunderlandoursmartcity.com/casestudies/national-assistive-technologies-test-bed/,  
538 CCG は各地域の開業医（GP）を中心とする新組織で、地域医療政策や予算権限をもつ。 
539 国営医療サービス（NHS）の傘下でデータおよびデジタル技術の活用を推進する組織。 
540 NHS デジタルが 2016 年から 2021 年にかけて実施した社会的ケアプログラム（Social Care Programme）

の一環である。参考：https://digital.nhs.uk/services/social-care-programme#our-funding 
541 SHEILA 概要 

https://www.sunderlandoursmartcity.com/insights/sheila-explained/ 
542 whzan DIGITAL HEALTH, GUARDIAN KIT  https://www.whzan.uk/guardian-kit  

https://www.sunderlandoursmartcity.com/news/cityfibre-gets-to-work-on-future-proofing-sunderlands-digital-foundations/
https://www.sunderlandoursmartcity.com/news/cityfibre-gets-to-work-on-future-proofing-sunderlands-digital-foundations/
https://www.lgcplus.com/idea-exchange/sunderland-were-building-a-test-bed-for-assistive-technologies-22-02-2019/
https://www.lgcplus.com/idea-exchange/sunderland-were-building-a-test-bed-for-assistive-technologies-22-02-2019/
https://www.sunderlandoursmartcity.com/casestudies/national-assistive-technologies-test-bed/
https://www.whzan.uk/guardian-kit


 

114 

 

アシスティブ・テクノロジーを用いて社会的ケアを支援する同市の革新的なアプローチにより

同市は、ハーバード大学テクノロジー＆アントレプレナーシップセンターが主催する「2020 

Civic Innovation in Technology Award（欧州）」を受賞している 

 

表 15  英国アシスティブ・テクノロジー・テストベッドプロジェクト 

主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役割 

ソルコム/ウーザン

（Solcom/Whzan） 

Solcom は 1998 年に設立した IoT ソフトウェアベンダー。英国 Isle of 

Wight（ワイト島）に本社を置く。医療・福祉部門のモニタリングシス

テムに焦点を置いている。NHS と協力して Whzan Digital Health ソ

フトウェアシステムを開発し、2018 年末に子会社としてウーザンを設

立したが、Whzan は実質的な企業活動は行っておらず、Solcom が同シ

ステムに係わる事業を実施している。 

本プロジェクトでは、中核となるソフトウェアプラットフォーム

「SHEILA」を開発した。また、当社の家庭用モニタリングキット

「Guardian Kit」はモーションセンサー等の IoT デバイスを提供して

いる。 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 

 

② 5G CAL（Connected and Automated Logistics）543 
 

英国最大の自動車工場である日産のサンダーランド工場では、2021 年 3 月からコネクテッド・

自動運転ロジスティクス（Connected and Automated Logistics、CAL）試験プロジェクトが実

施されている。まず工場サイトに 5G インフラを整備し、CAL 運用テストトラックを設計およ

び設置してコネクテッド自動運転車（Connected and Autonomous Vehicles、CAV）のテスト

ミュールの試験走行を実施した。主要点は自動走行モードとテレオペレーション（遠隔地から

車両を運転、指示する遠隔操作）モードを、必要に応じて切り替えられることを実証すること

である。そして、新たに開発される 5G 接続された 40 トンの CAV を使い、工場近くのヴァン

テック（Vantec）の倉庫から工場を繋ぐ私道で部品・組み立て品の運送をテストする。12〜18

カ月のテスト期間に、AI と高度なアナリティクスを用いて、ストレステストや技術の見直し・

改善を図り、今後の同様のプロジェクトのためのブループリントを作成する544。 

 

同プロジェクトは日産敷地内のテストトラックおよび私道での CAL の実証であるが、将来的に

はサンダーランド工場と地元のサプライチェーンのロジスティクスに CAV を利用することを視

野に入れている。さらに、プロジェクトサイトを世界的な CAVL（Connected and 

Autonomous Vehicles for Logistics）のセンター・オブ・エクセレンスおよびテストベッドとし

て開発する構想も持つ。 

 

同プロジェクトは、北東自動車連合が主導するコンソーシアムにより進められている。同コン

ソーシアムの主要メンバーは、サンダーランド市カウンシル、ニューカッスル大学、コベント

 
543 5G Enabled Connected & Autonomous Logistics Introduction Deck Feb 2021. 

https://uk5g.org/media/uploads/resource_files/5G_CAL_Project_Overview_Presentation_2021.pdf;  

 https://uk5g.org/discover/5G-projects/testbeds-and-trials/5g-cal/ 

 UK5G, December 2020, 5G Connected and Automated Logistics 

https://uk5g.org/5g-updates/read-articles/5g-connected-and-automated-logistics/   

UK5G, June 2021, "World-first innovation" launches successfully 

https://uk5g.org/5g-updates/read-articles/its-alive-5g-cal-goes-live/ 

SMMT, August 2020, 5G autonomous logistics project wins government backing 

https://www.smmt.co.uk/2020/08/5g-autonomous-logistics-project-wins-government-backing/  
544 NORTH, February 2021, Pioneering pilot to bring ground-breaking 5G technology to life for the first time 

https://north.tech/news-insights/pioneering-pilot-to-bring-ground-breaking-5g-technology-to-life-for-the-

first-time/  

https://uk5g.org/media/uploads/resource_files/5G_CAL_Project_Overview_Presentation_2021.pdf
https://uk5g.org/discover/5G-projects/testbeds-and-trials/5g-cal/
https://uk5g.org/5g-updates/read-articles/5g-connected-and-automated-logistics/
https://uk5g.org/5g-updates/read-articles/its-alive-5g-cal-goes-live/
https://www.smmt.co.uk/2020/08/5g-autonomous-logistics-project-wins-government-backing/
https://north.tech/news-insights/pioneering-pilot-to-bring-ground-breaking-5g-technology-to-life-for-the-first-time/
https://north.tech/news-insights/pioneering-pilot-to-bring-ground-breaking-5g-technology-to-life-for-the-first-time/


 

115 

 

リー大学、コネクテッドプレーシズ・カタパルト、ストリートドローン（StreetDrone）、パフ

ォーム・グリーン（Perform Green）である545。5G CAL は総額 490 万ポンドのプロジェクト

で、デジタル・文化・メディア・スポーツ省の 2 億ポンドの 5G テストベッドアンドトライアル

プログラム（5GTT）の一つである、3,000 万ポンドの 5G Create コンペティションから 240 万

ポンドの助成金を得て実施されている546。 

 

表 16 5G CAL 試験プロジェクト 主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役割 

ストリートドローン

（StreetDrone） 

オックスフォードに拠点を置く自動運転技術会社。欧州で初めてオ

ープンソースの自動運転車を路上走行させた。同社のソフトウェア

プラットフォームは、自動運転車分野では新たな試みとして、

Software-as-a-Service 方式で販売されている。 

本プロジェクトでは、冗長ブレーキシステム、ドライビングロボッ

ト、ドライバーレスソフトウェアと遠隔地からの車両管理のための

テレマティクスコントロールの統合など、ソフトウェアとハードウ

ェアのソリューションを開発する。 

IPG オートモーティ

ブ（IPG 

Automotive） 

ドイツのカールスルーエ工科大学（Karlsruhe Institute of 

Technology）のスピンオフ。バーチャルテストドライビング技術で

世界をリードする。英国の拠点はソリフル（Solihull）町（バーミン

ガム市中心部より南西 14 キロ）に置く。 

本プロジェクトでは、新たに開発される 5G CAV の試験走行に、同

社の Vehicle-in-the-Loop テクノロジーを用いる。同テクノロジー

は、現実世界の車両を、危険な状況を含んだ仮想環境に置き試験走

行することを可能にする。 

パフォーム・グリーン

（Perform Green） 

チェルトナム（本社）およびシェフィールドに事業所をもつ、スマ

ート社会構築を含むデジタルトランスフォーメーションのコンサル

ティング企業。これまで多くの自治体や政府機関、また金融機関な

どの民間部門にサービスを提供してきた。 

本プロジェクトでは、主に 5G 導入の調整、5G ネットワークの統合

支援、サイバーセキュリティの確保支援等の 5G インフラにおける技

術的な助言と品質保証を提供する547。 

ノース（North） 英国の大手 IoT サービスおよびソリューションプロバイダ。 
本プロジェクトでは、プライムコントラクター、プロジェクトマネ

ージャーおよびシステムインテグレーターとして、ノキアとのパー

トナーシップにより、5G プライベートネットワークインフラの設計

および整備を行う。 

ノキア（Nokia） フィンランド・エスポーに本社を置く、通信インフラ施設・無線技

術を中心とする開発ベンダー。 

本プロジェクトでは、高性能なプライベート・ワイヤレスとエッ

ジ・コンピューティングを特徴とするデジタル化サービス・プラッ

トフォーム、ノキアデジタルオートメーションクラウドを用いて、

5G スタンドアローン（注）・プライベート・ワイヤレス・ネットワ

 
545 SUNDERLAND oursmartcity,  August 2020,THE NORTH EAST LEADING THE WAY IN 5G AND 

CONNECTED & AUTOMATED LOGISTICS  https://www.sunderlandoursmartcity.com/news/the-north-

east-leading-the-way-in-5g-and-connected-automated-logistics/  
546 HM Government, July 2020, Funding boost for UK tech innovators to seize opportunities of 5G 

technology https://www.gov.uk/government/news/funding-boost-for-uk-tech-innovators-to-seize-

opportunities-of-5g-technology  
547 Perform green, July 2020, Perform Green part of winning 5G Create consortium for Connected and 

Autonomous Logistics  https://www.performgreen.co.uk/perform-green-part-of-winning-5g-create-

consortium-for-connected-and-autonomous-logistics/  

https://www.sunderlandoursmartcity.com/news/the-north-east-leading-the-way-in-5g-and-connected-automated-logistics/
https://www.sunderlandoursmartcity.com/news/the-north-east-leading-the-way-in-5g-and-connected-automated-logistics/
https://www.gov.uk/government/news/funding-boost-for-uk-tech-innovators-to-seize-opportunities-of-5g-technology
https://www.gov.uk/government/news/funding-boost-for-uk-tech-innovators-to-seize-opportunities-of-5g-technology
https://www.performgreen.co.uk/perform-green-part-of-winning-5g-create-consortium-for-connected-and-autonomous-logistics/
https://www.performgreen.co.uk/perform-green-part-of-winning-5g-create-consortium-for-connected-and-autonomous-logistics/
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ークを提供する。同プラットフォームは、ネットワーク機器、クラ

ウド型運用監視システム、産業用コネクターで構成される。 

日産 テストベッドである。 

バンテック

（Vantec） 

日産のラストマイルデリバリー・パートナーで、日立トランスポー

トシステム（Hitachi Transport System）の子会社。日産のサンダ

ーランド工場近くに 2 つの倉庫をもつ。本プロジェクトのテストベ

ッド。 

（注）スタンドアローン方式とは、4G の基地局と 5G の基地局を連携させて動作させるノンスタンドアローン

方式に対し、独立した 5G コアネットワークにより 5G の基地局を単独で動作させる方式。 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 

 

 

（3） 今後の計画：パイプラインプロジェクト 
 

今後の重点は継続してコネクティビティの強化である。サンダーランド市は 20 年契約の 5G ニ

ュートラルホスト・ジョイントベンチャー（5G  Neutral Host Joint Venture）を発足させ、市

全域に 5G を展開する計画である548。また、患者の診断、治療およびサポートの向上を目的とし

たデジタルヘルスケア・ソリューションの改善や549、IoT デバイス等から収集される多数のデー

タセットの統合とデータへの容易なアクセスを可能にするスマートシティテクノロジー・プラ

ットフォームの開発も進められている。交通部門では、2021 年 10 月からバスサービスの信頼

性（時刻表通りの運行）を高めるために、必要に応じて信号機をコントロールしバスを優先さ

せようとする概念実証が行われている。同プロジェクトではセンサー等のデバイスをアップグ

レードし、都市交通管理制御（Urban Traffic Management and Control、UTMC）システムの

強化を図る。 

 

また、市の 2040 年までに市全体をカーボンニュートラルにするという目標に向けて、建物部門

と交通部門でデジタル技術を導入するプロジェクトも進められている。同プロジェクトは、デ

ジタルカタパルトの「地方自治体のための IoT（IoT for Local Authorities、IoT4LA）プログラ

ム」の一環として実施されているもので、2021 年 6 月に市は、建物部門を対象としたカーボ

ン・ニュートラル・チャレンジの公募を、そして 7 月に運輸部門を対象とした公募を実施し

た。これらの公募は両方とも中小企業を対象として、炭素排出の削減に資するソリューション

の開発に助成金を提供するものである。建物部門については IoT、5G、AI 等の先端デジタル技

術を活用してリアルタイムでデータを収集・分析し、市の建物部門の炭素削減アクションをよ

り効果的にするソリューションの提案が期待される。運輸部門については、IoT、AI、拡張現実

（AR）、神経言語プログラミング等のテクノロジーを利用し、交通手段の選択に役立つ情報を

シームレスに収集すると同時に、交通手段の選択パターンが他の要因（天候や大気汚染、公共

交通機関の可用性、道路状況、駐車場など）とどのように関連しているかの理解を進めるイン

タラクティブなソリューションの開発が期待されている。両プロジェクトとも、まずは 3、4 カ

月の概念実証に 1 万ポンドが投じられる。550。 

 

スマートコミュニティ・テクノロジーを含む大規模プロジェクトとしては総額 3,100 万ポンド

のスマートブリッジプロジェクトが挙げられる。スマートブリッジは Wear 川に架かる歩行者と

 
548 サンダーランドスマートシティ NEW PARTNERSHIP TO CREATE UK’S MOST ADVANCED SMART 

CITY https://www.sunderlandoursmartcity.com/news/bai/ 
549 SUNDERLAND oursmartcity, October 2021, OUR YEAR AS THE UK’S SMARTEST CITY 

https://www.sunderlandoursmartcity.com/uncategorized/our-year-as-the-uks-smartest-city/  
550 CATAPULT Digital: North East Tees Valley, 20 July 2021, IoT for Local Authorities. Information Pack. 

https://assets.ctfassets.net/nubxhjiwc091/5ZtL7WqiL1O8p1XYvo9QSp/8f114b6c200f331fad703b25a7ffc9a4/I

oT4LA_Transport_Info_Pack.pdf  

CATAPULT Digital: North East Tees Valley, 15 Julne 2021, IoT for Local Authorities. Information Pack. 

https://assets.ctfassets.net/nubxhjiwc091/3E59JMdqEo7z1rjHcgPB47/ecbdec748daca460e8e9dac89f8b3587/

Applicant_Information_Pack.pptx.pdf 

https://www.sunderlandoursmartcity.com/uncategorized/our-year-as-the-uks-smartest-city/
https://assets.ctfassets.net/nubxhjiwc091/5ZtL7WqiL1O8p1XYvo9QSp/8f114b6c200f331fad703b25a7ffc9a4/IoT4LA_Transport_Info_Pack.pdf
https://assets.ctfassets.net/nubxhjiwc091/5ZtL7WqiL1O8p1XYvo9QSp/8f114b6c200f331fad703b25a7ffc9a4/IoT4LA_Transport_Info_Pack.pdf
https://assets.ctfassets.net/nubxhjiwc091/3E59JMdqEo7z1rjHcgPB47/ecbdec748daca460e8e9dac89f8b3587/Applicant_Information_Pack.pptx.pdf
https://assets.ctfassets.net/nubxhjiwc091/3E59JMdqEo7z1rjHcgPB47/ecbdec748daca460e8e9dac89f8b3587/Applicant_Information_Pack.pptx.pdf
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自転車専用の橋で、建設期間は 2022 年夏から 2024 年夏までが予定されている。この橋には拡

張現実を実装し、通行人はスマートフォンで仮想のディスプレイを見ることができるようにす

る。既に開発許可が下り、開発実施パートナーとしてフォルカーステヴィン（VolkerStevin）

が選定されている551。 

 

8. ロンドン 
 

グレーターロンドンは、シティ・オブ・ロンドンと 32 のロンドン・バラ（もしくはロイヤル・

バラ）の下位行政区画から構成される。グレーターロンドン・オーソリティー（大ロンドン

庁）は、公選のロンドン市長とロンドン議会から成る、グレーターロンドンの最上位に位置す

る地方自治体である。 

 

ロンドンは国内人口の 13%を擁し、英国の GDP の 22%を創出する。その GVA は、欧州で 8 番

目の規模に相当し、オーストリア、ベルギー、ノルウェー、スウェーデンよりも大きい552。ロ

ンドンは、世界的な経済、金融、社会、文化、イノベーションの中心地である。ロンドンの学

術研究機関は非常に強力で、また、様々な業界の優れた人材が集まる。AI やデータサイエン

ス、IoT、ブロックチェーン等の先端デジタル技術で先行する都市として世界レベルのデジタル

技術エコシステムを擁し、創造性、イノベーション、デザインの最前線に位置している。世界

レベルの学術研究機関や大手テクノロジー企業、そして数多くのスタートアップおよびスケー

ルアップが集積するため、ロンドンは産学連携によるイノベーションの格好の場となってい

る。欧州地域イノベーションスコアボード（RIS）において、ロンドンは欧州におけるイノベー

ションリーダーとして位置づけられている553。 

 

 

 
551 VolkerStevin to construct new Wear footbridge - VolkerStevin 

https://www.constructionenquirer.com/2021/09/07/volkerstevin-wins-31m-sunderland-smart-bridge/  
552 Greater London Authority, August 2019, Developing the evidence base for London’s Local Industrial 

Strategy – Interim report, p. 14. https://www.london.gov.uk/sites/default/files/lis-evidence-base-interim-

report.pdf  
553欧州地域イノベーションスコアボードは、欧州の地域を「イノベーションリーダー」「ストロングイノベータ

ー」「モデレートイノベーター」「エマージングイノベーター」に分類。2021 年は 38 地域がイノベーションリ

ーダーに選出された。https://ec.europa.eu/info/research-and-innovation/statistics/performance-

indicators/regional-innovation-scoreboard_en  

https://www.constructionenquirer.com/2021/09/07/volkerstevin-wins-31m-sunderland-smart-bridge/
https://www.london.gov.uk/sites/default/files/lis-evidence-base-interim-report.pdf
https://www.london.gov.uk/sites/default/files/lis-evidence-base-interim-report.pdf
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出所：eurogeographics. © EuroGeographics 2021 <https://www.mapsforeurope.org/explore-map/euro-global-

map> より作成 

 
 

（1） グレーターロンドン 
 

2018 年、ロンドン市長はグレーターロンドン（以下、単にロンドンとする）を「世界で最もス

マートなシティにする」ためのロードマップ「Smarter London Together554」を発表した。こ

のロードマップは、チーフ・デジタル・オフィサーおよび Smart London Board（スマートロン

ドン委員会）をその推進体制として、4 つのミッションを掲げて進められている。これらは、①

ユーザー目線でデザインされたサービス、②データの新たな利用、③世界クラスのコネクティ

ビティとよりスマートな道路、④デジタルリーダーシップとデジタルスキルの養成、である。

以下、各ミッションの下で進められているプロジェクトを概説する。 

 

① ユーザー目線でデザインされたサービス 
  

スマートコミュニティという考え方は、しばしば、新たなデジタル技術の採用のみの側面から

捉えられてきた555。しかし、このような偏った理解は、現在のスマートコミュニティの捉え方

にはそぐわない。スマートコミュニティ構想はユーザーである市民のニーズを第一に考えたも

のでなければならないという考え方に基づき、ロンドンでは、オンラインコミュニティである

TALK LONDON556の設置、ロンドン喫緊の課題を革新技術で解消することを目的としたテック

 
554 Greater London Authority, June 2018, Smarter London Together. The Mayor's roadmap to transform 

London into the smartest city in the world. 

https://www.london.gov.uk/sites/default/files/smarter_london_together_v1.66_-_published.pdf  
555 London's Chief Digital Officer has set out six key priorities for the 2021 to 2024 Mayoral term.   

https://www.london.gov.uk/what-we-do/business-and-economy/supporting-londons-sectors/smart-

london/smart-london-programmes 
556 TALK London  https://www.london.gov.uk/talk-london/  

© EuroGeographics 2021

ロンドン基本情報 

 

正式名：Greater London 

管轄当局：Greater London Authority 

土地面積：15 万 7,203 ヘクタール 1 

人口：900 万 2,500 人（2020 年) 2 

GVA：4,681 億 7,100 万ポンド（2019 年

暫定値）3 

注： 

1. 英国地方自治協会

https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastand

ard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-

area=E12000007&mod-

group=AllRegions_England&mod-

type=namedComparisonGroup  

2. 同上  

3. 英国政府

https://www.gov.uk/government/statistics/r

ural-productivity/rural-productivity-and-

gross-value-added-gva#productivity-

measured-by-gross-value-added-gva 

GVA は粗付加価値 

https://www.london.gov.uk/sites/default/files/smarter_london_together_v1.66_-_published.pdf
https://www.london.gov.uk/talk-london/
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E12000007&mod-group=AllRegions_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E12000007&mod-group=AllRegions_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E12000007&mod-group=AllRegions_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E12000007&mod-group=AllRegions_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E12000007&mod-group=AllRegions_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://www.gov.uk/government/statistics/rural-productivity/rural-productivity-and-gross-value-added-gva#productivity-measured-by-gross-value-added-gva
https://www.gov.uk/government/statistics/rural-productivity/rural-productivity-and-gross-value-added-gva#productivity-measured-by-gross-value-added-gva
https://www.gov.uk/government/statistics/rural-productivity/rural-productivity-and-gross-value-added-gva#productivity-measured-by-gross-value-added-gva
https://www.gov.uk/government/statistics/rural-productivity/rural-productivity-and-gross-value-added-gva#productivity-measured-by-gross-value-added-gva
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企業への資金提供および支援プログラム「Civic Innovation Challenge557」の発足、さらに地域

のグループが自身の地域の改善プロジェクトを実施するためのオンライン・クラウドファンデ

ィング・プラットフォーム「Civic Crowdfunding プログラム558」の立ち上げが行われた。 

 

オンラインコミュニティである TALK LONDON は、重要な課題に関するロンドナー（ロンド

ンで生活する人々）の声を吸い上げることを目的として、2012 年に設置された。16 歳以上であ

れば、誰でも参加することができ、アカウントは数分で簡単に作ることができる。扱われてい

るトピックは、文化・アート、コロナウイルス後の復興、経済、環境、住宅問題、教育など多

岐にわたる。 

 

Civic Innovation Challenge (CIC) は、これまで 10 のチャレンジが設定され、革新的な企業に

対し、資金提供だけでなく、データや知識へのアクセス等のサポートが提供されている。例え

ば、「都市計画をいかに民主化しつつ、ロンドンの住宅問題を解決するか」というチャレンジ

に対して、3D モデルのプラニングポータルの開発が評価され、3D レポ（Repo）が同チャレン

ジ賞を獲得した559。3D Repo は、2014 年に設立された、サービスとしてのソフトウェア

（Software-as-a-Service：SaaS）プラットフォームを提供する企業であり、創立以来、複数の

賞や投資を獲得している、注目の企業である。また、「テロリズムや攻撃的な過激派の用途に

供されるものがオンラインに出回ることを防ぐためにテクノロジーをどのように用いれば良い

か」というチャレンジに対しては、レイヴン・サイエンス（Raven Science）が 4 万ポンドの資

金を受賞し、同社の開発により、ロンドナー達が匿名でテロ関係のオンラインコンテンツを通

報することができる新しいスマートフォンアプリ、IREPORTit が立ち上げられることになった
560。レイヴン・サイエンスは、ロンドン大学（University of London）のサイバーセキュリティ

を専門とするトム・チェン教授が設立した、ビデオ分析の分野にデータサイエンスと機械学習

の技術を応用した、オンラインセキュリティに特化したソフトウェアツールを開発する企業で

ある561。 

 

Civic Crowdfunding プログラムでは、ロンドンとスペースハイブ（Spacehive）が協働して、

コミュニティ内の問題を解決できるプラットフォームを提供している。このクラウドファンデ

ィングでは、誰でもアイデアを出して、プロジェクトを提示することができる。これまで、ロ

ンドン市長により、35 のローカルプロジェクトに対して合計 60 万ポンドの資金提供が募集さ

れ、それを大きく上回る 83 万ポンドが 2,300 人の出資者から集まった562。2012 年に創立さ

れ、英国に拠点を置くスペースハイブは、地域の人々が自らの主導で地域の形を作るというコ

ンセプトのもと、クラウドファンディングプラットフォームを提供している563。これまでに、

ロンドンだけでなく、英国全土の自治体で同様のクラウドファンディング・サービスを展開し

ており、現在注目されているプロジェクトの例としては、ロンドンのランベスにある図書館内

に、「モノの図書館」を設置し、バイオリンや、ミシン、キャンピングギアなど役にたつモノ

を展示し、来館者がそれらをどうやって使えるかを学べるようにする、というものがあり、300

 
557 The Mayor of London’s Civic Innovation Challenge   

https://www.london.gov.uk/what-we-do/arts-and-culture/mayor-londons-civic-innovation-challenge  
558 Civic Crowdfunding Programme  https://www.london.gov.uk/what-we-do/business-and-

economy/supporting-londons-sectors/smart-london/civic-crowdfunding-programme  
559 3D REPO, March 2020, 3D Repo Win Mayor of London’s Civic Innovation Challenge   

https://3drepo.com/3d-repo-win-mayor-of-londons-civic-innovation-challenge/  
560 City University of London, February 2021, Mayor of London launches mobile app created by Raven 

Science https://www.city.ac.uk/news-and-events/news/2021/02/mayor-of-london-launches-mobile-app-

created-by-raven-science;  

BBC, February 2021, iREPORTit: App helps Londoners 'report terrorist content'  

https://www.bbc.co.uk/news/uk-england-london-56168452  
561 RAVEN SCIENCE  https://ravenscience.com  
562Civic Crowdfunding Programme 

 https://www.london.gov.uk/what-we-do/business-and-economy/supporting-londons-sectors/smart-

london/civic-crowdfunding-programme  
563 Spacehive  https://www.spacehive.com/about  

https://www.london.gov.uk/what-we-do/arts-and-culture/mayor-londons-civic-innovation-challenge
https://www.london.gov.uk/what-we-do/business-and-economy/supporting-londons-sectors/smart-london/civic-crowdfunding-programme
https://www.london.gov.uk/what-we-do/business-and-economy/supporting-londons-sectors/smart-london/civic-crowdfunding-programme
https://3drepo.com/3d-repo-win-mayor-of-londons-civic-innovation-challenge/
https://www.city.ac.uk/news-and-events/news/2021/02/mayor-of-london-launches-mobile-app-created-by-raven-science
https://www.city.ac.uk/news-and-events/news/2021/02/mayor-of-london-launches-mobile-app-created-by-raven-science
https://www.bbc.co.uk/news/uk-england-london-56168452
https://ravenscience.com/
https://www.london.gov.uk/what-we-do/business-and-economy/supporting-londons-sectors/smart-london/civic-crowdfunding-programme
https://www.london.gov.uk/what-we-do/business-and-economy/supporting-londons-sectors/smart-london/civic-crowdfunding-programme
https://www.spacehive.com/about
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名近くの出資者から、9,375 ポンドという目標額を超える額を集めた564。スペースハイブのオン

ラインプラットフォーム上では、出資者と出資額のリストも見ることができる。出資者の投資

額は様々であり、このランベスのモノ図書館のプロジェクトの場合、ロンドン市による 3,000

ポンドの出資から、個人による 100～200 ポンドの出資まで様々である。 

 

② データの新たな利用 
 

データ利用は、道路、線路などのインフラ整備だけでなく、よりよい政策やサービスの提供に

とって不可欠である。ロンドンでは、London Datastore という無料のデータ共有ポータルを開

設し、モニターステーションおよびグーグル・ストリート・ビュー・カーに取り付けられたポ

ータブル式のエア・クオリティセンサーから集められた情報をもとにした、ロンドン空気質マ

ップ（London air quality map）を提供している565。さらに、ロンドンでは、ロンドン市長と

ロンドン・バラとの協働プロジェクトであるロンドン開発データベース（LDD）566や、種々の

ウェブマップを公開している。 

 

London Datastore は、データ提供に特化した企業である DataPress のプラットフォームを使っ

た、データポータルサイトである。同データポータルサイトは、市民、企業、研究者や開発者

が利用できるよう、700 以上のデータセットを提供し、ロンドンを理解し、ロンドンが直面する

問題に対する解決策を考えてもらう、というコンセプトで作られている。 

 

ロンドンが公開している種々のウェブマップの中には、これから進出を検討する企業家にとっ

て便利なツールとなるものもある。例えば、グレーターロンドン全体のカルチャーインフラを

見ることができるマップ567は、エリア毎の映画館の数や、商業用・プライベートギャラリーの

数、コミュニティセンターの数、スタジオの数などを表示することができ、どのような文化施

設がどのエリアに集中しているかを確認することができる。また、居住用・商業用・その他の

建築物に関する開発許可の数を地区ごとに確認できるマップ568は、完了・開始済・未開始に分

けて数を確認することができるため、グレーターロンドンのどのエリアが今後開発に力を入れ

ているのかを一覧して把握するのに便利である。 

 

③ 世界クラスのコネクティビティとよりスマートな道路 
 

高速ブロードバンドへのアクセスによるデジタル・コネクティビティの向上は、生産性の向上

に直結するだけでなく569、エリア内に存在する不動産の価値を高めることにもつながる。ネッ

トワークにアクセスするデバイスの数が増え続ける今、コネクティビティの確保は、技術革新

を支えるインフラ整備として重要な課題である。 

 

ロンドンにおけるデジタル・コネクティビティを向上させるために設置されたコネクテッド・

ロンドン・チームは、Transport for London(TfL)と協働して、2024 年までにロンドンの地下鉄

に、4G モバイルネットワークをくまなく敷くことを目指している570。EE、ボーダフォン、

O2、3UK の 4 つの携帯電話会社は全て計画に参加している。現在、そのパイロット計画とし

 
564 Spacehive, Crystal Palace Library of Things  https://www.spacehive.com/crystal-palace-library-of-things  
565 LONDONDATASTORE https://data.london.gov.uk/; London Air Quality Map  

https://data.london.gov.uk/air-quality/ 
566 London Development Database  https://www.london.gov.uk/what-we-do/planning/london-plan/london-

development-database  
567 Cultural Infrastructure Map  https://apps.london.gov.uk/cim/  
568 Planning Permission  https://apps.london.gov.uk/ldd/  
569 A. Grimes, C. Ren and P. Stevens, 23 July 2011, The need for speed: impacts of internet connectivity on 

firm productivity, Journal of Productivity Analysis 37 (2012), pp. 187-201. （有料記事） 

   https://link.springer.com/article/10.1007/s11123-011-0237-z  
570 Transport for London, Connected London  https://tfl.gov.uk/info-for/business-and-advertisers/creating-a-

connected-london?cid=telecoms  

https://www.spacehive.com/crystal-palace-library-of-things
https://data.london.gov.uk/
https://data.london.gov.uk/air-quality/
https://www.london.gov.uk/what-we-do/planning/london-plan/london-development-database
https://www.london.gov.uk/what-we-do/planning/london-plan/london-development-database
https://apps.london.gov.uk/cim/
https://apps.london.gov.uk/ldd/
https://link.springer.com/article/10.1007/s11123-011-0237-z
https://tfl.gov.uk/info-for/business-and-advertisers/creating-a-connected-london?cid=telecoms
https://tfl.gov.uk/info-for/business-and-advertisers/creating-a-connected-london?cid=telecoms
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て、市内の地下鉄路線であるジュビリーラインの東側セクションを対象とした、駅のプラット

フォームおよびウェストミンスターとカニングタウン間のトンネル内への 4G 網敷設が進んでい

る。また、コネクテッド・ロンドン・チームは、TfL と協働し、地下鉄だけでなく、580 キロに

わたる道路および、8 万に及ぶ街灯などの設備にフルファイバーネットワーク設備を敷設する
571。これらのインフラは、自動走行車両の実用化の鍵を握っている。 

 

④ デジタルリーダーシップとデジタルスキルの養成 
 

ロンドン経済はますますデジタル技術へと傾倒しており、この傾向は今後も続くと考えられる

ため、新たなイノベーションを担う次世代をいかに育成するかは重要な課題である。ロンドン

シティのデジタルタレントプログラムは、デジタルスキル養成のためのプログラムへのファン

ディングを行っている。 

 

 

以上見てきたのは、ロンドン市長の主導で推進されるスマートコミュニティ化の動向であった

が、周囲のロンドンバラでもそれぞれユニークな動向が見られる。とりわけ注目されるのは、

以下のエリアである。 

 

（2） クイーン・エリザベス・オリンピック・パーク 
 

ストラトフォードに所在するクイーン・エリザベス・オリンピック・パークは、London 

Legacy Development Corporation（LLDC）により管理され、自動運転システムのテストベッ

ドとして重要な役割を果たしている572。 

 

政府のコネクテッド自動運転車（Connected and Autonomous Vehicle：CAV）テストベッドへ

のファンディング・プログラムのうち 1,340 万ポンドを獲得したティーアールエル（TRL）の

率いる官民プロジェクトの一環として、ロンドンでの自動走行システムの生きた実験場（リビ

ングラボ）を提供する場である Smart Mobility Living Lab：London（SMLL）が創設された
573。SMLL は、グリニッジとクイーン・エリザベス・オリンピック・パークの一部をそのテス

トベッドとしており、開発者は同リビングラボにおける 5G インフラの整備された環境で、新た

な自動走行システムのトライアルを行うことができる。 

 

（3） グリニッジ 
 

グリニッジは、SMLL のテストベッドの一部となっているだけでなく、自治体であるロイヤ

ル・バラ・グリニッジ、そしてその一部門であるデジタル・グリニッジ（Digital 

Greenwich）、EU のホライズン 2020574のプロジェクトの一つであるシェアリングシティー

（Sharing Cities）プロジェクトの協働により、様々なスマート・シティプロジェクトが進めら

れている。 

 

 
571Connected London team, What the team does    

https://www.london.gov.uk/what-we-do/business-and-economy/supporting-londons-

sectors/connectivity/digital  
572 Greater London Authority, June 2018, Smarter London Together. The Mayhor’s roadmap to transform 

London into the smartest city in the world, pp. 11-12.  

https://www.london.gov.uk/sites/default/files/smarter_london_together_v1.66_-_published.pdf 
573 MAYOR OF LONDON, October 2017, GOVERNMENT ANNOUNCES FUNDING FOR A WORLD-

LEADING SMART MOBILITY LIVING LAB  https://www.queenelizabetholympicpark.co.uk/news/news-

articles/2017/10/government-announces-funding-for-a-world-leading-smart-mobility-living-lab  
574 欧州規模で 2021 年から 2027 年にわたり実施される EU の研究・イノベーションプロジェクトを助成するプ

ログラム。なお英国は 2020 年 1 月 31 日をもって EU を離脱したが、英国の企業・研究者は引き続きホライズ

ンプログラムの資金援助にアクセスできる。https://www.ukri.org/councils/innovate-uk/guidance-for-

applicants/guidance-for-specific-funds/horizon-2020/ 

https://www.london.gov.uk/what-we-do/business-and-economy/supporting-londons-sectors/connectivity/digital
https://www.london.gov.uk/what-we-do/business-and-economy/supporting-londons-sectors/connectivity/digital
https://www.london.gov.uk/sites/default/files/smarter_london_together_v1.66_-_published.pdf
https://www.queenelizabetholympicpark.co.uk/news/news-articles/2017/10/government-announces-funding-for-a-world-leading-smart-mobility-living-lab
https://www.queenelizabetholympicpark.co.uk/news/news-articles/2017/10/government-announces-funding-for-a-world-leading-smart-mobility-living-lab
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グリニッジは、国立海洋美術館などで知られる、シティ・オブ・ロンドンの東側に位置するバ

ラであり、ロンドンが参加するシェアリングシティープログラムでの、エネルギー管理の実証

試験が行われている。シェアリングシティープロジェクトは、ロンドンの他、イタリアのミラ

ノとポルトガルのリスボンおよびフランスのボルドー、ブルガリアのブルガス、ポーランドの

ワルシャワが参加している575。同プロジェクトの狙いは、類似の課題に直面する街同士が協力

して、互いのスマートコミュニティソリューションを共有し合う点にある。同プロジェクトに

参加する 6 つの欧州の街は、ロンドン、リスボン、ミラノといった、歴史的建造物が多いライ

トハウスシティーと、ブルガス、ワルシャワ、ボルドーといった、先進的なモデルをリードす

るフェローシティーに分類される。とりわけ歴史的建造物の多いロンドン、リスボン、ミラノ

は、古い建造物におけるエネルギー効率を良くして、いかにスマートな都市計画を実現してい

くかという点で、共通の課題に直面している。 

 

現在グリニッジで行われているシェアリングシティープログラムとしては、歴史的な建造物の

価値を保ちつつ、暖房や照明のエネルギー効率をいかに良くするかという観点から、暖房効率

の良い窓への交換や、太陽光発電パネルの取り付け、暖房・空調の自動システムへの変更、エ

ネルギーの使用量を一目で把握できるスマート・メーターの取り付け、照明の LED への変更が

行われている576。パートナー企業はシーメンスである。また、シェアリングシティープログラ

ムの一環として、グリニッジでは、e バイク・e 自動車のシェアスキームの導入577や、道路上の

街灯のスマート街灯への変換を行っている。スマート街灯は、LED 照明を用い、様々なデータ

を収集するだけでなく、EV のチャージポイントとしての機能が付いているものも含まれる578。 

 

（4） シティ・オブ・ウェストミンスター579 
 

シティ・オブ・ウェストミンスターは、スマートパーキング（Smart Parking580）のパーキン

グシステムを導入している。同社のシステムは、駐車場の建物や路上に設置したセンサーによ

って、駐車状況を把握し、データを収集する581。ドライバーは、Park Right というアプリをダ

ウンロードして、リアルタイムでどの駐車スペースが空いているかを確認することができる
582。 

 

表 17 シティ・オブ・ウェストミンスター、スマートパーキングプロジェクト  

主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役割 

スマートパー

キング

（Smart 

Parking） 

駐車場技術と駐車場管理サービスを提供する世界有数のオーストラリアの

企業。 

本プロジェクトでは、同社の SmartEye センサーを提供した。センサー

は、バッテリー式ワイヤレス赤外線センサーで、独自の通信プロトコルを

用いて、街灯に取り付けられた近くの無線受信機と通信する。これらの受

信機は、ZigBee メッシュネットワークを介して SmartLink コントローラ

に通信し、3G モバイルデータネットワークを介して中央報告システムに通

 
575 SHARING CITIES  https://www.sharingcities.eu/sharingcities/city-profiles  
576 Sharing Cities, April 2020, Smart booklet. Retrofit of publicly-owned buildings. Services buildings, p. 7. 

https://nws.eurocities.eu/MediaShell/media/2020_Booklets_Buildings_retrofit_public_owned_Final.pdf 
577 Sharing Cities, April 2020, Smart booklet. Electric Bike Sharing. Towards a healthy new mobility model. 

https://nws.eurocities.eu/MediaShell/media/2020_Booklets_e-bikes_Final2.pdf;  Sharing Cities, April 2020, 

Smart booklet. Electric vehicles sharing schemes. E-car sharing Smart parking E-Vehicle Charging Points. 
https://nws.eurocities.eu/MediaShell/media/2020_Booklets_EV_sharing_Final2.pdf  
578 Sharing Cities, April 2020, Smart booklet. Smart Lamppost. Kick start your smart city journey, p. 4. 

https://nws.eurocities.eu/MediaShell/media/2020_Booklets_Lamppost_Final2.pdf    
579 市としての地位をもつロンドン・バラの一つ。 
580 SMART PARKING  https://www.smartparking.com/  
581 SMART PARKING, SmartPark System  https://www.smartparking.com/smartpark-system  
582 SMART PARKING, SmartPark is being used by the City of Westminster to make life easy for motorists 

https://www.smartparking.com/latest/case-studies/city-of-westminster  

https://www.sharingcities.eu/sharingcities/city-profiles
https://nws.eurocities.eu/MediaShell/media/2020_Booklets_Buildings_retrofit_public_owned_Final.pdf
https://nws.eurocities.eu/MediaShell/media/2020_Booklets_e-bikes_Final2.pdf
https://nws.eurocities.eu/MediaShell/media/2020_Booklets_EV_sharing_Final2.pdf
https://nws.eurocities.eu/MediaShell/media/2020_Booklets_Lamppost_Final2.pdf
https://www.smartparking.com/
https://www.smartparking.com/smartpark-system
https://www.smartparking.com/latest/case-studies/city-of-westminster
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信する。ドライバーは、関連アプリを使って空きスペースを探すことがで

きる583。 

ボーダフォン

（Vodafone） 

英国バークシャーに本社を置く多国籍携帯電話事業会社。 

本プロジェクトでは、Vodafone M2M（Machine to Machine）SIM を提供

した。 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 

 

（5） ハマースミス・フラム 
 

ハマースミス・フラムは、スマートコミュニティ技術開発のフロンティア企業であるヴォルテ

ックス・IoT（Vortex IoT）と協働して、2021 年末までに、世界で最も高密度な大気質センサー

ネットワークを 500 カ所に構築した584。これらのセンサーから、大気汚染のレベルと交通量の

関係や、これまで知られていなかった汚染スポット、汚染が広がる時間、道路交通以外の汚染

要因（天気、建設工事、セントラルヒーティング等）に関するデータおよび洞察を得ることに

より、これまで大気質改善策として一般的に実施されてきた特定地区の交通制限という「大雑

把な」アプローチではなく、より細やかな対策の策定に繋げることを目的としている。 

 

ヴォルテックス・センサーネットワークは、データをエッジ処理し超低電力コグニティブ無線

メッシュネットワークで通信する。よって SIM ベースのセンサーは必要なく、さらに第三者の

センサーおよびデータを同一のネットワーク上で送信することが可能である。ハマースミス・

フラムでは、ヴォルテックスのセンサーから収集される大気質データを、自動ナンバープレー

ト認識（ANPR）カメラからのデータと組み合わせて、地域住民には交通制限を課さない一方

で、域外の車が同地域を通り抜けるのを阻止するような規制を導入することを視野に入れてい

る。大気質監視装置は街灯に設置される。 

 

表 18 ハマースミス・フラム大気質改善プロジェクト 主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役割 

ボルテックス IoT

（Voltex IoT） 

2017 年に設立したウェールズを拠点とする、大気質監視を専門とする

スマートシティテクノロジー企業585。 

本プロジェクトでは、同社の VTX Air を提供。 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 

 

（6） ケンジントン・チェルシー 
 

ケンジントン・チェルシーは、EU の資金援助を受けたスマーティシペイト（Smarticipate）プ

ロジェクトに、イタリアのローマ、ドイツのハンブルグと共に自治体として参加し、都市計画

のスマーティシペイトプラットフォームを構築した586。スマーティシペイトは、都市計画にお

ける、計画の策定、住民への説明や意見の吸い上げのプロセスに、3D プラニングアプリを用い

て、より効果的に進めていくというプロジェクトである。アプリでは、市民は新たな都市計画

の提案について、3D マップを通じて様々な角度から観察し、その建物が周辺の土地に与える日

 
583 Newark, A guide to IoT field device design  https://www.newark.com/a-guide-to-iot-field-device-design;  
584 Vortex, September 2021, Hammersmith & Fulham are world leaders in air quality monitoring 

https://vortexiot.com/insights/hammersmith-and-fulham-are-already-benefitting-from-the-worlds-densest-

air-quality-sensor-network-and-its-only-getting-bigger 

Hammersmith & Fulham council works with Vortex IOT to roll out largest concentration of sensors in 

Europe https://airqualitynews.com/2020/12/04/hammersmith-fulham-council-works-with-vortex-iot-to-roll-

out-largest-concentration-of-sensors-in-europe/  
585 Vortex, VTX Air  tps://vortexiot.com/  
586 SMARTICIPATE, Opening up the smart city  https://www.smarticipate.eu  

https://www.newark.com/a-guide-to-iot-field-device-design
https://vortexiot.com/insights/hammersmith-and-fulham-are-already-benefitting-from-the-worlds-densest-air-quality-sensor-network-and-its-only-getting-bigger
https://vortexiot.com/insights/hammersmith-and-fulham-are-already-benefitting-from-the-worlds-densest-air-quality-sensor-network-and-its-only-getting-bigger
https://airqualitynews.com/2020/12/04/hammersmith-fulham-council-works-with-vortex-iot-to-roll-out-largest-concentration-of-sensors-in-europe/
https://airqualitynews.com/2020/12/04/hammersmith-fulham-council-works-with-vortex-iot-to-roll-out-largest-concentration-of-sensors-in-europe/
https://vortexiot.com/
https://www.smarticipate.eu/
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射の影響も見ることができる587。アプリには、住民側のイニシアチブによる新たな計画や、そ

れに対する他の住民からのコメントや、「いいね」機能なども搭載され588、地域連帯の強化に

もつながることが期待されている589。プロジェクトは終了しているが、そこで構築されたプラ

ットフォームは存続している。 

 

表 19 スマーティシペイトプロジェクト 主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役割 

フラウンホーファ

ー研究（コンピュ

ータグラフィッ

ク）

（Fraunhofer 

Institute for 

Computer 

Graphics 

Research） 

ビジュアルコンピューティング技術を開発するドイツに拠点を置く研究

機関590。 

本プロジェクトでは、都市開発計画の策定における市民の参加をサポー

トし、都市計画の意思決定プロセスに市民の声を生かすことを可能にす

るプラットフォーム開発に携わった591。 

ジオビーユ

（GeoVille）  

1998 年に設立された、地球観測衛星から得られたデータの分析や応用に

特化した企業592。 

本本プロジェクトでは、2D や 3D を用いた都市のマップ作成などに携わ

った593。 

ベトランスフォル

ム

（Wetransform） 

ドイツに拠点を置く、ソフトウェア開発およびデータプラットフォーム

開発に携わる企業594。 

本プロジェクトでは、オープンデータと市民が作るコンテンツを、

CityGML や INSPIRE といった形式を用いてデザインした595。 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 

 

（7） 今後の計画 
 

2021 年 3 月、グレーターロンドンは、向こう 20 ～25 年のロンドンの空間開発戦略「ロンドン

計画（London Plan596）を発表した。この中で、今後のスマートコミュニティ推進関連の計画

が部分的に述べられている。主要点は以下の通り。 

 

• ロンドンをスマートコミュニティ・ソリューションの世界的なテストベッドにするため

の施策の一環として、データ収集基準の設定と、市民へのデータ公開に取り組む597。 

• Old Oak および Park Royal の再開発プロジェクトにおいて、これらの地区をスマート

で持続可能な地区にする598。 

 
587 J. Peters-Anders, et al, October 2018, How to Creat a New App. SMARTICIPATE. Opening up the smart 

city, pp. 9. https://www.smarticipate.eu/wp-content/uploads/20181022_SMARTICIPATE_App-Making-

Manual_masterfile_Upload_web.pdf  
588 J. Peters-Anders, et al, October 2018, How to Creat a New App, p. 21.  
589 SMARTICIPATE, Use Case Scenarios   

https://www.smarticipate.eu/wp-content/uploads/20160906_urban-story_CIL-CLLL.pdf  
590 Fraunhofer Institute for Computer Graphics research IGD  https://www.igd.fraunhofer.de/en  
591 About Smarticipate, who is involved?  https://www.smarticipate.eu/about/   
592 GeoVille  https://www.geoville.com/about-us/who-we-are/  
593 GeoVille, Innovation, smarticipate  https://www.geoville.com/strengths/innovation/?L=0  
594 Wetransform  https://www.wetransform.to/about/  
595 Wetransform, February 2016, Dear Smart City, shere do we start? 

https://www.wetransform.to/news/2016/02/09/dear-smart-city-where-do-we-start/  
596 Greater London Authority, March 2021, The London Plan. The Spatial Development Strategy for Greater 

London. https://www.london.gov.uk/sites/default/files/the_london_plan_2021.pdf  
597 Greater London Authority, March 2021, The London Plan, p. 266. 
598 Greater London Authority, March 2021, The London Plan, pp. 265-266. 

https://www.smarticipate.eu/wp-content/uploads/20181022_SMARTICIPATE_App-Making-Manual_masterfile_Upload_web.pdf
https://www.smarticipate.eu/wp-content/uploads/20181022_SMARTICIPATE_App-Making-Manual_masterfile_Upload_web.pdf
https://www.smarticipate.eu/wp-content/uploads/20160906_urban-story_CIL-CLLL.pdf
https://www.igd.fraunhofer.de/en
https://www.smarticipate.eu/about/
https://www.geoville.com/about-us/who-we-are/
https://www.geoville.com/strengths/innovation/?L=0
https://www.wetransform.to/about/
https://www.wetransform.to/news/2016/02/09/dear-smart-city-where-do-we-start/
https://www.london.gov.uk/sites/default/files/the_london_plan_2021.pdf
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• 開発計画はとりわけデジタルコネクティビティが貧弱な地域に留意し、フルファイバー

あるいはそれに匹敵するデジタルインフラの構築を支えるものとする599。 

• インフラ整備では、センサー等のデバイスを搭載し、より良いデータの収集と管理を行

う600。水インフラに関してはスマートメーターやその他スマートテクノロジーをを用い

る601。 

• ロンドン行政区は、開発プロジェクトにおいて、革新的な建築材料とスマートテクノロ

ジーを利用する。また、開発計画のエネルギー戦略では太陽光および太陽熱テクノロジ

ーを用いた電気・熱のオンサイト生産の最大化を図るとともに602、最低限、次の項目を

盛り込む。スマートメーターを利用したデマンドサイドレスポンスの提案、短期エネル

ギー貯蔵の促進、スマートグリッドや地域のマイクログリッド構築の検討603。 

• ロンドンの世界文化遺産に係わる景観の管理に、可能な限り、精密な 3D デジタルモデ

リングを利用する604。また、高層ビルの開発計画についても 3D 仮想現実モデリング・

テクノロジーを用いて開発計画の評価やパブリックコメントの募集の際に役立てる605。

（7.2.3） 

 

なお、ロンドンをよりスマートな都市にするためのガイダンスが順次策定・公表されている
606。 

 

  

 
599 Greater London Authority, March 2021, The London Plan, p. 361. 
600 Greater London Authority, March 2021, The London Plan, p. 363, para. 9.6.9. 
601 Greater London Authority, March 2021, The London Plan, p. 386, 項目 C -3). 
602 Greater London Authority, March 2021, The London Plan, p. 343, para. 9.2.3. 
603 Greater London Authority, March 2021, The London Plan, p. 362, 項目 g. 
604 Greater London Authority, March 2021, The London Plan, p. 289, para. 7.2.3. 
605 Greater London Authority, March 2021, The London Plan, p. 143, para. 3.9.5. 
606 London Plan Guidance (LPG)  

 https://www.london.gov.uk/what-we-do/planning/implementing-london-plan/london-plan-

guidance 
 

https://www.london.gov.uk/what-we-do/planning/implementing-london-plan/london-plan-guidance
https://www.london.gov.uk/what-we-do/planning/implementing-london-plan/london-plan-guidance
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9. 西部ミッドランド（バーミンガム） 
 

西部ミッドランド地域では、バーミンガムがスマートコミュニティ戦略において国際的にも際

立った存在であった607。しかし、2017 年頃を境に、スマート戦略の舞台は、バーミンガムおよ

びその周辺地域である西部ミッドランド（West Midlands）カウンティおよびその行政機構であ

る西部ミッドランド合同行政機構（West Midlands Combined Authority：WMCA）608に移行

している。 

 

西部ミッドランドカウンティは、イングランド中西部に位置し、7 つの行政区（バーミンガム、

コべントリー、ダドリー、サンドウェル、ウォルサル、ソリハル、ウォルバーハンプトン）か

ら構成される。2020 年の推定人口は約 300 万人と、イングランドでは、グレーターロンドンに

次いで二番目に人口の多い自治体である。歴史的には産業革命が生み出された場所であり、

1970 年代には、英国における車の製造の 60％を担った。2019 年の時点でも未だ 1,100 の自動

車製造関連企業が同地区に集中し、地域経済の中核を成している609。その一方で、今日、コベ

ントリー地域には、約 50 社のゲーム開発企業が集積する世界有数のゲーミングクラスターであ

るシリコン・スパ610が拡張現実や仮想現実のデジタル時代を切り開いているのに加え、先端材

料、バイオエネルギー、フィンテック、エネルギー貯蔵等の未来の電力システム、コネクテッ

ド自動運転車、データ駆動型ヘルスケア開発などの新興産業が躍進している。また、過去数

年、ロンドンおよびイングランド南東地域を除き、英国最大の外国直接投資先となっている
611。西部ミッドランドは、政府のイングランド北部の地域振興策であるノーザンパワーハウス

（Northern Powerhouse）プログラムと同様に、ミッドランド（イングランド中部）をロンド

ンおよびイングランド南東地域に匹敵する競争力をもつ地域にしようとする地域産業戦略、

「ミッドランド・エンジン（Midlands Engine）戦略612」の下で、多額の政府支援を受けてい

る。 

 

全国の合同行政区画における 5G カバー率の比較では、西部ミッドランドは英国一位である613。

また、国際貿易省（Department for International Trade）が外資を誘致し、英国内の地域産業

の活性化を促進するために導入した High Potential Opportunities（HPO）スキーム614では、

データを利用したヘルスケア技術分野で、バーミンガムとソリハルが英国で一番の投資先とな

っている。コネクテッド自動運転車両のモデリングとシミュレーションの分野では、コべント

リーとウォーリックシャーが一番の投資先である615。 

 

 
607 DIGITAL BIRMINGHAM, Smart City Roadmap (2012-2017)https://digitalbirmingham.co.uk/project/the-

roadmap-to-a-smarter-birmingham/ 

Intelligent Transport, March 2018, MaaS app Whim heading to UK for the first time ahead of full roll out 

https://www.intelligenttransport.com/transport-news/66471/maas-app-whim-uk-first-time/  
608 West Midlands Combined Authority, Who we are   

https://beta.wmca.org.uk/who-we-are/?_ga=2.196497322.728488290.1636526180-611869343.1636526180  
609 MIDLANDS FUTURE MOBILITY https://midlandsfuturemobility.co.uk/what-is-mfm/   
610 SILICON SPA  http://backspaceuk.com/siliconspa/home-2.html  
611 Invest in the West Midlands, UK’s leading FDI location outside London, DIT Inward Investment Results 

20/21 https://investwm.co.uk/why-west-midlands/  
612 HM Government, March 2017, Midlands Engine Strategy 

https://www.gov.uk/government/publications/midlands-engine-strategy  
613 West Midlands Combined Authority, West Midlands Digital roadmap 2021  

https://www.wmca.org.uk/media/4468/west-midlands-digital-

roadmap.pdf?_ga=2.62099692.1573817707.1634989904-1335716166.1634989904   

5G coverage and performance assessment in UK top cities andCombined Authorities, June 2021  

https://www.wm5g.org.uk/wp-

content/uploads/2021/09/20210629_umlaut_WM5G_5G_Coverage_assessment.pdf  
614 HM Government, October 2020, Regional investment projects announced to boost local economies 

https://www.gov.uk/government/news/regional-investment-projects-announced-to-boost-local-economies  
615 Greater Birmingham & Solihull Local Enterprise Partnership  

  https://gbslep.co.uk/news-and-events/news/west-midlands-identified-as-leading-location-for-emerging-

industries/  

https://digitalbirmingham.co.uk/project/the-roadmap-to-a-smarter-birmingham/
https://digitalbirmingham.co.uk/project/the-roadmap-to-a-smarter-birmingham/
https://www.intelligenttransport.com/transport-news/66471/maas-app-whim-uk-first-time/
https://beta.wmca.org.uk/who-we-are/?_ga=2.196497322.728488290.1636526180-611869343.1636526180
https://midlandsfuturemobility.co.uk/what-is-mfm/
http://backspaceuk.com/siliconspa/home-2.html
https://investwm.co.uk/why-west-midlands/
https://www.gov.uk/government/publications/midlands-engine-strategy
https://www.wmca.org.uk/media/4468/west-midlands-digital-roadmap.pdf?_ga=2.62099692.1573817707.1634989904-1335716166.1634989904
https://www.wmca.org.uk/media/4468/west-midlands-digital-roadmap.pdf?_ga=2.62099692.1573817707.1634989904-1335716166.1634989904
https://www.wm5g.org.uk/wp-content/uploads/2021/09/20210629_umlaut_WM5G_5G_Coverage_assessment.pdf
https://www.wm5g.org.uk/wp-content/uploads/2021/09/20210629_umlaut_WM5G_5G_Coverage_assessment.pdf
https://www.gov.uk/government/news/regional-investment-projects-announced-to-boost-local-economies
https://gbslep.co.uk/news-and-events/news/west-midlands-identified-as-leading-location-for-emerging-industries/
https://gbslep.co.uk/news-and-events/news/west-midlands-identified-as-leading-location-for-emerging-industries/
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出所：図は以下より作成。英国地図、eurogeographics. © EuroGeographics 2021 

<https://www.mapsforeurope.org/explore-map/euro-global-map>  

西部ミッドランド地図、Office for National Statistics licensed under the Open Government Licence v.3.0.  

Contains OS data © Crown copyright and database right 

2021<https://geoportal.statistics.gov.uk/documents/local-authority-districts-counties-and-unitary-

authorities-april-2021-map-in-united-kingdom-/explore> 

 

 

西部ミッドランド基本情報 

 

正式名：West Midlands  

管轄当局：West Midlands Combined Authority 

土地面積：9 万 160 ヘクタール 1 

人口：292 万 8,592 人（2019 年) 2 

GVA：703 億 3,000 万ポンド(2019 年暫定値)3 

出所： 

1. 各行政区の面積を合計。英国地方自治協会 https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-

metric=442&mod-period=1&mod-area=E08000031&mod-

group=AllMetropolitanBoroughLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup  

2.  各行政区の人口を合計。国家統計局, 26 May 2021, Regional gross value added (balanced) by industry: 

local authorities by ITL1 region (Population estimates by local authority). 

https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyind

ustrylocalauthoritiesbyitl1region  

3.  各行政区の GVA を合計。同上 (TLG West Midlands edition)、GVA は粗付加価値 

 

  
 

© EuroGeographics 2021

① ウォルバーハンプトン 

② ウォルサル  

③ ダドリー 

④ サンドウェル 

⑤ バーミンガム 

⑥ ソリハル 

⑦ コベントリー 

https://geoportal.statistics.gov.uk/documents/local-authority-districts-counties-and-unitary-authorities-april-2021-map-in-united-kingdom-/explore
https://geoportal.statistics.gov.uk/documents/local-authority-districts-counties-and-unitary-authorities-april-2021-map-in-united-kingdom-/explore
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E08000031&mod-group=AllMetropolitanBoroughLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E08000031&mod-group=AllMetropolitanBoroughLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E08000031&mod-group=AllMetropolitanBoroughLaInCountry_England&mod-type=namedComparisonGroup
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
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（1） スマートコミュニティ推進の取り組み 
 

西部ミッドランド合同行政機構は、2018 年 9 月に、デジタル・文化・メディア・スポーツ省

（DCMS）の主導する、5G ネットワーク構築促進プログラムのコンペティションを勝ち抜き、

DCMS 5G テストベッドおよびアーバンコネクテッドコミュニティ（UCC）プロジェクトのリ

ーディングパートナーとなった616。かくして開始された西部ミッドランド 5G（WM5G）プロジ

ェクト617は、2018 年から 2022 年 3 月まで実施される。プロジェクトの目的は、都市環境にお

ける種々の市場を通じて、人々の生活やビジネスにとって 5G 技術がいかにポジティブな変化を

もたらすことができるかを証明する点にある。WM5G プロジェクトは、Connected Britain 

Award 2021（コネクテッド・ブリテン賞）618にてスマートシティイニシアチブ賞を受賞してい

る619。 

 

また、2021 年１月には、同プロジェクトの下、英国内では初となる、5G を用いた商業イノベ

ーションを加速させるためのイノベーション・センターとなる 5PRING が開設された620。

5PRING では、5G エキスパート、ビジネスおよびテクノロジーコーチ、外部講師および業界エ

キスパートによる、3 つの無料プログラムを提供している621。 

 

5PRING によるエデュケイト・プログラムは、さまざまなスケールの組織のために、5G の基本

的な理解を向上させることを目的として、5G のユースケースや、さまざまなネットワーク技術

に関する教育的イベントを開催している622。 

 

同センターが提供する、2 週間のインキュベーター・プログラムでは、初期ステージのスタート

アップ企業が、エキスパート・ビジネス・コーチおよび技術メンターによる 5G ソリューション

のトレーニングを受け、ビジネスプランおよび 5G 技術プランを作るサポートを受けることがで

きる。2 週間のインキュベーター・プログラムの終わりに、最も面白いソリューションを提案す

る企業は、5PRING のアクセラレーター・プログラムに参加し、同センターの協働企業ととも

に、そのソリューションをさらに発展させるチャンスを得る623。 

 

5PRING での次なるステップとなる 3 カ月間のアクセラレーター・プログラムは、スタートア

ップ企業やスケールアップを計画する企業のために、5G テストベッドへのアクセスを提供しサ

ポートする。同プログラムは、大中小（スタートアップを含む）全ての規模の企業をサポート

するためにデザインされている。参加企業は、5PRING の企業パートナーとビジネスチャンス

を探るだけでなく、さまざまなワークショップに参加し、ファンド獲得戦略を含めた成長戦略

を作成し、投資機会を発見するためのネットワークを構築することができる。 

 

（2） プロジェクト事例 
 

ここでは、WM5G で実施されているプロジェクトを紹介する。 

 

 
616 UK5G, West Midlands 5G  https://uk5g.org/connect/the-organisations/west-midlands-5g/  
617 WM5G, 5G Bootcamp  https://www.wm5g.org.uk/  
618 情報通信業界の有力な英国メディア会社である Total Telecom が主催するデジタルコネクティビティに関す

る賞。 
619 WM5G, Revolutionary 5G-enabled road and rail transport projects recognised at Connected Britain 

Awards https://www.wm5g.org.uk/news/revolutionary-5g-enabled-road-and-rail-transport-projects-

recognised-at-connected-britain-awards/   

Total telecom, September 2021, The Connected Britain Award Winners 2021  
620 WM5G, Innovation Centres (powered by 5PRING)  https://www.wm5g.org.uk/projects/application-

accelerator/   
621 5SPRING, How 5PRING can help you unlock 5G’s potential  https://5pring.org  
622 WM5G Educate  https://www.wm5g.org.uk/projects/application-accelerator/engage/  
623 https://5pring.org/programmes/  

https://uk5g.org/connect/the-organisations/west-midlands-5g/
file:///C:/Users/Naomi_Nezu/AppData/Roaming/Microsoft/Word/WM5G,%205G%20Bootcamp%20%20https:/www.wm5g.org.uk/
https://www.wm5g.org.uk/news/revolutionary-5g-enabled-road-and-rail-transport-projects-recognised-at-connected-britain-awards/
https://www.wm5g.org.uk/news/revolutionary-5g-enabled-road-and-rail-transport-projects-recognised-at-connected-britain-awards/
https://www.wm5g.org.uk/projects/application-accelerator/
https://www.wm5g.org.uk/projects/application-accelerator/
https://5pring.org/
https://www.wm5g.org.uk/projects/application-accelerator/engage/
https://5pring.org/programmes/
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① 運輸部門における 5G技術の応用例 
 

WM5G とウェスト・ミッドランズ旅客交通局が協同して行なったプロジェクト「Mast-as-a-

Sensor（マスト・アズ・ア・センサー）」では、高解像度カメラとその他のセンサーを、交通

量の多い交差点に設置し、5G を通じて地域輸送調整センター（Regional Transport 

Coordination Centre：RTCC）にデータを送信している624。また、スウェーデンのエリクソン

と協働で、AI と機械学習の技術を用いて、既存の 4G および 5G インフラをセンサーと同様の

機能を持たせ、リアルタイム交通データを生成した（表 20 参照）。 

 

WM5G とゴーメディア（Gomedia）、ワードナーズ（Wordnerds）およびイコメラ

（Icomera）の協同で行われた乗客マネジメントに 5G 技術を用いる実証試験が、バーミンガム

を走行する 5 つの西部ミッドランドの路面電車で行われている625（表 21 参照）。この技術は、

温度調節や、反社会的行動への対応、障害のある人がサポートを必要としている状況をいち早

く察知するなどの目的で用いることができると考えられている。 

 

都市ツーリズム 5.0 プロジェクトでは、WM5G が You.Smart.Thing（YST)、ランドマーク

（Landmark）、イメージメーカーズ（Imagemakers）と協同して、次世代のトラベルアシス

タントアプリを開発している626（表 22 参照）。駅や主要な目的地に設置された 5G ネットワー

クに接続されたセンサーと、予約機能、トラベル情報を一つにしたこのアプリは、旅行者が必

要とする情報や知見をリアルタイムで提供してくれる。また、リアルタイムで、特定の目的地

にいる人の数を教えてくれることから、ソーシャル・ディスタンスの確保にも役立つとされ

る。 

 

WM5G が公道上のスマートセンサーを開発するビバシティ・ラブス（Vivacity Labs）と協働で

行なった実証試験「5G 交通監視センサープロジェクト」では、道路に設置されたセンサーか

ら、5G ネットワークを通じて、匿名化されたクオリティの高いデータをリアルタイムで収集し

た627（表 23 参照）。このデータセットは、スピードコントロールや渋滞の解消に用いることが

できると期待されている。また、アッピーウェイ（AppyWay）とのプロジェクト（Predikt）で

は、専用の車に HD カメラ、GPS と 5G SIM を搭載し、リアルタイムでクラウドに送信するこ

とにより、空き駐車場などの交通情報を収集した（表 24 参照）。 

 

 

表 20 Mast-as-a-Sensor（マスト・アズ・ア・センサー）プロジェクト628の 

主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役割 

エリクソン

（Ericsson）  

ストックホルムに拠点を置く、テレコム企業。 

本プロジェクトでは、Ericsson の研究開発チームが WM5Gと協働し、バ

ーミンガムのキングス・ヒース（バーミンガム南部郊外）で、AIおよび

機械学習を用いて既存の 4G および 5Gの通信マストにセンサーに似た機

能をもたせ、リアルタイムの交通データを生成した。通信マストは、電

波散乱の特徴を RadioSense と呼ばれるシステムに通信、RadioSenseがそ

の特徴から交通量を割り出す。 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 

 
624 WM5G, August 2021, United Kingdom West Midlands. Transport Innovation Projects, pp. 4-5. 

https://www.wm5g.org.uk/wp-content/uploads/2021/08/FWM-WM5G-20pp-Brochure-DIGITAL.pdf 
625 WM5G, August 2021, United Kingdom West Midlands. Transport Innovation Projects, pp. 10-11. 
626 WM5G, August 2021, United Kingdom West Midlands. Transport Innovation Projects, pp. 19-20. 
627 WM5G, November 2020, 5G Case Study. 5G Enabled Traffic Monitoring Sensors. 

https://www.wm5g.org.uk/projects/mobility/pilot-projects/5g-enabled-traffic-monitoring-sensors/  

628 WM 5G, December 2020, 5G Case Study. Mast-as-a-Sensor.  

https://www.wm5g.org.uk/wp-content/uploads/2020/12/Ericsson-Mast-as-a-sensor-Case-Study.pdf  

https://www.wm5g.org.uk/wp-content/uploads/2021/08/FWM-WM5G-20pp-Brochure-DIGITAL.pdf
https://www.wm5g.org.uk/wp-content/uploads/2020/12/Ericsson-Mast-as-a-sensor-Case-Study.pdf
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表 21 路面電車乗客管理およびアクセシビリティプロジェクト629の主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役割 

ゴーメディア

（Gomedia） 

2015 年に設立した電車や大型バス用のエンターテイメントパッケージや

リアルタイムの移動情報を提供する英国企業。乗客自身のデバイスに車

両に搭載された Wi-Fi を利用してサービスを提供する。2020 年にイコメ

ラ（Icomera）（下記参照）に買収された。 

本プロジェクトでは、英国王立盲人協会（Royal National Institute of 

the Blind）およびナビレンズの協力の下で開発したトランスポート・ア

クセシビリティプラットフォームを提供する。同プラットフォームは、

目の不自由な乗客がスマートフォンのカメラを「目」代わりにして、公

共交通機関の情報をタイムリーかつ正確に得られるようにする。乗客が

スマートフォンをかざすと、駅構内に貼ってあるナビレンズ開発の BIDI

コードタグを自動認識して、ゴーメディアのクラウドベースの乗客情報

システムに接続する。そして位置情報やリアルタイムの地下鉄情報、ト

ラムの乗降方法など、必要な情報をスマートフォンで音声提供する。 

ナビレンズ

（NaviLens）630 

スペインのスタートアップ。視覚障がい者向けに開発された音声案内プ

ラットフォームを提供。BIDI コードと呼ばれる dd タグを携帯電話でス

キャンすることにより、タグに埋め込まれた情報を音声で得られる。 

本プロジェクトでは、ゴーメディアの Transport Accessibility プラット

フォームの中核テクノロジーとして NaviLens プラットフォームを提供

した。 

ワードナーズ

（Wordnerds） 

英国ゲーツヘッドに所在する SaaS（Software-as-a-Service）スタート

アップ。同社の SaaS プラットフォームは、先端 AI、ディープラーニン

グ、自然言語処理、そして昔ながらのコーバス言語学の技術を用いて、

文脈、そして人が真に意味することを自動的に理解することを可能にす

る、次世代の自動テキスト理解ソフトウェアである。企業の製品やサー

ビスに対する「お客様の声」を自動的に正しく理解するのに利用され

る。 

本プロジェクトでは、公共交通機関のオペレーターと乗客が、乗車中に

通信できるシステムを提供した。乗客が車内の 5GWi-Fi に接続するとミ

ニアンケートが表示され、回答は即座にワードナーズのプラットフォー

ムに送られる。乗客の回答は語彙ではなく文脈によって分類される。緊

急事態が発生した場合には、オペレーターに直接アラートが送られ、リ

アルタイムで対応することができる。 

イコメラ

（Icomera）631 

スウェーデンに本社を置く、公共交通機関向けにモバイルインターネッ

ト接続を提供する世界有数の会社。英国、フランス、ドイツ、イタリ

ア、米国、カナダに拠点をもつ。EQUANS の完全子会社である。 

本プロジェクトでは、同社の X5 Advanced Gateway を提供した。 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 

 

 

 

 

 
629 WM5G, October  2021, 5G Case Study. 5G Connected Tram. 

https://uk5g.org/media/uploads/resource_files/20_10_21_5G_Connected_Tram_FV.pdf 

GoMedia, WM5G, West Midlands 5G  https://gomedia.io/case-studies/west-midlands-5g/;  

wordnerds, a 5g customer experience revolution with west midlands 5g (wm5g) 

https://blog.wordnerds.ai/customer-experience-revolutionwith-west-midlands-5g  
630 NaviLens  https://www.navilens.com/  
631 Icomera  https://www.icomera.com/  

https://uk5g.org/media/uploads/resource_files/20_10_21_5G_Connected_Tram_FV.pdf
https://gomedia.io/case-studies/west-midlands-5g/
https://blog.wordnerds.ai/customer-experience-revolutionwith-west-midlands-5g
https://www.navilens.com/
https://www.icomera.com/
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表 22 都市ツーリズム 5.0（Urban Travel 5.0632）の主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役割 

ユー・スマート・シン

グ

（You.Smart.Thing：

YST） 

バーミンガムに拠点を置くトラベルテクノロジー企業。2015 年以

降、個人データ管理の新しいアプローチを開発し、インテリジェン

トモビリティの分野で複数の英国の交通当局と研究開発契約を結ん

でいる633。 

本プロジェクトでは、SaaS（Software-as-a-Service）プラットフォ

ーム「トラベル・アシスタント」を提供。様々な交通ネットワーク

やセンサーからリアルタイムの情報を収集し、個々のユーザーの移

動の目的および移動方法のニーズや好みに合わせたトラベル計画オ

プションを提示する。具体的には、ユーザはホテルなどのチェック

イン時間やイベントの開始時間、イベント会場への入り口、身体障

がい者用ルートや環境にやさしい交通オプション等を組み入れた、

カスタマイズされたトラベル計画オプションを得ることができる。 

ランドマーク

（Landmrk）634 

英国ブリストルのソフトウェア企業。地理空間情報を利用したメデ

ィアマーケティングを行う。 

本プロジェクトでは地理空間コンテンツ配信プラットフォームを提

供。 

イメージメーカーズ

（Imagemakers）635 

受賞歴のある英国のデザイン企業。とりわけ歴史的建造物、博物

館、自然環境等の分野に携わる。中国にも事業所を構える。 

本プロジェクトでは、クリエイティブなリッチメディア（注）・ナ

ビゲーションを提供する。 

オードル（Oodl） 英国の IoT スタートアップ。IoT および機械学習を利用したデジタ

ルツインを作成する。 

本プロジェクトでは、5G 対応のセンサーを駅や主要な会場に設置し

データを収集する。 
(注)リッチメディアとは、文字・静止画に加え、動画・音声を含めた多様な表現を統合して用いる情報媒体。ユ

ーザーの操作により表示内容が変化するといった双方向性をもたせるものもある。 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 

 

表 23 5G 交通監視センサープロジェクト（5G-enabled Traffic Monitoring Sensors636）の 

主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役割 

ビバシティ・ラブ

ス（Vivacity 

Labs）637 

最新の AI テクノロジーとコンピュータビジョン技術を利用したセンサー

と都市制御交通システム（UTC）を提供する、ロンドンに拠点を置く会

社。 

当社のアルゴリズムは映像から自動的に個人情報を消去してプライバシ

ーの確保を保証する。 

本プロジェクトでは、街路灯に同社のスマートセンサーを搭載し交通流

のデータを収集。このセンサーは、エッジコンピューティングにより匿

名化された道路利用データを生成する。加えて、リアルタイムのセキュ

 
632 WM5G, Transport competition winner: Urban Tourism 5.0   

https://www.wm5g.org.uk/news/transport-competition-winner-urban-tourism-5-0/  
633 https://yousmartthing.com/for-organisations/ ← Page Not Found の表示。 
634 https://landmrk.it/  
635 https://imagemakers.uk.com/  
636 WM5G, November 2020, 5G Case Study. 5G Enabled Traffic Monitoring Sensors. 

https://www.wm5g.org.uk/projects/mobility/pilot-projects/5g-enabled-traffic-monitoring-sensors/  
637 VIVACITY LABS  https://vivacitylabs.com/about-us/  

https://www.wm5g.org.uk/news/transport-competition-winner-urban-tourism-5-0/
https://yousmartthing.com/for-organisations/
https://landmrk.it/
https://imagemakers.uk.com/
https://vivacitylabs.com/about-us/
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アなビデオストリーミングを可能にするソリューションを開発し、事故

が確認されたときにのみこれを利用している。 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 

 

表 24  Predikt プロジェクト638の主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役割 

ゲットマッピング

（GetMapping） 

英国を代表する航空測量、地理データおよびイメージングを専門とする

企業。 

本プロジェクトでは、まずテスト前に HD カメラ、GPS および 5G SIM

を取り付けた調査車両を走行させ、テストエリアの 3D マップとモデル

を作成した。テスト期間中は、この車両を使い空き駐車スペースやその

他の道路情報を収集し、5G ネットワークを利用してクラウド上に転送し

た。 

アッピーウェイ

（AppyWay）639 

2013 年に設立されたロンドンに拠点を置く企業。ドライバーにパーキン

グ情報やその他道路情報の提供を行うアプリを開発する。 

本プロジェクトでは、調査車両が収集する情報を AI を用いて確認し、同

社のアプリを通じてリアルタイムで空き駐車スペース情報を提供した。 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 
 

② 製造部門における 5G 技術の応用例 
 

WM5G が精密部品製造のフィットファクトリー（Fitfactory）、AE アエロスペースと協働して

行なったプロジェクトでは、5G を用いた Enterprise Resource Planning（ERP）システムを開

発した（表 25 参照）640。同システムは、工場のフロア、機械、デバイスおよびスタッフからデ

ータを収集し、プロジェクトを計画し、工場のキャパシティと時間を最大限に用いることを可

能にする。また、同じ工場でビジョンインテリジェンスが参加したプロジェクトでは、5G 技術

および AI 技術を用いて、サプライチェーンにおける製造プロセスで、機械にどのレベルの不完

全さまでが許容されるかを学習させ、人間によるチェックよりもずっと速く、製造された製品

レベルのチェックを行うことを可能にした（表 25 参照）641。 

 

さらに、WM5G と建設セクターにおけるセーフティ商品を開発するテック企業 PLINX が協働

したプロジェクトでは、現場で働く人とマシンとの距離など、現場におけるハザードを教えて

くれる装置の取り付けられたヘッドギアが開発された（表 26 参照）642。現場に数々設置された

センサーと連携して機能するこの製品は、新高速鉄道 HS2643の建設現場で用いられており、健

康および安全に関するガイドラインのコンプライアンスを保証し、ハイリスク・ハザードをユ

ーザーに教えてくれる。また、新型コロナとの関連では、この製品は、現場の人たちがソーシ

ャル・ディスタンスを確保することを奨励し、感染の爆発を防ぐためにも用いられた644。 

 
638 WM5G, July 2019, 5G Case Study. AppyWay 5G Kerbside Parking  

Availability Trial, https://www.wm5g.org.uk/wp-content/uploads/2019/07/AppyWay-Case-Study.pdf  
639 appyway  https://appyway.com/?gclid=Cj0KCQjwiNSLBhCPARIsAKNS4_ermIRLQqL1pvzHD4ws5fz-

NFdkYnjOLCT2gDke10GpwUrPkcCqUwQaAl08EALw_wcB  
640 WM5G, April 2021, 5G Case Study. Fitfactory.  

https://www.wm5g.org.uk/wp-content/uploads/2021/04/20_03_25-WM5G-use-case-Fitfactory-FV.pdf  
641 WM5G, April 2021, 5G Case Study. Vision Intelligence.  

https://www.wm5g.org.uk/wp-content/uploads/2021/04/20_03_15-WM5G-Use-Case-Vision-

Intelligence_FV.pdf  
642 WM5G, April 2021, 5G Case Study. PLINX.  

https://www.wm5g.org.uk/wp-content/uploads/2021/04/20_03_18-WM5G-use-case-PLINX-FV.pdf  
643 イングランドの南北を結ぶ新高速鉄道（「HS2(High Speed Two)」）プロジェクト。英国政府の一大国家プ

ロジェクトとして進められている。 
644 WM5G, April 2021, 5G Case Study. PLINX, p. 2. 

https://www.wm5g.org.uk/wp-content/uploads/2019/07/AppyWay-Case-Study.pdf
https://appyway.com/?gclid=Cj0KCQjwiNSLBhCPARIsAKNS4_ermIRLQqL1pvzHD4ws5fz-NFdkYnjOLCT2gDke10GpwUrPkcCqUwQaAl08EALw_wcB
https://appyway.com/?gclid=Cj0KCQjwiNSLBhCPARIsAKNS4_ermIRLQqL1pvzHD4ws5fz-NFdkYnjOLCT2gDke10GpwUrPkcCqUwQaAl08EALw_wcB
https://www.wm5g.org.uk/wp-content/uploads/2021/04/20_03_25-WM5G-use-case-Fitfactory-FV.pdf
https://www.wm5g.org.uk/wp-content/uploads/2021/04/20_03_15-WM5G-Use-Case-Vision-Intelligence_FV.pdf
https://www.wm5g.org.uk/wp-content/uploads/2021/04/20_03_15-WM5G-Use-Case-Vision-Intelligence_FV.pdf
https://www.wm5g.org.uk/wp-content/uploads/2021/04/20_03_18-WM5G-use-case-PLINX-FV.pdf
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表 25 AE アエロス ペース（Aerospace）工場プロジェクト645の主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役割 

フィットファクト

リーテクノロジー

（Fitfactory 

Technology） 

企業のデジタル化サポートとそのソリューションの提案を行う、英国ウ

ォリントン（Warrington）に本社を置く企業646。 

本プロジェクトでは、企業資源計画（ERP）システムと先端ビジネスイ

ンテリジェンス・システムを提供。5G を用いて、製造プロセスとそのプ

ラニングの効率化を図った。 

ビジョンインテリ

ジェンス（Vision 

Intelligence） 

2020 年に設立したオランダの会社。AI ビデオアナリティクス・プラッ

トフォームを提供する。カスタムコードを作成することなく、最新の AI

カメラやエッジサーバに直接展開できる。 

本プロジェクトでは、同企業のプラットフォームを用いて、手動で行わ

れている生産作業を継続的にリアルタイムで把握し、製品の点検作業を

効率化した。 

AE エアロスペー

ス（AE 

Aerospace） 

航空産業や防衛産業などに提供する精密部品を生産する企業647。 

本プロジェクトでは、BT をテクノロジーパートナーとして英国初の工場

内 5G ネットワークの構築を実施し、Fitfactory および Vision 

Intelligence のソリューションを導入した。 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 

 

表 26 建設現場の安全性プロジェクトの主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役割 

プリンクス

（PLINX） 

バーミンガムに拠点を置く、建設産業における安全性確保のための技術

開発を行う企業648。 

本プロジェクトでは、5G ネットワークと、建設現場に設置されたセンサ

ーを用いて、現場で働く作業者たちに対して、ハザードを知らせるアラ

ート機能の搭載されたヘッドギアを開発した。 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 

 

③ ヘルスケア部門における 5G 技術の応用例 
 

WM5G プロジェクトは NHS（英国国営医療サービス）および地元の GP（一般家庭医）と協同

し、5G を利用したヘルスチェックのためのリモート診断ツールを開発している（表 27 参照）
649。例えば、Tekihealth との協同によって開発された Teki-Hub デバイスは、高解像度の写

真・ビデオおよび体温計や耳鏡（オトスコープ）、ポータブル心電図や肺活量測定からのデー

タを用いて、患者がリモートで GP によるフル検査を受けることを可能にする650。とりわけ新

型コロナは、ケアホームなどにいる新型コロナに対して脆弱な患者に対して、医師からの感染

を防ぎつつ、どのように医療サービスを提供していくかという問題を浮き彫りにした。こうし

た 5G を利用した遠隔診断技術は、リスクの高い患者の健康を守りつつ、医師による健康管理を

可能にするテクノロジーとして注目される。 

 

 
645 WM5G, April 2021, 5G Case Study. Fitfactory  

https://www.wm5g.org.uk/wp-content/uploads/2021/04/20_03_25-WM5G-use-case-Fitfactory-FV.pdf 

WM5G, April 2021, 5G Case Study. AE Aerospace.  

 https://www.wm5g.org.uk/wp-content/uploads/2021/04/20_03_10-WM5G_Case-

Study_AEAerospace_final.pdf; WM5G, April 2021, 5G Case Study. Vision Intelligence 
646 Fitfactory Technology  https://fitfactory.com/about-us  
647 AE Aerospace  https://www.aeaerospace.com  
648 PLINX  https://plinx.io  
649https://uk5g.org/discover/5G-projects/testbeds-and-trials/west-midlands-5g/  
650 WM5G, July 2021, 5G Case Study. 5G Enabled Clinical Examinations.  

https://www.wm5g.org.uk/wp-content/uploads/2021/07/5G-Enabled-Clinical-Examinations-Case-Study.pdf  

https://www.wm5g.org.uk/wp-content/uploads/2021/04/20_03_25-WM5G-use-case-Fitfactory-FV.pdf
https://www.wm5g.org.uk/wp-content/uploads/2021/04/20_03_10-WM5G_Case-Study_AEAerospace_final.pdf
https://www.wm5g.org.uk/wp-content/uploads/2021/04/20_03_10-WM5G_Case-Study_AEAerospace_final.pdf
https://fitfactory.com/about-us
https://www.aeaerospace.com/
https://plinx.io/
https://www.wm5g.org.uk/wp-content/uploads/2021/07/5G-Enabled-Clinical-Examinations-Case-Study.pdf
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また、WG5G がバーミンガム大学病院（UHB）と協同したコネクテッド救急トライアルでは、

リモートによるヘルスケア・プロフェッショナルのサポートによる、5G ネットワークによる遠

隔超音波診断を行った651。この遠隔超音波診断の技術は、本来必要がないにもかかわらず救急

外来に搬送される患者の数を減らし、診断スピードをあげることができると期待されている。 

 

表 27 遠隔診断プロジェクト652の主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役割 

テキヘルス

（Tekihealth） 

遠隔医療技術を開発し、英国国営医療サービス（NHS）に提供している

英国の企業653。 

本プロジェクトでは、WM5G および地域の GP と協働して、5G ネット

ワークを用いた、高解像度写真・ビデオ、および体温計やオトスコー

プ、心電図は肺活量測定のデータ送信により、遠隔診断を可能にする技

術を開発した。 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 

 

（3） 今後の計画 
 

2021 年に発表された、西部ミッドランドのデジタル・ロードマップ654によれば、2021 年から

2026 年の 5 年間における 5 つのミッションは、以下の通りである。 

 

1. デジタルアクセス機会を、貧困世帯を含む全ての人に対して確保すること 

2. 人々の暮らしを豊かにするためにデータを共有し用いること 

3. 英国で一番のコネクテッドな地域となること 

4. デジタル技術の可能性を実現し、経済を変革し、経済的レジリエンスを構築すること 

5. より速く、よりグリーンで、より健康的な地域を創出するためにデジタル公共サービスを

利用すること655 

 

ミッション 3 に関して、西部ミッドランドでは、2025 年までに 5G カバー率 40％を目標として

いる656。上記で紹介した WM5G プログラムはこの目標を支えることになる。また、ミッション

4 に関しては、中小企業のデジタル技術の応用によって生産性をより高めるべく、とりわけ次の

4 つの分野に注力することとされる。すなわち、自動運転技術の分野、データ技術を利用したヘ

ルス・ライフサイエンスの分野、クリエイティブコンテンツや技術の分野（とりわけゲーミン

グ・クラスター、e スポーツ、スクリーン技術の分野）、サービスとしての技術の分野である
657。 

 

とりわけ運輸部門に関しては、2020 年に政府が指定した全国で 4 つの未来の輸送ゾーン

（Future Transport Zone）の一つとして指定され、2,200 万ポンドの資金を獲得した658。この

未来の輸送ゾーン・プロジェクトの実施に伴い、より持続可能な輸送方式への変換を目標に、 

様々な新しい輸送技術のトライアルが実施されることになる。また、西部ミッドランドは、全

国 6 カ所のコネクテッド自動運転モビリティテストベッド（CAM testbed）のうちの一つとし

 
651 WM5G, July 2021, 5G Case Study. Connected Ambulance.  

https://www.wm5g.org.uk/wp-content/uploads/2021/07/Connected-Ambulance-Trial.pdf  
652 WM5G, July 2021, 5G Case Study. Connected Ambulance.  
653 TEKIHEALTH SOLUTIONS  https://tekihealth.com  
654 West Midlands Combined Authority, 2021, West Midlands Digital Roadmap. 

https://www.wmca.org.uk/media/4468/west-midlands-digital-

roadmap.pdf?_ga=2.62099692.1573817707.1634989904-1335716166.1634989904  
655 West Midlands Combined Authority, 2021, West Midlands Digital Roadma, p. 4.  
656 West Midlands Combined Authority, 2021, West Midlands Digital Roadmap, p. 21.  
657 West Midlands Combined Authority, 2021, West Midlands Digital Roadmap, p. 22. 
658 Transport for West Midlands. West Midlands. Future Transport Zone. University of Warwick 

Sustainable Travel Showcase, p. 2. http://www.acttravelwise.org/media/215853/act-travelwise-uow-deck.pdf 

https://www.wm5g.org.uk/wp-content/uploads/2021/07/Connected-Ambulance-Trial.pdf
https://tekihealth.com/
https://www.wmca.org.uk/media/4468/west-midlands-digital-roadmap.pdf?_ga=2.62099692.1573817707.1634989904-1335716166.1634989904
https://www.wmca.org.uk/media/4468/west-midlands-digital-roadmap.pdf?_ga=2.62099692.1573817707.1634989904-1335716166.1634989904
http://www.acttravelwise.org/media/215853/act-travelwise-uow-deck.pdf
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て指定されている（Midlands Future Mobility、ミッドランド未来のモビリティ）659。「ミッ

ドランド未来のモビリティ・プログラム」は、自動走行車両の走行テストを行うためのインフ

ラであり、CCTV、ウェザー・ステーション、コミュニケーション・ユニット、精度の高い

GPS ユニットなどの、最新のインフラを整備した、西部ミッドランドのバーミンガムやコヴェ

ントリーを含んだ地域に広がる、200 マイル以上の走行道路である。今後、この施設を利用した

革新的なプロジェクトが実施されると予想される。 

 

さらに、2021 年 10 月、西部ミッドランド合同行政機構は、政府からの 10 億ポンドの City 

Region Sustainable Transport Settlement（CRSTS）ファンドを獲得したことを発表した660。

同ファンディングの期間は 2022 年 4 月から年間で、数億ポンドの予算が、公共交通機関の炭素

削減のための様々なプロジェクトに配分されることになる。ファンド獲得にあたり西部ミッド

ランド合同行政機構が運輸省に提出した文書によれば、同地域の目標である 2041 年までのネッ

ト・ゼロを達成し、グリーンで包含的な経済復興を達成するために、予算は以下に用いられ

る。 

 

• バーミンガム、ダドリー、サンドウェル、ウォルサルおよびウォルバーハンプトンにお

ける 4 つの新たな地下鉄ラインの延長 

• ソリハル、サットン・コールドフィールド、そしてアルドリッジにおける新たな駅とバ

スインターチェンジの建設 

• コベントリーにおける革新的な Very Light Rail ネットワークの開発 

 

コベントリーの Very Light Rail は、コベントリーで運用が計画されている、英国初と言われて

いる新しい路面電車のプロジェクトである。従来の路面電車より軽量の車体を用いるため、運

行コストや建設にかかる時間が節約できる。また、頭上のケーブル等を街中に設置せず、バッ

テリーを用いて運行する。将来的には、自動走行で運用されることになると予想されている
661。 

 
 

  

 
659 MIDLANDS FUTURE MOBILITY  https://midlandsfuturemobility.co.uk/what-is-mfm/  
660 West Midlands COmbined Authority, October 2021, West Midlands secures over £1bn funding to drive a 

green transport revolution  https://www.wmca.org.uk/news/west-midlands-secures-over-1bn-funding-to-

drive-a-green-transport-revolution/  
661 RAILWAY TECHNOLOGY, May 2020, Coventry Very Light Rail (CVLR)  

 https://www.railway-technology.com/projects/coventry-very-light-rail-cvlr/  

https://midlandsfuturemobility.co.uk/what-is-mfm/
https://www.wmca.org.uk/news/west-midlands-secures-over-1bn-funding-to-drive-a-green-transport-revolution/
https://www.wmca.org.uk/news/west-midlands-secures-over-1bn-funding-to-drive-a-green-transport-revolution/
https://www.railway-technology.com/projects/coventry-very-light-rail-cvlr/
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10. ケンブリッジ 
 

ケンブリッジは、教育、科学、イノベーション、研究、知能系産業において世界的に高い評価

を受けている地域である。ケンブリッジおよびその周辺地域のシリコンフェン（Silicon Fen、

ケンブリッジクラスターとも呼ばれる）では、アームやアストラゼネカ等、ソフトウェアや電

子機器、バイオテクノロジーを中心としたハイテク企業の大規模なクラスターが形成されてお

り、英国経済とその国際競争力にとって極めて重要な地域となっている。 

 

市には、ケンブリッジ大学や、ケンブリッジ大学の病院であるエデンブルックス病院、アング

リア・ラスキン大学がある。ケンブリッジは、研究者と技術開発系企業が集中する、英国内随

一の IT ビジネスホット・スポットである。特許の数は人口比では英国一位であり662、4,500 以

上の知能系企業が集中している。 

 

 
出所：eurogeographics. © EuroGeographics 2021 <https://www.mapsforeurope.org/explore-map/euro-global-

map> より作成 

 
 

（1） スマートコミュニティ推進の取り組み 
 

スマートケンブリッジ（Smart Cambridge）プロジェクトは、ケンブリッジシャーエリア内の

カウンシル、企業、大学の研究者らが協働する、グレーター・ケンブリッジエリアのためのス

マートコミュニティ戦略である。 

 

 
662 Smart Cambridge 2017-2018, p. 9.  

https://www.connectingcambridgeshire.co.uk/wp-content/uploads/2018/07/Smart-Cambridge-brochure-

2017.pdf  

© EuroGeographics 2021

ケンブリッジ基本情報 

 

正式名：Cambridge 

管轄当局：Cambridge City Council 

土地面積：4,070 ヘクタール 1 

人口：12 万 4,798 人（2019 年) 2 

GVA：63 億 7,800 万ポンド(2019 年暫定

値)3 

注：1. 英国地方自治協会

https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastand

ard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-

area=E07000008&mod-

group=AllDistrictInRegion_East&mod-

type=namedComparisonGroup  

2. 国家統計局, 26 May 2021, Regional gross 

value added (balanced) by industry: local 

authorities by ITL1 region (Population 

estimates by local authority). 

https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomes

ticproductgdp/datasets/regionalgrossvaluead

dedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1

region  

3. 同上 (TLK South West edition).  

GVA は粗付加価値 

 

 

https://www.connectingcambridgeshire.co.uk/wp-content/uploads/2018/07/Smart-Cambridge-brochure-2017.pdf
https://www.connectingcambridgeshire.co.uk/wp-content/uploads/2018/07/Smart-Cambridge-brochure-2017.pdf
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E07000008&mod-group=AllDistrictInRegion_East&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E07000008&mod-group=AllDistrictInRegion_East&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E07000008&mod-group=AllDistrictInRegion_East&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E07000008&mod-group=AllDistrictInRegion_East&mod-type=namedComparisonGroup
https://lginform.local.gov.uk/reports/lgastandard?mod-metric=442&mod-period=1&mod-area=E07000008&mod-group=AllDistrictInRegion_East&mod-type=namedComparisonGroup
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
https://www.ons.gov.uk/economy/grossdomesticproductgdp/datasets/regionalgrossvalueaddedbalancedbyindustrylocalauthoritiesbyitl1region
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（2） プロジェクト事例 
 

① インテリジェント・シティ・プラットフォーム（Intelligent City Platform：

iCP） 
 

スマートケンブリッジプロジェクトでは、2017 年に、IoT をサポートするネットワーク整備の

一環として、iCP プラットフォームを開発した663。iCP は、LoRaWAN やシグフォックス

（Sigfox）など、IoT デバイスを接続する無線通信に適したネットワークとして、スマートケン

ブリッジとケンブリッジ大学の協働で敷設された664。現在では、iCP プラットフォームを通じ

て、街中の様々な場所に設置されたセンサーからデータハブへとデータが集められている665。

こうしたデータから得られる情報の中には、例えば、バスのリアルタイム位置情報や、大気

質、自転車や車の数、空き駐車スペース、街中に設置されたゴミ箱が満杯になっているか否か

などが含まれる666。ケンブリッジシャーのほとんど全てのバスには GPS センサーが搭載されて

いる667。スマートケンブリッジの現在のフェーズとしては、新しい技術を用いて、これらの収

集された情報をどのように市民の利用に供するかという段階である。 

 

例えば、スマートケンブリッジとビルディング・インテレクト（Building Intellect）の協働で

開発されたモーションマップ・トラベル（MotionMap travel）アプリは、無料でダウンロード

でき、リアルタイムでバスの動きを確認できるほか、目的地までの最短最速のルートを検索す

ることもでき、広く住民に親しまれている。ビルディング・インテレクトは、リアルタイム交

通情報を可視化することでスマートな旅程プランナーアプリを開発する、ケンブリッジに拠点

を置く企業である。同社は、スマートケンブリッジだけでなく、ミルトンキーンズのスマート

コミュニティプロジェクト「MK: Smart」とも協働している668。 

 

ケンブリッジ大学と協同で開発されたスマートパネルスクリーンは、公共の建物などどこにで

も設置することができ、リアルタイム情報に基づいたバス・電車の時刻表や、渋滞情報を示す

地図、その他の最新トラベル情報や天気予報を一挙に表示することができ、街中の主要な場所

に設置されている669。スマートパネルスクリーンのポケットバージョンもあり、いつでもスマ

ートフォン上で全ての情報を確認することができる670。また、巨大なデジタル道案内スクリー

ンは、駅前や主要なインターチェンジに設置されており、リアルタイムの電車やバスの情報を

もとに、地図、地元の観光情報、散歩やサイクリングルートの提案などの情報を提供してい

る。 

 

また、アッピーウェイはスマートケンブリッジと協働して、自治体レベルの交通規制、駐車制

限や、道路工事情報をデジタル化している671。アッピーウェイは駐車場の空き情報や駐車料

金、駐車禁止の道路、電気自動車のチャージポイントなどの情報をリアルタイムで表示するア

 
663 Smart Cambridge 2019-2020, p. 4.  

https://www.connectingcambridgeshire.co.uk/wp-content/uploads/2019/09/Smart-Cambridge-brochure-2019-

2020.pdf 
664 Smart Cambridge 2019-2020, p. 4. 
665 Smart Cambridge 2019-2020, p. 4. 
666 Smart Cambridge 2019-2020, p. 4. 
667 Connecting Cambridgeshire, June 2017, Smart bus travel with real-time data for Cambridge region 

https://www.connectingcambridgeshire.co.uk/2017/06/smart-bus-travel-real-time-data-cambridge-region/  
668 Building intellect, REAL-TIME TRANSPORT DATA AT YOUR FINGERTIPS  

https://www.buildingintellect.co.uk  
669 Connecting CAMBRIDGESHIRE, SmartPanel Screens 

https://www.connectingcambridgeshire.co.uk/smart-places/smart-cambridge/smart-panel-screens/  
670 Connecting CAMBRIDGESHIRE, Pocket SmartPanel  

https://www.connectingcambridgeshire.co.uk/smart-places/smart-cambridge/pocket-smartpanel/  
671 Smart Cambridge 2019-2020, p. 7. 

https://www.connectingcambridgeshire.co.uk/wp-content/uploads/2019/09/Smart-Cambridge-brochure-2019-2020.pdf
https://www.connectingcambridgeshire.co.uk/wp-content/uploads/2019/09/Smart-Cambridge-brochure-2019-2020.pdf
https://www.connectingcambridgeshire.co.uk/2017/06/smart-bus-travel-real-time-data-cambridge-region/
https://www.buildingintellect.co.uk/
https://www.connectingcambridgeshire.co.uk/smart-places/smart-cambridge/smart-panel-screens/
https://www.connectingcambridgeshire.co.uk/smart-places/smart-cambridge/pocket-smartpanel/


 

138 

 

プリを開発する企業である672。また、スマートケンブリッジプロジェクトにより収集されたリ

アルタイム情報は、Google トランジット、ステージコーチ（Stagecoach、英国の主要バスサー

ビス会社）、およびイト・ワールド（Ito World）とも共有され、旅程計画ツールの開発に用い

られている673。イト・ワールドは、ケンブリッジに拠点を置く、リアルタイム交通情報の可視

化および旅程プランニングに特化したソフトウェア開発企業である674。 

 

さらに、2019 年からは、スマート街路灯を開発する企業であるテレンサ（Telensa）、ケンブ

リッジ大学のデジタルビルトブリテンセンター（Centre for Digital Built Britain）675およびス

マートインフラ・建設センター（Centre for Smart Infrastructure and Construction）676と提

携して、収集されたアーバン・データをもとにケンブリッジの「デジタル・ツイン」を作成

し、より良いインフラ整備に役立てるプロジェクトを進めている677。 

 

表 28 スマートケンブリッジプロジェクト 主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役割 

ビルディング・イ

ンテレクト

（Building 

Intellect） 

ケンブリッジに拠点を置く、旅程プランナーアプリ開発のスタートアッ

プ678。 

スマートケンブリッジプロジェクトでは、モーションマップ

（MotionMap）トラベルアプリの開発に携わっている679。同アプリで

は、自分の家と職場を入力しておくと、地図上でバスの現在位置を確認

でき、最寄りのバス停に来るバスのリストとタイミングも一覧で確認で

きる。 

アッピーウェイ

（AppyWay） 

もともと AppyParking として、駐車スペースを探す煩わしさから運転手

を解放するための、空きスペースを見つけるアプリの開発に携わってい

た企業である。現在では AppyWay として、駐車スペースだけでなく、

英国全体の道路に関する駐車規制等の情報を提供するアプリを開発して

いる680。ロンドンに拠点を置く。 

スマートケンブリッジプロジェクトでは、道路の規制情報などの情報を

デジタル化している681。 

イト・ワールド

（Ito World） 

 

MaaS のためのアルゴリズムを開発する、ケンブリッジに拠点を置く企

業。 

Google Transit との協働で、バスの GPS センサーから収集されたデータ

をもとに、バスの到着時間を予想し、このパッケージ化された情報を

Google Transit に提供している682。 

Google  Ito World によって分析されたバスのリアルタイム情報を、Google マッ

プの乗り換え情報として表示することで、ケンブリッジのバスユーザー

の利用に役立てる683。 

 
672 Appyway, API Solutions, Introducing the UK's largest and most comprehensive parking and kerbside 

data set https://appyway.com/intelligent-mobility-parking-api/  
673 Smart Cambridge 2019-2020, p. 7. 
674 Ito World  https://www.itoworld.com  
675 University of Cambridge, Centre for Digital Built Britain  https://www.cdbb.cam.ac.uk  
676 University of Cambridge, Cambridge Centre for Smart Infrastructure and Construction 

https://www-smartinfrastructure.eng.cam.ac.uk  
677 Smart Cambridge 2019-2020, pp. 8, 11. 
678 Building Intellect, REAL-TIME TRANSPORT DATA AT YOUR FINGERTIPS  

https://www.buildingintellect.co.uk  
679 Smart Cambridge 2019-2020, p. 6. 
680 Appyway, Our story so far  https://appyway.com/about-us/  
681 Smart Cambridge 2019-2020, p. 7.  
682 Connecting CAMBRIDGESHIRE Smart bus travel with real-time data for Cambridge region、脚注 681

参照。 
683 Connecting CAMBRIDGESHIRE Smart bus travel with real-time data for Cambridge region,、脚注 681

参照。  

https://appyway.com/intelligent-mobility-parking-api/
https://www.itoworld.com/
https://www.cdbb.cam.ac.uk/
https://www-smartinfrastructure.eng.cam.ac.uk/
https://www.buildingintellect.co.uk/
https://appyway.com/about-us/
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ステージコーチ

（Stagecoach） 

1980 年に創設された、英国最大のバス会社684。 

スマートケンブリッジプロジェクトでは、バスのリアルタイム位置情報

を用いた、MaaS (Mobility-as-a-Service)のための新たなアプリの開発に

携わっている685。 

テレンサ

（Telensa） 

スマート街路灯およびスマートコミュニティ開発に特化したケンブリッ

ジに本社を置く世界的な企業。 

2019 年より、Urban Data Project にてスマートケンブリッジと協働

し、Microsoft Azure クラウド・プラットフォームを用いた、都市データ

プラットフォームを構築する。データは、Telensa の開発した街灯に取

り付けられた、ビデオとレーダー機能を搭載したマルチ・センサー・ポ

ッドから収集され、このデータを元にした情報が、AI 機械学習の技術に

よりリアルタイムで収集される686。 

ジオスポック

（GeoSpock） 

2013 年に、スティーブ・マーシュ氏が自らのケンブリッジ大学博士課程

での研究を実世界に生かすために設立した、空間的ビッグデータの分

析・可視化に特化したプラットフォームを開発する企業。現在、ケンブ

リッジ、シンガポール、日本橋にオフィスを構える687。 

スマートケンブリッジプロジェクトでは、G クラウドイニシアチブを進

める688。同イニシアチブでは、ケンブリッジ市内および周辺に設置され

た 96 の自動ナンバープレート認識カメラから情報を収集し、プラットフ

ォームを構築する689。これらの情報はケンブリッジにおける交通ネット

ワークの計画・開発に用いられる。 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 

 

② 自動運転シャトル 
 

スマートケンブリッジプロジェクトでは、今後の人口増加と公共交通機関への負担増大に対処

するため、持続可能なスマートモビリティの開発にも携わっている。2018 年 2 月、英国のコべ

ントリーに拠点を置く企業である Aurrigo Driverless Technology（RDM グループの自動走行

車両部門）とスマートケンブリッジの協同が実現し、2021 年 6 月に、英国で最初に乗客を乗せ

た自動運転シャトルのトライアルを始めた自治体の一つになった690。アウリーゴのオートシャ

トルは、映画のトランスフォーマーやガンダムを彷彿とさせるような、近未来的なデザインが

際立ったシャトルで、ケンブリッジ市内でテスト走行を行っている691。シャトルの動力は電気

で、一日の終わりに充電される。シャトルのスピードは時速 20 マイル（時速 30 キロ程度）で

あり、テスト走行エリアにあたる市街地の最高時速に合わせて設定されている。このテスト走

行プロジェクトの予算は 320 万ポンドであり、そのうち 245 万ポンドがイノベート UK から出

資され、75 万ポンドがアウリーゴから出資されている。 

 

 
684 Stagecoach  https://www.stagecoachbus.com/about/national  
685 Connecting CAMBRIDGESHIRE, Smart Travel – Mobility as a Service (MaaS) 

https://www.connectingcambridgeshire.co.uk/smart-places/smart-cambridge/mobility-as-a-service/  
686 Telensa, February 2019, Telensa Announces the Urban Data Project with Cambridge as Launch Partner 

City https://www.telensa.com/news/telensa-announces-the-urban-data-project-with-cambridge-as-launch-

partner-city/  
687 GeoSpock, https://geospock.com/en/company/  
688 Connecting CAMBRIDGESHIRE, GeoSpock strikes commercial partnership with Smart Cambridge to 

further smart city ambitions  https://www.connectingcambridgeshire.co.uk/2019/03/geospock-strikes-

commercial-partnership-with-smart-cambridge-to-further-smart-city-ambitions/  
689 GeoSpock, Cambridgeshire County Council, Smart Cambridge 

https://geospock.com/en/solutions/case-studies/cambridge-county-council/  
690 connecting CAMBRIDGESHIRE, Autonomous Vehicles: Future Transport 

https://www.connectingcambridgeshire.co.uk/smart-places/smart-cambridge/autonomous-vehicles/  
691 AURRIGO, AUTO-SHUTTLE, City centre travel by autonomous shuttle  https://aurrigo.com/autoshuttle/  

https://www.stagecoachbus.com/about/national
https://www.connectingcambridgeshire.co.uk/smart-places/smart-cambridge/mobility-as-a-service/
https://www.telensa.com/news/telensa-announces-the-urban-data-project-with-cambridge-as-launch-partner-city/
https://www.telensa.com/news/telensa-announces-the-urban-data-project-with-cambridge-as-launch-partner-city/
https://geospock.com/en/company/
https://www.connectingcambridgeshire.co.uk/2019/03/geospock-strikes-commercial-partnership-with-smart-cambridge-to-further-smart-city-ambitions/
https://www.connectingcambridgeshire.co.uk/2019/03/geospock-strikes-commercial-partnership-with-smart-cambridge-to-further-smart-city-ambitions/
https://geospock.com/en/solutions/case-studies/cambridge-county-council/
https://www.connectingcambridgeshire.co.uk/smart-places/smart-cambridge/autonomous-vehicles/
https://aurrigo.com/autoshuttle/
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アウリーゴは現在、数々の自動走行シャトルの開発を依頼されており、これらの新車両は、現

在のテスト範囲となっている狭い市街地の区画を超えて、ケンブリッジの中心市街地の主要な

道路で、夜間等にテスト走行を行うことが予定されている。その後は、ケンブリッジ中心市街

地のうち、通常のバス路線がカバーしていないエリアをテスト走行する可能性がある。今後、

同社の自動走行シャトルは、グレーターケンブリッジと呼ばれる、ケンブリッジ市と南ケンブ

リッジシャーの自治体を含む広域で、サービスの運用を開始する。その際は、乗車は有料とな

り、チケット予約制となることが見込まれている。 

 

第一弾目となるアウリーゴのシャトルは、ロックダウンの規制が緩和された 2021 年 4 月に、ケ

ンブリッジ大学の理系研究所が集中する市街地のエリアにて、自動走行テストを開始した。第

二弾のシャトルは 2021 年 5 月に導入され、現在では第三弾のシャトルが、2021 年 6 月から、

興味を持った乗客を乗せて、テスト走行を行っている。交通大臣のレイチェル・マクリーン議

員は、2021 年 5 月に同シャトルが乗客を乗せた時の最初の乗客の一人であった。試乗した同議

員はこのように述べている。 

 

“自動走行車両は、英国にとって、より安全、よりグリーン、そしてより信頼のおける交

通機関というチャンスを提供しており、数万もの高給で高い技術系の雇用を生み出す可

能性を持っています。このプロジェクトは非常にエキサイティングで、英国の公共交通

機関の将来にとって、いかに自動運転車両が人々の移動を簡単にするかを例証するもの

です692。” 

 

アウリーゴのオートシャトルは、本来運転手を要しない自動走行車であるものの、テスト運行

中の現在、シャトル走行時は、道路上のハザードなどがある場合に、緊急時に車両を停止させ

るために、2 名のセーフティ・オペレーターが常在している。しかしセーフティ・オペレーター

は、通常時は車両のコントロールはしない。この技術の最終形態としては、セーフティ・オペ

レーターの代わりに、操縦席からリモートで CCTV を用いたコントロールのみの可能性を残し

て運行することが予定されている。 

 

表 29 主な参加企業と役割 

企業名 企業概要およびプロジェクトにおける役割 

アウリーゴ

（Aurrigo） 

コべントリーに拠点を置く、自動運転車両技術開発に携わる企業で、

2020 年の Autocar Awards では、イノベーションアワードを受賞した
693。 

スマートケンブリッジプロジェクトでは、10 席仕様のオートシャトルの

トライアルを行なった。また、最近では、西部ミッドランドのソリハル

市がオートシャトルを購入し、今後同市でのトライアルが行われる予定

である694。同社の他のラインナップには、4 人乗りで時速 25 キロまで出

すことのできる、AUTO-POD も含まれる。AUTO-POD はサイエンスパ

ークや、大学のキャンパス内、あるいはケアホームでの利用が可能であ

る695。 

（出所）各社ウェブサイトに基づき作成。 

 

 

 
692 connecting CAMBRIDGESHIRE, Ground-breaking self-driving shuttles carry passengers in Cambridge 

road trials https://www.connectingcambridgeshire.co.uk/2021/05/ground-breaking-self-driving-shuttles-

carry-passengers-in-cambridge-road-trials/  
693 Autocar Awards 2020: all the winners  https://www.autocar.co.uk/car-news/new-cars/autocar-awards-

2020-all-winners  
694 Solihull Metropolitan Borough Council, CAV Trials  https://www.solihull.gov.uk/About-the-Council/CAV-

trials   
695 AURRIGO, AUTO-POD  https://aurrigo.com/autopod/  

https://www.connectingcambridgeshire.co.uk/2021/05/ground-breaking-self-driving-shuttles-carry-passengers-in-cambridge-road-trials/
https://www.connectingcambridgeshire.co.uk/2021/05/ground-breaking-self-driving-shuttles-carry-passengers-in-cambridge-road-trials/
https://www.autocar.co.uk/car-news/new-cars/autocar-awards-2020-all-winners
https://www.autocar.co.uk/car-news/new-cars/autocar-awards-2020-all-winners
https://www.solihull.gov.uk/About-the-Council/CAV-trials
https://www.solihull.gov.uk/About-the-Council/CAV-trials
https://aurrigo.com/autopod/


 

141 

 

（3） 今後の計画 
 

ケンブリッジで今後の発展が期待される分野は、自動運転シャトルとデジタル・ツイン作成の

分野である。 

 

自動運転シャトルの関係では、アウリーゴの開発したシャトルが市内でのトライアルを一通り

終え、近いうちに、有料でのシャトルサービスを開始することが期待されている。 

 

デジタル・ツインの開発に関しては、ケンブリッジ大学のデジタルビルトブリテン・センター 

（CDBB）およびスマートインフラ・建設ケンブリッジセンター（CSIC）がスマートケンブリ

ッジプロジェクトとして協同し、通常の都市モデリング技術に新たなデータソースとデータ分

析技術を組み合わせ、ケンブリッジへの通勤ルートでの渋滞解消や大気質向上にかかる開発を

行っている。ケンブリッジ大学のスマートインフラ・建設ケンブリッジセンター（CSIC）は、

オーヴ・アラップ財団（Ove Arup Foundation）のファンディングを受け、Digital Cities for 

Change（DC2）プロジェクトとして、次世代シティ・プラニングとマネジメントにかかる開発

を行っており、スマートケンブリッジとの協同は同プロジェクトの一環である。スマートケン

ブリッジで進めているデジタル・ツインプロジェクトは、デジタル・ツイン・プロトタイプに

よって、異なる年齢層のグループがどのような交通手段でケンブリッジに通勤しているかを分

析し、これらの情報を交通機関への投資や、住宅開発などに用いることを念頭に置いている。

現在、同プロジェクトでは、都市規模でのフル・デジタル・ツイン作成のためのパイロット・

プランとして、ケンブリッジ大学のバイオメディカルキャンパスに特化した小規模なデジタ

ル・ツインを作成し、自動ナンバープレート認識装置を用いた交通モニターデータセット（匿

名情報）を取得し、そこから新たなアルゴリズムを用いて、移動の目的や、運転者の社会経済

的性質を読み取っている。 

 

また、CDBB は、国家デジタルツイン作成のためのテストとして、ウェスト・ケンブリッジ・

エリア（ケンブリッジ大学が新たに理系の研究施設や住宅の建設を集中的に進めている北西エ

リア）で、いくつかの大学研究施設のデジタル・ツインを作成し、デジタル・ツインがどのよ

うに機能するかの実証研究を進めている。この研究では、すでにドローンや車両によって建

物、道路、自転車用レーンなどの 3D モデルを作成するための情報が収集され、さらに建物や周

辺施設に設置されたセンサーが、エネルギー消費量、人の有無・人数、大気質などのデータを

収集している。収集されたデータは、大学、ベントレー・システムズ（Bentley Systems）、ジ

オスラム（GeoSLAM）、トプコン（Topcon）そしてレッド・バイト（RedBite）が協働して、

データ結合・分析システムを開発している。 
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IV 今後の展望 
 

 

英国は、スマートコミュニティソリューションや先端デジタル技術における研究開発およびイ

ノベーション、創造性、技術的専門性の高い人材を強みに、世界有数のスマートコミュニティ

を生み出してきた。他の先進国に比べて遅れていたデジタルインフラの整備も、現在、サプラ

イチェーンも含めレジリエントなインフラの構築を急ピッチで進めており、英国全土で、地方

自治体を中心に、大学や交通当局、公益事業者などの組織によるスマートコミュニティプロジ

ェクトが実施されている。 

 

これまで英国政府は、国家プロジェクトとして単一のスマートコミュニティモデルやスマート

コミュニティ戦略、あるいはロードマップを構築することなく、地方自治体が独自のプロジェ

クトを策定・実施できるように支援することでスマートコミュニティを推進してきた。鍵とな

る 3 つの政府の役割は、ステークホルダー間の連携の促進、自治体のプロジェクトへの投資お

よびそれによるスマートコミュニティのポートフォリオの構築、そしてスマートコミュニティ

開発に係わる基準の整備である。現行政府の最大の政策目標であるレベリングアップやコロナ

ウイルス感染症からの地域経済再生政策でも地域への権限委譲を重視していることから、今後

も地方自治体や地域のコンソーシアムによる革新的なプロジェクトの公募および投資を通して

地域主導型のスマートコミュニティの開発を後押ししていくと思われる。国家プロジェクトで

ある国家デジタルツインの構築も、情報共有の基準策定を基にした異なるデジタルツインのエ

コシステムの構築であることに留意したい。 

 

今後の政府政策におけるスマートコミュニティの最大の推進力は、法律で定められた 2050 年ネ

ットゼロエミッション目標である。地方政府レベルでも、英国の自治体の 74％が気候非常事態

宣言に署名し696、その多くが 2030 年までのカーボンニュートラル目標を掲げている。ネットゼ

ロ政策とスマートコミュニティプロジェクトは極めて親和性が高く、とりわけデータおよびデ

ジタル技術を用いた新たなエネルギーシステムの構築は効率的なネットゼロ目標の達成に不可

欠である。例えば英国は 2030 年にガソリン・ディーゼル乗用車・バンの新車販売を、2035 年

には同重量車の販売を禁止する。また、建物部門では 2035 年以降のガスボイラーの新規販売が

禁止になる。これらは必然的に EV およびヒートポンプの利用、すなわち電力需要の拡大を意味

し、主力電源として再生可能エネルギーを最大限有効活用するには、エネルギーシステムのス

マート化によるフレキシブルな需給調整が鍵となる。関連して、英国の CO2 排出量の約 18%を

占める建物部門697では、スマートメータおよびエネルギー管理システムを用いて、太陽光パネ

ル、家庭用蓄電池、IoT センサーテクノロジーを用いた家電利用の最適化等により、ゼロエミッ

ションビルが可能になる。運輸部門ではデータおよびデジタル技術を利用した MaaS やアクテ

ィブトラベルの推進により CO2 削減が図れる他、自動運転車による走行および走行ルートの最

適化により物流の効率化や渋滞緩和が期待できる。 

 

現政府の最重要アジェンダであるレベリングアップはインフラ投資に重点が置かれており、イ

ンフラ政策の議論の中心となっているのがインフラの社会、経済、環境上のパフォーマンス向

上に向けたデータおよびデジタル技術の活用である。レベリングアップ政策の主要施策として

導入された様々な基金や英国インフラ銀行は、とりわけ「取り残された地域」（より具体的に

は、レベリングアップ基金の優先地域として指定された地域）における革新的なスマートコミ

ュニティ・ソリューションの導入に活用されることが期待される。 

 

 
696 Climate emergency UK, February 2021, LIST OF COUNCILS WHO HAVE DECLARED A CLIMATE 

EMERGENCY https://www.climateemergency.uk/blog/list-of-councils/  
697 Climate Change Committee, June 2021, 2021Progress Report to Parliament. The CCC's annual 

assessment of UK progress in reducing emissions and biennial assessment of progress in adapting to 

climate change, Supporting information, charts, and data – Progress in reducing emissions, Figure 1.  

https://www.theccc.org.uk/publication/2021-progress-report-to-parliament/  

https://www.climateemergency.uk/blog/list-of-councils/
https://www.theccc.org.uk/publication/2021-progress-report-to-parliament/
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政府の投資プログラムから、今後英国で重点的に進められると思われる、ネットゼロ目標関連

のスマートコミュニティ・プロジェクトは次の分野である。 

 

• 建物のスマート化を含む地域スマートエネルギーシステムの構築 

• 地理空間情報を用いた MaaS やアクティブトラベルの推進 

• コネクテッド自動運転（とりわけ物流ラストマイル）のパイロットプロジェクト 

• デジタルツイン 
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付録： 関連機関・団体のリンク集 
 

 

関連機関・団体名 ウェブサイトリンク 

HM Treasury（財務省） https://www.gov.uk/government/organisat

ions/hm-treasury 

Department for Digital, Culture, Media & Sport

（デジタル・文化・メディア・スポーツ省） 

https://www.gov.uk/government/organisat

ions/department-for-digital-culture-

media-sport 

Department for Business, Energy and 

Industrial Strategy（ビジネス・エネルギー産業

戦略省） 

https://www.gov.uk/government/organisat

ions/department-for-business-energy-and-

industrial-strategy 

Department for Transport（運輸省） https://www.gov.uk/government/organisat

ions/department-for-transport 

Department for Levelling Up, Housing and 

Communities（レベリングアップ・住宅・コミュ

ニティ省） 

https://www.gov.uk/government/organisat

ions/department-for-levelling-up-housing-

and-communities 

Cabinet Office（内閣府） https://www.gov.uk/government/organisat

ions/cabinet-office 

Department for International Trade（国際通商

省） 

https://www.gov.uk/government/organisat

ions/department-for-international-trade 

Centre for Connected & Autonomous Vehicles https://www.gov.uk/government/organisat

ions/centre-for-connected-and-

autonomous-vehicles 

Office of Gas & Electricity Market（Ofgem） https://www.ofgem.gov.uk/ 

Infrastructure and Projects Authority https://www.gov.uk/government/organisat

ions/infrastructure-and-projects-authority 

National Infrastructure Commission https://www.gov.uk/government/organisat

ions/national-infrastructure-commission 

Geospatial Commission https://www.gov.uk/government/organisat

ions/geospatial-commission 

National Highways https://www.gov.uk/government/organisat

ions/highways-england 

NHS Digital https://digital.nhs.uk/ 

National Cyber Security Centre https://www.ncsc.gov.uk/ 

Government Communications Headquarters

（GCHQ） 

https://www.gchq.gov.uk/ 

BSI（British Standards Institution、英国規格協

会） 

https://www.bsigroup.com/en-GB/  

National Grid ESO https://www.nationalgrideso.com/ 

UK Research and Innovation（UKRI） https://www.ukri.org/ 

Innovate UK https://www.ukri.org/councils/innovate-

uk/ 

Connected Places Catapult https://cp.catapult.org.uk/ 

Energy Systems Catapult https://es.catapult.org.uk/ 

Digital Catapult https://www.digicatapult.org.uk/ 

Satellite Applications Catapult https://sa.catapult.org.uk/ 

Digital Health Catapult https://www.digicatapult.org.uk/ 

Centre for Digital Built Britain https://www.cdbb.cam.ac.uk/ 

Cambridge Centre for Smart Infrastructure and 

Construction 

https://www-

smartinfrastructure.eng.cam.ac.uk/ 

Ordnance Survey https://www.ordnancesurvey.co.uk/ 
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BRE（Building Research Establishment） https://www.bregroup.com/ 

Institute for Future Cities https://www.strath.ac.uk/cities/ 

Alan Turing Institute https://www.turing.ac.uk/ 

National Research Facility for Infrastructure 

Sensing 

https://www.nrfis.cam.ac.uk/ 

UK Collaboratorium for Research on 

Infrastructure and Cities 

https://www.ukcric.com/ 

Zenzic  https://zenzic.io/ 

UK5G https://uk5g.org/ 

TechNation https://technation.io/  

Cenex https://www.cenex.co.uk/ 

UK BIM Alliance https://www.ukbimalliance.org/ 

Energy Hub https://www.energyhub.org.uk/ 

Energy Networks Association https://www.energynetworks.org/  

UK Green Building Council https://www.ukgbc.org/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

レポートをご覧いただいた後、アンケート（所要時間：約 1 分）にご協力ください。 

https://www.jetro.go.jp/form5/pub/ora2/20220007 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

本レポートに関するお問い合わせ先： 

日本貿易振興機構（ジェトロ） 

海外調査部 欧州ロシア CIS 課 

〒107-6006 東京都港区赤坂 1－12－32 

TEL：03-3582-5569 

E-mail：ORD@jetro.go.jp 

 

https://www.jetro.go.jp/form5/pub/ora2/20220007

